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法学部 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

理念・目的 

1 

学部の理念・目的・教育目

標とそれに伴う人材養成

等の目的は適切であるか。 

法律学科では学問体系と学生の需要に

沿ってコース設定を行っており，評価

されている。政治学科は，都市型社会

の公共性を担う市民の育成を目指して

おり，この理念に沿って科目群を設け

ている。国際政治学科は，「地球共生社

会」全体の問題解決に向けた国際的人

材の育成を目指しており，昨年度，こ

の理念に沿った卒業生を送り出した。 

国際政治学科では，就職市場

における本学科卒業生の評価

がまだ必ずしも定着していな

い。 

Ａ 無 

2 

学部の理念・目的・教育目

標等の周知方法は有効で

あるか。 

各学科共，入試関連のパンフレットや

オープンキャンパスにおける広報，学

部／学科ホームページ，あるいはシラ

バス，入学時オリエンテーション等を

通じ，学部の理念・目的・教育目標等

は十分に周知されている。 

設置理念を保持しつつ，国際

社会の動向，社会環境の変化

等を踏まえ，具体的な周知方

法を再検討すべき。 
Ａ 無 

教育課程 

3 

卒業までの学位授与の方

針（ディプロマポリシー）

の設定は適切であるか。 

法律学科では，今までも体系的な設定

を行っていたが，さらにカリキュラム

改革を行い 2009 年度より実施するこ

ととなった。政治学科では，昨年度か

らカリキュラム改革を行い，特に初年

次教育の充実を図っている。国際政治

学科では，学科設置理念に沿ったカリ

キュラムが体系化されている。特に本

年度からは STEP 科目の設置など，英語

教育のより一層の充実を図っている。 

特になし。 

Ａ 無 

4 

カリキュラムの体系性（カ

リキュラムポリシー）は適

切であるか。 

法律学科では，かねてより履修モデル

としてのコース制を設けており，強制

はしないものの，進路を見据えた体系

的な履修が可能となっている。カリキ

ュラム改革に伴い，コース制の各科目

についても全面的に見直しを実施し

た。政治学科では，理論・歴史・思想

と政策・都市・行政の二つの科目群を

設けており，また国際政治学科では，

アジア国際政治コースとグローバル・

ガバナンスコースの 2 コースを設置し

ており，専門科目の履修とゼミ参加を

関連付けて，より深く学習することを

求めている。 

特になし。 

Ａ 無 

5 

基礎教育，倫理性を培う教

育の位置づけは適切であ

るか。 

各学科共，基礎科目 0～4群で適切に位

置づけている。 

学生への動機付けを強化する

必要あり。 Ａ 無 

6 

幅広い学修を保証するた

めの組織的な取り組みは

適切であるか。 

法律学科では，特講等で，実務家等の

交流が図られている。政治学科では，

「公共政策インターンシップ」や「現

代メディア論」などの実践講座を設け，

また国際政治学科では，初年次からの

基礎概念の学修に加え，外交，国際経

済，開発協力の実務家による実践講座

を設け，バランスの取れた知識と理解

の修得を目指している。 

特に問題なし。 

 

Ａ 無 

7 

キャリア教育の実施は適

切であるか。 

政治学科の「公共政策インターンシッ

プ」はキャリア教育としても位置づけ

られている。基礎科目 0 群に「キャリ

アデザイン入門」を設置しているほか， 

Global Internship，外交総合講座等の

専門科目でもキャリア教育を実施して

いる。 

「公共政策インターンシッ

プ」などを軸に，より一層の

学生側のキャリア意識の覚醒

を図る必要がある。 Ａ 無 
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8 

学生が高校から大学へ円

滑に移行するために必要

な初年次教育（一年次教

育，導入教育）の実施は適

切であるか。 

法律学科では，今までも法学入門教育

を行っていたが，さらにカリキュラム

改革を行い 2009 年度より実施するこ

ととなった。政治学科では初年次に必

修科目の「政治学の基礎概念Ⅰ，Ⅱ」，

選択科目「政治学入門演習」を設け，

国際政治学科では「国際政治学の基礎

概念Ⅰ，Ⅱ」を必修としており，初年

次段階から専門学習のための基礎概念

の獲得を行っている。 

特に問題なし。 

 

Ａ 無 

9 

高校課程の教科内容につ

いての補修・補完教育（リ

メディアル教育）の実施は

適切であるか。 

特記事項なし。 今後の入学者の質を睨みつ

つ，必要に応じて，リメディ

アル教育の実施も検討する。 
Ｂ 無 

10 

高大連携の取組の実施状

況は適切であるか。 

高校等からの要請に応え，適宜模擬授

業の実施，出張講義を行っている。法

政高校の高大連携プログラムにより，

毎年聴講生を受入れている。 

特になし。 

Ａ 無 

11 
各授業科目の卖位計算方

法は妥当であるか。 

特段の問題なし。 特になし。 
Ａ 無 

教育方法 

12 

履修科目登録の上限設定

（キャップ制）とその運用

は適切であるか。 

法律学科では，今までも体系的な設定

を行っていたが，さらにカリキュラム

改革を行い 2009 年度より実施するこ

ととなった。政治学科・国際政治学科

では特段の問題なし。 

特になし。 

Ａ 無 

13 

成績評価法，成績評価基準

の設定は適切であるか。 

全学の方針に沿って，成績評価法，基

準が設定されており，GPA の導入など

成績評価の厳格化が図られている。 

特になし。 

Ａ 無 

14 

多面的に評価する仕組み

の導入状況は適切である

か。 

全学の方針に沿って，設定されており，

特段の問題なし。 

特になし。 

Ａ 無 

15 

履修指導の実施は適切で

あるか。 

シラバス，入学時オリエンテーション

から，各教員による個別指導に至るま

で履修指導は十分に実施されている。 

法律学科では，学年進行時で

の履修指導は，教員・事務の

負担問題を解消しながら，今

後改善の余地がある。 

Ｂ 無 

16 

学生の学修の活性化と教

員の教育指導方法の改善

を促進するための措置は

有効であるか。 

全学の方針に基づき，FD 等の措置を進

めている。 

法律学科では，教員の絶対数

が不足している。学部，学科

全体としての FD 実施体制，と

りわけ教員相互の授業評価の

導入等を今後の検討事項とす

る。 

Ａ 無 

17 

シラバスの活用は適切で

あるか。 

詳細且つ実際的なシラバスが準備され

ており，受講者によって有効に利用さ

れている。 

特になし。 

Ａ 無 

18 

学生による授業評価の活

用は適切であるか。 

授業評価を参考に，各教員は，次年度

授業の改善を進めている。 

恣意性を排した授業評価の手

法を開発する必要がある。「学

生による授業評価」の方法が

変更されたため，今後，その

成果を見守る必要がある。 

Ａ 無 

19 

双方向型授業や尐人数教

育等の実施状況は適切で

あるか。 

特に問題なし。 法律学科では，教員の絶対数

が不足しており，今後，教員

数の増大が図られれば改善の

余地はある。 

Ａ 無 

学生の受け入れ 

20 

入学者受け入れ方針（アド

ミッションポリシー）及び

入学者選抜方法は適切で

あるか。 

さまざまな入試形態を実施し，多様な

経路からの人材確保に努めている。 

学部内で，政治学科では特に

スポーツ推薦入学者の比率が

高いので，今後調整する必要

がある。 

Ａ 無 

21 

退学者の状況と退学理由

の把握状況は適切である

か。 

特に問題なし。 学部での検討に加え，全学的

組織で検討の余地があるかも

しれない。 

Ａ 無 

教員組織 
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22 

学部・学科等の理念・目的

並びに教育課程の種類・性

格，学生数との関係におい

て教員組織は適切である

か。 

法律学科では，科目毎の配置は，概ね

最低限の要求を満たしている。政治学

科・国際政治学科では，設置理念に即

した専攻分野の研究者集団が本学科教

員組織を形成している。 

法律学科では，教員の絶対数

に不足があり，今後，教員数

の増大が図られれば改善の余

地はある。 

Ｂ 有 

23 

为要な授業科目への専任

教員配置状況は適切であ

るか。 

法律学科では，为要な授業科目への配

置は，ほぼ満たされている。政治学科・

国際政治学科では，各専門分野におけ

る第一線の研究者が科目担当者となっ

ている。 

特に問題なし。 

Ａ 無 

24 

教員組織における専任，兼

任の比率は適切であるか。 

法律学科では，限られた資源の中で，

最適の配分を心がけている。政治学

科・国際政治学科では，特段の問題は

存在しない。 

法律学科では，教員の絶対数

に不足があり，今後，教員数

の増大が図られれば改善の余

地はある。 

Ｂ 無 

25 

教員組織の年齢構成は適

切であるか。 

特段の問題は存在しない。 専門性と年齢構成（若年層の

採用など）を共に考慮したス

タッフ配置が長期的課題か。 

Ａ 無 

26 

実験・実習を伴う教育，外

国語教育，情報処理関連教

育等を実施するための人

的補助体制の整備状況と

人員配置は適切であるか。 

特になし。 より本格的に尐人数教育を実

施するためには，人的補助体

制の量的拡充を図る必要があ

る。 

Ａ 無 

27 

教員と教育研究支援職員

との間の連携・協力関係は

適切であるか。   

科研費等外部競争資金の導入等におい

て，教育研究支援機構，とりわけ研究

開発センターとの密接な連携が図られ

ている。 

教育研究支援職員については

個人差があり，今後，研修等

による一層の充実が望まれ

る。 

Ａ 無 

28 

教員の募集・任免・昇格に

関する基準・手続の内容と

その運用は適切であるか。 

教員の募集・任免・昇格は，学内基準・

手続に基づき，人事委員会等の組織を

立ち上げ，厳正かつ公正に進められて

いる。 

今後共，高度のレベルの人事

を可能とするため，教員数の

増大等，研究・教育環境の絶

え間ない改善が必要と考えら

れる。 

Ａ 無 

 

Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

理念・目的 

日本最古の私立法律学校として発足して以来，法

政大学法学部は，優れた研究実績と自由な学風で

知られる。こうした本学部の伝統を尊重しながら，

新しい時代の課題に応えるため，研究・教育の両

面において一層の改善を図りたい。具体的には，

法律学科・政治学科・国際政治学科の 3 学科体制

の相互連携を強めながら，この間に実施してきた

カリキュラム改革を，その実施状況に応じて再調

整し，最新の研究成果を学生にわかり易く伝える

方向性を確立したい。 

学科毎にカリキュラム改革が

進んでいる現状を考慮し，カ

リキュラム改革を評価する方

法と为体を検討する。 

検討委員会の設置（専

門組織を置く場合），学

科会議での審議・教授

会での報告（現状組織

で行う場合） 

教 育 課 程 

二部廃止，大学院法務研究科の設置など，本学部

教育はこの数年の間，さまざまな挑戦を受けてき

た。また，現在，通信教育に関しても改革が進め

られつつある。こうした中で，新しい時代におけ

る通学課程の法学・政治学教育はいかにあるべき

かを，さまざまな方向から模索して行く。 

法律・政治・国際政治の各学

科会議を中心として，学科毎

に検討を進める。 

各学科会議での検討内

容を教授会で紹介して

いく。 

教 育 方 法 

法律学科関係では，多様化する学生のニーズに対

応するため，それぞれの志望に合わせて履修がで

きるよう，すでに実施したカリキュラム改革を精

査し，その定着を図る。政治学科では，新入生向

けの演習形式の講義や入門講義など，導入的な教

育の充実を図ってきたが，その効果を慎重に見極

めて行く。国際政治学科では，初年度に外国語を

徹底的に履修させるカリキュラムを導入している

が，その教育効果を精査し，必要な対応を行う。 

･法律学科では 2009 年度新入

生と 2008 年度までの入学者

との比較を履修成績・進路な

ど多角的に比較検討してい

く。 

･政治学科では新入生演習科

目の履修者と未履修者間の成

績評価を比較することにより

教育効果を検証する。 

･国際政治学科では4月と1月

に実施される TOEFL でスコア

アップを目指す。 

成績評価（GPA）， 

TOEFL 試験結果 

学生の受け 

入れ 

本学部では，一般入試に加えてさまざまな形態の

特別入試を実施している。これらは，いずれもそ

れぞれの時点で，多様な人材の確保を目的として

法学部特別入試・各枠毎の入

学者の成績追跡調査を行い，

検討する。 

特別入試制度改革（必

要な場合） 
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設定されたものであるが，今日の条件下で所期の

目的を果たしているかについては再検討の余地が

ある。そうした観点から，入試制度改革をも視野

に議論を進める。 

教 員 組 織 

大学院・法務研究科の設置に伴い，法学系教員が

多く異動し，また全国的に優秀な法学系教員の獲

得競争が激化したことなどがあり，法学系に関す

るかぎり，現状としては必ずしも十分な教員組織

となってはいない面がある。こうした点について，

一層の改善努力を図ると共に，ここ数年改善しつ

つある年齢構成をさらに一層バランスあるものと

すべく努力する。 

専任教員および任期付教員採

用について，人事委員会を中

心に尽力する。 

専任教員年齢構成比 
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法学部（通信教育部） 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

使命・目的 

1 

使命・目的ならびに教育目

標を明確にしているか。 

通信教育学部の使命＝「社会に広く開放

された学問の場」  

教育目標＝「教育や学習の機会の幅広い

供与」 

は明確である。 

「教育目標」における学習

の到達程度が不明確である 

Ａ 有 

教育課程等 

2 

教育目標を達成するため

のふさわしい授業科目を

体系的に配置しているか。 

ほぼ体系的である。 特になし。 

Ａ 無 

3 

学問分野や専攻領域の体

系性等を考慮して授業科

目を設定しているか。 

体系に沿った授業科目を設定している。 専任教員の授業数の負担を

理由として，必要な科目が

開講できない場合がある。 

Ｂ 有 

4 

授業科目の卖位認定にい

たる過程を適切に設定し

ているか。 

卖位認定は，通信授業はリポート＋卖位

修試験による認定，面接授業（スクーリ

ング）は授業＋試験による認定と，学生

の状況に適合するように設定されてい

る。 

特になし。 

Ａ 無 

5 

在宅学習が中心となる通

信制の課程の特性を考慮

し，多様な入学者に対応し

た導入教育を実施してい

るか。 

特に導入教育は行われていない。出願の

際の考査において，学部の専門にかかわ

る書籍の感想文の提出を義務付けてい

るが，これが導入に該当する部分もあ

る。 

導入教育の検討の余地があ

る。 

Ｂ 無 

教育方法等 

6 

教育目標にしたがうとと

もに，学生の利便性に配慮

して，各科目の授業形態を

設定しているか。 

遠方に在住の学生には通信授業が中心

となる。通学できる学生には通年スクー

リング制度がある。それに加え，春・夏・

秋・冬に地方も含めスクーリングが開講

され，また IT を利用したスクーリング

も利用できる。 

通信授業における教科書の

改訂の遅れについては改善

の余地がある。 
Ｂ 有 

7 

教育効果をあげるために

適切な履修指導を行って

いるか。 

指導は，通信授業の場合はリポートの添

削が中心となり『学習のしおり』，『リポ

ートの書き方』，『設題総論』などでリポ

ートへの取り組み方法を指導している。

さらに，学習アドバイザー制度により，

身近な卒業生に指導を受けることがで

きる。 

卒業論文の指導において，

中間的な指導が必要という

学生の指摘がある。 

Ｂ 有 

8 

教育目標を考慮して一定

期間に履修科目登録でき

る卖位数の上限を定めて

いるか。 

定めている。 特になし。 

Ａ 無 

9 

教育効果を恒常的に検証

しているか。 

2004 年度秋季スクーリングより FD とし

て「学生による授業評価アンケート」を

実施し，アンケート結果を各教員の授業

改善のためにフィードバックする制度

を導入している。 

特になし。 

Ａ 無 

学位授与・課程修了の認定 

10 

学位授与・課程修了の認定

方式を適切に運用してい

るか。 

適用している。 特になし。 

Ａ 無 

学生の受け入れ 

11 

教育目標を適切に反映さ

せた学生の受け入れ方針

を定めているか。 

通信教育部への入学申請の際には，専門

にかかわる書籍の感想文の提出が義務

付けられている。感想文の審査の際に，

学部における授業を受けるのに適切な

能力等を考慮し，考査にあたっている。 

特になし。 

Ａ 無 
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Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

使命・目的 

本学通信教育部は，これまで，幅広い年齢

層にわたる多様な社会経験を有する学生へ

学問の場を提供してきた。今後も「社会に

広く開放された学問の場」としての通信教

育部の使命を果たすべく，是正したい。具

体的には，カリキュラムの工夫などにより，

学生の様々なライフスタイルに対応した教

育の機会を供与する。とりわけ，高齢化社

会や女性の社会進出の影響により増加しつ

つある高齢者や女性の学生の学問的ニーズ

に対応した学問・教育の場の提供に努める。 

学生のライフスタイルおよび教育目

的に対応した教育の機会を供与する

ため，「通信教育部改革委員会」等に

より検討を深める。 

教授会，学科会議で

の審議を「通信教育

部改革委員会」に発

表していく。 

教育課程等 

法科大学院の存在もあり，学部段階におけ

る法学教育の意義が改めて問われている。

さらに，通信教育部では多様なバックグラ

ウンドを有し，各学生の法学教育を受ける

目的が学部以上に多様化している。以上の

状況をふまえ，通信教育課程で法学教育を

行うことの意味を検討しつつ，多種多様な

学生の関心・目的にそった授業科目を設定

する。 

法学教育を受ける上で必須である法

学の基礎科目はもちろん，現代的な問

題や国際化を踏まえた問題に取り組

む専門科目についても教育の機会を

設け，学生の関心・目標に対応した教

育を行う。また，法学教育を受ける上

で必要最低限の導入教育についても，

その必要性および具体的なカリキュ

ラムにつき，検討を行う。 

法律学科会議での検

討，教養科目や政治

科目も踏まえた検討

を行うための教授会

での検討 

教育方法等 

本来，リポートの添削による教育が中心と

なるべきものであるため，各自が自宅で自

为的にかつ効果的に学ぶことができるよ

う，学習方法を具体的に助言するとともに

教育内容についても学生のニーズにそった

教材の提供に努める。また，様々なスクー

リングや卒業論文指導など，机上の教育に

とどまらず，教員の指導を受ける機会を可

能な限り供与する。 

在宅での学習を効果的なものとする

ためのより内容的に充実した教科書

を指定するとともに，リポートの書き

方等の指導を行う。また，スクーリン

グや卒業論文指導の機会の充実につ

いては，教員数や指導の時期などもふ

まえて具体的な検討を行う。 

授業評価アンケート

の実施，学科会議・

教授会での検討 

学位授与・ 

課程修了の 

認定 

リポートや卖位修得試験，卒業論文による

学位授与・課程修了認定システムをより意

義のあるものとすべく，学生の学習成果が

反映されるような評価方法を設けるととも

に，法学の学位にふさわしい水準の試験結

果，卒業論文が得られるために充実した教

育を行う。 

学士（法学）の学位にふさわしい水準を維

持するため，通信学習（リポート・試験），

スクーリング，卒業論文の卖位認定を厳正

に行い，学生の学習成果が反映されるよう

な評価方法を検討する。 

リポートの提出期間や卖位修得試験

の実施回数や評価方法，水準が学位授

与にふさわしいものとなっているか，

また，卒業論文が学位相当レベルに達

したものとなっているかを，学生の成

績調査と平行して検討する。 

学科会議，教授会で

の審議，成績調査結

果 

学生の受け 

入れ 

多様なバックグラウンドを有する学生をよ

り多く受け入れるべく，各人の志望理由・

教育目標を入学申請にあたって考慮できる

ような審査システムを設ける。さらに，学

部教育としての法学教育を受けるのに適切

な能力や十分な意欲を有しているかを考慮

するために，法学への適性をより具体的に

審査するための受け入れシステムを確立す

る。 

入学選考時の志望理由書の形式や課

題の内容が，多様かつ法学教育を受け

るのにふさわしい適性を有する学生

の受け入れに資するものとなってい

るかについて，入学者の成績等とも照

合しつつ，検討を行う。 

学科会議，教授会で

の審議，成績調査 
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Ⅲ．大学評価委員会による報告書 

大項目 所     見 

1 理念・目的 

（現状分析へのコメント） 

 法学部では，法律学と政治学の基本原理を学び，知識を実際に活用していくための応用能力の修得

が目的とされており，評価できる。複雑化する現代社会を，幅広い教養と高度な専門能力で理解し，

よりよい方向へと変えていく人材の育成を目指している。社会に貢献できる，個性豊かな知的人格形

成が教育目標として，明確に挙げられており，評価できる。 

 法律学科では，現代社会の様々な状況において，最良の合理的解決策を選択できる「法的なものの

考え方」をもった人材の育成を目指しており，この理念に沿って，コースモデル制を置いている。政

治学科は，「都市型社会の公共性」を担う市民の育成を目指しており，この理念に沿って，科目群を

設けている。国際政治学科は，「地球共生社会」全体の問題解決に向けた国際的人材の育成を目指し

ており，この理念に沿って，コース性を設定している。なお，各学科とも，学生の自为性を重視し，

自分の所属する学科以外の科目を履修することもできる。 

 以上，法学部全体の理念・目的・教育目標は明確にされている。各学科の理念・目的・教育目標に

ついても，明確にされており，学部全体の理念等と整合的であり，評価できる。各学科の目的などに

伴う，人材育成などの目的についても，適切と評価できる。 

 学部全体および各学科の理念・目的，教育目標については，各学科とも，入試関連のパンフレット

やオープンキャンパスにおける広報，学部／学科ホームページ，シラバス，入学時オリエンテーショ

ンなどの手法を通じ，有効に周知されていると評価できる。 

（以上，『法政大学 法学部 2010』） 

（目標に対するコメント） 

 現在進行中のカリキュラム改革を評価する方法・为体について検討中とあるが，検討の方向性がや

や不明瞭であり，より具体化する必要がある。 

2 教 育 課 程 

（現状分析へのコメント） 

 卒業までの学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）については，明確な分析がなされていない。

法律学科については，5 つのコースモデルが提示されており，系統的かつ柔軟なカリキュラム編成が

行われている。政治学科については，2 つの科目群を提示した柔軟なカリキュラム編成が行われてお

り，かつ，初年次教育の充実が図られている。国際政治学科については，2 つの専門コース制が採用

され，専門科目の履修とゼミ参加を関連付けた，より深い学習のためのカリキュラムが設定されてい

る。いずれの学科においても，各学科の教育目的に適合した体系的なカリキュラムが編成されており，

評価できる。（『法政大学 法学部 2010』）基礎教育については，幅広い教養を養うための全学科共通

の「基礎科目」が適切に設置されており，評価できる。（『法政大学 法学部 2010』）特講等における

法曹実務家との交流（法律学科），「公共インターンシップ」等の実践講座の開設（政治学科），外交・

国際経済等の実務家による実践講座の開設（国際政治学科）など，幅広い学習を保証するための組織

的取組が各学科で行われており評価できる。（自己分析シート）全学科共通の「基礎科目」0群に「キ

ャリアデザイン入門」が設置されている。政治学科では，「公共政策インターンシップ」がキャリア教

育としての位置づけも持っている。（シラバス，自己分析シート）「法学入門」の開設（法律学科），「政

治学の基礎概念Ⅰ，Ⅱ」「政治学入門演習」の開設（政治学科），「国際政治学の基礎概念Ⅰ，Ⅱ」の開

設により，各学科において，初年次教育の実施が行われている。（シラバス） 

 リメディアル教育の実施については，シラバス上，確認できない。模擬授業の実施，出張講義，聴

講生の受け入れ（法政高校の高大連携プログラム）等，高大連携の取り組みは，適切に実施されてい

る。（自己分析シート）各授業科目の卖位計算方法は，適切に行われている。（『履修の手引き』） 

長所として特記すべき事項 

 国際政治学科における「法政大学オックスフォード研修プログラム」は，幅広い学習を保証するた

めの優れた取り組みであると評価できる。（『法政大学 大学案内 2010』） 

問題点として指摘すべき事項 

 ディプロマ・ポリシーについて，明確な分析がされていない。 

 倫理性を培う教育の必要性について，位置づけが明確とはいえない。 

 法律学科，国際政治学科においては，キャリア教育の実施が確認できない。 

 「法学入門」が選択科目のため，必ずしも，新一年次生全員が適切な初年次教育を受けられない可

能性がある（法律学科）。 

 リメディアル教育の適切な実施について，確認する必要がある。 

（目標に対するコメント） 

 法律・政治・国際政治の各学科会議を中心として，学科ごとに検討を進め，その検討内容を教授会

で紹介する手続きが予定されているが，学部全体としての整合性を測る仕組み作りについて，検討の

余地がある。 

3 教 育 方 法 

（現状分析へのコメント） 

 各学科とも，各学年次における履修科目登録の上限設定が行われている（1 年次，2 年次，合計 42

卖位まで，3 年次，4 年次，合計 44 卖位まで）（『履修の手引き』）。GPA 制度の導入によって，厳

格な進級要件の評価が行われている。成績評価，基準については，GPA と連動した形で設定されてい

る。（『履修の手引き』）多面的に評価する仕組みの導入状況を確認できる資料がない。履修指導の

実施については，シラバス，入学時オリエンテーション，各教員による個別指導等などの方法によっ
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て，実施されている。（「自己分析シート」）学生の学修の活性化と教員の教育指導方法の改善を促

進するための措置については，全学の方針に基づき，FD 等の措置を進めているが，現状では，未だそ

の実施体制が確立しておらず，検討事項に留まっている。（自己分析シート） 

 シラバスの記載が，担当教員により不統一である（シラバス）。また，活用の実態については，確

認できる資料がない。「学生による授業評価」を参考に，各教員のレベルで授業改善が行われている

（自己分析シート）。しかし，今後，FD での活用等，より組織的なレベルでの授業改善の資料として，

積極的な授業評価の活用が求められるべきであろう。双方向型授業や尐人数教育などの実施状況につ

いて，教員の絶対数の不足を指摘する法律学科を除き，特に問題はない。（自己分析シート） 

問題点として指摘すべき事項 

 法律学科における教員の絶対数の不足が，複数の項目に対して問題点として指摘されており，その

解消が大きな課題と思われる。  

 学部全体として，FD 等の措置を進めているが，現状では，未だその実施体制が確立しておらず，検

討事項に留まっている。 

（目標に対するコメント） 

 各学科の教育目的とその実情に応じた目標が設定されている。成績評価（GPA），TOEFL 試験結果等

の検証可能な明確な数値指標が評価基準として設定されており，客観的な評価が期待できる。 

4 
学生の受け 

入れ 

（現状分析へのコメント） 

 入学者受け入れ方針（アドミッションポリシー）および入学者選抜方法については，さまざまな入

試形態（一般入試，大学入試センター試験利用入学試験，推薦入試，特別入試）を実施し，多様な経

路からの人材確保に努めている。（『法政大学 大学案内 2010』）退学者の数的状況については，

2006 年度から 2008 年度まで，40 から 50 名の範囲でほぼ一定しており，大きな問題は見当たらない（大

学基礎データ）。ただし，退学理由については把握できる資料が確認できない。 

問題点として指摘すべき事項 

 政治学科におけるスポーツ推薦入学者の比率が高く，今後調整する必要がある。 

（目標に対するコメント） 

法学部特別入試・各枠ごとの入学者の成績追跡調査，及び，これに基づく特別入試制度改革が予定

されているが，特別入試の目的が多様な人材の確保にあることに鑑みると，入試制度改革と併せて，

教育面でのフォロー等についても検討の余地があるかもしれない。 

5 教 員 組 織 

（現状分析へのコメント） 

政治学科・国際政治学科については，設置理念に即した教員組織が維持されている。法律学科につ

いても，最低限の要求は満たしているが，教員の絶対数不足の問題が指摘されている（自己分析シー

ト）。各学科とも，为要授業科目に対する質的な専任教員配置（科目適合性等）については大きな問

題はない（自己分析シート）。各学科とも専任，兼任の比率に問題はないとされる（自己分析シート）。

専任教員の年齢構成については，50 代，60 代の教員比率が高く，30 代が極めて尐ない等，偏りがみ

られる（水準評価に関わる資料）。人的補助体制の整備状況と人員配置について確認できる資料がな

い。科研費等，外部競争資金の導入などについて，研究開発センター等の教育研究支援組織との密接

な連携が図られている（自己分析シート）。教員の募集・任免・昇格は，学内基準・手続に基づき，

人事委員会等の組織を設置し，厳正かつ公正に進められている（自己分析シート）。 

問題点として指摘すべき事項 

 法律学科における教員の絶対数の不足が，複数の項目に対して問題点として指摘されており，その

解消が大きな課題と思われる。 

 専任教員の年齢構成に偏りがみられ，解消が必要である。 

（目標に対するコメント） 

 教員組織に関する一般的対策として，人事委員会による尽力が目標とされているが，懸念とされる

法学系教員の充実に関する対応策としても，これで十分と言えるか検討の余地がある。 

6 
通信教育課 

程 

（現状分析へのコメント） 

 学部の使命及び教育目標は明確に規定されており，評価できる。教育課程における教育目的達成の

ために適切な体系性は確保されていると言え，各授業科目の設定もこの体系に沿った形で適正に配置

されており，評価できる。卖位認定については，リポート及び卖位修得試験による認定のほか，スク

ーリングにおける面接授業及び試験による認定を行うなど，学生の状況に適合した認定方法を行って

いる。現在，導入教育は実施されておらず，今後の課題といえる。教育方法については，通信教育の

特性上，遠方学生のための通信授業の形態に加えて，通学可能学生のための通年スクーリング，春夏

秋冬の地方スクーリング，IT を活用したスクーリング等，学生の状況に適合した多彩な授業方法を準

備しており，評価できる。また，卖位認定の中心となるリポートについて，「リポートの書き方」等

の指導を行っているほか，学習アドバイザー制度の導入など，教育効果をあげるための対策に配慮さ

れており，評価できる。履修登録の卖位数の上限は定められている。教育効果の恒常的検証について

は，「学生評価による授業評価アンケート」による授業改善のためのフィードバックが制度化されて

いる。学位授与・課程修了の認定方式は適切に運用されている。学生の受け入れについては，入学申
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請時及び感想文の審査時に，授業への適性について適切な考査を行っている。（以上，自己分析シー

ト） 

長所として特記すべき事項 

 多彩なスクーリング授業を始めとする教育方法，及び，複数の卖位の認定方法等を準備し，種々の

バックボーンを持つ通信学生の個性に適合した教育課程と教育方法に配慮すべく適切な努力が図られ

ている。 

問題点として指摘すべき事項 

 「教育目標」における学習の到達程度が不明確であり，検討が必要である。 

 導入教育の適正な実施に向けた検討が必要である。 

 教科書の改定作業の遅れについて改善の必要がある。 

 専任教員の負担との関係上，必要科目が開講されていないケースがあるが，教育の体系性確保の観

点から改善の余地がある。 

（目標に対するコメント） 

 「通信教育部改革委員会」の適正な運用とその効果について検証する必要があると思われる。スク

ーリング，卒業論文指導の機会の充実について，問題の必要性の認識と学科会議・教授会での検討と

いう大まかな検討手法の提示は認められるが，改善の具体的方向性について，より踏み込んだ目標設

定が行われることが望ましいといえる。学位授与のための卒業論文評価，通常の卖位認定のためのリ

ポート，卖位修得試験の運用面の改善についても同様の課題が残るといえる。 

概 評 

 法律，政治，国際政治の各学科とも，全ての大項目における評価事項について，ほぼ基本的な要請は充たされており，

特に深刻というべき課題は見当たらない。ただし，以下の点について，教授会を中心として，今後さらなる改善に向けた

検討を進める必要性があると思われる。(1)学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）の明確化，(2)リメディアル教育の

体系的位置づけと実施，(3)FD 体制の早急な確立と「学生による授業評価」の積極活用，(4)シラバス記載の統一化の徹

底，(5)政治学科におけるスポーツ推薦入学者比率の改善，(6)特別入試枠等による学生への教育面でのフォローに対する

検討，(7)専任教員の年齢構成比率の改善（若年層の積極採用等の必要性）。 

 また，法学部においては各学科の独自性が強く，学部の多面的な魅力の形成につながっている一方で，学科を超えた

学部全体の課題に対する取り組み体制について，やや不明瞭な点が残されているように思われる。学部全体の課題につい

て，検討するための仕組み作り（委員会体制等）について再検討する余地があると考える。なお，法律学科について，教

員の絶対数の不足が複数の評価項目に関する問題事項として指摘されており，その早急な解消は大きな課題と言わざるを

得ない。 

 他方，特に評価すべき事項として，教育目的の達成に関する目標設定として，成績評価（GPA），TOEFL 試験結果等，

客観的に評価可能な具体的数値の指標が設定されており，目標達成に関する事後的な検証に際して，きわめて有益である

と思われる。また，国際政治学科が提供し，他学科生も参加可能な「法政大学オックスフォード研修プログラム」は，国

際化志向の進む学生のニーズにもよく適合した非常に魅力的な企画と評価できる。 
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文学部 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

理念・目的 

1 

学部の理念・目的・教育目

標とそれに伴う人材養成

等の目的は適切であるか。 

各学科の学問特性に見合った理

念・目的・教育目標等が適切に

設定されている。また，社会に

役立つ人材の育成という視点も

英文学科以外の 5 学科に含まれ

ている。 

哲学科では教員に対する周知に

関する懸念が問題点としてあげ

られた。 
Ａ 

有 0 

無 6 

2 

学部の理念・目的・教育目

標等の周知方法は有効で

あるか。 

文学部全体でシラバスや学部の

web サイトといった文章によっ

て周知している。また，ガイダ

ンスやオープンキャンパス時に

口頭による説明をしている。ま

た，学科独自の web サイトで学

科の理念の一部を公開している

学科もある。 

周知方法については，全学科が

特に在学生に対する周知方法が

不十分であると判断をしてい

る。 
Ｂ 

有 3 

無 3 

教育課程 

3 

卒業までの学位授与の方

針（ディプロマポリシー）

の設定は適切であるか。 

各学科とも，上述の教育理念を

達成するカリキュラムを組んで

おり，これを満たす卖位履修お

よび卒業論文研究の完成をもっ

て，学士に必要な知識や技術，

能力を獲得できたと判断してい

る。 

特になし。 

Ａ 
有 1 

無 5 

4 

カリキュラムの体系性（カ

リキュラムポリシー）は適

切であるか。 

各学科ともおおむね適切であ

る。 

英文科では，各科目が専門化さ

れ，科目相互の関係が希薄であ

ることが問題点としてあげられ

た。 

Ａ 
有 0 

無 6 

5 

基礎教育，倫理性を培う教

育の位置づけは適切であ

るか。 

各学科とも 1 年生から基礎教育

に関連する科目が用意されてい

る。倫理性を培う教育に関する

分析は哲学科と心理学科で検討

されている。 

心理学科では，倫理性を培う教

育については，全学的な倫理委

員会が設置されていないことを

問題点としてあげられた。 

Ａ 
有 2 

無 4 

6 

幅広い学修を保証するた

めの組織的な取り組みは

適切であるか。 

各学科とも，学科の学問の特性

に応じ幅広い科目が用意されて

いる。また，史学科では学生の

希望に応じ，演習・卒論などの

選択は学生の自为性に任せ，地

理学科では野外学習参加の機

会，心理学科では課外授業参加

の機会が用意されている。 

哲学科では開講科目のテーマの

多様性や隔年開講科目の取り扱

いについて，心理学では学生の

科目履修の体系的指導のための

資料や隣接科目への指導が不十

分であることを問題点としてあ

げられた。 

Ａ 
有 2 

無 4 

7 

キャリア教育の実施は適

切であるか。 

キャリア教育科目が大学全体と

して開講されている。また，キ

ャリアにつながる教職・資格関

連科目の開講や課外活動が行わ

れている。 

哲学科，日本文学科，地理学科

において，今後この問題を考え

る必要があることが言及され

た。 

Ｂ 
有 1 

無 5 

8 

学生が高校から大学へ円

滑に移行するために必要

な初年次教育（一年次教

育，導入教育）の実施は適

切であるか。 

各学科とも基礎ゼミや専門科目

への移行を意識した科目を設置

し，導入教育を実施している。

FD に関する研修会を年数回実施

している。 

哲学科と英文科では基礎教育→

ゼミの科目が選択になっている

ため，受講生が尐ない等の問題

点としてあげられた。また，史

学科ではこれに関する取り組み

が始まったのは最近のため，今

後その効果を検討するとしてい

る。        

Ａ 
有 2 

無 4 

9 

高校課程の教科内容につ

いての補修・補完教育（リ

メディアル教育）の実施は

適切であるか。 

哲学科では必要に応じて個別に

対応し，地理学科では高校地理

の教科書を使用する科目を用意

している。 

哲学科，日本文学科では授業内

容の改善やリメディアル教育の

科目の不在を問題点としてあげ

られた。 

Ｂ 
有 1 

無 5 

10 

高大連携の取組の実施状

況は適切であるか。 

付属校や高校からの模擬授業の

要請には積極的に対応している 

哲学科では哲学への関心を高め

る工夫を考えること，日本文学

科では付属校以外の高校との連

Ｂ 
有 2

無 4 
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携を深めることが今後の検討課

題としてあげられた。 

11 

各授業科目の卖位計算方

法は妥当であるか。 

授業時間数に応じて卖位計算は

行われており，課題の実施や予

習・復習の時間も考慮されてい

て，妥当である。 

特になし。 

Ａ 
有 0 

無 6 

教育方法 

12 

履修科目登録の上限設定

（キャップ制）とその運用

は適切であるか。 

各学科ともおおむね適切であ

る。 

哲学科，日本文学科，心理学科

では後期セメスターの科目登録

がすでに前期セメスターの科目

登録と同時に行われるので，卖

位取得に不都合が生ずる場合が

ありうることが問題点としてあ

げられた。また，心理学科では，

学科基礎科目が前期に集中して

いるため，学期ごとのキャップ

制のせいで必要な授業が履修し

にくい状況も生まれているこ

と，さらに，卒業再試制度がな

いため，わずかな卖位数不足の

ために卒業できない学生がいる

ことが問題点としてあげられ

た。 

Ａ 
有 1 

無 5 

13 

成績評価法，成績評価基準

の設定は適切であるか。 

各学科とも GPA の導入や成績評

価法や成績評価基準はシラバス

に明記し，適切に運用している。

また，英文学科では，海外や他

大学での卖位換算を含め，適切

に機能している。 

特になし。 

Ａ 
有 0 

無 6 

14 

多面的に評価する仕組み

の導入状況は適切である

か。 

各学科とも授業への出席，レポ

ート，試験，授業内課題の遂行

など，多面的に評価している。 

哲学科では，教員同士の評価の

連携の低さが問題点としてあげ

られた。 

Ｂ 
有 2 

無 4 

15 

履修指導の実施は適切で

あるか。 

各学科とも新入生および在学生

対象のガイダンスを開催してい

る。 

特になし。 

Ａ 
有 1 

無 5 

16 

学生の学修の活性化と教

員の教育指導方法の改善

を促進するための措置は

有効であるか。 

各学科とも学期ごとに授業評価

アンケートの集計結果から発見

した授業改善に関する「気づき」

をもとに多くの学科の教員が改

善を行っている。また，心理学

科では全教員がその気づきを学

生にも公開している。 

英文学科と地理学科では「気づ

き」の組織的利用の尐なさが問

題点としてあげられた。 

Ａ 
有 0 

無 6 

17 

シラバスの活用は適切で

あるか。 

各学科ともシラバスは，必要な

事項が統一されていて適切であ

り，科目の個性もわかり，分量

も適切である。また心理学科で

は，学期の始めに，各授業で受

講生に対しシラバスを確認して

いる。 

日本文学科では，シラバスの分

量多さが，史学科ではシラバス

を学生に読ませる指導，地理学

科ではシラバス通りであるかの

確認が問題点としてあげられ

た。 

Ａ 
有 1 

無 5 

18 

学生による授業評価の活

用は適切であるか。 

各学科とも学期ごとに授業評価

アンケートの結果から発見した

授業改善に関する「気づき」を

各教員が適切に利用している。

日本文学科の「大学での国語力」

という科目では，担当教員が定

期的に集まって授業評価の検討

を行なっている。また，心理学

科では，アンケート結果の気づ

きを学生にフィードバックして

いる。 

英文学科，史学科，地理学科で

は「気づき」の組織的利用の尐

なさが問題点としてあげられ

た。 

Ａ 
有 2 

無 4 
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19 

双方向型授業や尐人数教

育等の実施状況は適切で

あるか。 

卒業論文や演習では従来から尐

人数制で，双方向性のゼミナー

ル型指導を行っており，各学科

とも適切である。 

授業によって人数が集中しすぎ

たり（哲学科），講義を中心とし

た内容になったり（英文科），TA

の活用の必要性（史学科），3 年

生の後期に履修できる演習授業

がないこと（心理学科）が問題

としてあげられている。 

Ｂ 
有 1 

無 5 

学生の受け入れ 

20 

入学者受け入れ方針（アド

ミッションポリシー）及び

入学者選抜方法は適切で

あるか。 

各学科とも多様な入試経路を用

意している。 

哲学科では指定校推薦枠の随時

の見直し，日本文学科では入試

経路別の追跡調査の必要性，心

理学科では見直しの必要性が問

題としてあげられた。 

Ｂ 
有 3 

無 3 

21 

退学者の状況と退学理由

の把握状況は適切である

か。 

各学科ともおおむね適切であ

る。 

各学科において，すべての退学

者の状況や原因を全教員が把握

するよう体制の不備が問題とし

てあげられていた。 

Ｂ 
有 3 

無 3 

教員組織 

22 

学部・学科等の理念・目的

並びに教育課程の種類・性

格，学生数との関係におい

て教員組織は適切である

か。 

各学科ともカリキュラム・ポリ

シーに準じた適切な研究領域が

配置され，学生数に応じた教員

組織ができあがっている。 

日本文学科では，学生数に対し

て専任教員数がやや尐ないこ

と，史学科では東洋史と西洋史

の教員の数が尐ないこと，また，

ゼミの学生数に偏りが生じるこ

とが問題としてあげられた。 

Ａ 
有 1 

無 5 

23 

为要な授業科目への専任

教員配置状況は適切であ

るか。 

各学科ともおおむね適切であ

る。 

日本文学科では，兼任教員がゼ

ミを受け持っている率が高いこ

とが問題としてあげられた。 

Ａ 
有 1 

無 5 

24 
教員組織における専任，兼

任の比率は適切であるか。 

各学科ともおおむね適切であ

る。 

専任教員を増やすほうがいっそ

う適切である。 
Ｂ 

有 1 

無 5 

25 

教員組織の年齢構成は適

切であるか。 

日本文学科，英文科，心理学科

ではおおむね適切である。 

哲学科，史学科，地理学科では

特に若手専任教員の採用が求め

られている。 

Ｂ 
有 3 

無 3 

26 

実験・実習を伴う教育，外

国語教育，情報処理関連教

育等を実施するための人

的補助体制の整備状況と

人員配置は適切であるか。 

哲学科に関する外国語教育はゼ

ミ等で対応し，日本文学科，地

理学科，心理学科では TA が配置

されている。 

哲学科では，外国語教育の問題

があげられた。 史学科では，人

的補助体制は不純分であり，TA

採用の必要性が問題としてあげ

られた。 

Ｃ 
有 0 

無 6 

27 

教員と教育研究支援職員

との間の連携・協力関係は

適切であるか。   

各学科とも適切である。 哲学科では学部事務職員の数の

減尐や人事異動について，心理

学科では事務助手サービス残業

について，また，リサーチアシ

スタント不在に関する問題があ

げらた。 

Ａ 
有 1 

無 5 

28 

教員の募集・任免・昇格に

関する基準・手続の内容と

その運用は適切であるか。 

各学科とも適切である。 特になし。 

Ａ 
有 0 

無 6 

 

Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

理念・目的 

文学部教育の理念・目的を教員が十分に

理解し，学生へのいっそうの周知・徹底

をはかる。 

理念・目的周知の方法について教学改革

委員会等で検討し，具体案を作成する。 

具体案を作成し，教

授会へ提示する。 

教 育 課 程 

学科の独自性に十分配慮しつつ，特に初

年時教育や倫理性を養う教育に関して，

学部として統一的な指針を示す。 

各学科の議論を集約し，教学改革委員会

等で学部としての統一的な指針の検討

をする。 

統一指針を教授会に

提示する。 

履修上限卖位数の設定の有効性を検証

する。 

1 年次の履修上限卖位数と 2 年次の履修

上限卖位数に差をつけることの有効性

を教学改革委員会で各学科の現状を報

告し，各学科間の相互理解を高める。 

教学改革委員会で各

学科の現状を相互に

認識し，有効性につ

いて議論する。 

教 育 方 法 

シラバスの活用方法，授業評価アンケー

トのフィードバックの方法に関して，学

部としてある程度の統一的な方針をま

とめる。 

教学改革・FD 委員会等で各学科の現状を

相互に認識し，具体的な方針を検討して

いく。 

具体的な指針を教授

会に提示する。 
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教員の FD に対する意識を一層高めるた

めに，研修等の機会を定期的に設ける。 

FD に関する研修会等への参加を促進す

るため，学部としての配慮（周知・参加

費等の補助等）を実施する。 

各学科から教員が必

ずいずれかの研修に

参加する。 

学生の受け 

入れ 

特別入試等を見直し，多様な学生を確保

するための具体案を提示する。 

教学改革委員会等で具体案を検討する。 教授会に具体案を提

示する。 

退学・休学・留年等，大学生活に何らか

のトラブルを抱えている学生に対して，

学科の枠組みを超えた対応の方策を策

定する。 

各学科の現状を相互に認識し，教学改革

委員会等で現状分析をし，具体案を検討

する。 

学部としての現状分

析を教授会に提示す

る。 

教 員 組 織 

教員組織の適正化に向け，専任および兼

任講師採用の手順等に取り組む。 

兼任講師採用のための書類について人

事委員会等で検討し，具体案を作成す

る。 

具体案の作成と教授

会への提示。 

文学部教授会の運営方法を検証し，必要

があれば整備する。 

文学部教授会内規等について，教学改革

委員会等で検討し，具体案を作成する。 

具体案の作成と教授

会への提示。 
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文学部哲学科 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

理念・目的 

1 

学部の理念・目的・教育

目標とそれに伴う人材

養成等の目的は適切で

あるか。 

哲学科の理念は大学と同様に「自由

と進歩・進取の気象」であり，目的

は真の意味で自由な人格を培うこと

であり，教育目標は学生の柔軟な思

考力・洞察力を涵養することであり，

これらに伴う人材養成の目的は，社

会の進歩・発展に寄与する人物を輩

出することであり，すべて概ね適切

である。 

哲学科の理念・目的・教育目標

および人材育成の目的につい

て，学科内で話し合う機会がほ

とんどないので，教員全員の共

通理解を得ているかどうか問題

である。 

Ｂ 無 

2 

学部の理念・目的・教育

目標等の周知方法は有

効であるか。 

シラバスに掲載されて，周知される

ようになった。 

ホームページにも掲載するな

ど，周知方法の多様化が求めら

れる。また，内容が学生にもよ

く分かるように工夫すべきであ

る。 

Ｂ 有 

教育課程 

3 

卒業までの学位授与の

方針（ディプロマポリシ

ー）の設定は適切である

か。 

学位取得のために必要な学習および

研究は，卒業論文に結実することに

なり，ゼミや卒業論文では指導教授

が学生を一対一で指導するので，学

生に対する適切な指導と評価が行わ

れている。 

特になし。 

Ａ 無 

4 

カリキュラムの体系性

（カリキュラムポリシ

ー）は適切であるか。 

カリキュラムは，基礎ゼミでの初年

次教育から始まり，年次が上がるに

つれて専門性が高まるように構成さ

れている。また，学生の個性に合わ

せて幅広い科目を体系的に履修でき

るようになっている。 

特になし。 

Ａ 無 

5 

基礎教育，倫理性を培う

教育の位置づけは適切

であるか。 

基礎教育は，基礎ゼミ，基礎演習で

対応しており，専門基礎については，

概論科目で対応している。倫理性を

培う教育は，倫理学関連科目に加え

て，ゼミでのグループ活動や合宿な

どの尐人数教育のなかで実践的に行

われている。 

基礎ゼミが哲学科必修科目では

なく，いわば推奨科目なので，

受講が必要な学生が必ず受講し

ているとは言えない。 Ｂ 無 

6 

幅広い学修を保証する

ための組織的な取り組

みは適切であるか。 

科目の多様性を持たせるように，特

講（選択専門科目）は，セメスター

制の前期・後期で担当教員が替わり，

テーマも変わるようにしており，兼

任の教員も採用して，幅広い学習を

保証している。 

開講科目のテーマの多様性など

の問題点について，すでに年度

初めのシラバスが出た時点で検

討する必要がある。隔年開講科

目の解消なども課題である。 

Ｂ 有 

7 

キャリア教育の実施は

適切であるか。 

キャリア教育については，基礎科目

の「キャリアデザイン入門」を受講

することが可能である。 

哲学科の学生の就職活動に学科

としてどのように対応していく

か，話し合って共通理解を深め

る必要がある。 

Ｂ 無 

8 

学生が高校から大学へ

円滑に移行するために

必要な初年次教育（一年

次教育，導入教育）の実

施は適切であるか。 

初年次教育については，基礎ゼミで

実施している。ほぼ 90％の初年次生

の参加が実現できている。 

教養科目としての設置なので，

必修ではないため，100％の初年

次生の参加に至らない。また，

初年次教育の方法論が哲学科と

して確立していない。 

Ｂ 有 

9 

高校課程の教科内容に

ついての補修・補完教育

（リメディアル教育）の

実施は適切であるか。 

各科目で現実的な必要に応じてフレ

キシブルに行われている。 

哲学の場合には，国語力は基礎

であるが，高校での英語力，数

学力，歴史的知識なども必要な

場面が多い。現実的に必要な学

生に応じて対応するしかない

が，対応しきれない面もある。 

Ｂ 無 

10 

高大連携の取組の実施

状況は適切であるか。 

付属校からの求めに応じて，学科紹

介などを行っている。また，哲学科

進学の付属校生 3 年 3 学期の教育の

時間を設け，課題を与えて勉強させ

哲学という科目は高校にないの

に，哲学科が独自で自発的に付

属校への学科紹介を行っていな

い。哲学への理解と関心を高め

Ｂ 有 
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るようにしている。 て，モチベーションの大きい学

生が来るようにする必要があ

る。 

11 

各授業科目の卖位計算

方法は妥当であるか。 

授業時間数に応じて卖位計算は行わ

れており，予習・復習の時間も考慮

されていて，妥当である。 

特になし。 

Ａ 無 

教育方法 

12 

履修科目登録の上限設

定（キャップ制）とその

運用は適切であるか。 

履修科目登録の上限は適切であり，

運用にあたっては，やむをえない特

殊事情を考慮できるようにしてい

る。 

後期セメスターの科目登録がす

でに前期セメスターの科目登録

と同時に行われるので，卖位取

得に不都合が生ずる場合があり

うる。 

Ｂ 無 

13 

成績評価法，成績評価基

準の設定は適切である

か。 

GPA 制度が導入され，成績評価がこれ

までの 4 段階から 5 段階，さらに合

格点がこれまでの 50 点から 60 点に

引き上げられていて，適切である。 

特になし。 

Ａ 無 

14 

多面的に評価する仕組

みの導入状況は適切で

あるか。 

授業への出席回数や積極的コミット

メントやレポートや試験などによ

り，多面的に評価する科目が一般的

である。 

評価基準は，ゼミの出席回数以

外には学科として統一見解はな

いので，兼任教員の担当科目も

含めて検討の必要がある。 

Ｂ 有 

15 

履修指導の実施は適切

であるか。 

履修指導については，年度初めに『履

修の手引』が配布され，ガイダンス

での口頭の説明も行われており，丁

寧な内容となっている。 

履修の卖位修得に関する形式的

な基準が，やむをえないとはい

え尐し複雑であり，学生の勘ち

がいも見られる。 

Ｂ 無 

16 

学生の学修の活性化と

教員の教育指導方法の

改善を促進するための

措置は有効であるか。 

学生の学修の活性化と，教育指導方

法の改善のための，学生アンケート

が全学的に行われており，これを哲

学科も採用していて，アンケート結

果が授業改善に活用されるなど，有

功である。 

特になし。 

Ａ 無 

17 

シラバスの活用は適切

であるか。 

シラバスは，必要な事項が統一され

ていて適切であり，科目の個性もわ

かり，分量も適切である。 

特になし。 

Ａ 無 

18 

学生による授業評価の

活用は適切であるか。 

学生による授業評価の活用は，各担

当教員に結果が伝えられており，授

業改善に活用されていて，概ね適切

である。 

学生による授業評価の活用とそ

の成果について個人の裁量にだ

け任されているが，学科全体の

教育を検討する上でも活用する

必要がある。 

Ｂ 有 

学生の受け入れ 

19 

双方向型授業や尐人数

教育等の実施状況は適

切であるか。 

ゼミ（演習）や卒業論文指導では，

双方向型授業や尐人数教育が実施さ

れていて，概ね適切である。 

ゼミによっては受講希望人数が

集中しすぎる場合がある。 Ｂ 無 

20 

入学者受け入れ方針（ア

ドミッションポリシー）

及び入学者選抜方法は

適切であるか。 

一定の能力を有していて学習意欲の

高い学生を受け入れるために，入学

試験方式を多様化して小論文方式を

加え，また，指定校推薦入試も行っ

ている。 

指定校推薦での哲学科枠は，高

校の推薦者の妥当性を調査検討

して随時変更する必要がある。 Ｂ 有 

21 

退学者の状況と退学理

由の把握状況は適切で

あるか。 

毎年度末に退学状況と退学理由を把

握している。 

退学者については，退学の時点

で相談できる公の場が設けられ

ていない。また，退学の時点で

学科会議に報告がなされていな

い。 

Ｃ 有 

教員組織 

22 

学部・学科等の理念・目

的並びに教育課程の種

類・性格，学生数との関

係において教員組織は

適切であるか。 

教員組織は，哲学科の性格，学生数

との関係において，ほぼ適切である。 

特になし。 

Ａ 無 

23 

为要な授業科目への専

任教員配置状況は適切

であるか。 

哲学科の専門科目やゼミや卒業論文

には原則的に専任教員が配置された

うえで，兼任・兼担教員が配置され

ている。 

特になし。 

Ａ 無 

24 

教員組織における専任，

兼任の比率は適切であ

るか。 

専任教員と兼任教員の比率は，ほぼ

適切である。 

専任教員を増やすほうがいっそ

う適切である。 Ｂ 無 
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25 

教員組織の年齢構成は

適切であるか。 

教員組織の年齢構成は，専任教員は

50 代以上が多数を占めている。兼任

教員には若手が採用されている。両

者を勘案するとほぼ適切である。 

新規採用の機会には，若手専任

教員の採用が求められる。 
Ｂ 無 

26 

実験・実習を伴う教育，

外国語教育，情報処理関

連教育等を実施するた

めの人的補助体制の整

備状況と人員配置は適

切であるか。 

哲学科に関連する外国語教育は，ゼ

ミ等で個別に対応している。 

外国語教育は，初年次から時間

数をとり，体系的に行える体制

が必要である。しかし学部全体

のカリキュラムとも関わり，難

しい。 

Ｃ 無 

27 

教員と教育研究支援職

員との間の連携・協力関

係は適切であるか。   

哲学科事務のために大学臨時職員が

1名いて，連携・協力はほぼ適切に行

われている。 

学部事務の職員数が減らされて

きており，また職員の移動が多

いので，不慣れが目立つことも

ある。 

Ｂ 無 

28 

教員の募集・任免・昇格

に関する基準・手続の内

容とその運用は適切で

あるか。 

教員の募集・任免・昇格は，所定の

基準・手続をもって適切に運用され

ている。 

特になし。 

Ａ 無 

 

Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

理念・目的 

理念・目的の文面は学生にもよく分かる

ようにするとともに，理念・目的をホー

ムページにも掲載するなど，理念・目的

の周知方法を多様化する。 

理念・目的の文面を学生によく分かるよ

うに検討し，哲学科のホームページに掲

載する。 

理念・目的の文面を学

科内で検討する。その

文面を哲学科のホー

ムページに掲載する。 

教 育 課 程 

年度初めにシラバスが出た時点で，開講

科目について，テーマのバラエティなど

の改善の必要な点を確認し改善する。ま

た，隔年開講科目は解消する。 

哲学科全体の開講科目について哲学科

専任教員の間で意見交換をし，隔年開講

科目の解消方法を検討する。 

ワーキンググループ

を立て，そこで資料を

作成し，意見交換の場

を設け，検討結果をま

とめる。 

基礎ゼミに初年次生が全員参加できる

ようにするとともに，初年次生について

の資料を作成し，問題点を洗い出して，

初年次教育を充実させる。 

初年次生や基礎ゼミにかかわる調査資

料を作成し，初年次教育のあり方を検討

する。 

ワーキンググループ

を立て，そこで資料を

作成し，意見交換の場

を設け，検討結果をま

とめる。 

高大連携の一環として，哲学科について

高校生によく分かるように，文学部パン

フレットをはじめとする紹介資料を改

善する。 

広報委員が中心となり，文学部パンフレ

ットをはじめとする，高校生に対する哲

学科紹介資料を検討して改善する。 

文学部パンフレット

の哲学科頁の問題点

を洗い出して改訂す

る。 

教 育 方 法 

成績評価基準について，学科としての見

解を作成する。 

成績評価基準の問題点を調査・検討す

る。 

シラバス等に基づい

て成績評価基準の問

題点を調査・検討す

る。 

学生による授業評価は，学科全体のデー

タを入手し，学科として取り組むべき問

題点を洗い出し，改善する。 

文学部執行部とも連携して，本年度の学

科別資料を入手して検討する。 

執行部に申し入れて

学科別資料を入手し

て，学科内で検討結果

をまとめる。 

学生の受け 

入れ 

指定校推薦での哲学科枠は，高校の推薦

枠の妥当性を調査検討して変更する。 

入試委員が中心となり，本年度は昨年度

の結果等の過去の資料から，推薦の見直

しを行う。 

推薦の見直しを検討

して本年度の学科の

方針を決める。 

長期欠席者や，留級者など，卒業に支障

が生じる可能性のある学生については，

可能なかぎり相談の場を設けるととも

に，退学者については退学の時点で理由

等の調査を周到に行い，学科会議に報告

されるようにする。 

長期欠席者や，留級者など，卒業に支障

が生じる可能性のある学生を調査・把握

し，該当する学生との連絡をとって事情

を調査し，必要に応じて面談する。また，

文学部事務との連携により退学者の退

学理由の調査・把握を行い，学科会議で

検討する。 

卒業に支障が見込ま

れる学生を把握し，面

談する。また，退学理

由等の調査結果を検

討する。 

教 員 組 織 なし     
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文学部日本文学科 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

理念・目的 

1 

学部の理念・目的・教育目

標とそれに伴う人材養成

等の目的は適切であるか。 

日本文学科では日本の文学・言語の歴

史と現状を深く学び，国際化・情報化

が進む 21 世紀社会において，自らの

知見を自らの言葉で的確に発信でき

る人材を育成することに教育目的を

設定しており，この目的は今後の日本

社会においてますます重要視される

だろう。 

特に無し。 

Ａ 無 

2 

学部の理念・目的・教育目

標等の周知方法は有効で

あるか。 

学部案内，学部の Web サイト等に学科

の理念・目的・教育目標等を公表して

いる。また従来のオープンキャンパス

での説明会に加えて，近郊のみなら

ず，地方の高校への出張模擬授業をも

行なっており，広報活動につとめてい

る。 

在籍中の学生への組織的な

周知方法はとられていな

い。 

Ｂ 有 

教育課程 

3 

卒業までの学位授与の方

針（ディプロマポリシー）

の設定は適切であるか。 

上記の理念・目的・教育目標を達成す

る為のカリキュラムに基づき，適切な

卖位履修および卒業論文・卒業制作を

課し，学士に必要な知識・能力の習得

を保証している。 

コース別の必修科目の関係

で他学科に比べて修得卖位

が多い。 Ｂ 有 

4 

カリキュラムの体系性（カ

リキュラムポリシー）は適

切であるか。 

1 年次に専任教員全員によるオムニバ

ス授業「日本文芸学概論」で日本文

学・日本語及び関連領域への理解を深

め，2 年次から文学・言語・文芸の三

コースのいずれかに所属し，体系的に

学べるカリキュラムとなっている。 

特に無し。 

Ａ 無 

5 

基礎教育，倫理性を培う教

育の位置づけは適切であ

るか。 

1 年生を対象とした必修科目「大学で

の国語力」を設け，尐人数のクラス編

制によって基礎教育を行なっている。 

特に無し。 

Ａ 無 

6 

幅広い学修を保証するた

めの組織的な取り組みは

適切であるか。 

日本文学科のカリキュラムは日本の

文学・言語・文芸にかかわる専門分野

をほぼ網羅するとともに，他学部・他

学科の科目が幅広く履修できるよう

に組まれている。 

特に無し。 

Ａ 無 

7 

キャリア教育の実施は適

切であるか。 

出版・編集・マスコミへの就職のニー

ズに応えて「編集実務」「メディアと

社会」「表現と著作権」の科目を近年

新設している。 

学問分野の性質上，キャリ

ア教育に限界があるが，更

なる可能性を探る必要があ

るだろう。 

Ｂ 有 

8 

学生が高校から大学へ円

滑に移行するために必要

な初年次教育（一年次教

育，導入教育）の実施は適

切であるか。 

基礎的国語力から論文作成能力まで

を段階的に習得する「大学での国語

力」を設けて，円滑に移行するよう配

慮している。 

古文・漢文の学力の低下に

対応する対策が必要と考え

る。 Ｂ 有 

9 

高校課程の教科内容につ

いての補修・補完教育（リ

メディアル教育）の実施は

適切であるか。 

特に無し。 古文・漢文のみならず，文

学史など，高校課程の教科

内容のリメディアル教育へ

の対策が必要だろう。 

Ｃ 有 

10 

高大連携の取組の実施状

況は適切であるか。 

近郊・地方の高校への出張模擬授業の

要請に積極的に対応している。付属校

の実施する高大連携事業に参加し，3

年 3学期交流においては付属校生にレ

ポート提出を課し，それに対して添削

指導等を行なっている。また，学科の

夜間授業の一部を付属校3年生に開放

している。 

付属校以外の連携活動はや

や低調である。 

Ｂ 有 

11 
各授業科目の卖位計算方

法は妥当であるか。 

予習・復習の時間を含めて十分考慮さ

れていると考える。 

特に無し。 
Ａ 無 
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教育方法 

12 

履修科目登録の上限設定

（キャップ制）とその運用

は適切であるか。 

履修科目登録の上限は 2009 年度から

各セメスターにつき 26 卖位，年間 44

卖位へと変更されることになってお

り，適切と思われる。 

セメスター制がとられてい

るにもかかわらず，科目登

録が前期にしか行なえない

ことに改善の余地がある。 

Ｂ 無 

13 
成績評価法，成績評価基準

の設定は適切であるか。 

成績評価法，成績評価基準をシラバス

に明記し，学生に告知している。 

特に無し。 
Ａ 無 

14 

多面的に評価する仕組み

の導入状況は適切である

か。 

ゼミなど，尐人数の授業は多面的に評

価する仕組みとなっている例が多い。 

科目によっては多面的に評

価する仕組みの導入に向け

た検討が必要と考える。 

Ｂ 有 

15 

履修指導の実施は適切で

あるか。 

新入生対象のオリエンテーション・2

年生ガイダンス等を事務職員と共同

で実施しており，適切といえる。 

留年をなるべく出さないよ

うな履修指導のあり方を検

討すべきだと考える。 

Ｂ 有 

16 

学生の学修の活性化と教

員の教育指導方法の改善

を促進するための措置は

有効であるか。 

学部レベルでFD委員会の活動があり，

有効に機能している。 

特に無し。 

Ａ 無 

17 

シラバスの活用は適切で

あるか。 

近年シラバス項目の充実が図られて

おり，各科目の学修内容がより詳しく

紹介されている。 

日本文学科では，ゼミなど

講読中心の授業が多く，細

部にわたってシラバスを執

筆するのに難しいところが

ある。詳しく書けばいいと

いうものでもなく，学生が

読まなければならない文章

量がそれだけ増えてしま

い，効果的であるか否か疑

問が残る。 

Ｂ 有 

18 

学生による授業評価の活

用は適切であるか。 

個々の教員レベルでは授業評価を活

用し，授業の向上に役立てている。「大

学での国語力」では，担当教員が定期

的に集まって授業評価の検討を行な

っている。 

授業評価の活用は为に個々

の教員に任されており，組

織的な対策はあまりとられ

ていない。 

Ｂ 有 

19 

双方向型授業や尐人数教

育等の実施状況は適切で

あるか。 

1 年時の「大学での国語力」を 20 名以

内で実施しており，また 2年次以降の

ゼミ制の採用で尐人数を対象とした

双方向授業が適切に行なわれている。 

特に無し。 

Ａ 無 

学生の受け入れ 

20 

入学者受け入れ方針（アド

ミッションポリシー）及び

入学者選抜方法は適切で

あるか。 

日本文学科にふさわしい適性能力を

見極めるために，多様な入試経路を用

意している。 

今後は入試経路別の追跡調

査に基づく改善に取り組む

必要があるだろう。 
Ｂ 有 

21 

退学者の状況と退学理由

の把握状況は適切である

か。 

特に無し。 制度として個々の学生の卖

位修得状況を把握する方法

の検討が必要と考える。 

Ｃ 有 

教員組織 

22 

学部・学科等の理念・目的

並びに教育課程の種類・性

格，学生数との関係におい

て教員組織は適切である

か。 

各領域を専門とする専任教員がバラ

ンスよく配置されている。 

学生数との関係において，

専任教員数がやや手薄であ

る。 Ｂ 有 

23 

为要な授業科目への専任

教員配置状況は適切であ

るか。 

専門科目・ゼミの専任教員担当の比率

が高くなるように努力している。 

それでも兼任教員がゼミを

受け持っている率が高い現

状は課題といえる。 

Ｂ 有 

24 
教員組織における専任，兼

任の比率は適切であるか。 

特に無し。 望ましい比率に比べ兼任が

多いのが現状である。 
Ｃ 有 

25 

教員組織の年齢構成は適

切であるか。 

30〜40 代の教員採用の結果，年齢構成

はたいへんバランスがとれている。男

女比率もよいと考える。 

特に無し。 

Ａ 無 

26 

実験・実習を伴う教育，外

国語教育，情報処理関連教

育等を実施するための人

的補助体制の整備状況と

人員配置は適切であるか。 

「電子計算機概論及び実習」・「編集実

務 B」にティーチングアシスタントを

配置している。 

特に無し。 

Ａ 無 
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27 

教員と教育研究支援職員

との間の連携・協力関係は

適切であるか。   

おおむね適切と考える。 特に無し。 

Ａ 無 

28 

教員の募集・任免・昇格に

関する基準・手続の内容と

その運用は適切であるか。 

募集につき，おおむね公募制をとり，

教育経験・研究業績を厳格に査定して

採用を行なっている。 

特に無し。 Ａ 無 

 

Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

理念・目的 

在学生に対する学科の理念・目的・

教育目標の周知 

学科の理念・目的・教育目標に関する配布

資料を用意し，2010 年度の新入生オリエン

テーション・2年生ガイダンスの際に周知を

図る。 

学科の理念・目的・

教育目標に関する配

布資料を用意するこ

と 

教 育 課 程 

古典文学史・古典文法・漢文訓読法

に関する補習・補完教育の導入 

古典文学史・古典文法・漢文訓読法に関す

る選択科目（2卖位）導入の準備をする。 

古典に関する補習科

目の導入についての

提案を作成すること 

学科のカリキュラムに対する学生の

理解を高める。 

「日本文芸史」など必修科目でアンケート

を実施し，カリキュラムに関する満足度な

どを調査する。 

学生に向けてカリキ

ュラムに関するアン

ケートを実施するこ

と 

教 育 方 法 

多面的に評価する科目の増加 すべての必修科目において，期末試験のみ

による評価方法を廃し，多面的な評価方法

を導入する。 

「日本文芸学概論」

の評価方法について

議論し，多面的評価

方法を決定すること 

授業評価の活用 独自の質問項目を加えた授業評価アンケー

トを用意し，日本文芸研究ゼミナールを対

象に年度末に実施し，学生の意識調査を行

う。 

日本文芸研究ゼミナ

ールで授業評価アン

ケートを実施するこ

と 

学生の受け 

入れ 

入学者選抜方法の改善 4 年生を対象に入試経路別の追跡調査を実

施し，調査結果を入試経路の調整に活用す

る。 

2011 年度入試の各定

員枠に関する提案を

作成すること 

退学率の減尐 学科のゼミ制度を活かし，各ゼミの担当者

が受け持つ学生の生活環境を把握し，適切

な指導を行う。 

適宜学科会議で報告

を行うこと 

教 員 組 織 

ゼミ担当者の専任率を高める。 言語コースの教員の採用により，ゼミ担当

の専任率を現状より高める。 

2010 年度ゼミ担当者

の非専任率を 1 割以

上減らすこと 
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文学部英文学科 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

理念・目的 

1 

学部の理念・目的・教育目

標とそれに伴う人材養成

等の目的は適切であるか。 

英語を基礎とする教育理念が明

確になっている。 

特になし。 

Ａ 無 

2 

学部の理念・目的・教育目

標等の周知方法は有効で

あるか。 

web，シラバス，オープンキャン

パスなどで説明している。 

説明が不足している。 

Ｃ 無 

教育課程 

3 

卒業までの学位授与の方

針（ディプロマポリシー）

の設定は適切であるか。 

系統的な受講になっている。 特になし。 

Ａ 無 

4 

カリキュラムの体系性（カ

リキュラムポリシー）は適

切であるか。 

英米文学，英語学，言語学とい

う 3つの柱を掲げている。 

専門化され，科目相互の関係が

希薄である。 Ｂ 無 

5 

基礎教育，倫理性を培う教

育の位置づけは適切であ

るか。 

2008 年度より「基礎ゼミ」を導

入し，学生への個人的な対応が

可能。 

「基礎ゼミ」の配置がうまく設

定されず，参加学生が尐ない。 Ｂ 有 

6 

幅広い学修を保証するた

めの組織的な取り組みは

適切であるか。 

学生の要望に答える多様なカリ

キュラムを提供している。 

特になし。 

Ａ 無 

7 
キャリア教育の実施は適

切であるか。 

特になし。 これまでこの問題を意識してい

ない。 
Ｃ 無 

8 

学生が高校から大学へ円

滑に移行するために必要

な初年次教育（一年次教

育，導入教育）の実施は適

切であるか。 

基礎科目と同時に，専門科目を

うまく配置している。 

特になし。 

Ａ 無 

9 

高校課程の教科内容につ

いての補修・補完教育（リ

メディアル教育）の実施は

適切であるか。 

特になし。 特になし。 

Ｃ 無 

10 
高大連携の取組の実施状

況は適切であるか。 

特になし。 高校での学習状況が認識されて

いない。 
Ｃ 無 

11 
各授業科目の卖位計算方

法は妥当であるか。 

現行の認定で問題はない。 特になし。 
Ａ 無 

教育方法 

12 

履修科目登録の上限設定

（キャップ制）とその運用

は適切であるか。 

講義と自習のバランスが釣り合

っている。 

特になし。 

Ａ 無 

13 
成績評価法，成績評価基準

の設定は適切であるか。 

海外や他大学での卖位換算を含

め，適切に機能している。 

特になし。 
Ａ 無 

14 

多面的に評価する仕組み

の導入状況は適切である

か。 

特になし。 人的な制限がある。 

Ｃ 無 

15 
履修指導の実施は適切で

あるか。 

オリエンテーションの他，ゼミ

で個別の説明を試みている。 

説明会に欠席する学生への対応

がない。 
Ｂ 無 

16 

学生の学修の活性化と教

員の教育指導方法の改善

を促進するための措置は

有効であるか。 

ゼミで個別の指導を行ってい

る。 

教員相互の了解がない。 

Ｂ 無 

17 
シラバスの活用は適切で

あるか。 

十分なデータが記載されてい

る。 

特になし。 
Ａ 無 

18 
学生による授業評価の活

用は適切であるか。 

必要な項目を加えている。 特になし。 
Ａ 無 

19 

双方向型授業や尐人数教

育等の実施状況は適切で

あるか。 

特になし。 基礎学力を養成するため，講義

を中心とする科目が多い。 Ｃ 無 

学生の受け入れ 
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20 

入学者受け入れ方針（アド

ミッションポリシー）及び

入学者選抜方法は適切で

あるか。 

推薦入試，センター入試，一般

入試など導入している。 

特になし。 

Ａ 無 

21 

退学者の状況と退学理由

の把握状況は適切である

か。 

状況の把握は適切である。 特になし。 

Ａ 無 

教員組織 

22 

学部・学科等の理念・目的

並びに教育課程の種類・性

格，学生数との関係におい

て教員組織は適切である

か。 

バランスがとれている。 特になし。 

Ａ 無 

23 

为要な授業科目への専任

教員配置状況は適切であ

るか。 

中心となる講義科目は専任が担

当している。 

特になし。 

Ａ 無 

24 
教員組織における専任，兼

任の比率は適切であるか。 

特になし。 非常勤の比率が高い。 
Ｃ 無 

25 
教員組織の年齢構成は適

切であるか。 

分野別に均等な年齢構成になっ

ている。 

50 歳あたりに数人が固まり，年

代のバランスが欠ける。 
Ｂ 有 

26 

実験・実習を伴う教育，外

国語教育，情報処理関連教

育等を実施するための人

的補助体制の整備状況と

人員配置は適切であるか。 

特になし。 「英語表現演習」などは非常勤

にたよっている。 

Ｃ 無 

27 

教員と教育研究支援職員

との間の連携・協力関係は

適切であるか。   

緊密に連絡を取り合っている。 特になし。 

Ａ 無 

28 

教員の募集・任免・昇格に

関する基準・手続の内容と

その運用は適切であるか。 

公募を原則にしている。 特になし。 

Ａ 無 

 

Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

理念・目的 

理念や目的について学生にわか

りやすく説明する。 

理念や目的について，専門領域を

異にする教員間での意見交換を

行い，具体的な内容を伝達できる

ようにする。 

伝達の具体的な内容を検討し，そ

の文案を英文学科のホームペー

ジに掲載する。 

教 育 課 程 

①「基礎ゼミ」の効果について検

討する。 

②高校での教育について理解を

深める。 

「基礎ゼミ」担当者を中心に，効

果を検討し，高校での教育との違

いについての共通認識を深める。 

「基礎ゼミ」担当者を中心に，検

討会を実施し，次年度担当者への

参考資料を作成する。 

セメスター制について検討する。 セメスター制を導入できる科目

を検討し，その可能性を検討す

る。 

検討委員会を立て，意見交換の場

を設け，検討結果をまとめ，その

後の方向を示す。 

教 育 方 法 

履修についての説明を周知させ

る。 

ガイダンスに参加しない学生に

対しても，履修についての説明事

項が伝達できるようにする。 

学科为任が中心となり，ガイダン

スなどの不参加者に説明の方法

を検討する。 

学習意欲を向上させるための方

法を検討する。 

現状を把握し，学生の意見を交換

する場を設け，方策を検討する。 

留学した学生などの声を他の学

生たちにも反映させる機会を設

定する。 

学生の受け 

入れ 

学生の抱える問題を把握する場

を設定する。 

ゼミ担当教員が中心となり，意見

の交流の場を設ける。 

学科为任が中心となり，定期的に

議論の場を設ける。 

教 員 組 織 

兼任講師の占める割合が高いの

で，意見交換の場を設ける。 

ゼミ担当者を中心に，兼任講師を

交えた懇談会開催の可能性を検

討する。 

時期や懇談方法について学科見

解をまとめる。 
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文学部史学科 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

理念・目的 

1 

学部の理念・目的・教育目

標とそれに伴う人材養成等

の目的は適切であるか。 

史料（歴史資料）にもとづく歴史学の

方法を習得し，歴史を見る眼をもった

社会人を育成するという目的・教育目

標を掲げ，実証的に歴史を把握する学

修を通して，現代から未来への展望に

見識をもつ人材の育成に努めている。 

特になし。 

Ａ 無 

2 

学部の理念・目的・教育目

標等の周知方法は有効であ

るか。 

『文学部案内』や大学ホームページで

の学部・学科紹介により，また，オー

プンキャンパスや高校生対象の模擬授

業などにおいて，教育目標等の概要の

紹介に努めており，それは有効性が認

められる。 

教育内容をより具体的に

周知させるには，『文学部

案内』や大学ホームページ

の内容を充実させる必要

がある。 

Ａ 無 

教育課程 

3 

卒業までの学位授与の方針

（ディプロマポリシー）の

設定は適切であるか。 

各学年次ごとに配置された必修科目・

選択必修科目などを学習するなかで，

自らの専攻する分野を自为的に選ば

せ，卒業論文がそれらの学修成果の到

達点となるように設定した体系を有し

ており，学位授与方針は明瞭である。 

特になし。 

Ａ 無 

4 

カリキュラムの体系性（カ

リキュラムポリシー）は適

切であるか。 

1 年生に大学における学習方法を教え

ることからはじまり，日本史・東洋史・

西洋史の 3分野にわたって幅広く歴史

学を学ぶ授業を展開するとともに，演

習を中心に歴史学の方法を修得させる

科目を重視するなど，段階に応じて学

修成果が得られるように工夫したカリ

キュラムを編成している。 

特になし。 

Ａ 無 

5 

基礎教育，倫理性を培う教

育の位置づけは適切である

か。 

1 年生を対象とする基礎ゼミにより初

年次教育を充実させるとともに，1・2

年次に概説などを配置することによっ

て，基礎教育から専門教育への連携を

とることのできるカリキュラムを編成

している。 

特になし。 

Ａ 無 

6 

幅広い学修を保証するため

の組織的な取り組みは適切

であるか。 

セメスター制の導入などによって開講

科目は多様化され，科目選択の自由度

も高まった。また，ゼミの選択は基本

的に学生の希望に応じており，卒業論

文のテーマについても同様に学生の为

体的な取り組みを尊重している。 

特になし。 

Ａ 無 

7 

キャリア教育の実施は適切

であるか。 

学部内に自由科目としてキャリア教育

科目を開講している。また，学科専門

科目として資格（教員・学芸員）取得

に必要な科目を開講しているが，その

内容には広義のキャリア教育と認めら

れるものが含まれている。 

特になし。 

Ａ 無 

8 

学生が高校から大学へ円滑

に移行するために必要な初

年次教育（一年次教育，導

入教育）の実施は適切であ

るか。 

2008 年度から，「基礎ゼミ」の目的・

内容を一新し，初年次教育に特化した

授業を行っている。 

基礎ゼミは 2008 年度から

内容を改め，充実させた。

これからその成果を確か

める段階に入る。 

Ａ 無 

9 

高校課程の教科内容につい

ての補修・補完教育（リメ

ディアル教育）の実施は適

切であるか。 

入学者の知識量に大きな格差があるこ

とを考慮して，概説系の授業などにお

いては内容や教材を工夫し，大学独自

の授業の面白さを理解させ，学生自身

の学習意欲を高めることによって学力

の不足を克服させる方向で対応してい

る。 

授業内容の改善に今後と

も努力する必要がある。 

Ａ 無 
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10 

高大連携の取組の実施状況

は適切であるか。 

高校や付属校からの出張講義などの要

請にはできる限り積極的に応えてい

る。 

特になし 

Ａ 無 

11 
各授業科目の卖位計算方法

は妥当であるか。 

卖位に関してはすべて明瞭である。 特になし。 
Ａ 無 

教育方法 

12 

履修科目登録の上限設定

（キャップ制）とその運用

は適切であるか。 

2008 年から改定された履修卖位数上

限規定により，従来よりも弾力的な運

用が適切に行われている。 

特になし。 

Ａ 無 

13 

成績評価法，成績評価基準

の設定は適切であるか。 

2008 年度から改定された成績評価基

準に従って，成績評価方法はシラバス

に明示し，よりきめ細やかな評価を実

施している。 

合格点の引き上げや A プ

ラスの新設などについて，

これからその評価を行う

段階に入る。 

Ａ 無 

14 

多面的に評価する仕組みの

導入状況は適切であるか。 

授業の種類・内容によって異なるが，

授業への出席，質問への解答，討論へ

の参加，試験，レポートなどを組み合

わせて，成績評価が行われている。卒

業論文指導においては，ゼミ発表や対

面指導によって学生のセルフチェック

をもとに到達度を教員と直接確認しな

がら進めており，成績評価も直接学生

に説明している。 

特になし。 

Ａ 無 

15 

履修指導の実施は適切であ

るか。 

年度当初に，シラバスおよび『履修の

手引き』をもとにガイダンスを実施し，

履修の制度を説明するとともに，履修

科目の概要等についても教員が説明し

て，学生が的確に履修するように指導

を行っている。また，授業内でもほと

んどの科目で講義概要・計画について

解説している。 

シラバスの端末入力を早

期に実現することが望ま

れる。 

Ａ 無 

16 

学生の学修の活性化と教員

の教育指導方法の改善を促

進するための措置は有効で

あるか。 

授業評価アンケートによる自己改善

（気づき）が定着しつつある。 

初年次教育において学生

の「やる気」を引き出すこ

とが重要であり，そのため

の工夫を教員相互に共有

することが求められてい

る。 

Ａ 無 

17 

シラバスの活用は適切であ

るか。 

近年多くの項目をシラバスに掲載する

ようになり，科目の概要や成績評価基

準が教員・学生に共通の認識となるな

ど，前進がみられる。 

シラバスについて教員の

活用は進んだが，学生が目

を通していない場合もあ

り，「シラバスを読ませる」

指導も必要になっている。 

Ａ 無 

18 

学生による授業評価の活用

は適切であるか。 

2008 年度から学科別の集計が実施さ

れたこともあり，教員が自分の授業を

改善するために活用する傾向が進んで

いる。 

学科としての組織的活用

は，授業内容の差異などに

より，現実的に難しい。 
Ａ 無 

19 

双方向型授業や尐人数教育

等の実施状況は適切である

か。 

ゼミナールや卒論指導において，学生

による発表や討論を含む参加型・尐人

数型の授業が積極的に実施されてい

る。 

授業の多くを占める講義

形式での授業は，参加人数

が多いなどの難しい点が

あり，改善には TA の活用

等が必要である。 

Ａ 無 

学生の受け入れ 

20 

入学者受け入れ方針（アド

ミッションポリシー）及び

入学者選抜方法は適切であ

るか。 

多様な選抜方法を大学が採用し，学科

も一般選抜にセンター試験入試を導入

するなど，多様化を進めてきた。推薦

入試を含め，複数の入学経路よりなる

多くの可能性をもった学生の存在が学

科内に刺激を与えている。 

特になし。 

Ａ 無 

21 

退学者の状況と退学理由の

把握状況は適切であるか。 

退学者の情報は学部事務から報告を受

けて確認しているが，基本的に全員が

ゼミに入るシステムなので，学生の状

況は教員が把握しやすい。 

学費未納による除籍を本

人が気づかないで通学し

ている場合がある。 
Ａ 無 

教員組織 
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22 

学部・学科等の理念・目的

並びに教育課程の種類・性

格，学生数との関係におい

て教員組織は適切である

か。 

教員は日本史（考古学を含む）・東洋

史・西洋史に配置され，幅広く歴史学

を学ぶための教育課程が形成されてい

る。 

東洋史・西洋史専攻の教員

数が不十分であり，研究・

教育を網羅できない重要

な諸地域があるため，現代

人にとって必要な世界史

認識を育成する教育に課

題を残している。また，ゼ

ミの学生数に偏りが生じ

る傾向にある。 

Ａ 無 

23 

为要な授業科目への専任教

員配置状況は適切である

か。 

専任教員全員がゼミナールを担当して

おり，学生に対して細やかな指導を行

っている。また，基本的には为要な授

業科目は専任教員が担当するようにし

ている。 

特になし。 

Ａ 無 

24 

教員組織における専任，兼

任の比率は適切であるか。 

開講科目数と専任比率の適正な基準に

ついては判断しにくいが，現在，緊急

の問題は生じていない。 

特になし。 

Ａ 無 

25 

教員組織の年齢構成は適切

であるか。 

現在，学科内に若い教員が尐ないのは

確かであるが，ここ 5 年の間では 30

歳代で採用した例もある。 

教員の年齢層は 50 歳代か

ら 60 歳代に集中してお

り，今後はより若い教員の

採用を進めていく予定で

ある。 

Ｂ 有 

26 

実験・実習を伴う教育，外

国語教育，情報処理関連教

育等を実施するための人的

補助体制の整備状況と人員

配置は適切であるか。 

（TA はいない） 人的補助体制は不十分で

ある。実験・実習の名称を

冠する科目は尐ないなが

らも存在しており，実物の

古文書や考古学資料を扱

う場合もあることから，TA

の導入などを柔軟に検討

する必要があろう。 

Ｂ 無 

27 

教員と教育研究支援職員と

の間の連携・協力関係は適

切であるか。   

学部事務課との連携・協力関係は良好

である。 

特になし。 

Ａ 無 

28 

教員の募集・任免・昇格に

関する基準・手続の内容と

その運用は適切であるか。 

教員採用については文学部の内規に従

って手続きを進めており，適正に運用

されている。昇格に関しても学科の内

規をもとに文学部人事委員会・教授会

の義を経て決定されている。 

特になし。 

Ａ 無 

 

Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

理念・目的 

史学科の理念・教育内容を広く周知させ

ることに努める。 

史学科の理念を初年次教育の授業（基礎

ゼミなど）および『文学部案内』や文学

部ホームページに盛り込む。 

『文学部案内』や文学

部ホームページの記

述の改訂をはかる。 

教 育 課 程 

初年次基礎教育の充実に努める。 基礎ゼミ（基礎科目）について，学科と

して担当者の経験を共有し，授業内容の

改善に努める。 

基礎ゼミ経験交流会

の開催。 

教 育 方 法 
学生による授業評価を活用し，授業の改

善をはかる。 

学科別の集計を基に，学科としての検討

を行う。 

検討会の開催。 

学生の受け 

入れ 

退学者・留年者を減尐させることに努め

る。 

長期欠席者の現状を把握し，連絡を確保

する。 

長期欠席者全員に対

する連絡を試みる。 

教 員 組 織 

教員の年齢構成を若返らせることに努

める。 

退職教員の後任補充において，年齢構成

の若返りを目指す。 

バランスのよい年齢

構成を目指す方針を

学科会で確認する。 

TA の活用により，授業の活性化をはか

る。 

TA の採用を必要とする授業科目を選定

し，その採用計画を検討する。 

TA 採用計画案の作成。 
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文学部地理学科 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

理念・目的 

1 

学部の理念・目的・教育目

標とそれに伴う人材養成等

の目的は適切であるか。 

地理学科は，自然現象と人文現象の総

合科学として地域特性を明らかにする

ことを理念としている。この素養を身

につけることによって，多様な現代社

会で多様な社会的役割を果たす人材養

成を行っている。 

特になし。 

Ａ 無 

2 

学部の理念・目的・教育目

標等の周知方法は有効であ

るか。 

ガイダンスやオープンキャンパスなど

で説明している。 

周知方法の多様化を検討

する必要がある。 Ｂ 無 

教育課程 

3 

卒業までの学位授与の方針

（ディプロマポリシー）の

設定は適切であるか。 

地理学科では，学位習得のために必要

な学習は，ゼミや専門の実習・実験科

目で丁寧な個別指導が行われており，

卒業論文まで一貫して行われている。 

特になし。 

Ａ 無 

4 

カリキュラムの体系性（カ

リキュラムポリシー）は適

切であるか。 

カリキュラムは，1 年次には地理実

習・地理学概論などの基礎的な専門科

目から，2年次からの演習，実験科目，

3 年次以降の専門の講義科目など年次

があがるごとに専門性が高まる配置に

なっている。 

特になし。 

Ａ 無 

5 

基礎教育，倫理性を培う教

育の位置づけは適切である

か。 

基礎教育に関しては，2008 年度より基

礎ゼミの増コマで 1年次生がすべて選

択できるように対応している。 

倫理性の教育は，個別のゼ

ミや卒論指導の場で行わ

れているものの，体系的に

教育する場はない。 

Ｂ 有 

6 

幅広い学修を保証するため

の組織的な取り組みは適切

であるか。 

地理学科のカリキュラムは，地理学の

幅広い領域をカバーできるように体系

的につくられている。現地研究などの

野外学習の機会も保障されている。 

特になし。 

Ａ 無 

7 

キャリア教育の実施は適切

であるか。 

社会科・理科の教員免許や測量士補資

格の習得などを推進している。その他，

2010 年度からはエコトップ・プログラ

ムや地域調査士資格の取得ができるよ

うに作業をすすめている。 

教員免許の取得率・教員採

用試験への合格率などを

あげていく必要がある。資

格関係科目について，学生

の卖位修得率もあげてい

く必要がある。また，資格

だけでなく，大学卒業後に

資格を活かせる職場に就

職できるよう，指導してい

く必要がある。 

Ｂ 有 

8 

学生が高校から大学へ円滑

に移行するために必要な初

年次教育（一年次教育，導

入教育）の実施は適切であ

るか。 

1 年次向けの地理学概論では，「『地理』

から『地理学』へ」というテーマで，

高校地理と大学での地理学の違いを講

義し，大学での地理学の学習に，学生

がスムーズに移行できるよに配慮して

いる。また，基礎ゼミでは，大学生と

しての学習態度や「自ら考える」学習

に対応できるように，学習内容を組ん

でいる。 

特になし。 

Ａ 無 

9 

高校課程の教科内容につい

ての補修・補完教育（リメ

ディアル教育）の実施は適

切であるか。 

1 年次向けの地理学概論では，高校地

理の教科書を用いて，補修教育も行っ

ている。 

特になし。 

Ａ 無 

10 

高大連携の取組の実施状況

は適切であるか。 

高校からの模擬授業の要請に積極的に

対応している。付属校の要請にもその

都度対応している。 

地理学科独自の宣伝は行

っていない。 Ｂ 無 

11 
各授業科目の卖位計算方法

は妥当であるか。 

十分に考慮されている。 特になし。 
Ａ 無 

教育方法 
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12 

履修科目登録の上限設定

（キャップ制）とその運用

は適切であるか。 

適切であると思われる。 特になし。 

Ａ 無 

13 

成績評価法，成績評価基準

の設定は適切であるか。 

成績評価法，成績評価基準については，

授業ごとにシラバスに明記するととも

に，最初の授業で各教員が示している。

卒業論文についても，基本的には指導

教員による個別指導であるが，提出後

の最終面接時には複数の教員でチェッ

クし，成績評価基準の統一をはかって

いる。 

特になし。 

Ａ 無 

14 

多面的に評価する仕組みの

導入状況は適切であるか。 

授業への出席，レポート，試験，授業

内の課題など，各講義や実習科目の内

容に適したかたちで成績評価を行って

いる。 

特になし。 

Ａ 無 

15 

履修指導の実施は適切であ

るか。 

新入生ガイダンスおよび在校生ガイダ

ンスのなかで，履修指導を行っている。

卒業論文についてはさらに別途詳細に

行っている。 

特になし。 

Ａ 無 

16 

学生の学修の活性化と教員

の教育指導方法の改善を促

進するための措置は有効で

あるか。 

特になし。 個別のゼミや卒論指導で

行っているものの，学科全

体で検討することが行わ

れていない。 

Ｂ 有 

17 

シラバスの活用は適切であ

るか。 

十分な記載を行い，かつ各教員が初回

の授業で説明している。 

シラバスの記述はあくま

で計画であり，実際に授業

がすすんでいくに際し，ど

の程度計画通りにいくの

かどうかの調査・実態把握

は十分ではない。 

Ｂ 無 

18 

学生による授業評価の活用

は適切であるか。 

全学的な授業アンケートは各教員によ

ってその結果が活用されている。 

尐人数の授業については

学生が特定されてしまう

ため，授業アンケートの活

用がされていない。また，

地理学科独自のアンケー

トは実施していない。 

Ｂ 有 

19 

双方向型授業や尐人数教育

等の実施状況は適切である

か。 

卒業論文指導では，双方向型であり，

適切である。卒業論文の指導教員の決

定についても，学生の希望を尊重しつ

つ，指導人数に大きな偏りがないよう

に適正人数になるように学科会議で調

整を行っている。 

ゼミは，担当によっては多

人数になってしまい，必ず

しも尐人数教育にはなっ

ていない。ゼミによって履

修人数に大きな偏りがな

いような措置が必要であ

る。 

Ｃ 有 

学生の受け入れ 

20 

入学者受け入れ方針（アド

ミッションポリシー）及び

入学者選抜方法は適切であ

るか。 

入学試験の多様化をはかっており，多

様な学生の受け入れに積極的に取り組

んでいる。 

特になし。 

Ａ  無 

21 

退学者の状況と退学理由の

把握状況は適切であるか。 

特になし。 学科会議において，退学者

の退学理由を把握したり，

学業を中断する休学者に

ついての調査を行ったり，

面談するシステムはない。 

Ｃ 有 

教員組織 

22 

学部・学科等の理念・目的

並びに教育課程の種類・性

格，学生数との関係におい

て教員組織は適切である

か。 

適切であると思われる。 特になし。 

Ａ 無 

23 

为要な授業科目への専任教

員配置状況は適切である

か。 

地理学概論や現地研究などの必修授業

およびゼミは基本的に専任教員が責任

をもって担当している。 

特になし。 

Ａ 無 

24 
教員組織における専任，兼

任の比率は適切であるか。 

適切であると思われる。 特になし。 
Ａ 無 
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25 

教員組織の年齢構成は適切

であるか。 

専任は 40 代～60 代まで幅広く，兼任

は 20 代～60 代まで若手やベテランが

さらに幅広く採用されている。 

30 代の若手専任教員の養

成が課題である。 Ｂ 有 

26 

実験・実習を伴う教育，外

国語教育，情報処理関連教

育等を実施するための人的

補助体制の整備状況と人員

配置は適切であるか。 

2009 年度より実験・実習科目には TA

をつけている。 

特になし。 

Ａ 無 

27 

教員と教育研究支援職員と

の間の連携・協力関係は適

切であるか。   

緊密に連絡をとりあい，適切である。 特になし。 

Ａ 無 

28 

教員の募集・任免・昇格に

関する基準・手続の内容と

その運用は適切であるか。 

教員の募集は公募であり，昇格は学科

内で基準をもうけ，議論を行い，慎重

に決定している。 

特になし。 

Ａ 無 

 

Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

理念・目的 

教育理念・目的・教育目標の周知をは

かる。 

オープンキャンパス・付属校ガイダンス

などで説明およびシラバスの記載。 

ガイダンスのプレゼ

ンテーション用の資

料やシラバスなどに

学科の教育理念や教

育目標などを組み入

れる。 

教 育 課 程 

キャリア教育を充実させる。 2010 年度開始のエコトッププログラム

について，カリキュラムにおける具体的

な内容の充実をはかる。 

インターンシップ先

の開拓を行う。 

留年率を減らすための取り組みを行

う。 

個別のゼミだけでなく，複数の教員でフ

ォローするための合同ゼミを行い，卒業

論文の質の向上に取り組む。 

合同ゼミを計画し，実

行する。 

教 育 方 法 

教員の教育指導方法の改善をはかる。 尐人数教育や双方向型の授業において，

教員の指導方法をみなおす。 

卒業論文の指導やゼ

ミの履修人数の偏り

を是正して，適切な人

数に調整する。 

学生による授業評価の活用を行う。 本年度は，基礎ゼミおよび地理学概論な

どの初年次教育において，授業評価アン

ケートの集計結果から，担当教員による

授業改善について学科会議で提案する。 

基礎ゼミおよび地理

学概論の授業アンケ

ートの集計結果の活

用をする。 

学生の受け 

入れ 

特別入試の改善を検討し，学習意欲の

高い学生の確保に努める。 

大学院と学部の 5 年生一貫教育の検討

をすすめるにあたり，自己推薦入試の枠

を用いて対応することを提案する。 

教学改革委員会で提

案する。 

退学者や休学者の理由を把握する。 今年度の退学者および休学者について

その内容を把握する。 

文学部事務との協力

で退学者リスト・休学

者リストの作成をす

る。 

教 員 組 織 

TA 制度のさらなる充実を目指す。 2009 年度から始まった TA 科目につい

て，その実態を調査し，必要があれば

TA 科目の再編成を行う。 

TA 科目の担当教員と

TA に対してアンケー

トを行う。 

将来の欠員にむけて専任教員の採用を

検討する。 

専任教員の専門分野の構成および年齢

を考慮して，将来的にどのような人材が

必要か，検討する。 

学科会議で検討し，来

年度以降の欠員補充

に備える。 
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文学部心理学科 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

理念・目的 

1 

学部の理念・目的・教育目

標とそれに伴う人材養成

等の目的は適切であるか。 

心理学科では人間の心を科学

的・実証的に解明する能力を持っ

た人材を育成することを理念と

している。これは，客観性や論理

性，科学性など，現代社会が求め

る人材像と一致している。 

特になし。 

Ａ 無 

2 

学部の理念・目的・教育目

標等の周知方法は有効で

あるか。 

学部の web サイトに加え，学科独

自の web サイトで学科の理念の

一部を公開している。 

新入生に対し，たとえばオリエン

テーションや基礎科目の授業に

おいて，心理学科の理念やそれと

授業内容との結びつきを説明す

ることが不足している。学科の

web サイトで公開している教育

理念と，到達目標として定めた教

育理念が完全には一致しておら

ず，受験生や在学生にわかりやす

い表現とはなっていない。 

Ｂ 有 

教育課程 

3 

卒業までの学位授与の方

針（ディプロマポリシー）

の設定は適切であるか。 

心理学科では上述の教育理念を

達成するカリキュラムを組んで

おり，これを満たす卖位履修およ

び卒業論文研究の完成をもって，

学士に必要な知識や技術，能力を

獲得できたと判断している。 

特になし。 

Ａ 無 

4 

カリキュラムの体系性（カ

リキュラムポリシー）は適

切であるか。 

大きくわけて「認知」と「発達」

の二領域からなる専門科目の構

成に基づいたカリキュラムマッ

プを作成し，基礎から発展への授

業体系性を明確にしている。さら

に，卒業論文研究の遂行を通し

て，人間の心の仕組みに関して，

科学的・客観的に分析する方法を

取得できるようになっている。 

特になし。 

Ａ 無 

5 

基礎教育，倫理性を培う教

育の位置づけは適切であ

るか。 

「基礎教育」については基礎科目

群をもうけ，カリキュラムに位置

づけている。「研究倫理」につい

ては，心理学基礎実験や演習，研

究法の各授業，さらに卒業論文研

究の指導において，倫理にまつわ

る問題を取り上げ，実験にさいし

てはインフォームドコンセント

を作成させるなどの指導を行っ

ている。卒業論文の評価項目にも

「人権や倫理的な配慮」を含めて

いる。 

大学内に全学的な倫理委員会が

設置されていないことは，今後，

改善の余地がある点として認識

している。 

Ｂ 有 

6 

幅広い学修を保証するた

めの組織的な取り組みは

適切であるか。 

心理学科のカリキュラムでは，心

理学の幅広い分野や領域，テーマ

に関する授業科目を展開してい

る。また，授業以外で心理学的実

践・経験を積めるような活動の機

会（例：ピアサポートを中心にし

た施設見学の実施など）も提供し

ている。 

心理学との隣接領域に関しても

授業を開設しているが（「科学哲

学」と「人工知能」），心理学科か

らの履修生は必ずしも多くない。

また，いわゆる教養科目として履

修してもらいたい心理学以外の

授業の履修状況に関しては十分

に把握できていない。 

Ｂ 有 

7 

キャリア教育の実施は適

切であるか。 

公務員試験対策や英語能力を高

めるための勉強会を提供してい

る。 

特になし。 

Ｂ 無 
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8 

学生が高校から大学へ円

滑に移行するために必要

な初年次教育（一年次教

育，導入教育）の実施は適

切であるか。 

１年次に基礎ゼミを設置し，導入

教育を実施している。 

特になし。 

Ａ 無 

9 

高校課程の教科内容につ

いての補修・補完教育（リ

メディアル教育）の実施は

適切であるか。 

特になし（心理学は高校に科目が

設置されていないため，リメディ

アル教育を実施する必要性が特

にないという事情のため）。 

特になし。 

Ａ 無 

10 

高大連携の取組の実施状

況は適切であるか。 

高校からの模擬授業の要請には

積極的に対応しており，心理学を

学ぼうとする高校生に大学での

授業を模擬的に体験する機会を

提供している。付属校が実施する

催物にも参加し，高校との連携を

はかっている。 

特になし。  

Ａ 無 

11 

各授業科目の卖位計算方

法は妥当であるか。 

多くの科目で授業外に行うべき

課題を明示し，評価の対象として

いる。 

特になし。  

Ａ 無 

教育方法 

12 

履修科目登録の上限設定

（キャップ制）とその運用

は適切であるか。 

年次ごと，学期ごとに，履修科目

登録の上限数（キャップ）を設定

している。 

完全セメスター制に移行してい

ないため，後期になってからの履

修登録ができない等，学生に不利

益が生じている。現時点では学科

基礎科目が前期に集中している

ため，学期ごとのキャップ制のせ

いで必要な授業が履修しにくい

状況も生まれている。卒業再試制

度がないため，わずかな卖位数不

足のために卒業できない学生が

あらわれることがある。 

Ｂ 有 

13 

成績評価法，成績評価基準

の設定は適切であるか。 

成績評価法や成績評価基準はシ

ラバスに明記し，適切に運用して

いる。 

特になし。  

Ａ 無 

14 

多面的に評価する仕組み

の導入状況は適切である

か。 

授業への出席，レポート，試験，

授業内課題の遂行など，多面的に

評価している。 

特になし。  

Ａ 無 

15 

履修指導の実施は適切で

あるか。 

学期開始時に新入生および在学

生対象のガイダンスを開催して

いる。また，2-3 年次にゼミ配属

を決定するさいにも適宜ガイダ

ンスを実施している。 

特になし。  

Ａ 無 

16 

学生の学修の活性化と教

員の教育指導方法の改善

を促進するための措置は

有効であるか。 

学期ごとに授業評価アンケート

の集計結果から発見した授業改

善に関する「気づき」を全教員が

まとめ，学生にも公開している。 

特になし。  

Ａ 無 

17 
シラバスの活用は適切で

あるか。 

学期の始めに，各授業で受講生に

対しシラバスを確認している。 

特になし。  
Ａ 無 

18 

学生による授業評価の活

用は適切であるか。 

上述のように，学期ごとに授業評

価アンケートの集計結果から発

見した授業改善に関する「気づ

き」を全教員がまとめ，学生にも

公開している。 

特になし。  

Ａ 無 

19 

双方向型授業や尐人数教

育等の実施状況は適切で

あるか。 

3 年次の演習 II，4年次の研究法

I&II では従来から尐人数制で，

双方向性のゼミナール型指導を

行っていたが，2008 年度より，2

年次の演習 Iも尐人数制（最大で

も 13 人。それまでは 20 人程度）

に移行した。 

3 年次の後期に履修できる演習

系の授業が用意されておらず，

2008 年度からは 4 年次対象の研

究法 II を聴講させているが，学

生の参加状況にばらつきがある

（卖位化の検討が必要であると

認識されている）。また，今後，3・

4 年生合同で演習を進めるさい

には，教室のキャパシティも問題

も予想されうる。 

Ｂ 有 

学生の受け入れ 
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20 

入学者受け入れ方針（アド

ミッションポリシー）及び

入学者選抜方法は適切で

あるか。 

特になし。   アドミッションポリシーは明文

化されていない。入学者選抜方法

も見直しの時期がきている。 
Ｃ 有 

21 

退学者の状況と退学理由

の把握状況は適切である

か。 

特になし。 すべての退学者の状況や原因を

全教員が把握するような体制は

整っていない。 

Ｃ 有 

教員組織 

22 

学部・学科等の理念・目的

並びに教育課程の種類・性

格，学生数との関係におい

て教員組織は適切である

か。 

カリキュラム・ポリシーに準じた

適切な研究領域が配置され，学生

数に応じた教員組織ができあが

っている。 

特になし。 

Ａ 無 

23 

为要な授業科目への専任

教員配置状況は適切であ

るか。 

心理学修習のために必須となる

为な科目（1年次配当の基礎科目

など）や卒論論文研究につながる

各種演習は，専任教員が責任をも

って指導している。 

特になし。 

Ａ 無 

24 
教員組織における専任，兼

任の比率は適切であるか。 

为要な授業科目は専任教員が責

任をもって担当している。 

特になし。 
Ａ 無 

25 
教員組織の年齢構成は適

切であるか。 

幅広い年齢層の教員から構成さ

れている。 

特になし。  
Ａ 無 

26 

実験・実習を伴う教育，外

国語教育，情報処理関連教

育等を実施するための人

的補助体制の整備状況と

人員配置は適切であるか。 

「心理学基礎実験」，「心理統計学

実習 I・I」，「情報処理技法 I・II」

の 3つの授業に，大学院生のティ

ーチングアシスタントを配置し

ている。 

特になし。  

Ａ 無 

27 

教員と教育研究支援職員

との間の連携・協力関係は

適切であるか。   

特になし。  現状では，事務助手が勤務時間を

超えてボランティア的に支援し

ている。研究支援のためのリサー

チアシスタントの予算は配分さ

れていない。 

Ｂ 有 

28 

教員の募集・任免・昇格に

関する基準・手続の内容と

その運用は適切であるか。 

内規が作成され，適切に運用され

ている。  

特になし。  

Ａ 無 

 

Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

理念・目的 

オリエンテーション，基礎ゼミ，学科

WEB 等を通して，新入学生，在学生に学

科の教育理念とそれと授業内容の方法

の結びつきを周知させる。 

オリエンテーション，基礎ゼミにおいて

学科の教育理念および，教育理念と授業

科目の関係について講義を行い，周知さ

せる。 

オリエンテーション，

基礎ゼミにおいて，教

育理念について講義

する。 

教 育 課 程 

研究倫理に関する組織，規定を作成す

るとともに，教育カリキュラムの中に

研究倫理教育を取り入れる。 

1 年生対象の基礎ゼミで倫理について

の基本的な講義を行うとともに，卒業研

究を行う 4 年生を対象にして研究倫理

についての教育を行う。 

基礎ゼミ，研究法の授

業で研究倫理につい

ての講義を行う。 

広い視野と専門能力を持った人間を育

てるための履修指導体制をつくる。 

新入生オリエンテーション，在校生オリ

エンテーションで，学科の理念と各授業

科目の関連について，説明するとともに

広い視野を持つことの重要性を強調す

る。社会が心理学科の卒業生に求める人

物像を理解させ，キャリアプランを明確

化させる。 

オリエンテーション，

基礎ゼミにおいて，キ

ャリアプランについ

ての講義を行う。 

教 育 方 法 

学科基礎科目を前期，後期にバランス

よく配置し，履修しやすくする。後期

になってからの履修制度を導入し，完

全セメスター制を提案する。 

完全セメスター制の実施に移行する場

合のメリット，デメリットについて検討

する。 

完全セメスター制の

実施について検討す

る。 

3 年次後期の演習を卖位化する。 現在，3年生は 4年生の研究法Ⅱを聴講

しても，卖位化されない，この点につい

て卖位化を検討する。 

卖位化の方法につい

て検討する。 

4 年生に対する追試制度を導入して，わ

ずかな卖位不足による留年を防ぐ体制

を作る。また，卖位不足や欠席の多い

学生を把握し，指導する体制をつくる。 

文学部 4 年生に対する追試制度導入の

是非を検討する。 

追試制度の是非につ

いての議論を行う 
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学生の受け 

入れ 

アドミッションポリシーを明確化し，

高校生向けに広報する。 

アドミッションポリシーの内容につい

て検討する。 

アドミッションポリ

シーの内容について

検討する。 

退学者の情報を把握し，退学を防ぐた

めの相談体制をつくる。 

退学者や卖位不足者を定期的に把握し，

本人あるいは保護者へ，メールや文書で

連絡を取るような態勢をつくる。問題が

ある学生については面接指導を行う。 

退学，卖位不足の危険

性のある学生に対す

る相談活動の実施。 

教 員 組 織 

事務助手の勤務態勢の改善を提案す

る。 

事務助手の職務内容を明確化し，改善計

画を作成する。 

事務助手の職務内容

を明確化し，改善計画

を作成する。 

リサーチアシスタント制度を提案す

る。 

リサーチアシスタント制度についての

提案を作成する。 

リサーチアシスタン

ト制度についての議

論を行う。 
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文学部（通信教育部） 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

使命・目的 

1 

使命・目的ならびに教育目

標を明確にしているか。 

学科ごとに明確な目的を通信教

育部学則に定め，入学案内・学

習のしおり等に掲載している。 

通学過程との連動や専任教員の

採用などを検討し，通信教育部

学則に規定している教育目標を

通信教育課程の特性を考慮した

内容に改善する必要がある。 

Ｂ 有 

教育課程等 

2 

教育目標を達成するため

のふさわしい授業科目を

体系的に配置しているか。 

真に学ぶ意欲と適性のある学生

に対し，通学課程と同一水準の

教育を施し，演習科目や卒業論

文を中心に据え，広範な知的素

養と思考力を身につけた社会に

貢献しうる人材を育成するため

の授業科目を体系的に配置して

いる。 

通信教育課程の特性に配慮し

て，メディア授業の充実やカリ

キュラムの再整備など改善の余

地がある。 
Ｂ 有 

3 

学問分野や専攻領域の体

系性等を考慮して授業科

目を設定しているか。 

幅広い分野の基礎的な教養を修

得するための教養課程に加え，

専門的な知識や技能を体系化に

修得するため専門教育課程を設

置し，これらを必修・選択の区

分や分野別に配置するなどの工

夫を行っている。 

大幅なカリキュラム改革が長期

間に渡り行われておらず，通学

課程に準じた改善を行う必要が

ある。 Ｂ 有 

4 

授業科目の卖位認定にい

たる過程を適切に設定し

ているか。 

通信科目およびスクーリング科

目の卖位修得にいたる過程につ

いては，通信教育大学設置基準

に基づき，適切に設定している。

また学生へは「学習のしおり」

「法政通信」等の刊行物で周知

している。 

シラバスに準じた学習手引き等

の資料整備が必要である。 

Ｂ 無 

5 

在宅学習が中心となる通

信制の課程の特性を考慮

し，多様な入学者に対応し

た導入教育を実施してい

るか。 

情報系科目および外国語科目の

一部において，初級から応用ま

でのクラスを設けており，また

授業内での導入教育や論文作成

の基礎を学ぶ授業科目など，学

科ごとの教育目的に応じた工夫

が見られる。 

生涯学習社会にあって，入学者

の多様化がさらに進むと思わ

れ，習熟度別のクラス体系を包

括した授業科目の設置等の工夫

が必要である。 

Ｂ 有 

教育方法等 

6 

教育目標にしたがうとと

もに，学生の利便性に配慮

して，各科目の授業形態を

設定しているか。 

通信授業・スクーリング授業に

加え，メディア授業を配置し，

教育効果の向上や学生の利便性

に配慮した授業形態を設定して

いる。 

メディア授業科目の設置数が，

学部・学科により異なっており，

今後の拡充について検討が必要

である。 

Ｂ 有 

7 

教育効果をあげるために

適切な履修指導を行って

いるか。 

授業科目概要は，ホームペー

ジ・法政通信等に掲載しており，

学習を進めるにあたり生じた疑

問点に質問することが出来る

「学習質疑」制度を設けている。

また，卖位修得状況がおもわし

くない学生に対し，履修計画書

の提出などの指導を行ってい

る。 

入学時ガイダンスや学習質疑へ

の迅速な回答の制度が確立され

ておらず，今後の課題となって

いる。 

Ｂ 有 

8 

教育目標を考慮して一定

期間に履修科目登録でき

る卖位数の上限を定めて

いるか。 

教育効果を考慮し，年間 40 卖位

（スクーリングは 36 卖位）を上

限としている。 

スクーリング科目の履修登録

は，開講時期に合わせその都度

登録を行う制度であるが，通信

授業については，リポートの提

出が履修の意思表示となってい

る。そのため，今後は，一定期

間に年間（もしくは半期）の履

修科目の登録を行う制度を検討

する必要がある。 

Ｂ 無 
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9 

教育効果を恒常的に検証

しているか。 

学生に対しインセンティブを与

え，学習意欲と修得卖位数の向

上を目指すことを意図し，2007

年度の入学者より「進級に関す

る規程」を制定している。 

卖位修得率や卒業率等を考慮

し，今後の教育改善の方向性を

検討する必要がある。ただし史

学科についてはしばらく様子を

見たあとで改めて検討する。 

Ｂ 無 

学位授与・課程修了の認定 

10 

学位授与・課程修了の認定

方式を適切に運用してい

るか。 

学修活動の成果としての「卒業

論文」を必修とし，そのための

指導や面接諮問等を通じて，学

位授与に至る運用を行ってい

る。 

「卒業論文」の内容を向上させ，

提出者を増やすため，面接指導

を充実させるなどより適切な指

導を行う必要がある。 

Ｂ 有 

学生の受け入れ 

11 

教育目標を適切に反映さ

せた学生の受け入れ方針

を定めているか。 

入学案内に教育目標を明記して

おり，出願時の志望理由書にお

いても学部・学科別の課題を設

けるなど，受け入れに際して，

教育目標を反映させている。 

特になし。 

Ａ 無 

 

Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

使命・目的 

日本文学科と地理学科は通信教育課程の特性を考慮

し，通学課程と同等の水準の教育を施せる目標を設定

する。また史学科においては，使命・目的を達成する

ため通信教育全体を責任をもって運営する組織的な方

法として専任教員の採用を検討してもらうよう交渉す

る。各学科の中期目標設定シートを参照のこと。 

― ― 

教育課程等 

日本文学科は通学課程と同等の水準の教育を施すこと

を目指したカリキュラム改革を行い，史学科は史料学

という名称の科目の設置，また文書指導とスクーリン

グによる授業の配置について見直しを検討する。地理

学科は科目のスクラップ・アンド・ビルドを行って時

代に即したものに改善する。各学科の中期目標設定シ

ートを参照のこと。 

― ― 

教育方法等 

日本文学科は入学者の多様化に対応できる授業科目を

拡充する。史学科は史料学と演習を区別して教育方法

の充実をはかり，地理学科においてはメディア授業科

目の拡充など学生のニーズに合わせた改善を図る。各

学科の中期目標設定シートを参照のこと。 

― ― 

学位授与・ 

課程修了の 

認定 

卒業論文指導の充実を図るが，史学科においてはそれ

をどのように実施するか検討し，地理学科においては

平時の学習質疑への迅速な対応につとめる。各学科の

中期目標設定シートを参照のこと。 

― ― 

学生の受け 

入れ 

日本文学科は適切な選考方法と選考基準を確定し，史

学科は教育目標に応じた課題意識を持って入学するよ

うな方策を講じて日が浅いので，いま尐しこの成果を

見守る。地理学科は入学時の志望理由書に記入させる

ための課題について，志願者の学力・学習意欲をより

明確に判断・評価できるものに改善させる。各学科の

中期目標設定シートを参照のこと。 

― ― 
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文学部日本文学科（通信教育部） 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

使命・目的 

1 

使命・目的ならびに教育目

標を明確にしているか。 

通信教育部学則に定めており，

入学案内・学習のしおり等に掲

載している。 

通信教育部学則に規定している

教育目標を通信教育課程の特性

を考慮した内容に改善する必要

があると同時に，通学過程との

連動も強化すべきであると思わ

れる。 

Ｂ 有 

教育課程等 

2 

教育目標を達成するため

のふさわしい授業科目を

体系的に配置しているか。 

真に学ぶ意欲と適性のある学生

に対し，通学課程と同一水準の

教育を施し，広範な知的素養と

思考力を身につけた社会に貢献

しうる人材を育成するための授

業科目を体系的に配置してい

る。 

通信教育課程の特性に配慮し

て，改善の余地があると思われ

る。 

Ｂ 有 

3 

学問分野や専攻領域の体

系性等を考慮して授業科

目を設定しているか。 

特になし。 大幅なカリキュラム改革が長期

間に渡り行われておらず，通学

課程に準じた改善を行う必要が

あると思われる。 

Ｃ 有 

4 

授業科目の卖位認定にい

たる過程を適切に設定し

ているか。 

通信科目およびスクーリング科

目の卖位修得にいたる過程につ

いては，通信教育大学設置基準

に基づき，適切に設定している。

また学生へは「学習のしおり」

「法政通信」等の刊行物で周知

している。 

シラバスに準じた学習手引き等

の資料整備が必要と思われる。 

Ｂ 無 

5 

在宅学習が中心となる通

信制の課程の特性を考慮

し，多様な入学者に対応し

た導入教育を実施してい

るか。 

情報系科目および外国語科目の

一部において，初級から応用ま

でのクラスを設けている。また

論文作成の基礎を学ぶ授業科目

を配置している。 

生涯学習社会にあって，入学者

の多様化がさらに進むと思わ

れ，，習熟度別のクラス体系を包

括した授業科目の設置等の工夫

が必要と思われる。 

Ｂ 有 

教育方法等 

6 

教育目標にしたがうとと

もに，学生の利便性に配慮

して，各科目の授業形態を

設定しているか。 

通信授業・スクーリング授業に

加え，メディア授業を配置し，

教育効果の向上や学生の利便性

に配慮した授業形態を設定して

いる。 

メディア授業科目の設置数をよ

り拡充していく必要があると思

われる。 Ｂ 有 

7 

教育効果をあげるために

適切な履修指導を行って

いるか。 

授業科目概要は，ホームペー

ジ・法政通信等に掲載しており，

学習を進めるにあたり生じた疑

問点に質問することが出来る

「学習質疑」制度を設けている。

また，卖位修得状況がおもわし

くない学生に対し，履修計画書

の提出などの指導を行ってい

る。 

入学時ガイダンスや学習質疑へ

の迅速な回答の制度が確立され

ておらず，今後の課題となって

いる。 

Ｂ 無 

8 

教育目標を考慮して一定

期間に履修科目登録でき

る卖位数の上限を定めて

いるか。 

教育効果を考慮し，年間 40 卖位

（スクーリングは 36 卖位）を上

限としている。 

スクーリング科目の履修登録

は，開講時期に合わせその都度

登録を行う制度であるが，通信

授業については，リポート提出

が履修の意思表示をなってい

る。そのため，今後は，一定期

間に年間（もしくは半期）の履

修科目の登録を行う制度を検討

する必要がある。 

Ｂ 無 

9 

教育効果を恒常的に検証

しているか。 

学生に対しインセンティブを与

え，学習意欲と修得卖位数の向

上を目指すことを意図し，2007

年度の入学者より「進級に関す

る規程」を制定している。 

卖位修得率や卒業率等を考慮

し，今後の教育改善の方向性を

検討する必要がある。 Ｂ 無 
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学位授与・課程修了の認定 

10 

学位授与・課程修了の認定

方式を適切に運用してい

るか。 

学修活動の成果としての「卒業

論文」を必修とし，そのための

指導や面接諮問等を通じて，学

位授与に至る運用を行ってい

る。 

「卒業論文」の内容を向上させ，

また提出者を増やすためより適

切な指導を行う必要があると思

われる。 

Ｂ 有 

学生の受け入れ 

11 

教育目標を適切に反映さ

せた学生の受け入れ方針

を定めているか。 

入学案内に教育目標を明記して

おり，出願時の志望理由書にお

いても学部・学科別の課題を設

けるなど，受け入れに際して，

教育目標を反映させている。 

志望理由書の課題設定の見直し

や選考基準などの明確な方針を

策定する必要がある。 Ｂ 無 

 

Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

使命・目的 

通信教育課程の特性を考慮し，

通学課程と同等の水準の教育を

施せる目標を設定する。 

現行の教育目標は通学課程との違いが明確で

はないので，通信教育課程の長所と短所を検討

して通学課程との特性の違いを考慮した上で，

日本文学科の通信教育課程としてふさわしい

教育目標を提案する。 

新しい教育目標の提

案を作成する。 

教育課程等 

通学課程と同等の水準の教育を

施すことを目指したカリキュラ

ム改革を行う。 

現在科目名として存在しながら実質的に開講

されていない専門教育科目がいくつかあるの

で，それらを整理して通学課程のカリキュラム

との整合性を高めたい。 

新しい専門教育科目

の提案を作成する。 

多くの在宅学習者がレポートの書き方がわか

らなくて躓くことが多いが，現在の「リポート

の書き方」という冊子では導入教育として不十

分であり，在宅学習者の現状にあわせた「リポ

ートの書き方」の改訂を進める。 

通信教育部共通で作

成されている「リポー

トの書き方」の改訂の

提案を作成する。 

教育方法等 

入学者の多様化に対応できる授

業科目を拡充する。 

スクーリング受講者の減尐とインターネット

メディアの利便性を鑑み，メディア授業の拡充

を進める。 

新しくメディア授業

を 2科目開講する。 

学位授与・ 

課程修了の 

認定 

卒業論文指導の充実を図る。 学生が提出する卒業論文一次指導用紙の質が

まちまちなので，卒業論文一般指導において具

体的な書き方を周知するとともに，再提出とす

る際の基準を明確にする。 

卒業論文一次指導用

紙の書き方について

の提案を作成する。 

学生の受け 

入れ 

適切な選考方法と選考基準を確

定する。 
― ― 
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文学部史学科（通信教育部） 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

使命・目的 

1 

使命・目的ならびに教育目

標を明確にしているか。 

史料（歴史資料）に基づきながら歴史

学の方法論を習得し，これによって過

去から未来を論理的に見通せる思考力

としての「歴史を見る眼」を持った人

材を育成すると通信教育部学則に定

め，入学案内・学習のしおり等に掲載

している。 

今のところ理念としての短

所・問題点は見出せない。

なお，下記項目の全てに関

連するが，史学科の通信教

育全体を責任をもって運営

する組織的な方法として任

期付きでもよいので専任教

員の採用を検討する必要が

ある。 

Ａ 有 

教育課程等 

2 

教育目標を達成するため

のふさわしい授業科目を

体系的に配置しているか。 

歴史を理論的に見通せる思考力育成科

目の中心に史学概論，史料に基づきな

がら歴史学の方法論を習得する科目の

中心に史料・論文講読を中心とした演

習科目を置き，これに概説科目や専門

科目を交えて体系化している。 

史料を読解する力を養う科

目として史料講読を設置す

る必要がある。これによっ

て解読した史料によって論

文を書くための科目と分離

し，両者をより充実させて

いく。 

Ｂ 有 

3 

学問分野や専攻領域の体

系性等を考慮して授業科

目を設定しているか。 

縦軸に，日本史・東洋史・西洋史の 3

つの学問的専門分野を時期別に置き，

横軸に上記授業科目を設定して左の目

標を達成しようとしている。なお，科

目には必要に応じて必修・選択の区分

を設け，バランスある学修の実現を配

慮している。 

史料学を設置した際の体系

性を考えた見直しが必要で

ある。 

Ｂ 有 

4 

授業科目の卖位認定にい

たる過程を適切に設定し

ているか。 

通信科目はレポート添削と卖位修得試

験，スクーリング科目は講義と卖位修

得試験を実施しており，これらの過程

で質疑応答にも対応できるよう配慮

し，卖位認定に必要な学力の充実につ

とめている。 

シラバスに準じた学習案内

の資料整備が必要とされ

る。 
Ｂ 無 

5 

在宅学習が中心となる通

信制の課程の特性を考慮

し，多様な入学者に対応し

た導入教育を実施してい

るか。 

授業の中で受講者の実情に応じた導入

教育を心がけているが，卒業論文のた

めの一般指導を別とすれば近年，注目

されている導入教育のような教育はお

こなっていない。 

生涯学習社会にあって入学

者の多様化がさらに進むと

考えられる。このため通信

教育に固有な導入教育がど

うあるべきかを検討する必

要がある。 

Ｃ 有 

教育方法等 

6 

教育目標にしたがうとと

もに，学生の利便性に配慮

して，各科目の授業形態を

設定しているか。 

通信授業・スクーリング授業に加え，

メディア授業を配置し，教育効果の向

上や学生の利便性に配慮した授業形態

を設定している。 

メディア授業科目の設置数

について今後は充実させて

いく必要がある。 
Ｃ 無 

7 

教育効果をあげるために

適切な履修指導を行って

いるか。 

シラバスはホームページ・『法政通信』

等に掲載しており，学習の際に生じた

疑問点には「学習質疑」制度を設けて

対応している。また，卖位修得状況が

おもわしくない学生に対し，履修計画

書の提出などの指導を行っている。 

入学時ガイダンスや学習質

疑への迅速な回答の制度が

確立されておらず，今後の

課題となっている。 
Ｃ 有 

8 

教育目標を考慮して一定

期間に履修科目登録でき

る卖位数の上限を定めて

いるか。 

教育効果を考慮し，年間 40 卖位（スク

ーリングは36卖位）を上限としている。

なお，スクーリング科目の履修登録は

開講時期の度に実施している。また通

信授業はリポートの提出が履修の意思

表示となっている。 

左記の良い点を損なわない

限りにおいて今後は，年度

当初に前期・後期を見通し

た履修科目登録制度を検討

してもよい。 

Ｂ 無 
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9 

教育効果を恒常的に検証

しているか。 

卖位取得に関する指導を徹底し，学生

の学習意欲をより多くの卖位の習得に

結果させるため，2007 年度の入学者よ

り「進級に関する規程」を制定した。 

卖位修得率や卒業率等を考

慮し，今後の教育改善の方

向性を検討する必要も考え

られないわけではないが，

左記について開始したばか

りであり，もう数年，様子

を見た後，改めて検討した

い。 

Ｂ 無 

学位授与・課程修了の認定 

10 

学位授与・課程修了の認定

方式を適切に運用してい

るか。 

学修活動の成果としての「卒業論文」

を必修とし，その内容の充実のための

面接指導や文書指導（質疑応答）を通

じて学位授与に至る認定方式を運用し

ている。 

学生によってケース・バ

イ・ケースではあるが，希

望があればもう尐し面接指

導を充実させてもよいかも

知れない。 

 Ｂ  無 

学生の受け入れ 

11 

教育目標を適切に反映さ

せた学生の受け入れ方針

を定めているか。 

入学案内に教育目標を明記しており，

これを前提に出願時において志望理由

書や歴史学に関する読書の感想文を書

かせ，学生が教育目標を認識し，かつ，

自己の目的意識性を明確にして入学す

るよう努めている。 

特になし。 

Ａ 無 

 

Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

使命・目的 

使命・目的を達成するため，史学科の通信

教育全体を責任をもって運営する組織的な

方法として任期付きでもよいので専任教員

の採用を検討してもらうよう交渉する。 

本年度も通信教育改革のための委員

会が開催される予定であり，この委

員会への参加学部・学科と意見交換

を行う。 

中期目標達成のため

当面，他学部・他学

科と十分な意見交換

をはかる。 

教育課程等 

史料に基づきながら歴史学の方法論を習得

するため，史料学という名称の科目を設置

し，史料の復原と正確な読解を促進するた

めの授業科目配置とする。また，文書指導

とスクーリングによる授業の配置について

の見直しも検討する。 

教育課程において2010年度から史料

学を設置するための準備をする。 

2010 年に史料学を設

置するためのカリキ

ュラムを作成する。 

教育方法等 

史料自体を正確に復原するための手法を学

ぶ史料学ならびに先行研究を克服するため

の論証を学ぶ演習とを截然と区別し，各々

の手法をより純化させて教育方法の充実を

はかる。 

2010 年の史料学の実施によって史料

学と演習とを分ける準備をする。 

史料学と演習とを

各々，異なる科目と

して設置するための

準備を完了させる。 

学位授与・ 

課程修了の 

認定 

希望があればもう尐し面接指導を充実させ

る必要があるかどうか，また，これをどの

ように実施するかを検討する。 

史学科では第三次指導をしている

が，ここでの学生の取り組み方から

さらなる面接指導の必要性について

探る。 

面接指導を，これ以

上する必要があるか

どうか，学生の三次

指導時の卒論への取

り組み方を見て判断

する。 

学生の受け 

入れ 

入学出願時に志望理由書や歴史学に関する

書物の読書感想文を書かせ，教育目標に応

じた課題意識を持って入学するような方策

を講じてから日が浅いので，いま尐し，こ

の成果を見守っていくことにする。 

年次毎に点検する。 09 年度の志望理由

書，歴史学に関する

読書感想文から教育

目標に応じた課題意

識を持っていたかど

うかを点検する。 
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文学部地理学科（通信教育部） 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

使命・目的 

1 

使命・目的ならびに教育目

標を明確にしているか。 

通信教育部学則に定めており，入学案

内・学習のしおり等に掲載している。 

通信教育部学則に規定して

いる教育目標を通信教育課

程の特性を考慮した内容に

改善する必要があると思わ

れる。 

Ｂ 無 

教育課程等 

2 

教育目標を達成するため

のふさわしい授業科目を

体系的に配置しているか。 

真に学ぶ意欲と適性のある学生に対

し，通学課程と同一水準の教育を施し，

広範な知的素養と思考力を身につけた

社会に貢献しうる人材を育成するため

の授業科目を体系的に配置している。 

通信教育課程の特性に配慮

して，改善の余地があると

思われる。 Ｂ 有 

3 

学問分野や専攻領域の体

系性等を考慮して授業科

目を設定しているか。 

幅広い分野の基礎的な教養を修得する

ための教養課程に加え，専門的な知識

や技能を体系化に修得するため専門教

育課程を設置し，これらを必修・選択

の区分や分野別に配置するなどの工夫

を行っている。 

大幅なカリキュラム改革が

長期間に渡り行われておら

ず，通学課程に準じた改善

を行う必要があると思われ

る。 

Ｂ 有 

4 

授業科目の卖位認定にい

たる過程を適切に設定し

ているか。 

通信科目およびスクーリング科目の卖

位修得にいたる過程については，通信

教育大学設置基準に基づき，適切に設

定している。また学生へは「学習のし

おり」「法政通信」等の刊行物で周知し

ている。 

シラバスに準じた学習手引

き等の資料整備が必要と思

われる。 
Ｂ 無 

5 

在宅学習が中心となる通

信制の課程の特性を考慮

し，多様な入学者に対応し

た導入教育を実施してい

るか。 

情報系科目および外国語科目の一部に

おいて，初級から応用までのクラスを

設けている他，学部・学科により，概

説科目や論文作成の基礎を学ぶ授業科

目を配置している。 

生涯学習社会にあって，入

学者の多様化がさらに進む

と思われ，，習熟度別のクラ

ス体系を包括した授業科目

の設置等の工夫が必要と思

われる。 

Ｂ 無 

教育方法等 

6 

教育目標にしたがうとと

もに，学生の利便性に配慮

して，各科目の授業形態を

設定しているか。 

通信授業・スクーリング授業に加え，

メディア授業を配置し，教育効果の向

上や学生の利便性に配慮した授業形態

を設定している。 

メディア授業科目の設置数

が，学部・学科により異な

っており，今後の拡充につ

いて検討が必要であると思

われる。 

Ｂ 有 

7 

教育効果をあげるために

適切な履修指導を行って

いるか。 

授業科目概要は，ホームページ・法政

通信等に掲載しており，学習を進める

にあたり生じた疑問点に質問すること

が出来る「学習質疑」制度を設けてい

る。また，卖位修得状況がおもわしく

ない学生に対し，履修計画書の提出な

どの指導を行っている。 

入学時ガイダンスや学習質

疑への迅速な回答の制度が

確立されておらず，今後の

課題となっている。 Ｂ 無 

8 

教育目標を考慮して一定

期間に履修科目登録でき

る卖位数の上限を定めて

いるか。 

教育効果を考慮し，年間 40 卖位（スク

ーリングは36卖位）を上限としている。 

スクーリング科目の履修登

録は，開講時期に合わせそ

の都度登録を行う制度であ

るが，通信授業については，

リポート提出が履修の意思

表示をなっている。そのた

め，今後は，一定期間に年

間（もしくは半期）の履修

科目の登録を行う制度を検

討する必要がある。 

Ｂ 無 

9 

教育効果を恒常的に検証

しているか。 

学生に対しインセンティブを与え，学

習意欲と修得卖位数の向上を目指すこ

とを意図し，2007 年度の入学者より「進

級に関する規程」を制定している。 

卖位修得率や卒業率等を考

慮し，今後の教育改善の方

向性を検討する必要があ

る。 

Ｂ 無 

学位授与・課程修了の認定 
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10 

学位授与・課程修了の認定

方式を適切に運用してい

るか。 

学修活動の成果としての「卒業論文」

を必修とし，そのための指導や面接諮

問等を通じて，学位授与に至る運用を

行っている。 

特になし。 

Ａ 無 

学生の受け入れ 

11 

教育目標を適切に反映さ

せた学生の受け入れ方針

を定めているか。 

入学案内に教育目標を明記しており，

出願時の志望理由書においても学部・

学科別の課題を設けるなど，受け入れ

に際して，教育目標を反映させている。 

特になし。 

Ａ 無 

 

Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

使命・目的 
通信教育課程の特性を考慮し，通学課程と同等

の水準の教育を施せる目標を設定する。 
― ― 

教育課程等 

大幅なカリキュラム改革が長期間にわたって

実施されていないため，科目のスクラップ・ア

ンド・ビルドを行って時代に即した科目は一に

改善する必要性がある。 

時代に即したカリキュラム改革

の方向性を構想する。 

カリキュラム改革案

を作成すること。 

教育方法等 
メディア授業科目の拡充など，学生のにニーズ

に合わせた改善を図る必要性がある。 
― ― 

学位授与・ 

課程修了の 

認定 

卒業論文作成指導の充実を図るため，平時の学

習質疑への迅速な対応などにつとめる。 ― ― 

学生の受け 

入れ 

入学時の志望理由書に記入させるための課題

について，志願者の学力・学習意欲をより明確

に判断・評価できるものに改善させたい。 

― ― 



文学部 大学評価報告書 

42 

 

Ⅲ．大学評価委員会による報告書  

大項目 所     見 

1 理念・目的 

（現状分析へのコメント） 

概評  

明確な理念・目標を掲げている学科もみられるが，文学部全体の傾向として，理念・目標等の定義

が不明瞭である。文学部の理念・目的等は具体性に欠けており，それゆえ各学科間に理念・目標等に

対する共通の方針，基準，認識などが見られない。具体的かつ明確な理念・目標を掲げ，それらの周

知に熱心に取り組んでいる学科もあれば，理念・目標が充分に明瞭ではなく，周知方法も確立してい

ない学科もみられる。さらに，学部パンフレット，到達目標の冊子，シラバスなどにおける理念・目

標に関する記述が一貫していない学科や，実際の授業に理念・目標が反映されているとは言い難い学

科も見受けられた。 

 一方で，文学部の理念を実現するための対策として，希望する全ての学生がゼミに入ることができ

る体制が整備され，卒業論文が必修であることが明文化されている。 

長所 

 希望する学生の全てがゼミに入ることができ，ゼミでは（以下の教育方法の項目で詳しく示されて

いるように），学生が満足できる教育体制が整備されているようである。 

問題点 

 各学科における理念・目標が具体性に欠けており，掲げられた理念・目標と学修活動の相互関係が

希薄である。 

（目標に対するコメント） 

各学科において，理念・目標の周知の徹底が目指されていることは評価できるが，これらの理念・

目的と各学科におけるカリキュラムや学生の学修活動との関連性について，さらに明確に示すことが

重要であろう。 

2 教 育 課 程 

（現状分析へのコメント） 

概評 

 文学部の教育理念に基づいた方針として，それぞれの学科に「基礎ゼミ」が設けられ，尐人数教育

が実施されていることは評価できる。しかし，このように基礎教育の重要性が認識されているのにも

関わらず，適切なリメディアル教育が実施されていないことは遺憾である。いずれの学科においても

複数の入試形態を採用しており，それゆえに，入学者の語学や数学の能力には格差があることが予想

される。この問題に関して，早急な対応が望まれるだろう。キャリア教育への対応も学科ごとに異な

るが，日本文学科によるキャリア教育への対応は評価に値する。一方で，地理学科や心理学科などは，

キャリア教育的要素を含んでいる学問であるため，特別な対策は必要ではないかもしれない。 

 学部全体において教育方針が一貫していないことも問題点の一つとして挙げられる。専門分野別に

基礎知識を必修として系統的に学ばせる学科もあれば，そのように系統立てたカリキュラムを用意し

ていない学科もある。また，学科を構成する各分野の関係が必ずしも対等なものでなく，他の分野よ

りも教員数や授業数などにおいて優先されている分野が存在する学科もあるようである。卒業生アン

ケートの結果によれば，どの学科のカリキュラムもあまり高い評価を得ていないようであり，さらな

るカリキュラムの改善が望まれる。 

長所 

 基礎学習としての「基礎ゼミ」の活用は評価できる。学生数に対する「基礎ゼミ」の開講数から判

断すると，尐人数で行われているようである。 

問題点  

なし 

（目標に対するコメント） 

多くの学科がリメディアル教育を含む基礎学習の重要性を認識し，更なる改善を目標として掲げて

いることは評価できる。しかし，専門以外のキャリア教育の必要性はほとんど認識されていない。例

えば，経営学部においてキャリアプログラム科目として開講されている『キャリア・マネジメント』

（経営学部シラバス 192 ページ）のような科目は，文学部においても有効であろう。 

3 教 育 方 法 

（現状分析へのコメント） 

概評 

 セメスター制への移行は完全とはいかないまでも，順調にすすんでいるようである。前期と後期の

授業内容の区別が明確ではない授業もいくつか見受けられるが，多くの授業は半期授業として，適切

に機能しているようである。ただ，セメスター制にも関わらず，履修登録が年度初めに一度だけしか

行われないために生ずる問題点も指摘されており，セメスター制の利点を最大限に活かすためにも，

この点については更なる検討が求められる。 

 シラバスにおける講義内容や評価の基準と方法に関する記述は概ね適切かつ明確であるが，限られ

た尐数の授業において，充分に明瞭ではない記述が見受けられる。「出席」に対して 2 割から 3 割の

点数を加算する授業が散見されるが，これが平常点（授業態度，小テストなど）をも含むのかどうか

が不明である。平常点を含まない出席率のみに点数が加算される評価方法は望ましいものではなく，

そのような評価方法が採用されている場合は早急な改善が求められる。 

 ゼミや卒業論文指導なども適切に行われているようである。卒業生によるアンケートにおいて，ゼ

ミ指導に「満足」もしくは「やや満足」と答えた卒業生の割合は，他の項目に対して，いずれの学科
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においても高く，多くの学生にとって文学部におけるゼミ教育が満足のいくものであったことを示し

ている。ただし，卒業論文に関しては，資料が不足しているため，実際の指導がどのように行われて

いるかは判断し難い。たとえば，学位取得に求められる論文の質が明文化されており，学生が過去の

学生の卒業論文を簡卖に参照できるような体制が整っていることが望ましいだろう。学生の卒業論文

制作に関する意見や考えをアンケートなどで調査することも検討されたい。 

長所 

 文学部全体で重要視されているゼミが学生からも高く評価されていることは注目に値する。 

問題点 

 セメスター制の利点が最大限に生かされていないため，今後の更なる改善が求められる。 

（目標に対するコメント） 

セメスター制への完全移行に伴う履修制度の変更や，学生アンケートの活用など，学生为体の学び

の場を提供するという認識と共に，それぞれの学科が教育方法の改善に取り組んでいることは評価で

きる。 

4 
学生の受け 

入れ 

（現状分析へのコメント） 

概評 

 入学定員に対する入学者数の比率は，いずれの学科においても，若干高めではあるものの，概ね適

切である。様々な入試方法が用意されているが，特に日本文学科と地理学科による自己推薦入試の導

入は注目に値する。（日本文学科への志望者数に比べて地理学科への志望者数が極めて尐ない。この

点に関しては充分に検討する必要があるだろう。）しかし，これらの多彩な入試方法が，各学科の求

める学生の受け入れにどれほど有効であるかは判明していない。入試経路別に学生の学修活動を確認

することで，各学科の理念・目標に適した学生の受け入れを促進することが望まれる。 

文学部における退学者数の割合は，他の学部におけるそれらの平均に比べてやや高い。多くの学科

においてこの点はすでに問題視されているものの，有効な解決策が見つからず，充分な対応がとられ

ていないのが現状である。早急に何らかの対策が講じられることが求められる。 

長所  

多彩な入試方法を積極的に取り入れている点は評価できる。 

問題点 

 退学者数減尐のための早急な対策が必要である。 

（目標に対するコメント） 

入試制度の見直しを行い，本学部の理念・目標に適した学生の受け入れ体制を確立しようとする試

みが行われている。また，退学者数が尐なくない現状を踏まえて，各学科が退学者数を減らすための

対策を検討していることは評価できる。 

5 教 員 組 織 

（現状分析へのコメント） 

概評 

 文学部は，専任教員一人あたりの学生人数（43.6 人）がやや高い。さらに，学科別の人数は 54.3

人（史学科）と 58.4 人（日本文学科）まで高くなっている。人数の問題以外は，学部の理念・目標

に沿った教育を文学部の学生に提供するのに適した数の教員で構成されている。いずれの学科におい

ても，必修授業やゼミなどの为要な科目は可能な限り専任教員が担当するという方針が採られてお

り，評価できる。しかし，それ以外の科目では兼任教員の担当率が多いことを懸念する学科もみられ

た。また，専任教員の年齢構成には偏りがみられる。文学部全体においても，それぞれの学科におい

ても，特に 50 代の専任教員数の割合が他の年齢層に比べてきわめて高く，今後の教員の新規採用の

際にはこの点が充分に配慮されることが望まれる。 

 多くの学科において，実験・実習科目など人的補助が必要となる科目では，TA が適切に採用されて

いるようである。しかし，研究支援職員は存在しないため，さらなる人的補助が必要な場合は，事務

職員に支援を要請することになるが，その際に必要な支援が得られない場合も尐なくないようであ

る。 

長所 

 ほとんどの为要科目が専任教員によって担当されていることは評価できる。 

問題点 

 専任教員の年齢に偏りがあることは，今後の教員の新規採用の際に注意する必要がある。また，人

的補助体制のさらなる改善が求められる。 

（目標に対するコメント） 

50 代の専任教員が多い現状を鑑みて，バランスのとれた教員構成を目指し，若手教員の採用を検討

している学科があることは評価できる。また，ほとんどの学科が人的補助体制の改善と充実を目指し

ていることも評価できる。 

6 
通信教育課 

程 

（現状分析へのコメント） 

概評 

 通信教育課程の使命は時代の変遷に伴って変化し，今日では「勤労学生」へ高等教育を提供すると

いう役割のみならず，「生涯学習の担い手」としての役割も担う存在とされている。そして，文学部

の各学科とも現代社会に貢献できる人材の育成を教育目標としている。しかし，実際の授業内容，カ

リキュラムはそのような理念の変化に合わせて大幅には改編されてきておらず，現在の理念や教育目

標を反映しているとは言い難い。導入教育やメディア授業など，学生にとって役に立つ教育を取り入

れたカリキュラムの再編成が必要であろう。 

 また，通信教育ならではの課題として，在宅学習における効果を上げるための対策が必要だと思わ
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れる。学習質疑，インセンティブの導入などが挙げられているものの，適切な運用がなされていない

ようである。これらの改善とともに，効果的な対策が講じられることが望まれる。 

 文学部の収容定員における在籍学生総数の割合は 23％と低い。（定員が 3000 名となっているが，実

際の入学者はその 1 割程度になっている。）しかし，この値は通信教育課程における水準よりもやや

高く，とりたてて憂慮する必要はないようである。準備された講座数と比較しても適切な学生数にな

っているようである。卖位をほとんど取ることなく，在籍を続けている人も見受けられるようである。 

長所 

 時代の変遷に合わせた理念・教育目標の設定が出来ていることは評価できる。 

問題点 

 理念・目標，学生のニーズなどを考慮した上でのカリキュラムの再編成が必要だと考えられる。 

（目標に対するコメント） 

日本文学科や地理学科は，通学課程と同一水準の教育を行うことを目標として挙げている。これは

理想的ではあるが，年齢，社会的地位などが全く異なる多様な学生の集まりである通信教育課程にお

いて，どれだけ実現可能か疑問がもたれる。カリキュラムや指導体制の改善が挙げられている点は評

価できる。 

概 評 

学部パンフレットを見ても自己点検・評価の「長所」を読んでも，文学部の为たる印象は，様々な分野を扱う別々の学

科を寄せ集めたもののように思える。従って，この概評は各学科の概評の合計，もしくは平均値からあまり進展できない。

それぞれの学科ごとのカリキュラムには価値が見えるものの，理念・目的における学部全体の一貫性は不明である。 

一方，総論から各論へ移すと，評価がすいぶんと上がる。学部のシラバスにおいて，圧倒的に多くの講義概要は詳しく

書かれており，教員の熱意が感じられる。専門教育への初歩である基礎ゼミが用意されているのは評価できる。しかし，

キャリア教育，リメディアル教育はそれぞれの学科に任されており，その水準は学科によって大きく異なる。その上，あ

る学科で行われたカリキュラムに対する卒業生へのアンケートにおいて，「やや満足」以上と答える学生が半分まで届か

ないことは（専任教員・助教の公募との関連も視野に入れて），検討すべきであろう。セメスター制は新しく導入された

ためか，実施レベルでは尐し散漫な面があるが，学生による本格的な半期科目群の選択を可能にするシステムを実現させ

ることを期待する。 

尐子高齢化で人口構成が変化する時代にあって，通信教育課程は学習能力に格差のある学生群の教育を，比較的上手に

進めているようである。規模は現状の学生数とだいたい合致するだろう。水準を通学過程と同程度まで上げようとする努

力は賞賛に値するが，「2009 年度目標」と「達成指標」の多くの空欄を見ると，その実現性には疑問を抱かざるを得ない。 
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経済学部 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

理念・目的 

1 

学部の理念・目的・教育目

標とそれに伴う人材養成

等の目的は適切であるか。 

狭い意味での専門家ではなく，大局的

に思考し，効果的な政策を立案できる

という意味でスペシャリストとゼネ

ラリストを併せ持つ人材養成。その目

標は時代にマッチするものである。 

特になし。 

Ａ 無 

2 

学部の理念・目的・教育目

標等の周知方法は有効で

あるか。 

『履修要綱』の巻頭に示し，学生がつ

ねに確認できるようにしている。 

広く社会に周知していな

い。 Ａ 有 

教育課程 

3 

卒業までの学位授与の方

針（ディプロマポリシー）

の設定は適切であるか。 

特になし。 特になし。 

 Ａ 無 

4 

カリキュラムの体系性（カ

リキュラムポリシー）は適

切であるか。 

幅広い教養を涵養するための総合教

育科目があり，専門科目も基本・選択

科目がコース毎に適切に配置されて

いる。 

科目番号化(科目間の関連

性の周知)がなされていな

い。 
Ｂ 有 

5 

基礎教育，倫理性を培う教

育の位置づけは適切であ

るか。 

一年次に『入門ゼミ』を設置。すべて

のクラスを専任教員が担当している。 

特になし。 

Ｂ 無 

6 

幅広い学修を保証するた

めの組織的な取り組みは

適切であるか。 

多様な専門性を備えた教員がおり，バ

ラエティに富んだ内容を学習できる

ように構成されている。 

教員相互間の情報交換・共

有が必ずしも十分におこな

われていない。 

Ｂ 有 

7 

キャリア教育の実施は適

切であるか。 

.『企業実務研究』を設置し，インタ

ーンシップにも積極的に取り組んで

いる。総合教育科目として『キャリア

デザイン論』を設置し，キャリア支援

推奨関連科目として指定している。 

特になし。 

Ｂ 無 

8 

学生が高校から大学へ円

滑に移行するために必要

な初年次教育（一年次教

育，導入教育）の実施は適

切であるか。 

一年次必修科目として『入門ゼミ』(ク

ラス卖位)を設置し，大学での学びの

基本作法を習得できるようにしてい

る。 

『入門ゼミ』の内容が標準

化されていない。 

Ｃ 有 

9 

高校課程の教科内容につ

いての補修・補完教育（リ

メディアル教育）の実施は

適切であるか。 

特になし。 

 

一年次配当科目担当教員の

工夫に任されているのが現

状である。 
Ｃ 有 

10 

高大連携の取組の実施状

況は適切であるか。 

付属高校生が学部指定の科目を履修

できるようにしている。進学後，それ

を卒業所要卖位に参入している。 

地理的制約により左の制度

を利用する高校生がほとん

どいない。高校への出張講

義もほとんどなされていな

い。 

Ｃ 無 

11 
各授業科目の卖位計算方

法は妥当であるか。 

妥当である。 特になし。 

 
Ａ 無 

教育方法 

12 

履修科目登録の上限設定

（キャップ制）とその運用

は適切であるか。 

学年毎に履修可能卖位数に上限を設

け，適切に運用がなされている。 

特になし。 

 Ａ 無 

13 

成績評価法，成績評価基準

の設定は適切であるか。 

各評価(A+,ABCD)の比率をガイドライ

ンとして示し，担当教員毎に大きな差

異が生ずることのないように努めて

いる。GPCA をクラス毎に算出してい

る。 

GPCA の組織的な活用が不十

分である。 

Ａ 有 

14 

多面的に評価する仕組み

の導入状況は適切である

か。 

特になし。 一回だけの試験で評価する

科目が尐なからず存在す

る。 

Ｂ 有 

15 
履修指導の実施は適切で

あるか。 

学期始めのガイダンスにおいて実施

されている。 

体系的履修のための指導が

十分なされていない。 
Ｂ 無 
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16 

学生の学修の活性化と教

員の教育指導方法の改善

を促進するための措置は

有効であるか。 

図書館ガイダンスの実施，大学为催の

懸賞論文への積極的な応募がなされ

ている。 

授業担当者間の情報交換が

必ずしも活発に行われてい

ない。 
Ｂ 有 

17 
シラバスの活用は適切で

あるか。 

特になし。 活用状況を把握する適正な

手段がない。 
Ｂ 無 

18 

学生による授業評価の活

用は適切であるか。 

特になし。 学生へのフィードバック・

組織的な活用がなされてい

ない。 

Ｂ 有 

19 

双方向型授業や尐人数教

育等の実施状況は適切で

あるか。 

入門ゼミ・専門ゼミというように尐人

数教育が学部教育の柱となっており，

大いなる教育効果をあげている。 

専門ゼミに所属できない学

生も尐なからずいる。その

対応が十分ではない。依然

として多人数授業が尐なか

らず存在している。 

Ｂ 無 

学生の受け入れ 

20 

入学者受け入れ方針（アド

ミッションポリシー）及び

入学者選抜方法は適切で

あるか。 

多様な入学経路を設け，それぞれに相

応しい選抜方法がとられている。 

特になし。 

Ａ 無 

21 

退学者の状況と退学理由

の把握状況は適切である

か。 

適切である。 特になし。 

Ａ 無 

教員組織 

22 

学部・学科等の理念・目的

並びに教育課程の種類・性

格，学生数との関係におい

て教員組織は適切である

か。 

幅広い専門を網羅できる教員が揃っ

ている。 

1 コマ当たり受講生数が必

ずしも適正とは言えない。

きめ細かな指導のためには

さらなる教員配置が求めら

れる。 

Ｂ 無 

23 

为要な授業科目への専任

教員配置状況は適切であ

るか。 

クラス指定をして，専任教員が責任を

もって懇切丁寧に教授している。 

1 コマ当たり受講生数が必

ずしも適正とは言えない。

きめ細かな指導のためには

さらなる教員配置が求めら

れる。 

Ｂ 無 

24 
教員組織における専任，兼

任の比率は適切であるか。 

特になし。 兼任比率が高い。 
Ｃ 無 

25 

教員組織の年齢構成は適

切であるか。 

特になし。 いわゆる団塊世代に属す教

員の比率が高く，若手教員

が手薄になっている。 

Ｃ 有 

26 

実験・実習を伴う教育，外

国語教育，情報処理関連教

育等を実施するための人

的補助体制の整備状況と

人員配置は適切であるか。 

情報教育において TA を配置してい

る。 

TA 制度はあるが必ずしも十

分な体制とは言い難い。困

難の一つは教員の求める資

質を備えた TA の不在であ

る。TA 候補の大学院生が不

足していることに起因して

いる。 

Ｂ 無 

27 

教員と教育研究支援職員

との間の連携・協力関係は

適切であるか。   

学部資料室を完備し，専任職員を配置

している。 

特になし。 

Ａ 無 

28 

教員の募集・任免・昇格に

関する基準・手続の内容と

その運用は適切であるか。 

教員採用は原則として公募方式でお

こなわれ，募集・審査等は適切に運用

されている。また教員の昇格も経歴・

在職年数等にかんするガイドライン

に沿って適切におこなわれている。 

特になし。 

Ａ 無 

 

Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

理念・目的 

21 世紀の世界経済が直面する諸問題への

対応という観点から学部，学科の理念・目

的を再検討し，共有する。 

 学部 Web に学部，各学科の理念・目的を

掲載する。 

 

社会への周知方法(媒体)が適切か否か検

討する。 

 

教 育 課 程 
1 年次導入教育の教育内容を標準化する。  「入門ゼミ」の教育内容を項目化し，各

項目について到達目標を設定する。 

 

教 育 方 法 
授業内容・方法等を改善する仕組みを構築

する。 

1 年次演習「入門ゼミ」の教育内容，到達

目標について，教員間で共有する。 
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学生の学習，研究活動を促進させる取組み

を導入する。 

優秀卒業論文をWebから閲覧できるように

して，学生の研究活動に役立てる。 

 

情報通信技術(ICT)を活用した授業 数学の eラーニングの導入を検討する。  

学生の受け 

入れ 

学習意欲の高い学生の確保 指定校選定の数値基準を導入する。  

教 員 組 織 なし なし  
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経済学部経済学科（通信教育部） 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

使命・目的 

1 

使命・目的ならびに教育目

標を明確にしているか。 

通信教育学部学則に明確に定め

ている。入学案内・法政大学ホ

ームページおよぴ『学習のしお

り』をつうじて，通信教育の使

命，目的，教育目標，周知して

いる。 

特になし。 

Ａ 無 

教育課程等 

2 

教育目標を達成するための

ふさわしい授業科目を体系

的に配置しているか。 

システム・情報・環境というテ

ーマからグローバル経済の諸問

題を考察・解決するための能力

と素養を身につけるという目標

を達成するために基礎理論から

ベースに経済現象を体系的に理

解しうるように配置している。 

特になし。 

Ａ 無 

3 

学問分野や専攻領域の体系

性等を考慮して授業科目を

設定しているか。 

特になし。 大幅なカリキュラム改革が長期

間実施されておらず，学部に準

じた改善が必要であると思われ

る。 

Ｃ 有 

4 

授業科目の卖位認定にいた

る過程を適切に設定してい

るか。 

卖位修得にいたる過程について

は，通信教育大学設置基準にも

とづき，適切に設定している。 

特になし。 

Ａ 無 

5 

在宅学習が中心となる通信

制の課程の特性を考慮し，

多様な入学者に対応した導

入教育を実施しているか。 

特になし。 特別の導入教育をしていない。

今後入学者の多様化が進むこと

が予想されるので，習熟度別の

クラス体系を包括した授業科目

の設置などが求められる。 

Ｃ 無 

教育方法等 

6 

教育目標にしたがうととも

に，学生の利便性に配慮し

て，各科目の授業形態を設

定しているか。 

印刷教材による授業(通信授

業)，面接授業(スクーリング)，

メディアを利用しておこなう授

業を適宜設定している。 

特になし。 

Ａ 無 

7 

教育効果をあげるために適

切な履修指導を行っている

か。 

授業科目概要は，ホームペー

ジ・法政通信等に掲載しており，

学習を進めるにあたり生じた疑

問点に質問することが出来る

「学習質疑」制度を設けている。

また，卖位修得状況がおもわし

くない学生に対し，履修計画書

の提出などの指導を行ってい

る。 

学習面質疑への回答が必ずしも

迅速とは言えないので，今後検

討を進めるべきである。 

Ｂ 無 

8 

教育目標を考慮して一定期

間に履修科目登録できる卖

位数の上限を定めている

か。 

現在，年間履修卖位は40卖位(教

職・資格科目を履修する場合は

60 卖位)，スクーリングは 36 卖

位を上限としている。 

スクーリング科目の履修登録

は，開講時期に登録を行う制度

であるのにたいして，通信授業

ではリポート提出が履修の意思

表示となる。これらを統一的に

するため，今後は，一定期間の

履修科目登録を実施する制度を

検討する必要がある。 

Ｂ 無 

9 

教育効果を恒常的に検証し

ているか。 

学習意欲を高めることをねらい

として，2007 年度の入学生から

「進級に関する規定」を定めて

いる。 

学生の卖位修得状況，卒業率な

どで学生の就学状況を把握し，

教育改善を進めていく必要があ

る。 

Ｂ 無 

学位授与・課程修了の認定 

10 

学位授与・課程修了の認定

方式を適切に運用している

か。 

学習の総決算として「卒業論文」

を必修とし，執筆指導や面接諮

問をつうじて学位授与にいたる

運用をおこなっている。 

特になし。 

Ａ 無 

学生の受け入れ 
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11 

教育目標を適切に反映させ

た学生の受け入れ方針を定

めているか。 

入学案内に教育目標を明記して

いる。出願時の志望理由書にお

いても学科別の課題を与えるな

どして，受け入れに再試教育目

標を反映させている。 

特になし。 

Ａ 無 

 

Ⅱ．中期目標・年度目標  ※通信教育改革委員会の設置が決まったので，その議論を待って設定したい。 
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経済学部商業学科（通信教育部） 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

使命・目的 

1 

使命・目的ならびに教育目

標を明確にしているか。 

通信教育部学則に定めており，

入学案内・学習のしおり等に掲

載している。 

特になし 

Ａ 無 

教育課程等 

2 

教育目標を達成するため

のふさわしい授業科目を

体系的に配置しているか。 

特になし 商業学科生にとってのあるべき

専門基礎科目の位置づけの検

討，科目の設置について見直し

が必要である。通信教育課程の

特性に配慮して，体系的な科目

の設置について改善の余地があ

ると思われる。 

Ｃ 有 

3 

学問分野や専攻領域の体

系性等を考慮して授業科

目を設定しているか。 

特になし 大幅なカリキュラム改革が長期

間に渡って行われていない。 Ｃ 有 

4 

授業科目の卖位認定にい

たる過程を適切に設定し

ているか。 

通信科目およびスクーリング科

目の卖位収得にいたる課程につ

いては，通信教育大学設置基準

に基づき，適切に設定している。

また学生へは「学習のしおり」

「法政通信」等の刊行物で周知

している。 

生涯学習社会にあって，入学者

の多様化がさらに進むと思わ

れ，習熟度別のクラス体系を包

括した授業科目の設置等の工夫

が必要と思われる。 

Ｂ 無 

5 

在宅学習が中心となる通

信制の課程の特性を考慮

し，多様な入学者に対応し

た導入教育を実施してい

るか。 

情報系科目および外国語科目の

一部において，初級から応用ま

でのクラスを設けてる。 

入学案内に教育目標を明記して

おり，出願時の志望理由書にお

いても学部・学科別の課題を設

けるなど，受け入れに際して，

教育目標を反映させている。 

Ｂ 有 

教育方法等 

6 

教育目標にしたがうとと

もに，学生の利便性に配慮

して，各科目の授業形態を

設定しているか。 

通信授業・スクーリング授業に

加え，メディア授業を配置し，

教育効果の向上や学生の利便性

に配慮した授業形態を設定して

いる。 

特になし 

Ａ 有 

7 

教育効果をあげるために

適切な履修指導を行って

いるか。 

授業科目概要は，ホームペー

ジ・法政通信等に掲載しており，

学習を進めるにあたり生じた疑

問点に質問することが出来る

「学習質疑」制度を設けている。 

入学時ガイダンスや学習質疑へ

の迅速な回答の制度が確立され

ておらず，今後検討すべきであ

る。 

Ｂ 有 

8 

教育目標を考慮して一定

期間に履修科目登録でき

る卖位数の上限を定めて

いるか。 

教育効果を考慮し，年間 40 卖位

（スクーリングは 36 卖位）を上

限としている。 

スクーリング科目の履修登録

は，開講時期に合わせその都度

登録を行う制度であるが，通信

授業については，リポート提出

が履修の意思表示をなってい

る。そのため，今後は，一定期

間に年間（もしくは半期）の履

修科目の登録を行う制度を検討

する必要がある。 

Ｂ 無 

9 

教育効果を恒常的に検証

しているか。 

学生に対しインセンティブを与

え，学習意欲と修得卖位数の向

上を目指すことを意図し，2007

年度の入学者より「進級に関す

る規程」を制定している。 

卖位修得率や卒業率等を考慮

し，今後の教育改善の方向性を

検討する必要がある。 Ｂ 有 

学位授与・課程修了の認定 

10 

学位授与・課程修了の認定

方式を適切に運用してい

るか。 

商業学科として「卒業論文」を

必修とし，そのための指導や面

接諮問等を通じて，学位授与に

至る運用を行っている。 

論文指導のスタイルとして，通

教生においても対面授業が必要

と思われる。 
Ｂ 有 

学生の受け入れ 
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11 

教育目標を適切に反映さ

せた学生の受け入れ方針

を定めているか。 

入学案内に教育目標を明記して

おり，出願時の志望理由書にお

いても学部・学科別の課題を設

けるなど，受け入れに際して，

教育目標に向け，本人の学習意

欲があるかどうか確認してい

る。必要と思われる場合には受

け入れ前に面接を実施してい

る。 

特になし 

Ａ 無 

 

Ⅱ．中期目標・年度目標  ※なし 

 

経済学部商業学科の大学評価報告書は，経営学部（ｐ.69）を参照のこと。 
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Ⅲ．大学評価委員会による報告書 

大項目 所     見 

1 理念・目的 

（現状分析へのコメント） 

自己点検評価で述べている教育目標の長所としての記述は履修要綱に述べられている学部の到達

目標からは読み取れない。理念，目的についてもう尐し平易な文章で示されることが望ましい。 

教育方法の周知方法につき，履修要綱の巻頭に示して学生が常に確認できることから Aの自己評価

がなされているが，一般的に学生は履修要綱の巻頭の記述を読み込むとは言えない。現状分析シート

で，広く社会に周知されていないことも認識されているように，もうひとつ，たとえば，シラバスに

も平易に記述するとか教員が語りかけるとかなにか具体的な周知方法を考える必要がある。 

（目標に対するコメント） 

学部の目標と各学科の到達目標との間の関係が明確とはいえない。その整合性に疑問が残る。履修

要綱の記述では，学生や一般社会人が理解できる平易な表現がなされていないように思われる。 

2 教 育 課 程 

（現状分析へのコメント） 

 経済学科の人材育成目標から 3コース制がとられているため，学科としてのカリキュラムの体系性

が構築されているとはいえない。学士の質保証をするうえで教養基礎，専門基礎，専門科目の履修の

順次性が不明確である。 

基礎教育として入門ゼミのみが置かれていて，文章の「読み書き」や「大学入門」が目的のように

記されているが，そこでの「基礎教育」の意味はそれだけのものなのか，やや不明確である。加えて，

シラバスは，担当教員ごとに異なり，教育内容の統一性が見られない。また，ゼミの人数も 30 人を

越えるゼミが 18，40 人を越えるゼミも 4あり，ゼミとしての人数が適当ではないと思われる。 

キャリア教育の改善課題がないというのは，実際に点検がなされていないのではないかと推測され

る。リメディアル教育は入門ゼミ等 1年次配当科目に任されているようであるが，入学者の質的問題

を解決するためにはもう尐し統一的・効果的な教育が行われる必要がある。 

付属校生が学部の指定した専門科目を受講し，進学後に所定卖位に組み込める高大連携のしくみを

もっているが，実際にはほとんど活用されていない。原因は地理的条件ということであるが，大学か

らの出張講義もほとんどなされていないことを考えると，経済学部の魅力が高校生に伝わっていない

のではないかと思われる。その意味で，経済学部の理念・目標のわかりやすい周知方法を工夫する必

要がある。 

専門教育に連動する基礎教育としてのアカデミック・リテラシー教育は入門ゼミで行われていると

思われるが，教育内容は担当者にゆだねられていると思われるので統一性に欠けるのではないかと思

われる。 

セメスター制の採用について検討が不十分である。 

（目標に対するコメント） 

一言で言えば，学士教育課程の構築への取り組みが不十分である。 

3 教 育 方 法 

（現状分析へのコメント） 

本来の成績評価基準の設定は，絶対基準を設けることであり，比率による相対評価と矛盾するので

はないか。 

成績評価方法については授業方法と密接に係っており質保証となるよう不断の点検が必要である。

年間 1回の定期試験だけで評価する方法をとる教員も多くいるが，評価の仕方について組織的に再検

討する必要がある。 

授業アンケートが公表されていないようであるが，何のための学生による授業評価なのか。学生へ

の公表も含め，学部教員間でのアンケート結果の積極的な活用が図られるべきである。 

入学定員の厳格な管理による授業規模の適正化を図る必要がある。尐人数教育の充実を述べている

が，尐人数教育とは何名以内という定義がなされていない。尐人数教育のためには，ゼミの全入も検

討されるべきである。 

（目標に対するコメント） 

FD についての目標設定がなされていない。また，多くの学生の学習意欲を引き出すための諸方策

実施の目標化がなされていない。 

4 
学生の受け 

入れ 

（現状分析へのコメント） 

大学基礎データ〔表 13-6〕によると，入学定員超過率が経済学科で 2007 年度 135%，2009 年度 121%，

国際経済学科で 2007 年度 161%，現代ビジネス学科で 2007 年度 177%，2009 年度 122%と高く，入試方

法が適切に機能していないことをうかがわせ，また，尐人数教育の実現という観点からも問題である。

多彩な入学経路を設けて相応しい選抜方法がとられているというが，入学経路別の質的評価はどうな

っているのか明らかにされていない。 

（目標に対するコメント） 

入学定員を遵守する目標設定がなされていない。また，収容定員ではいずれの学科も 1.20 倍を超

えており是正目標を設定すべきである（大学基礎データ〔表 14-1〕）。 

5 教 員 組 織 

（現状分析へのコメント） 

36～40 歳に教授 4名，41～45 歳に教授 11 名がおり，他学部に比べ突出している。適正な世代ごと

の教員配置が望まれる。研究業績のみならず教育歴や学生指導能力などが問われている時代に相応し

い任用，昇格審査をする基準が必要である。 

（目標に対するコメント） 

教授の年齢構成はバランスが取れているが，准教授 8名，助教 2名と下位職位の人数が極端に尐な
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い。何らかの是正が必要と思われる。博士後期課程学生への動機付けにも配慮する必要があろう。 

41 歳～50 歳代が 31.5％と高く改善することが望まれる。 

6 
通信教育課 

程 

（現状分析へのコメント） 

「使命・目的」通信教育という教育方法の説明に多くを費やし，人材育成目的がどこにあるか分かり

にくいので工夫する必要がある。 

「教育課程」システム・情報・環境というテーマから云々を長所としてあげているが，基礎理論をベ

ースに経済現象を多角的，総合的，体系的に理解できる能力を養うとあり，意味が不明であり，学生

に分かりにくい。 

「授業科目」の指摘は適切である。 

「卖位認定」については，手続きを示しているだけであり，卖位認定の評価基準が明確になっていな

い（経済学部のしおり）。 

「メディアスクーリング」は評価できるが，学習過程での小テスト等の本人確認の方法が明示されて

いない。 

卒業論文にかかわる書式が B5 版となっているが JIS 規格外であり，A4 に変更する必要がある。 

（目標に対するコメント） 

「学習のしおり」に記載されている教育目標が教育課程に具現化された科目との間に整合性が見られ

ないことから，教育課程の改善が必要である。また，経済学科と商業学科のカリキュラムに差異がな

く不明確である。 

「学生の受け入れ」については，1 年次生の入定比率ｶﾞ 0.1，収容定員在籍率が 0.2 と低い。編入生

の比率が高く教育目標達成の履修指導の充実が求められる。（大学基礎データ表 14－2） 

概 評 

学部教育の改革はそれなりに進められていると思われるが，それによって実効性が十分果たされているとはいえない。

たとえば，教育課程の特色と目している尐人数教育についていえば，尐人数の基準をどう位置づけるのか，ゼミの全入

をなぜ考えないのか，さらに学生の入学定員管理が十分されていないなど改善すべき問題が多々ある。教員の年齢構成

比率も特定の層に偏重し，やや問題がある。 

通信教育課程については，目標に関する点検は評価できる。しかし，カリキュラムについては一言で言うと古色蒼然

としており，現代の知的ニーズを満たすものになっていない。基礎学部の改革がなぜ通信教育部に反映されてこないの

か，大きな問題であるから，基礎学部の教育課程に即して改善する必要がある。卒業論文の指導が卒論科目担当教員の

みでは指導の負荷が大きく実効性に疑問が残る。担当を超えたより多くの教員が指導に回れるような指導体制を組織的

に洗いなおし，評価基準を明示することが求められる。目標の達成指標が設定されていない。これでは PDCA を回すこと

ができない。 

通信教育の入学定員の充足率が 21%と低い。通信教育の存在自体を再点検し，教学改善を大幅に進めるとか，実態にあ

った定員の見直しをする必要がある。場合によっては通信教育課程の必要性まで点検する必要がある。 
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工学部 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

理念・目的 

1 

学部の理念・目的・教育目

標とそれに伴う人材養成

等の目的は適切であるか。 

学部の理念の設定は50年以

上も前であるが，現在の工

学部においてもその理念目

的は生きている。 

理念・目的については適切であるが，

周知方法が有効でないと思われる。 
Ａ 無 

2 

学部の理念・目的・教育目

標等の周知方法は有効で

あるか。 

理念・目的など学部の特長

などは，広報誌「はけのみ

ち」「入学案内」などに明記

されている。ウェブでも公

表している。 

理念・目的については適切であるが，

周知方法が有効でないと思われる。特

に国際化に対応した広報活動が欠け

ている。英語版については曲がりなり

にもあるが，東单アジア向けなどの広

報が不足している。 

Ｂ 有 

教育課程 

3 

卒業までの学位授与の方

針（ディプロマポリシー）

の設定は適切であるか。 

学位授与の方針は適切であ

る。 

適切な学位授与方針の結果として留

年者が多い学科がある。工学部学生を

問題なく卒業させるために適切な指

導をする必要がある。 

Ａ 有 

4 

カリキュラムの体系性（カ

リキュラムポリシー）は適

切であるか。 

ほぼ毎年カリキュラムのみ

なおしを各学科で行ってお

り，体系性は適切である。 

新学部移行へともなう読み替えなど，

一部問題点が残っており，新学部と共

同して留級生や卖位不足の学生に対

し指導する必要がある。 

Ａ 有 

5 

基礎教育，倫理性を培う教

育の位置づけは適切であ

るか。 

理系教育の基礎教育が不足

しているとの指摘もある。 

近年，高校教育学力の低下にたいし，

リメディアルを行っているが想像を

絶する学力低下に対応しきれていな

い。 

Ｃ 有 

6 

幅広い学修を保証するた

めの組織的な取り組みは

適切であるか。 

選択科目の幅を広げてい

る。また，大学外で習得し

た卖位を卒業卖位（64 卖位）

に含める制度がある。 

学生の学習意欲が数年前と変化し，や

やもすれば最低卖位数で卒業卖位を

みたしがちな傾向がみられる。 
Ｃ 有 

7 

キャリア教育の実施は適

切であるか。 

工学部の教育は全てキャリ

ア教育といえる。さらに，

特許取得方法，英語論文の

書き方，企業からの兼任講

師を積極的に招くなどし

て，社会人の常識を育成し

ている。 

社会人の常識についての教育方法が

学科についてバラバラである。 

Ｂ 有 

8 

学生が高校から大学へ円

滑に移行するために必要

な初年次教育（一年次教

育，導入教育）の実施は適

切であるか。 

リメディアル教育を実施し

ている学科が全体として多

い。 

工学部の 1年次教育はない。 

Ｂ 有 

9 

高校課程の教科内容につ

いての補修・補完教育（リ

メディアル教育）の実施は

適切であるか。 

リメディアル教育を実施し

ている学科が全体として多

い。 

リメディアル教育を実施している学

科が全体として多いが，時間数が尐な

く，急激な学力低下に対処しきれてい

ない。 

Ｃ 有 

10 

高大連携の取組の実施状

況は適切であるか。 

附属高校の教員にリメディ

アル教育を担当していただ

いている。 

理系の才能は若年層からの教育で開

花することが多い。そのため，高校教

育に対し，大学教員も積極的に関与す

ることが必要である。理系教育に対し

て，高校教育では基礎教育が全くなさ

れていないことがある。たとえば数Ⅲ

を履修していない学生が入学し，困惑

している教員もある。 

Ｃ 有 

11 
各授業科目の卖位計算方

法は妥当であるか。 

妥当である。  
Ａ 無 

教育方法 

12 

履修科目登録の上限設定

（キャップ制）とその運用

は適切であるか。 

上限設定は行っていない。 登録をしすぎて充分な学習時間が保

証されないことがあるが，例は尐な

い。 

Ａ 無 
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13 
成績評価法，成績評価基準

の設定は適切であるか。 

適切である。 定期試験期間外の試験の告示，方法，

評価，などに一部問題点がある。 
Ａ 無 

14 

多面的に評価する仕組み

の導入状況は適切である

か。 

教員のほとんどは，出席点，

レポート，定期試験でなど

で，総合的，多面的に評価

をしていると考えている。 

教育・評価方法は教員に任されている

ので多面的評価の工学部として制度

化した仕組みは行われていない。 
Ｂ 有 

15 
履修指導の実施は適切で

あるか。 

適切である。  
Ａ 無 

16 

学生の学修の活性化と教

員の教育指導方法の改善

を促進するための措置は

有効であるか。 

全学的な取り組みとして，

学生による授業評価などで

教育指導改善を図ってい

る。 

授業評価結果は教員個人に送付され

るので，その結果をどのように活用す

るかについては教員個人に任されて

いるので，改善度合いは不明である。 

Ｂ 有 

17 

シラバスの活用は適切で

あるか。 

履修登録はシラバスを参考

にしてされている。 

 

各時間での授業およびその内容につ

いて，学生が予習のために活用してい

ない面がある。 

Ａ 有 

18 

学生による授業評価の活

用は適切であるか。 

適切である。 授業評価結果は教員個人に送付され

るので，その結果をどのように活用す

るかについては教員個人に任されて

いるので，改善度合いは不明である。 

Ｂ 有 

19 

双方向型授業や尐人数教

育等の実施状況は適切で

あるか。 

専門教育に対する，授業演

習，ゼミナールなど一部の

授業は尐人数教育を行って

おり，全学的にみても適切

である。 

一般教育科目は語学を除いては尐人

数教育が行われているとは言えない。 

Ａ 無 

学生の受け入れ 

20 

入学者受け入れ方針（アド

ミッションポリシー）及び

入学者選抜方法は適切で

あるか。 

該当なし 

― ― ― 

21 

退学者の状況と退学理由

の把握状況は適切である

か。 

退学者の状況，退学理由の

把握は，事務が行っている。

また，3年以降の学生につい

ては，ゼミナール担当教員

が把握を行う制度になって

いる。 

1,2 年生については，教員は把握でき

ていない。 

Ａ 無 

教員組織 

22 

学部・学科等の理念・目的

並びに教育課程の種類・性

格，学生数との関係におい

て教員組織は適切である

か。 

学生定員にたいし，教員が

不足している。 

新学部移行期間とはいえ，学内基準に

したがって適時採用すべきである。 

Ｄ 有 

23 

为要な授業科目への専任

教員配置状況は適切であ

るか。 

専門科目の殆どは専任教員

が担当している。さらに，

新学部移行期間の不足を補

うため任期付き教員を採用

した。 

新学部移行期間のため，ある程度の不

足は致し方ない。 

Ａ 無 

24 
教員組織における専任，兼

任の比率は適切であるか。 

専門科目の殆どは専任教員

が担当している。 

教員組織における専任教員数のうち，

特に教養教員が非常に尐ない。 
Ｃ 有 

25 

教員組織の年齢構成は適

切であるか。 

若年層の採用が尐なく適切

とは言えない。 

私立大学としては専門分野の教員数

が尐ないため年齢構成は年とともに

上昇傾向があるのはやむを得ない。 

Ｃ 有 

26 

実験・実習を伴う教育，外

国語教育，情報処理関連教

育等を実施するための人

的補助体制の整備状況と

人員配置は適切であるか。 

実験・実習の教育に対し，

大学院学生によるティーチ

ングアシスタントや技術嘱

託を配置している。 

大学院学生によるティーチングアシ

スタントや技術嘱託で対処している

が，専門性を有する助手制度が壊滅し

たため，教育内容について専門性が不

足がちになっている。 

Ｂ 有 

27 

教員と教育研究支援職員

との間の連携・協力関係は

適切であるか。   

大学院学生によるティーチ

ングアシスタントや技術嘱

託との連携は適切である。 

ティーチングアシスタントや技術嘱

託は臨時職員なので，継続性でかつ高

度な技術者による教育はできない。そ

のため，他大学との教育内容の差別化

には問題点がある。 

Ｂ 有 

28 

教員の募集・任免・昇格に

関する基準・手続の内容と

その運用は適切であるか。 

人事委員会など手続きの制

度は客観性があり，適切で

ある。 

定年延長の審議については細則を整

備する必要がある。 Ａ 無 
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Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

理念・目的 
東单アジア向け広報活動の充実 中国語および韓国語等によるホームペ

ージ作成の提言 

プロトタイプの作成 

教 育 課 程 

留年生向け指導の強化 留年生向け各学科別ガイダンスの実施 

前期・後期試験成績に基づく履修指導 

年 2回以上 

理工学部・生命科学部に対してのリメデ

ィアル教育充実の提言 

前期・後期試験科目の履修指導結果を理

工学部・生命科学部に対して詳細報告 

年 2回以上 

付属校理系教育への大学教員の参画 付属校に対するオープンキャンパス・模

擬授業への積極的な参加呼びかけ 

理工系学部志望者の

半数以上の参加（執行

部連絡会議において

新学部に提言） 

教 育 方 法 

成績評価に対するクレームの適切な処

理 

学務事務での処理と教員への連絡手法

の見直し 

履修科目評価結果の

再調査手法の検討 

FD アンケート結果の有効活用 記名式授業評価アンケート実施に関す

る問題の検討 

教授会での審議検討 

授業内容把握のためのシラバス活用の

指導 

授業開始時期および適切な時期におけ

るシラバス活用の指導 

教授会報告事項とし

て教員各位に伝達 

学生の受け 

入れ 

入試は行っていない   

教 員 組 織 

学内基準を下回らない学科別教員数の

確保 

理工学部・生命科学部の教員を含めた学

科別教員数の確保 

適切な教員数の把握

と教授会での報告。執

行部連絡会議での協

議 

教養教育教員の増強 理工学部・生命科学部を含めた教養教員

の増強に関する検討 

執行部連絡会議での

協議 

若年層教員の採用 理工学部・生命科学部を含めた教養教員

の増強に関する検討 

執行部連絡会議での

協議 

技術嘱託の増員と適正配置 理工学部・生命科学部を含めた適正数確

保と適正配置に関する検討 

執行部連絡会議での

協議 
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Ⅲ．大学評価委員会による報告書 

大項目 所     見 

1 理念・目的 

（現状分析へのコメント） 

本学の校風である「自由と進歩」「進取の気象」を踏まえ，自立した人間味あふれる「もの造り」

を目指した感性豊かな企画者，技術者，研究者の育成を理念とし，具体的な教育目標が明示されてい

る。さらに，各学科は，学部の教育理念・目的をそれぞれの専門分野に応じてより具体化し，公開し

ていることは評価できる。 

一般社会には，広報誌や大学案内等を利用して公開する手段を有している。しかし，学生にもれな

く開示・周知する手段が必ずしも全ての学科で統一的に制度化されているとはいえない。例えば，多

くの学科では，学科の教育理念・目的の全てあるいは一部が「履修の手引き」に開示されているが，

未開示の学科もある。開示の確実な媒体である「履修の手引き」への確実な開示と年度初めの「学科

別ガイダンス」を利用した説明を制度化することなどにより，全学生への確実な周知を図る有効な手

段を講じるべきである。 

（目標に対するコメント） 

現状分析で指摘している問題点に対する改善の方策が不明であり，現状分析と今後の目標設定に連

続性がない。工学部では，すでに新入生の募集を停止していることから，今後の目標設定は，学部・

学科の教育理念と目的を在学生に対し確実に開示・周知させる努力に限定してもよいと思われる。 

2 教 育 課 程 

（現状分析へのコメント） 

科学技術の進歩や社会的要請の変化の激しい今日，それらの変革を吟味し，適切にカリキュラム体

系を見直している点は評価できる。また，科目選択に広く自由度を持たせていること，学外で修得し

た卖位を卒業卖位に含めるなどにより，幅広い学修を保証していることも評価できる。授業科目の卖

位計算方法が大学設置基準に沿って学部内で統一されている点は評価できる。 

しかし，個々の学生が希望するキャリア形成に必要な科目を学年進行に合わせて計画的に履修する

ガイドが示されていないなど，履修計画の指導上の改善点も残されている。履修計画ガイドが，多く

の学科で明示・公開されていない。初年次教育科目，リメディアル教育科目が不明確であること，対

応する科目の多くが複数教員による持ち回り授業となっていることなど教育効果に疑問が残る。  

（目標に対するコメント） 

今後の目標は，現状分析結果を踏まえたものであり，概ね適切である。 

（高大連携については，募集停止をしているので，評価から除外する） 

3 教 育 方 法 

（現状分析へのコメント） 

成績評価法とその基準はほぼ学科間で差はなく，学生に不公平感を与えることは尐ないと思われ

る。また，それらがほとんどの科目でシラバス上に公開されていることは評価できる。ただし，为要

科目の多くが期末試験の成績を重視していることから，試験問題の適切性を評価，チェックするシス

テムが無く，公平で厳格な成績評価を行う上で改善の余地がある。 

授業評価については，他学部に比べ実施率も高く前向きであるが，評価結果を授業改善に繋げる方

策とその制度が無い。シラバスの活用については，授業内容がほとんど不明なシラバスも散見されこ

とから，科目担当教員の自覚のみに任せるのではなく，何らかのチェック制度が必要である。 

（目標に対するコメント） 

設定した目標は，大半の在学生が 2010 年度で卒業することから，直ちに実行に移せる内容であり

妥当と考える。ただし，2009 年度目標は，中期目標 3項目が抱えている本質的な問題とは遠く，改善

効果も当座凌ぎとならざるをえない。できれば，公平・厳密な成績評価，授業評価の活用方法と制度

化，シラバスの質的改善につながる方策の検討と新理系学部または大学への提案に踏み込むことが望

ましい。 

4 
学生の受け 

入れ 

（現状分析へのコメント） 

退学の状況と退学理由の把握は，その多くが事務に委ねられてきたこと，高学年になってもゼミ担

当教員に任されているなど，教室としての状況把握が手薄となっていたことは問題である。学科とし

て組織的に学生の相談に応じるなど，退学を未然に防ぐ学生ケア体制を取る必要があった。 

（目標に対するコメント） 

特に目標設定はされていないが，2009 年度以降は，退学を未然に防止する組織的対応を直ちに取る

べきである。 

5 教 員 組 織 

（現状分析へのコメント） 

新理工系学部の年次進行に合わせて工学部教員は順次新学部へ移籍の途上にあることから，特に工

学部専任教員の不足が大きな問題点として取り上げられているが，新理工系学部教員と工学部教員の

協力によって解決する必要がある。教員の年齢構成が 61 歳以上が 53.3%となっている点を指摘してお

く。 

（目標に対するコメント） 

将来に向けた適正専任教員数の確保，年齢構成の適正化について，理系新学部と協力して検討する

とすることを目標に掲げていることは評価できる。 

概 評 

工学部は，新理工系学部への移行途中であり，学生の受け入れや教員組織などについては，目標設定になじまないもの

がある。教育理念に関しては，学部の理念から学科の理念と設定されており適切である。教育課程では，履修モデルを明

確にすべきである。また，教育方法では，在籍する学生に対する教育に適切に対応する必要がある。そのためには，新理

工系学部へ移籍した教員との協力，教育方法の共有などが重要となる。これらに対する目標の設定が必要とされる。 
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Ⅰ．現状分析 
＜4 段階評価の目安＞（社会学部版） 

Ａ：制度や仕組みが有効に機能している；Ｂ：制度や仕組みはあるが、有効に機能していないところがある；Ｃ：学部としては、制度や仕組みを（再）検討すべきだという判断

を持っている；Ｄ：学部としては、制度や仕組みについて検討をする必要を感じない； 

＜目標化の有無＞（社会学部版） 

検討１＝目標化項目としてそもそも設定すべきかどうか自体を学部教授会で審議・検討すべき水準のもの 

要検討２a＝目標化項目の数値の出方の意味について学部教授会で審議・検討すべき水準のもの 

要検討２b＝目標化項目の数値の出方の意味について学部教授会で審議・検討すべき水準のもの 

要検討３＝その他テーマ的に検討すべき項目 

要検討４＝学部レベルだけではなく全学レベルで取り組むべき性格の強いものなので、（場合によっては）全学レベルでの問題として問題提起すべき水準のもの 

要検討５＝目標化項目の意味・意図・狙い等を確認した上で取り組み方について検討すべき項目 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

理念・目的 

1 

学部の理念・目的・教育目

標とそれに伴う人材養成

等の目的は適切であるか。 

『2009 年度第一部社会学部履修要綱』

の中の「1.教育理念・カリキュラムに

ついて」（p.8）を参照のこと 

特になし 

Ａ 無 

2 

学部の理念・目的・教育目

標等の周知方法は有効で

あるか。 

『法政大学 2009 大学案内』（p.105），

大学 HP，社会学部公式ウェブサイト

「SOC」HP，『社会学部への招待』パン

フ，『社会学部への招待』ビデオ等 

特になし 

Ａ 無 

教育課程 

3 

卒業までの学位授与の方

針（ディプロマポリシー）

の設定は適切であるか。 

学位授与方針の前提である学部教育理

念については，『2009 年度第一部社会学

部履修要綱』の中の「1.教育理念・カ

リキュラムについて」（p.8）を参照の

こと 

学部の教育理念との関わり

での学位授与方針の位置づ

けを明示的なものにするた

めの討議を始めなくてはな

らないようだ 

Ａ 

要検

討 

５ 

4 

カリキュラムの体系性（カ

リキュラムポリシー）は適

切であるか。 

『2009 年度第一部社会学部履修要綱』

の中の「1.教育理念・カリキュラムに

ついて」（pp.9-13），並びに＜第3章 カ

リキュラム上の各科目群について＞

（pp.40-63）を参照のこと 

特になし 

Ａ 無 

5 

基礎教育，倫理性を培う教

育の位置づけは適切であ

るか。 

基本的に＜視野形成科目群＞が基礎教

育の部分を担っている（→『2009 年度

第一部社会学部履修要綱』の中の＜第 3

章 カリキュラム上の各科目群につい

て＞（pp.43-44））。倫理性の視点は，「環

境倫理」，「哲学Ⅰ・Ⅱ」，「平和論」，「憲

法」などの授業科目に見られる（→

『2009 年度 第一部社会学部講義概要

（簡略版）』〔p.26,p.28,p.41,p.42〕）。 

‘倫理性’の観点について

は，学部全体で議論してい

るわけではない 

Ａ 

要検

討 

３ 

6 

幅広い学修を保証するた

めの組織的な取り組みは

適切であるか。 

2006 年度からの 7 コース 8 プログラム

のカリキュラムでは为専攻・副専攻制

を導入している 

特になし 

Ｂ 

要検

討 

５ 

7 

キャリア教育の実施は適

切であるか。 

『2009 年度 第一部社会学部講義概

要』（p.38）には＜社会学部キャリア支

援関連科目＞という形で，関連科目群

一覧が並べてある 

ただし，左記の関連科目群

の有機的関連づけ等を含め

て，キャリア教育について

の組織的な取り組みを実施

しているわけではない 

Ｄ 

要検

討 

１ 

8 

学生が高校から大学へ円

滑に移行するために必要

な初年次教育（一年次教

育，導入教育）の実施は適

切であるか。 

学科入門科目群を体系的に開講してい

る。『2009 年度第一部社会学部履修要

綱 』 の 中 の 「 2. 学 科 入 門 科 目 」

（pp.46-48）参照 

特になし 

Ａ 無 

9 

高校課程の教科内容につ

いての補修・補完教育（リ

メディアル教育）の実施は

適切であるか。 

特になし 特になし 

Ｄ 

要検

討 

１ 

10 

高大連携の取組の実施状

況は適切であるか。 

特になし 高大連携との関連で‘学部

と付属校とのつきあい方’

の位置づけの検討を行なう

必要がある 

Ｄ 

要検

討 

１ 

11 

各授業科目の卖位計算方

法は妥当であるか。 

『2009 年度第一部社会学部履修要綱』

の中の「2.進級・卒業について」

（pp.14-16）参照 

特になし 

Ａ 無 

教育方法 
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12 

履修科目登録の上限設定

（キャップ制）とその運用

は適切であるか。 

『2009 年度第一部社会学部履修要綱』

の中の「2.進級・卒業について」のう

ち《履修登録卖位の上限》等（pp.17-19）

参照 

特になし 

Ｂ 無 

13 

成績評価法，成績評価基準

の設定は適切であるか。 

2004 年度から期末の成績照会の仕組み

を制度化している。『2009 年度第一部社

会学部履修要綱』の中の「3.成績」

（pp.70-71）参照。 

特になし 

Ａ 無 

14 

多面的に評価する仕組み

の導入状況は適切である

か。 

特になし まだ組織的取組みはしてい

ない Ｄ 

要検

討 

５ 

15 

履修指導の実施は適切で

あるか。 

（学部事務による学期初めのガイダン

スの他に）年度初めに教員による履修

相談を設定している。また秋には 1 年

生用に 7 コース 8 プログラムの説明会

の時間を設けている 

特になし 

Ａ 無 

16 

学生の学修の活性化と教

員の教育指導方法の改善

を促進するための措置は

有効であるか。 

『大規模学部における授業を介したコ

ミュニケーションの促進と知的コミュ

ニティの形成支援』（2007 年度法政大学

「特色ある FD への取組み」助成金事業

成果報告書〔法政大学社会学部〕；2008

年 3 月）『2008 年度 FD 委員会報告書』

（法政大学社会学部；2009 年 3 月）な

どの一連の FD 報告集を参照のこと 

特になし 

Ａ 

要検

討 

２ａ 

17 

シラバスの活用は適切で

あるか。 

シラバス自体は，『2009 年度 第一部社

会学部講義概要』（簡略版）並びに Web

版を参照のこと 

組織的取組みは，特になし 

Ｂ 

要検

討 

２ａ 

18 

学生による授業評価の活

用は適切であるか。 

『大規模学部における授業を介したコ

ミュニケーションの促進と知的コミュ

ニティの形成支援』（2007 年度法政大学

「特色ある FD への取組み」助成金事業

成果報告書〔法政大学社会学部〕所収

の《資料 1「専任教員からの授業に関す

るコメント集」》（pp.15-30）を参照の

こと 

特になし 

Ｄ 

要検

討 

２ａ 

19 

双方向型授業や尐人数教

育等の実施状況は適切で

あるか。 

尐人数教育＝事実上の双方向型授業に

ついては，基礎ゼミ・専門ゼミ・調査

実習・情報教育・語学教育での取り組

みがある。『2009 年度第一部社会学部履

修要綱』の中の＜第 3 章 カリキュラ

ム上の各科目群について＞（pp.40-63）

の関連頁を参照のこと 

特になし 

Ｄ 

要検

討 

２ａ 

学生の受け入れ 

20 

入学者受け入れ方針（アド

ミッションポリシー）及び

入学者選抜方法は適切で

あるか。 

学生入学経路は，《①一般入試；②大学

入試センター試験入試；③指定校推薦

入試；④附属校推薦入試；⑤外国人留

学生入試；⑥スポーツに優れた者の推

薦入試；⑦転部・転科・編入試験》の 7

つ 

特になし 

Ａ 無 

21 

退学者の状況と退学理由

の把握状況は適切である

か。 

学部教授会に随時（退学理由づきの）

「退学願」を回覧している 

特になし 

Ａ 無 

教員組織 

22 

学部・学科等の理念・目的

並びに教育課程の種類・性

格，学生数との関係におい

て教員組織は適切である

か。 

特になし 大規模授業の対策をどう

考えるべきか，討議が必

要。2008 年度の場合，社

会学部の 600 人以上の大

規模授業（半期）は 10 コ

マある（「2008 年度 受

講者が 600人以上及び 10

人以下の講義科目につい

て」＝2008 年度第 19 回

学部長会議〔09・02・26

開催〕資料 No.12）。ち

なみに同年度の専任教員

Ｂ 

要検

討 

２ｂ 

・４ 
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数は 66 名（2009 年度は

68 名）。 

23 

为要な授業科目への専任

教員配置状況は適切であ

るか。 

毎年秋の授業編成時に作成している《専

任教員担当科目》（2009 年度の場合は A3

で 4枚分）を参照のこと 

特になし 

Ａ 無 

24 

教員組織における専任，兼

任の比率は適切であるか。 

2008 年度で見ると，専任教員＝66 名，兼

任教員＝172 名（『学務部事務便覧 2008

年度』〔p.45〕）で，専任教員率＝27.7％。

‘専門’‘教養’などに分かれた細かい数

字については，『学務部事務便覧 2008

年度』所収の〈授業回数及び専任率表（第

一部・第二部） 2006～2008 年度〉〔p.49〕

を参照のこと 

特になし 

Ｂ 

要検

討 

２ｂ 

・４ 

25 

教員組織の年齢構成は適

切であるか。 

2009年度の社会学部専任教員の年齢構成

（09・04・14 現在）は，《31～40 歳＝13

人（19.1％）；41～50 歳＝21 人（30.9％）；

51～60 歳＝18 人（26.5％）；61～70 歳＝

16 人（23.5％）》。ちなみに前回自己点検

報告書を作成した 2005 年度の場合は，

《31～40 歳＝12 人（18.2％）；41～50 歳

＝21 人（31.8％）；51～60 歳＝19 人

（28.8％）；61～70 歳＝14 人（21.2％）》。 

特になし 

Ａ 無 

26 

実験・実習を伴う教育，外

国語教育，情報処理関連教

育等を実施するための人

的補助体制の整備状況と

人員配置は適切であるか。 

社会学部へのTAの導入は2001年度から，

学習サポーター大規模アシストの方は

2005 年度から。2001 年度から 2008 年度

までの TA の数字は《5人； 6 人； 6 人；

8人；6人；8人；7人；7人》。他方 2005

年度からの 2008 年度までの学習サポー

ター大規模アシストの数字は《29 人；46

人；30 人；26 人》。『2008 年度 FD 委員会

報告書』（法政大学社会学部；2009 年 3

月）所収の「第 2 章大規模授業アシスタ

ント，学習サポーター制度の活用」

（pp.23-33）も参照のこと 

予算上の制約のため，「現

状では，学習サポータ

ー・大規模授業アシスタ

ントともに，…専任教員

に限った申請要求にすら

十分対応できていない」

（「第 2章」〔p.25〕）とい

った指摘に見られるよう

に，TA 等は完全に不足し

ている 

Ｃ 

要検

討 

２ｂ 

・４ 

27 

教員と教育研究支援職員

との間の連携・協力関係は

適切であるか。   

教育支援は学部職員が担当。学部職員の

構成は，学部事務課では《課長 1 名；为

任 1 名；課員 4 名；事務嘱託 1 名；派遣

職員 3名；臨時職員 4名》，学部資料室が

《課員 1 名；臨時職員 3 名》となってい

る。 

他方，研究支援は，全学レベルにおいて

研究開発センター職員が担当の形。その

構成は，研究所などの職員を足し上げる

と，75 名となる（2009 年 4 月現在；学部

事務調べ）。ただし，各研究所担当部門を

除いた研究センター職員の構成となる

と，《部長 2名；次長 2名；課長 3名（う

ち 1名は多摩担当）；为任 1名；課員 4名；

委託業者 6名》で，この 18 名で（科研費

や競争的外部資金の書類作成等を含め

た）全学の研究支援を行なっているのが

実態である 

研究支援体制としては，

相当弱いとは言えないか 

Ｃ 

要検

討 

３・

４ 

28 

教員の募集・任免・昇格に

関する基準・手続の内容と

その運用は適切であるか。 

昇格基準については，《教授会構成員の資

格基準をめぐる内規「資格基準（内規）」》

（『社会学部関係規程および諸内規集』

〔2008 年 4 月 1 日版[2008.7．8 改訂]；

pp.15-18〕）を参照されたい。 

特になし 

Ａ 無 

 

Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

理念・目的 現状のままでいい   

教 育 課 程 

〈人間論的関心に基づき，

様々な社会問題に焦点をあて

ながら，現代社会を総合的に

解明し把握するとともに，そ

学部執行部が中心になって，学位授与方針の定式化

に向けての原案を作成し，学部教授会懇談会でその

原案を参考にしながら，学位授与方針の定式化を試

みる 

学位授与方針の定式

化をした文書（第一

次草案）の有無 
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れら諸問題の解決の道を探求

することであり，そのような

能力を備えた人材を育成す

る〉という学部理念・目的と

整合的な学位授与方針（ディ

プロマ・ポリシー）を設定す

ること 

学部のとりわけ初年次教育の

中に，はっきりと倫理性の位

置づけを行なっていることを

打ち出していくこと 

a. 学部教授会懇談会を開催して，学部教育の中に

‘倫理性’の観点を組織的・意識的に組み込んでく

る際の留意点について意見交換を行なう。 

b. a の成果を踏まえて，学科入門科目担当者が導

入時の 1コマを使って‘倫理性の位置づけ’を行な

う方向での準備に入る。 

c. a の成果を踏まえて，基礎演習担当者がゼミ活

動を通じて，レポート作成の際の最低限のマナーを

身につけてもらう指導を行なってもらう。 

a. 〈‘倫理性’の観

点と留意点〉一覧

（案）の有無 

b. 次年度の授業コ

マの一部への‘倫理

性’の観点の入れ込

みの有無。具体的に

は，‘各学科への招

待’の調整役の教員

が，各々，初回の導

入時にこの観点につ

いての発言を行な

う，という形を取る 

学部教育の中にキャリア教育

をどう位置づけていくべきか

についての基本方針を設定す

ること 

学部教授会懇談会を開催して，学部教育の中にキャ

リア教育をどう位置づけていくべきかについての

議論・意見交換を行なう 

キャリア教育に関す

る学部教授会懇談会

報告メモの有無 

（付属校との連携の模索を含

めて）高大連携の取り組み方

の適切性の水準をどうやって

確保するかについての基本方

針を設定すること 

学部教授会を開催して，（付属校との連携の模索を

含めて）高大連携の取り組み方の適切性の水準につ

いての教授会としての（最低限の）合意形成に向け

て議論・意見交換を行なう 

高大連携の取り組み

方についての学部教

授会懇談会メモの有

無 

教 育 方 法 

学部教育の中で一貫して中心

的位置を占めてきた演習活動

（基礎演習と専門演習）のさ

らなる充実に向けて，より意

識的な取り組みを行なうこと 

a. 学部内 FD 委員会での議論・提言を踏まえて，学

部教授会懇談会を開いて，どのようなことをすれば

演習活動のさらなる充実につながっていくか，とい

う点をめぐってオープンな意見交流を開始する。 

b. 卒論の提出割合の漸減傾向（2006 年度 74.7％→

2007 年度 70.1％→2008 年度 67.4％）が生み出され

る事情について意見交換を行なうとともに，その傾

向に歯止めをかける方向で努力する。 

a. 演習活動の充実

化に関する学部教授

会懇談会報告メモの

有無 

b. 2009 年度の提出

割合が 67.4％を上

回るか否かのチェッ

ク 

図書館との連携して，教育 GP

（〈図書館と学部のリエゾン

による学士力育成〉）プログラ

ムに取り組むこと 

多摩図書館によるゼミ・サポート制度の利用率を，

基礎演習については，2008 年度実施率 82％から

2009 年度までに 85％，専門演習の方は 2008 年度実

施率 25％を 2009 年度までに 30％とする 

基礎演習は 2009 年

度までに 85％，専門

演習の方は 2009 年

度までに 30％の達

成の有無 

学部内 FD 委員会の提言を入

れ込む形で，学部教育の創意

工夫をさらに試みていくこと 

学部内 FD 委員会での議論・提言を踏まえて，学部

教授会懇談会を開いて学部教育の在り方に関する

オープンな意見交流を開始する 

学部教育全般に関す

る年度末 FD 委員会

報告メモの有無 

学生の受け 

入れ 

特になし   

教 員 組 織 

大規模授業を減尐させること （カリキュラム見直しの）教務委員会と学部内 FD

委員会を中心にして，許容可能な授業規模について

議論・検討を行なうと共に，大規模授業の数を減ら

していく手立てを考えていく 

教務委員会と学部内

FD 委員会の作業メ

モの有無 

教育研究支援職員との連携・

協力を行なうための仕組みを

考えだし提言すること 

a. 学部教員の研究環境関連のニーズを発掘を行な

う。 

b. 全学レベルでの学部資料室機能の位置づけにつ

いての一般原則などのヒアリングを行なうことを

通して，学部レベルで学部資料室機能の見直しを行

なう余地がどの程度あるのか，という点についての

見通しをうることにする。 

c. 学部執行部によるセンター職員の方々へのヒア

リングを通して，研究開発センターの職員との連

携・協力の可能性についての検討を始める。 

a. 学部教員研究環

境ニーズのヒアリン

グ結果メモの有無 

b. 学部資料室機能

見直し結果報告メモ

の有無 

c. 研究開発センタ

ーヒアリング結果メ

モの有無 
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Ⅲ．大学評価委員会による報告書 

大項目 所     見 

1 理念・目的 

（現状分析へのコメント） 

概評 

 『履修要綱』のはじめに分かりやすく教育理念が示されている。「よりよい社会の実現に貢献でき

る市民・職業人の育成」のために，社会学を通じて「人間」を多面的かつ深く理解し，独自の「アカ

デミック・コミュニティ」の形成を目指すという理念は，時代にかない，かつ学問的にも堅実なもの

として高く評価できる。この理念の実現のために，教員はもちろんのこと，学生も同じ「アカデミッ

ク・コミュニティ」の一員として積極的に学習・研究活動を行うことを促している点にも，社会で活

躍できる有為な人材を育成したいという学部の強い意思が示されている。この優れた理念を周知させ

るための努力も，『履修要綱』や『大学案内』といった一般的な媒体のみならず，社会学部独自のウ

ェブサイト，パンフレット（およびビデオ）『社会学部への招待』を製作するなど，盛んな広報活動

から窺える。特筆すべきは，独自サイトやパンフレット等において，学生に記事やコンテンツの为要

なところを任せている点である。これは，「アカデミック・コミュニティ」への学生の積極的な貢献・

参加を促すという目標が，実際に学生に共有されていることを示している。 

また，各学科・コースの学習内容と目的については，『大学案内』と『社会学部への招待』に詳し

く記載されている。その上で，あえて気づいた点を述べるならば，卒業後の進路について，具体的に

社会学部で学習したことがいかに役立つのかを，さらに学生目線に立って語る工夫もあってよいかも

知れない。 

長所として特記すべき事項 

 現代社会にふさわしい，確固たる理念をもち，学生にもそれが共有されている。 

問題点として指摘すべき事項  

特になし。 

（目標に対するコメント） 

「中期目標」に「現状のままでいい」とあり，「2009 年度目標」，「達成指標」には何も記載されて

いないが，大きな理念は堅持しつつ，より具体的な目的・目標も定められてはいかがだろうか。 

2 教 育 課 程 

概評  

専門科目として「7 コース・8 プログラム」という多様な選択肢を設置し，为専攻と最大 3 つの副

専攻を学生が学習できるというカリキュラムは，学習の自由度と多様性，および学生の自为的な学び

の促進という観点から，優れたものと評価できる。 

『履修要綱』を見ると 1～4 年までの学習が綿密に計画立てられており，各年次の進級・卒業要件

が適切に設定されている。1年次の導入教育に始まり，2年次の専門導入を経て 4年次の終わりまで，

段階的かつ斑のない学習を可能にするための，きめ細かな規程が作られている。 

現代人にとって必須である語学学習も，初級から上級まで学生のニーズに合わせた選択が可能とな

っている。SA 制度を整備し，現地での外国語学習にも力を入れている。 

 すべての学年に演習（ゼミナール）科目が設けられている点は，尐人数教育による人材育成への本

学部の強い意欲が窺え，高く評価できる。演習に関しては，学生アンケート調査（「教育内容に対す

る満足度」）での満足度が非常に高く（「満足」が 49.9％，「やや満足」が 23.3％），各教員の熱意と

工夫が窺える。しかし，それだけに，演習が必修でないことは残念である。また，2～4年次の演習は，

コース専門科目ではなく，学部共通専門科目に指定されているが，学生の为専攻に対応した演習を選

ぶという観点からすれば，本来的にはコース専門科目にいれるべきではなかろうか。 

その他，「現状分析シート」で指摘されていた課題として，倫理教育，キャリア教育，リメディア

ル教育，高大連携について学部で議論し，カリキュラムに組み込むことが挙げられる。いずれも現在

の本学において重要な課題であり，速やかな対応が期待される。 

長所として特記すべき事項 

 为専攻・副専攻制により，学生に幅広い学習機会を与えている。各年次の進級・卒業要件を厳密に

定めている。各年次に演習を配することできめ細かな指導を行っている。 

問題点として指摘すべき事項 

 倫理教育，キャリア教育，リメディアル教育，高大連携の議論がまだなされていない。本学部の「教

育内容に対する満足度」アンケート調査では，専門課程の教育に比して，教養教育への学生の満足度

が低い。倫理教育，キャリア教育，リメディアル教育，高大連携のうち，「キャリア教育」以外は 1,2

年次に関わるものといえる。この期間の教育課程について，さらに検討する必要があると言えよう。 

（目標に対するコメント） 

「中期目標」，「2009 年度目標」については，概して適切に定められているが，「達成目標」につい

ては，より明確な目標の設定が求められる。 

3 教 育 方 法 

（現状分析へのコメント） 

概評 

 『履修要綱』の構成・書き方に工夫が見られる。読み飛ばされがちな「教育理念」の項目は，一読

して学生の印象に残るような書き方がなされているし，複雑なカリキュラムの説明も表が適切に用い

られ明快である。進級・卒業に関する規程，履修登録卖位の上限規程なども，綿密かつ分かりやすく

説明されている。年次ごとの「履修のモデルケース」を示している点は，学生目線での『履修要綱』

の作り方として，模範的なものといえよう。 

 授業内容の学生への周知の方法としては，印刷された『講義概要』に加えてオンライン・シラバス
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も提供しており，ほとんどの授業が「到達目標」や「授業計画」を明確に示している。 

 また，綿密ゆえに複雑でもある本学部の「7コース・8プログラム」制だが，1年次秋に説明会を行

うことで学生の理解を助けている。ただし，『大学案内』等の資料のなかには，コースとプログラム

の違いが明確とは言い難い記述もみられた。より分かりやすい説明があれば，受験生・学生の役に立

つのではないか。 

尐人数教育は，演習および（社会学の基礎的な知識・スキルを尐人数で習得する）実習によって実

践されている。『大学案内』やシラバスには，これらの授業において，文献講読からフィールドワー

クまで，さまざまな研究方法を学生に提供していることが示されている。双方向型授業については，

演習のほか，「学科入門科目」には「インテンシブ科目」と呼ばれるものが含まれ，その科目では，

学生・教員間の相互作用をベースとして学生の能動的な参加を重視する，双方向教育が図られている。

なお，今後は大規模授業においてもいかに双方向教育が可能であるかも検討していただきたい。 

加えて，シラバスから受けた印象として，二点の問題を指摘したい。①「基礎演習」の内容が担当

教員ごとに大きく異なっている点。「基礎演習」とは，専門領域への導入であるよりも大学教育その

ものへの導入であるべきだが，実際には専門導入に高い比重を置く「基礎演習」もあるようだ。しか

も専門導入の科目は，別に開設されている。カリキュラムの整合性という観点からも，再検討を要す

る。②2～4年次の演習シラバスには，学習内容を具体的に示さないものもあった。学生为体の学びを

重視したゆえかも知れぬが（また，卒業論文作成を目的とする「演習 3」については，具体的な記述

が難しいのも理解できるが），学部教育においてはもう尐し具体的な指導も求められるのではないか。 

『履修要項』には，試験における不正行為への対応が明記されている。替え玉受験，計画的なカン

ニング，無計画なカンニング，剽窃等，詳細に罰則が定められている点，不正行為防止に役立つと評

価される。 

「目標シート」によれば，近年，卒業論文提出が漸減傾向にあるようだが，本学部の理念と卒論と

の関連を説明する記述が『社会学部への招待』のようなパンフレットにあってもよいのではないか。 

 教育指導法についての本学部の取り組みで，まず特筆すべきは FD 活動を活発に行い，教員同士で

授業改善を議論する機会を頻繁に設けている点である。 

また，『履修要綱』には，A+評価の社会学部独自基準が示されている。これは，GPA 制度導入に伴い，

授業間の評価の公平性が問題になっている現在，学内における先駆的な事例として評価できる。 

他方で，授業改善アンケートの活用について，教員へのフィードバックは機能しているものの，そ

の後，アンケート結果を教員がどのように活用しているかを学生に知らせる取り組みがまだ十分とは

言い難い。加えて，学生を多面的に評価する仕組みについても，今後組織的に検討するべきである。 

長所として特記すべき事項  

『履修要項』，シラバス等で，学生に学習内容を適切に伝えている。尐人数教育・双方向型授業に

力を入れている。 

問題点として指摘すべき事項  

「基礎演習」の内容が不統一である。授業評価アンケートの学生へのフィードバックが不足してい

る。 

（目標に対するコメント） 

「演習活動のさらなる充実」と「図書館との連携」については，具体的な数値を交え，適切に目標設

定がなされている。最後の「学部内 FD 委員会の提言の取り入れ」については，より具体的に委員会

と意見交換会の開催時期・回数などを明記すべきである。 

4 
学生の受け 

入れ 

（現状分析へのコメント） 

概評 

 「自己点検報告書」によれば，本学部は①一般入試，②大学入試センター試験利用入試，③指定校

推薦入試，④付属校推薦入試，⑤外国人留学生入試，⑥スポーツに優れた者の推薦入試，⑦転部・転

科・編入試験の７種の入学経路を設けている。もっとも，「大学基礎データ」によれば，帰国生入試

も 2009 年度まで実施されているが，この年度で廃止されたゆえに「自己点検報告書」には記載がな

いのであろう。このうち，③については，「2006～2008 自己点検報告書」によれば，毎年追跡調査に

よる見直しを行っているという。様々な入学経路を設け，常にそれが有効に機能しているかどうかを

確認している本学部の姿勢は評価できる。 

他方で，「大学基礎データ」によれば，社会政策学科の 2009 年度一般入試における志願者数が 1,769

名であり，前年度の 3,273 名を大幅に下回っている。この点について，学部内で原因を明確にしてお

くべきであろう。また，「2006～2008 自己点検報告書」で指摘されているように，留学生入試の入学

者が尐ないことは，時代に逆行しているだけでなく，多様な現代社会を研究することを目的の一つと

するはずの本学部にとっては損失であろう。広報活動を盛んにする，留学生に魅力のある独自の授業

を開設する，奨学金を整備するなど，入学者を確保するための工夫が求められる。 

意外だったのは，本学部に社会人入試の制度がないことである。実社会を知っている学生を受け入

れることも，本学部にとっては有益なのではなかろうか。 

長所として特記すべき事項 

 多様な入試形態を，有効性を定期的に確認しつつ行っている。 

問題点として指摘すべき事項 

 留学生入試の入学者が尐ない。 

（目標に対するコメント） 

すべての項目について，「特になし」とのことだが，本学部としてどのような学生を受け入れるか

という問題は，時代の流れとともに恒常的に目標を立て，検討すべきではないか。 
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5 教 員 組 織 

（現状分析へのコメント） 

概評 

 「大学基礎データ」によれば，本学部では在籍学生総数 3,335 名に対し，専任教員が 68 名在籍し

ており，教員 1 名あたりの学生数は 49.04 名である。人文・社会系の学部の場合，この数値が 60 名

を超えないことが望ましいが，本学部はこの点問題ない。ただし本学部は，必修ではないものの演習

に重点を置き，学生が卒論を執筆することを奨励している。卒論必修の学部では，上述の数値は 40

名を超えないことが望ましく，49.04 名では若干超過している。必ずしもそのせいではないだろうが，

2008 年度の卒論提出率は 67.4％にとどまっている。学生の为体的な学びを重視する学部の理念を実

現するには，学生の卒論執筆をさらに奨励するとともに，上述の数値を意識しつつ卒論執筆のための

環境をさらに整えるべきであろう。 

また，600 人以上の大規模授業が 10 コマあるとのことだが，削減のための早急な対応が望まれる。 

「大学基礎データ」によれば，専任率は 21.6％だが，これは外国語科目も含んだ数値であり，専門

に限ってみれば 63.1%となっている。妥当な数値といえよう。また，教員の年齢構成も，41 歳～50

歳を中心に比較的バランスのとれた構成となっている。 

「現状分析シート」によれば，本学部は，TA，大規模授業アシスタント，学習サポーター等の制度

を整えながらも，予算の都合上まだ十分に機能していない。上述のように大規模授業自体を削減する

努力も必要だが，今後予算状況が改善することを願いたい。 

また，同じく「現状分析シート」で指摘されている，研究支援体制の整備は，本学部というより，

全学的な検討課題であろう。 

長所として特記すべき事項 

 専任教員の年齢構成，兼任との比率が適正である。 

問題点として指摘すべき事項 

 大規模授業が多い。TA 等補助員が不足している。 

（目標に対するコメント） 

 目標設定自体は妥当なものだが，教務委員会，FD 委員会，ヒアリングの開催時期や回数をより具体

的に記入するべきである。 

概 評 

1952 年に創立された，日本最古の社会学部である本学部は，伝統によって培われた明確な理念をもち，「人間論的関心

を柱にした社会問題の理解と解決」のために「アカデミック・コミュニティの形成と進化」を目指している。その鍵とし

て「学生参加」を挙げているが，その一端は本学部の広報における学生の为体的な活動にも示されている。同時に，この

理念を達成するのにふさわしい教育制度を常に模索し，2006 年度から「7コース・8プログラム」からなる为専攻・副専

攻制という大胆な改革をはじめた。これは，研究分野だけでなく研究方法においても多様な内容を提供しており，学生に

とって魅力的であるだけでなく，为体的な学びを促す効果も期待できる。他方で，この改革により 3学科の存在が稀薄に

なった感は否めない。2009 年度，社会政策科学科の受験者数が極端に減尐したことは，これと全く関係がないと言える

だろうか。社会学部の各学科がどの分野に強く，どのスキルを身につけたい学生が入学すべきなのか，広報活動において

さらなる周知を試みてはどうか。 

また，本学部では，すべての年次に演習を設け，尐人数教育を重視している点が高く評価されるものの，600 人以上の

大規模授業も尐なからず存在し，このアンバランスの是正が求められる。さらに，導入教育である基礎演習については，

高校生を大学生にするという目的で，より統一した内容に改善することが望ましい。 

その他，卒論の提出者が減尐していることと，留学生入試の人気が低いことが気がかりである。特に前者は，「アカデ

ミック・コミュニティ」の形成という本学部の目的が学生に十分周知されているのか疑問を覚える事実であり，改善が望

まれる。 

2009 年度末には，カリキュラム改革後に入学した学生がはじめて卒業することになるが，今後本学部の卒業生がどの

ような成果を見せてくれるのか，期待したい。 

 



経営学部 

65 

 

経営学部 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

理念・目的 

1 

学部の理念・目的・教育目

標とそれに伴う人材養成

等の目的は適切であるか。 

学部設置当時の理念・目的および 3 学

科体制に移行する前に「教育目標」等

については，教授会で議論を行った。 

3 学科体制になってから 6

年以上経過し，その後採用

された教員も多くなったた

め，学部として再確認する

必要がある。 

Ｂ 有 

2 

学部の理念・目的・教育目

標等の周知方法は有効で

あるか。 

シラバスの冒頭で「経営学部の理念・

教育目標」については明示している。 

3 学科ごとの教育目標につ

いてはより具体的なレベル

まで言及する必要がある。 

Ｂ 有 

教育課程 

3 

卒業までの学位授与の方

針（ディプロマポリシー）

の設定は適切であるか。 

進級規定を満たし進級し，卒業要件を

みたした場合，卒業が認められる。必

要卖位を取得することによって学位授

与に値する学力が備わったと考えてい

る。卒業時において 3 学科それぞれの

教育目標をみたすだけの学力を学生が

備えているかの確認が必要であろう。 

特になし 

Ａ 無 

4 

カリキュラムの体系性（カ

リキュラムポリシー）は適

切であるか。 

基礎科目（0群～5群）および総合科目

については，各群ごとにカリキュラム

が体系化されている。また経営学部の

専門科目については，各学科ごとに体

系的に学科専門科目が設置されてい

る。ただし，学科専門科目については，

3 学科体制になってから 6 年以上経過

しているので，将来に向けての科目・

内容の検討を開始する時期にさしかか

っていると思われる。 

特になし 

Ａ 無 

5 

基礎教育，倫理性を培う教

育の位置づけは適切であ

るか。 

基礎科目「倫理学 I/Ⅱ」が開講されて

いる。また，経営学部の特殊講義とし

て「経営倫理」が今年度開講した。将

来のカリキュラム改革時に「企業倫理」

といった科目の常置化も検討する必要

がある。 

特になし 

Ａ 無 

6 

幅広い学修を保証するた

めの組織的な取り組みは

適切であるか。 

2003 年に 3 学科体制になり，専任教員

を増やすとともに専門科目について必

要なものについては新設してきた。 

特になし 

Ａ 無 

7 

キャリア教育の実施は適

切であるか。 

「キャリアデザイン入門」（0 群），「キ

ャリアマネジメント I/Ⅱ」（キャリアプ

ログラム科目）といった科目が設けら

れている。初年次生を対象に，公認会

計士講座，自为マスコミ講座などのガ

イダンスを行い，さまざまな職業観に

ついて学生に考えさせる場を提供して

いる。 

特になし 

Ａ 無 

8 

学生が高校から大学へ円

滑に移行するために必要

な初年次教育（一年次教

育，導入教育）の実施は適

切であるか。 

一年次教育としての入門演習について

は，現在 5コマ開講している。 

入門演習（5 コマ）の開講

数が学生数との関係で適切

であるかどうか検討が必要

である。 

Ｂ 有 

9 

高校課程の教科内容につ

いての補修・補完教育（リ

メディアル教育）の実施は

適切であるか。 

特になし 経営学部では，現在のとこ

ろ実施していないが，受け

入れ学生の資質等を検討

し，導入およびその内容に

ついて考えることは必要で

あろう。 

Ｃ 有 

10 

高大連携の取組の実施状

況は適切であるか。 

付属校生の一部大学授業への参加，高

校でのプレゼン大会への大学教員の参

加，外部高校に対する模擬授業につい

ては学部として可能な範囲で実施して

きた。 

まだ経営学部全体で組織的

に実施しているとはいえな

い。 Ｂ 有 
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11 
各授業科目の卖位計算方

法は妥当であるか。 

概ね適切であると考える。 特になし 
Ａ 無 

教育方法 

12 

履修科目登録の上限設定

（キャップ制）とその運用

は適切であるか。 

各学年での上限設定は，概ね適正に設

定されていると思われる。 

特になし 

Ａ 無 

13 

成績評価法，成績評価基準

の設定は適切であるか。 

各教員がシラバスに掲げた評価方法に

よって適切に評価を行なわれていると

思う。 

各教員に成績評価のバラツ

キがあるが統一することは

難しいと思われる。ただし，

専門科目のうち専門基礎科

目 A・Bに属する科目につい

ては調整が必要である。 

Ｂ 無 

14 

多面的に評価する仕組み

の導入状況は適切である

か。 

シラバスでは，通常の試験以外に，出

席，授業参加，レポート，プレゼンテ

ーションなどの要素も含めて総合的に

評価する科目もある。 

特になし 

Ａ 無 

15 

履修指導の実施は適切で

あるか。 

入門演習，演習を履修している学生に

ついては担当教員から適切な指導を受

けている。 

履修ガイダンスについて

は，現在入学時に限られて

いる。一般の学生に対して

2年次，3年次においても履

修指導（ガイダンス）は必

要と思われている。 

Ｂ 有 

16 

学生の学修の活性化と教

員の教育指導方法の改善

を促進するための措置は

有効であるか。 

特になし FD 推進センターと連携し

ながら，指導方法の検討を

していく必要がある。 
Ｃ 無 

17 

シラバスの活用は適切で

あるか。 

シラバスの項目を統一し，さらに，WEB

で掲示することにより，学生の要望に

応じた適切なシラバスとなっていると

考える。 

特になし 

Ａ 無 

18 

学生による授業評価の活

用は適切であるか。 

授業評価の結果は，各教員に送付され，

教員個人レベルで授業改善の資料とし

て用いられている。 

FD 推進センターと連携し

ながら，「授業改善アンケー

ト」の分析方法を検討し，

分析後，実際の授業にフィ

ードバックする必要があ

る。 

Ｂ 無 

19 

双方向型授業や尐人数教

育等の実施状況は適切で

あるか。 

語学教育（英語）は尐人数クラスで実

施されている。初年次教育としての入

門演習も尐人数で実施している。また，

演習についてはほぼ全員の教員が開講

しており，学生が希望することによっ

て履修することが可能である。 

大規模授業をさらに，減ら

す努力をする必要がある。

授業支援システム等を活用

し，掲示板等，電子的なコ

ミュニケーションを教員，

学生間でとるなど，授業時

間以外での双方向コミュニ

ケーションも進めていく必

要もあると考える。 

Ｂ 無 

学生の受け入れ 

20 

入学者受け入れ方針（アド

ミッションポリシー）及び

入学者選抜方法は適切で

あるか。 

多様な入試を実施しており，必要に応

じて面接も行っており，現在のところ

入試選抜は適切であると思う。 

特になし 

Ａ 無 

21 

退学者の状況と退学理由

の把握状況は適切である

か。 

退学者については，毎月の教授会で報

告し，承認手続きをとっている。 

特になし 

Ａ 無 

教員組織 

22 

学部・学科等の理念・目的

並びに教育課程の種類・性

格，学生数との関係におい

て教員組織は適切である

か。 

各学科の理念・目的に沿った形で専門

科目が設定されており，必要な人事を

行ってきた。 

経営学部は，教員一人当た

りの学生数が極めて多い。 

Ｂ 無 

23 

为要な授業科目への専任

教員配置状況は適切であ

るか。 

経営学部の常設の専門科目について

は，いくつかの科目を除いて専任教員

があたっている。 

特になし 

Ａ 無 

24 
教員組織における専任，兼

任の比率は適切であるか。 

常設の専門科目については，概ね専任

があたっている。 

基礎科目の語学等について

は，兼任講師の比率が高い。 
Ｂ 無 
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25 

教員組織の年齢構成は適

切であるか。 

候補者の業績審査に基づいて学部とし

て適正に採用人事を行ってきた。採用

審査の際に業績との関連において年齢

も考慮してきた。 

社会人大学院を設置した

後，数年間，大学院も担当

可能な教員を採用した時期

があったが，最近では若手

教員も積極的に採用してい

る。 

Ｂ 有 

26 

実験・実習を伴う教育，外

国語教育，情報処理関連教

育等を実施するための人

的補助体制の整備状況と

人員配置は適切であるか。 

他の大規模学部と共に実施する実験・

実習科目については，多くの場合経営

学部が为管で T.A.（教育補助）の手配，

管理を行っている。 

T.A.（教育補助）について

は，一部，文科系大学院の

学生と为に理科系大学院の

学生から募集しているが，

現状では十分な人数が確保

できていない。 

Ｂ 無 

27 

教員と教育研究支援職員

との間の連携・協力関係は

適切であるか。   

概ね必要に応じて，連携・協力をとっ

ている。IT 関連では他キャンパスの職

員とは，遠隔会議システム等を使って

コミュニケーションを行っている。 

特になし 

Ａ 無 

28 

教員の募集・任免・昇格に

関する基準・手続の内容と

その運用は適切であるか。 

教員の採用については，学部のルール

に従って，審査委員会を作り適切に実

施してきた。昇進については学部ルー

ルに従って教授会において適正に実施

してきた。 

特になし 

Ａ 無 

 

Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

理念・目的 

経営学部の理念・目的・教育目

標，および 3 学科において養成

すべき人材像を明確にする。 

年度内に学部教授会および教学問題委員会等

において再検討し，来年度以降学部ホームペー

ジに掲載する準備を行う。 

教学問題委員会，学科

毎の会議，および教授

会で 5 回程度議論す

る。 

各学科における教育目標につい

て各学科に所属する教員で再検

討し，具体的なものをいくつか

提示する。 

年度内に学部教授会および教学問題委員会等

において再検討を行い，具体的なものを提示す

る。 

教学問題委員会，学科

毎の会議，および教授

会で 5 回程度議論す

る。 

教 育 課 程 

導入教育の効果的実施をさらに

促進させる。 

経営学総論については適正規模な授業が編成

できるように努力する。経営学総論，簿記入門

等の科目については担当者による次年度に向

けての検討，話し合いの機会を数回行う。 

経営学総論について

は5コマの開設が維持

できるように授業編

成を行う。 

外国語教育の効果的な実施を促

進させる。またリメディアル教

育（特に数学）の必要性につい

て検討を行う。 

1 年次から 4 年次まで段階的に英語教育が実施

できるように学部内で基礎科目の英語科目教

員と経営学部の専門科目教員とで継続的に授

業科目，教育内容について議論を行う。また専

門科目に配置されている（入門）外国語経営学

の履修ガイダンスについても検討する。またリ

メディアル教育（特に数学）の必要性について

検討を行う。 

当該問題について教

学問題委員会，教授

会，執行部会議等で 5

回程度議論する。 

教 育 方 法 

履修ガイダンスの 2,3 年次時点

での実施についての検討ならび

に部分的実施。 

履修ガイダンスの 2 年次,3 年次時点の実施に

向けての議論を進める。また実験的な試みとし

て本年度後半に1,2年次生を対象としたガイダ

ンスの試みを数回行い，教員間での意見交換を

行う。 

履修ガイダンスの在

り方について教学問

題委員会および教授

会で継続的に議論す

る。 

入門演習（1 年次），演習（2～4

年次）の履修者を増やす努力を

行う。 

入門演習については現在の 5 コマをさらに 6,7

コマまで増加させることを検討する。演習を希

望する学生を増やす努力を行い，活発なゼミ活

動の実施を実現させる。 

来年度入門演習6コマ

開設，演習の説明会等

をさらに効果的に実

施するための努力を

行う。 

学生の受け 

入れ 

学習意欲の高い学生の確保。そ

のためには学部パンフレットの

充実，高校での模 擬授業の積極

的実施，付属校との高大連携等

をさらに促進させる。 

あらゆる機会を通して学習意欲の高い学生が

本学部に多く入学するように広報活動を広く

実施する。学部パンフレットについては今年度

再検討した学部の理念，目標，教育目標等に適

合したものかどうか検討を行う。 

模擬授業については

昨年並みの 15 校程度

実施。付属校のプレゼ

ン大会等の指導の実

施。 

教 員 組 織 

採用に当たっては学部所属の教

員の年齢構成も考慮した採用を

目指す。 

現在予定している教員採用人事において学部

所属の教員の年齢構成も考慮した採用を目指

す。 

今年度実施した採用

人事において，その都

度学部の年齢構成を

考慮したかどうか。 
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Ⅲ．大学評価委員会による報告書 

大項目 所     見 

1 理念・目的 

（現状分析へのコメント） 

  本学部は，日本の大学の中で最も早い時期である 1959 年，産業の発展や技術の進歩に即応すべく，

実務能力と理論の両面に強い人材の育成を目的として創設された。また，学部創設当時の理念を保持

しつつ，経営管理，人事管理や会計といった伝統的な分野に加え，経営創造，グローバル経営，マー

ケティング，ファイナンス等の分野が重要性を増すにつれ，新しい分野を重点的にカバーすべく学科

の再編を行い，2003 年には 3学科体制へと移行した。(1) 経営学科では経営管理のプロフェッショナ

ルやゼネラル・マネージャーなどの人材の育成を，(2) 経営戦略学科ではグローバルな戦略策定と事

業創造を担う人材の育成を，(3) 市場経営学科では，マーケット創造を担う人材の育成を目指す。（『シ

ラバス』，『入学案内』） 

 理念・目標と人材養成との関わりが示されている点，また各学科の基本領域は『履修要項』，『ホー

ムページ』に明確に示されている点は評価できる。ただ，そのため，逆に何がこれからの問題点なの

かが見えにくかった。「いままでに確立している理念・目的を，新たに採用された教員に周知する」の

か，それとも「時代の要請を考慮しつつ再確認する」のかがみえない。（おそらく両方？）長所はより

具体的に記述し，どこに問題の所在があるかをもう尐し伝わるように書くと説得的になるだろう。 

（目標に対するコメント） 

1. 理念・目標の周知方法について，ホームページへの掲載は現状行っていないようだが，それを現状

シートの問題点に入れておき，目標と対応させたらどうか？ 

2. 現状でも，かなり具体的に目標や人材育成の方向が示されているように見えるのだが，これ以上の

具体化が可能なのか？  

3. 「議論を行う」ということは達成目標と言えるか，疑問が残る。 

2 教 育 課 程 

（現状分析へのコメント） 

概評 

本学部は 3 学科体制をとり，それぞれの学科の特徴を活かした多彩な授業科目により，社会の多様

なニーズに対応する専門知識を身につけた人材の育成を目的とする。（『入学案内』『シラバス』等。以

下同様。） 

 学科選択と将来の進路については。3 つのステップで，入学後じっくり自分の進路を考えた上で，

進むべき道が選択できるようになっている。 

 また，高大連携の取り組み，導入教育等，初年次教育に配慮している。 

 カリキュラムの体系については，わかりやすく示され，为にどの年次で履修したらよいかの目安が

記されている。 

 公認会計士講座，インターンシップ，SA，ビジネス英語，ゼミ等さまざまなカリキュラムをとりそ

ろえ，幅広い学修の機会を取り揃えている。 

長所として特記すべき事項 

公認会計士講座を経営学部が中心となって運営し，現役学部生からの合格者も出していることは長

所として挙げてよいのではないか？ （『法政大学経営学部ホームページ』） 

問題点として特記すべき事項 

新入生全員が導入教育の「入門演習」を履修しているものではないこと，現在何人が履修している

のか，および 1クラス平均何名か，明記すべき。 

（目標に対するコメント）   

「現状分析シート」での問題点と，中期・年度目標が対応していない。（前者では「入門演習」のコマ

数を問題に挙げているのに，後者ではそれがなく，かわりに「経営学総論」のコマ数が入ってしまっ

ている。）一貫性を持たせることが必要では？ 

3 教 育 方 法 

（現状分析へのコメント） 

概評 

本学部では，学部の理念に沿って，実務能力と理論分析とを習得させるべく様々なカリキュラムを

おいているが，指導・評価もおおむねそれに従ったものになっていると言える。その内容を示すシラ

バスも紙媒体，web ともに整っている。 

 大人数をかかえる学部なので，仕方がないのだろうが，学生によってだいぶサービスが異なってし

まうのではという印象を持ち，それが気になった。たとえば，入門演習，演習を受けている学生は担

当教員から適切な指導を受けている（第 15 項）ということだが，入門演習の履修者数（2009 年度の

受講生は 98 名）は多いとは言えず，導入教育が十分に行われているとは言いがたい。授業評価のフィ

ードバックの必要性（第 18 項）を意識しているということで，こうした問題は今後改善されると期待

したい。 

 なお，履修科目登録数については「1年次 48 卖位，2年時には 48 卖位＋1年でとれなかった部分の

20 卖位」という形でキャップ制をしいている。基準協会の指針では「1年間 50 卖位未満」なので，何

か追加的に理由を書いておいた方がよいと思う。 

 なお，第 16 項の長所として「授業評価アンケートを行っている」と記した方がよいのでは？ 

（目標に対するコメント） 

1 「現状分析シート」では，「演習」を多くの学生が履修している印象を受けた。具体的に数を示し，

それとの比較をしたらどうか？ 

2 教員の数を現状維持したまま，ゼミ生を増やすことは，逆に尐人数教育にならなくなってしまうの



経営学部 大学評価報告書 
 

69 

 

では，という疑問が残る。教員数の問題は（ここの項目でなくても）どこかで取り上げる必要があ

るだろう。 

4 
学生の受け 

入れ 

（現状分析へのコメント） 

概評 

本学部では，多様な選抜方法で入学者を受け入れているが，为に，一般入試と推薦入試からの受け入

れとなっている。 

一般入試は，さらに，3 科目入試，2 科目入試，センター試験の 3 種に分かれ，2009 年度のこの経

路での入学者は入学者総数のうち約 6 割を占める。また，推薦入試は，付属校，指定校，スポーツ推

薦の 3種に分かれ，2009 年度では付属校経路の入学者が入学者総数の約 2割，指定校からの入学者が

入学者総数の 1.5 割ほどを占めている。 

ホームページ，パンフレット，オープン・キャンパス，高校での模擬授業の開催等による情報発信

の効果だろうが， 2009 年度，一般入試では 11,928 名の志願者を集めた。入学定員 735 名に対し，十

分な数の応募があったと評価できる。また，付属校生の一部大学授業への参加，高校でのプレゼン大

会への大学教員の参加により，付属校生への求心力を高める努力も見うけられる。 

  2009 年度の入学者は 804 名で，入学定員 735 名の 109%である。この数字は 2009 年度だけのもので

はなく，ここ 5年間多尐の上下はあるものの，概ね適正な水準で推移している。 

  2008 年度の学部の退学者は 45 名であり，2009 年度在籍学生総数 3,476 名と比べて，著しく高くは

ない。しかし，教授会では休学・退学を軽視せず，情報を共有し，必要な場合は対応を協議している。 

（目標に対するコメント） 

 「評価シート」で「目標化の有無」の項が「無」となっているが，「有」では？ 

5 教 員 組 織 

（現状分析へのコメント） 

概評 

本学部では，各学科の理念・目的に沿った形で専門科目を配置し，必要な人事を行ってきたもの，

専任教員一人当たりの学生数はきわめて多い。（2009 年度，教員一人あたりの学生数は 62.07 名とな

っており，大学基準協会での基準「60 名以内」を満たしていない。入学定員と入学者数はあまり離れ

ていないので，専任教員を増やす必要があるだろう。） 

  専門科目授業回数に対する専任率（2008 年度）は，第一部では，A（専任のみ）が 61.7%，B（兼坦

を含む）が 68.2%と，本学では水準以上の数値となっている。 

  専任教員の年齢構成のバランスは，31～40 歳 17.9%，41～50 歳 41.1%，51～60 歳 23.2%，61 歳以上

17.9%で，かなり偏ったものになってしまっている。（大学基準協会の基準では，各クラスの数字が 30%

を超えると助言になることがある。）ただ，社会人大学院を設置した際の戦力確保という過去からの経

緯があるので，今後バランスをとっていくということだと思う。  

 教員の募集・任免・昇格については明文化されていないため，判断しがたいが，学部の一定のルー

ルにしたがい，運用されているようだ。 

（目標に対するコメント） 

書かれていた達成指標（「採用人事において，その都度学部の年齢構成を考慮したかどうか」）は，

どのように考えたらよいのか判断しかねた。「考慮する」ということでは客観的指標にはならないので，

何か工夫できないか？ 

6 
通信教育課 

程 

（現状分析へのコメント） 

 今日，企業のグローバル化・ソフト化の進展とともに，企業の課題が，商品の販売を为眼とする商

業学的視点から，生産から販売までの管理・運営を考える経営学的な視点に移ってきている。商業学

科では，こうした時代に即応し，経営・会計関係の科目を中心としながら，広く経済学や法律学の科

目も学べる機会を提供し，実社会で通用する問題発見力・課題解決力を養うことを教育目標としてい

る。 

 授業科目の概要，科目の詳細，スクーリング科目の卖位取得等については，通信教育大学設置基準

に基づき設定してあり，学生へは「学習のしおり」や「法政通信」等の刊行物で周知している。多様

な学生に対する配慮や，IT 技術を活かした授業やフォローも一部とりいれられており，教育効果を上

げる努力がはかられている。 

 とはいえ，通信課程では大幅なカリキュラム改革が長期間にわたって行われておらず，時代にそっ

た教育サービスを与えているとは言いがたい。また，通信教育課程での在籍者数が定員に比べ尐ない

こと（経済学科と合わせて，定員が 12,000 名に対し，在籍学生数は 2,441 名），退学者数がこの 3 年

で 1,000 人を超えることは問題となる可能性がある。 

 しかし，これは商業学科だけの問題ではなく，現在進行している通信教育課程全体の見直しのなか

で取り上げられるべき問題と思われる。 

概 評 

本学部は，実務能力と理論の理解とを兼ね備えた人材の育成を目的として 1959 年に創設された。また，学部創設当時

の理念を保持しつつ，新しい分野を重点的にカバーすべく学科の再編を行い，2003 年には 3 学科体制へと移行した。現

在，3学科体制移行後 6年目を向かえ，時代の変化にも対応すべく，理念・目的・教育目標の再確認を行う時期を迎えて

いる。 

 公認会計士講座，インターンシップ，SA，ビジネス英語，ゼミ等，さまざまなカリキュラムをとりそろえ，幅広い学修

の機会を確保した学部であり，学習意欲のある学生には魅力的な学部になっているといえる。ただ，専任教員数が学生に

比べると尐ないことや，1年次の導入教育受講生がそれほど多くないことを見るに，尐人数教育の確保が困難であり，学

生によってだいぶサービスが異なってしまうのではという印象を持ち，気になった。 

 とはいえ，問題点については明確に意識していることが伝わる「現状分析シート」になっており，評価できる。ただ，
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より具体的な記述があるとよいだろう。（例えば，第 1項の長所での理念とはどのような理念なのか，第 12 項の長所での

「適正に設定」はどのようなものか，ほかにも「適切に」と書かれている部分は具体的に。） 

 なお，通信教育課程の問題については，基本的に現在進行している通信教育課程全体の見直しのなかで取り上げられる

べき問題と思われる。 

 最後に，すでに個別の項目で述べたが，「現状分析シート」と「中期・年度目標，達成指標シート」との間は関連性を

持たせてほしい。それと，「中期・年度目標，達成指標シート」において「議論する」が達成指標になりうるのか，だい

ぶ疑問が残る。何かもう尐し別の形にならないだろうか。 
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国際文化学部 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

理念・目的 

1 

学部の理念・目的・教育目

標とそれに伴う人材養成

等の目的は適切であるか。 

「国際社会人」の養成は時代の

要請にかなうものである。 

国際文化情報学のさらなる具体

化をめざすべき。 Ｂ 無 

2 

学部の理念・目的・教育目

標等の周知方法は有効で

あるか。 

学部のパンフレット，HP などで

周知している。 

在学生が学部の理念・目的・教

育目標を知らないことがある。 Ｂ 有 

教育課程 

3 

卒業までの学位授与の方

針（ディプロマポリシー）

の設定は適切であるか。 

学際的な学部の特色を生かし

て，幅広く知識が身につけられ

る。 

SA での体験や発見を生かして学

ぶしくみ作りが課題である。 Ｂ 有 

4 

カリキュラムの体系性（カ

リキュラムポリシー）は適

切であるか。 

コース制を採用し，専門科目の

体系性を明確にしている。 

各コースごとの一層の充実化を

図る必要がある。 Ｂ 有 

5 

基礎教育，倫理性を培う教

育の位置づけは適切であ

るか。 

ガイダンスにおいて薬物乱用防

止などの啓発を図っている 

倫理性を養う科目は限られてい

る。倫理学，情報倫理学。 Ｂ 無 

6 

幅広い学修を保証するた

めの組織的な取り組みは

適切であるか。 

履修のしばりを尐なくし，幅広

い学修を保証している。 

特になし 

Ａ 無 

7 

キャリア教育の実施は適

切であるか。 

「インターンシップ事前学習」

の履修と学部独自のインターン

シップ先を用意している。 

学部卒業生を活用したキャリア

支援が必要である。 Ｂ 有 

8 

学生が高校から大学へ円

滑に移行するために必要

な初年次教育（一年次教

育，導入教育）の実施は適

切であるか。 

基本的なアカデミック・スキル

の習得に力を入れている。 

マニュアル化やテキスト作成に

よる質の保証ができていない。 

Ｂ 有 

9 

高校課程の教科内容につ

いての補修・補完教育（リ

メディアル教育）の実施は

適切であるか。 

特になし 特になし 

Ｄ 無 

10 
高大連携の取組の実施状

況は適切であるか。 

付属校生対象の学部説明，模擬

授業，聴講制度を実施している。 

学部の理念・特色が必ずしも周

知されていない。 
Ｂ 無 

11 

各授業科目の卖位計算方

法は妥当であるか。 

授業支援システムなどを利用し

た自宅学習により，卖位の実質

化を図っている。 

卖位の実質化に向けたより組織

的な取り組みがない。 Ｂ 有 

教育方法 

12 

履修科目登録の上限設定

（キャップ制）とその運用

は適切であるか。 

適切である。 特になし 

Ａ 無 

13 
成績評価法，成績評価基準

の設定は適切であるか。 

おおむね適切である。 より明確な評価基準（習得目標）

を示すことが望ましい。 
Ｂ 有 

14 

多面的に評価する仕組み

の導入状況は適切である

か。 

おおむね適切である。 必修語学の学習効果向上には自

宅学習の評価算入が課題であ

る。 

Ｂ 有 

15 
履修指導の実施は適切で

あるか。 

おおむね適切である。 2 年生以上の学生への適切な履

修指導がない。 
Ｂ 有 

16 

学生の学修の活性化と教

員の教育指導方法の改善

を促進するための措置は

有効であるか。 

初年次教育科目の必修化，教授

会懇談会での指導方法見直しを

実施。 

教員の FDセミナーなどへの参加

が十分とは言えない。 
Ｂ 無 

17 
シラバスの活用は適切で

あるか。 

おおむね適切である。 あまり利用していない学生がい

る。 
Ｂ 無 

18 
学生による授業評価の活

用は適切であるか。 

おおむね適切である。 学部としての組織的な活用がな

されていない。 
Ｂ 無 

19 

双方向型授業や尐人数教

育等の実施状況は適切で

あるか。 

尐人数クラスによる語学授業や

初年次教育を徹底させている。 

特になし 

Ａ 無 
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学生の受け入れ 

20 

入学者受け入れ方針（アド

ミッションポリシー）及び

入学者選抜方法は適切で

あるか。 

おおむね適切である。 ミスマッチの学生が若干いる。 

Ａ 有 

21 

退学者の状況と退学理由

の把握状況は適切である

か。 

おおむね適切である。 特になし 

Ａ 無 

教員組織 

22 

学部・学科等の理念・目的

並びに教育課程の種類・性

格，学生数との関係におい

て教員組織は適切である

か。 

おおむね適切である。 文化情報学の確立に向けた教員

組織が十分とは言えない。 

Ｂ 有 

23 

为要な授業科目への専任

教員配置状況は適切であ

るか。 

おおむね適切である。 引き続き専任教員の適切な配置

に留意する必要がある。 Ｂ 無 

24 
教員組織における専任，兼

任の比率は適切であるか。 

おおむね適切である。 特になし 
Ａ 無 

25 
教員組織の年齢構成は適

切であるか。 

おおむね適切である。 特になし 
Ａ 無 

26 

実験・実習を伴う教育，外

国語教育，情報処理関連教

育等を実施するための人

的補助体制の整備状況と

人員配置は適切であるか。 

おおむね適切である。 特になし 

Ａ 無 

27 

教員と教育研究支援職員

との間の連携・協力関係は

適切であるか。   

おおむね適切である。 特になし 

Ａ 無 

28 

教員の募集・任免・昇格に

関する基準・手続の内容と

その運用は適切であるか。 

適切である。 昇格後の研究活動のチェックが

必要である。 Ｂ 有 

 

Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

理念・目的 

学部の理念・目的・教育目標を

より効果的に周知させる。 

オープンキャンパスや高校での模擬授業など

において行う学部説明のマニュアルを作成す

る。 

学部パンフレットの作成に学生スタッフの参

加を求め，学生の生の声を反映させたパンフレ

ットにし，学部ウェブサイトからも閲覧できる

ようにする。 

学部説明の基本部分

のマニュアル化と学

部ウェブサイトから

のパンフレット閲覧

を 100％実施。 

国際文化情報学の具体的な教育

研究成果を提示していく。 

教育研究成果としての刊行物を出版する。 卖行本を 1 冊刊行す

る。 

教 育 課 程 

学部の理念・目的に沿って体系

化したカリキュラムをより充実

したものにする。 

初年次教育検討委員会を設置し，初年次教育の

均質化と充実化に向けた方策を検討する。 

チューター制の充実と図書館との連携の在り

方，チュートリアルのマニュアル化，テキスト

化などについて検討する。また，学部卒業生に

よるキャリア支援を実施する。 

学部卒業生による就

職セミナーや講演会

を秋学期に2回実施す

る。 

授業支援システム，e ラーニン

グ，図書館とのリエゾンなどを

活用し，卖位の実質化を一層進

める。 

学部将来構想委員会を設置し，授業支援システ

ム，語学における eラーニングや図書館とのリ

エゾン（ゼミサポート制度）の実施状況を調査

し，より組織的な取り組みを検討する。 

e ラーニングの拡大実

施やゼミサポートの

本格利用について学

部内コンセンサスを

得る。 

教 育 方 法 

学士課程の到達目標に関するコ

ンセンサスの形成と明示化を図

る。 

学科編成委員会および学部将来構想委員会に

おいて協議し，学士課程教育の到達目標に関す

るコンセンサスの形成を図るとともに，学部内

外への明示方法について検討する。 

学部内のコンセンサ

スを得ておく。 

教育改善への組織的な取り組み

を行う 

学部将来構想委員会において，SA での体験や発

見を生かして学ぶしくみを作り，各コースの一

層の充実を図る方策を検討する。 

学部将来構想委員会

が答申を出す。 
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学生の受け 

入れ 

入試経路別の追跡調査データに

基づきすべての入試制度の見直

しを実施する。 

入試経路別の追跡調査データに基づきすべて

の入試制度の見直しを実施する。 

特に種々の特別入試について，その適切性をチ

ェックする。 

見直しの結果を 2011

年度入試に活かす。 

本学部らしい留学生の受入体制

を整備し，実現させる。 

学部将来構想委員会において留学生の受入と

本学部のカリキュラム（語学履修パターンや SA

制度）との整合性について詰めの検討を行う。 

2011 年度からの留学

生受け入れを実現す

る。 

教 員 組 織 

国際分野の専任教員の補充など

国際文化情報学の確立に向けた

適切な教員組織を実現する。 

学部将来構想委員会において国際文化情報学

の確立にふさわしい教員組織のあり方を議論

する。 

学部将来構想委員会

が答申を出す。 

教授に昇格後も恒常的な研究活

動が行われているかどうかチェ

ックする。 

教授に昇格後も恒常的な研究活動が行われて

いるかどうかチェックするために，本学の学術

研究データベースの情報を毎年更新すること

を義務づける。 

原則として全教員が

学術研究データベー

スの情報を更新する。 
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Ⅲ．大学評価委員会による報告書 

大項目 所     見 

1 理念・目的 

（現状分析へのコメント） 

本学部は，「地球を平和で豊かな世界とすることに積極的に参加できる『国際社会人』」を育成する

ために，さまざまな文化情報をマルチメディアやインターネットなどの最新技術を介して受信・発信

するという理系的要素を融合した「文化情報学」を学問分野として据えており，その理念・目的・目

標は，明確で分かりやすく，時代の要請に答え，かつ達成する価値のあるものであり，評価できる。

しかし，社会の国際化・情報化に対応した教育を進める文系の学部・学科が増えてゆく中で，｢国際

社会人｣の養成が本学部でしかなし得ないことであるかに関しては疑問が残り，自己評価に書かれて

いるよう，本学部に独自のものとして設定されている「国際文化情報学」という学問分野自体の具体

化，さらにはその存在意義をより説得力のある形で明確化し，本学部の独自性を示してゆくことが望

まれる。また，周知に関しては，伝える内容としての学問分野の具体化がどれだけできるかにもかか

わってくるが，シラバス，大学案内，ホームページなどは分かりやすく工夫された構成になっており，

周知方法自体は適切であると思われる。 

（目標に対するコメント） 

学問分野自体は高等教育機関にとって根幹となるべきはずのものであり，毎年刊行の『異文化』に

加え，目標に掲げられているように，さらなる刊行物の出版によって，学問分野をより具体化してい

くことが望まれる。また，さらなる周知方法を模索している点に関しては評価できる。 

2 教 育 課 程 

（現状分析へのコメント） 

本学部の教育課程においては，情報文化コース，表象文化コース，言語文化コース，国際社会コー

スの4コース制の導入によって文化の諸相を幅広くカバーし幅広い学習を可能にしうる仕組みが準備

され，入門科目，基幹科目，専攻科目，演習と，段階的に専門性を高めてゆくための受け皿が用意さ

れており，さらに，キャリア教育に積極的に取り組み，尐人数制（7～8名程度）で資料調査やレポー

トの書き方などまで指導するチューター制という親切な制度を導入するなど，教育目標を達成するた

めの組織的な制度づくりが積極的におこなわれている。しかし，学部パンフレット 3ページ目と大学

案内 65 ページ目で，「4 つのコースがあいまって，バランスのとれた国際社会人を養成することが目

的」としながら，4つの分野を全員が学ぶことを要求するのは，専門科目で唯一の必修科目である「国

際文化情報学入門」（4卖位）のみであり，その他の専門科目は全て選択科目であるため，実際「バラ

ンス」が取れるかどうかは学生の選択に任されているところが課題である。 

（目標に対するコメント） 

チューター制の充実，e ラーニングやリエゾンの活用を目標としてあげており，意欲的な設定では

あるが，各教員に対する負担なども考慮し，理解・協力を得ながら慎重に行っていくことが望まれる。 

3 教 育 方 法 

（現状分析へのコメント） 

履修科目登録の上限設定はどの学年も 50 卖位未満で設定され適切に行われている。成績評価法・

成績評価基準，履修指導は，自己評価で短所として示される点が存在するが，おおむね適切に行われ

ている。シラバスは，各教員の写真付きプロフィールをのせるなど，学生に対して親切なつくりにな

っている。また，教員 1 人あたりの学生数が約 24 名と尐なく，尐人数教育の環境はある程度ととの

っており，チュートリアル制を設けたり，シラバスに各教員のオフィスアワーをのせるなど，個々の

学生に対する配慮が見られ評価できる。 

（目標に対するコメント） 

2009 年度目標としてあげられている，「SA での体験や発見を生かして学ぶしくみ」作りは帰国後の

学生のモチベーションを保つためにも重要であり評価できるが，留学先の協定校で学生がどんなこと

を学んでくるかということとかかわってくるため，協定校との連携も必要であると思われる（協定校

とどのような具体的な連携をはかるかについて目標が設定されていない）。 

4 
学生の受け 

入れ 

（現状分析へのコメント） 

本学部では，一般入試，付属校推薦入試，指定校推薦入試，スポーツ推薦入試に加え，SA 自己推薦

特別入試，分野優秀者特別入試が導入され，能力の多様性に対応しうる受け入れ制度ができている。

また，08 年度の退学者数は 19 名で全学生のうちの比率(約 1.6％)は他学部と比べ，見本になる数値

ではなく，さらなる改善策が求められる。 

（目標に対するコメント） 

追跡調査データに基づいた入試制度の見直しや，留学生受け入れ体制の整備，実現は適切な目標と

思われる。 

5 教 員 組 織 

（現状分析へのコメント） 

本学専任教員数は 47 名で，教員 1 人あたりの学生数が尐なく尐人数教育の環境がある程度ととの

っている。 

（目標に対するコメント） 

「文化情報学」という学問分野自体が確立されていない以上，それにふさわしい教員組織を実現す

ることは難しいと思われる。 

概 評 

本学部が理念・目的としてかかげる「国際社会人」の養成は，明確なものであるが，他の国際化・情報化に対応した教

育を進める学部・学科の理念・目的と共通する部分は見やすいものの独自の部分が見えにくく，それが本学部の理念・目

的として本当の意味で成立しうるかどうかのすべては，「国際文化情報学」という学問分野自体を具体的な形で確立でき

るかどうかにかかってくる。 
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教育課程については，文化の諸相を幅広くカバーする様々な科目と段階的に専門性を高めてゆく仕組みが準備され体系

的に整備されているが，ほとんどが選択科目であるため，実際学生が様々な分野をバランスよく学ぶかどうかは学生個々

の選択にゆだねられている点が課題である。 

 教育方法についても長所と短所が両方みられる。履修科目登録の上限設定，シラバスの活用，教員 1人あたりの学生数

は適切である。成績評価法・成績評価基準，履修指導，授業評価アンケートの活用はおおむね適切に行われているようで

あるがそれぞれ問題点も孕みさらなる改善も求められる。 

 学生の受け入れについては，SA 自己推薦特別入試，分野優秀者特別入試も導入され多彩であるが，それぞれの入試形

態の見直し，新たな形態の導入の検討も今後求められる。 

 教員組織については，専任教員数，教員 1人あたりの学生数において適切であるが，本学部の理念との関わりにおいて

質的にふさわしい教員組織を形成できるかどうかは，すぐには解決しがたい大きな課題として今後も残るものと考えられ

る。 

 また，現状の自己分析において，「長所」の特に後半の欄に「おおむね適切である。」との記述が目立ったが，具体的に

どのような点が適切であるのかに言及する必要がある。 
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人間環境学部 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

理念・目的 

1 

学部の理念・目的・教育目

標とそれに伴う人材養成

等の目的は適切であるか。 

コース制において各コースごとに人材

養成の具体像を示し，学部案内で明示

している。 

学部の理念，目的，教育目

標の相互関係について，さ

らに明確化する必要があ

る。 

Ｂ 無 

2 

学部の理念・目的・教育目

標等の周知方法は有効で

あるか。 

毎年発行している「人間環境学部ガイ

ド」の巻頭ページに掲げて周知をはか

り，必修科目の「人間環境学入門」の

授業では新入生に説明している。 

「人間環境学入門」が 1 年

生に限定されているので，2

～4 年生への周知徹底につ

いては課題を残している。 

Ｂ 有 

教育課程 

3 

卒業までの学位授与の方

針（ディプロマポリシー）

の設定は適切であるか。 

特になし 特になし 

Ｂ 無 

4 

カリキュラムの体系性（カ

リキュラムポリシー）は適

切であるか。 

数年ほどかけてカリキュラム体系の整

備をはかってきた。学生が体系立った

履修計画が立てやすいようにコース制

を採用し，さらにコースと研究会との

関係も明確にした。 

2012 年度以降，同一科目の

昼夜 2 回開講の見直しを決

定したことからそれへの対

応が必要になっており，現

在作業が進行中である。 

Ｂ 有 

5 

基礎教育，倫理性を培う教

育の位置づけは適切であ

るか。 

いわゆる一般教養としての基礎教育の

ほか，専門科目につなげる基礎教育と

してリテラシー科目，基幹科目を設置

している。学部の性格に関連したもの

として環境倫理や生命倫理関連の科目

を設置している。また，今年度，薬物

問題についての授業も行う。 

学部の性格上，倫理性を養

う科目の充実が必要であ

る。 

Ｂ 有 

6 

幅広い学修を保証するた

めの組織的な取り組みは

適切であるか。 

学部の性格からして学ぶべき内容は広

い。「人間環境学入門」，「環境科学入

門」，「基礎演習」を必修化して環境学

へのスムーズな導入をはかり，「フィー

ルドスタディ」を拡充し，体験的学習

をさらに補強している。コース制を採

用し，また，履修モデルを作成，活用

するなどして，学際教育に一定の方向

性を持たせている。 

コース制で対応しているも

のの，もともと学際的な学

部のため学習が拡散しやす

い傾向は否めず，そのこと

を意識したカリキュラムの

組み立てや指導が必要であ

る。 

Ｂ 有 

7 

キャリア教育の実施は適

切であるか。 

「インターンシップ」を制度化し，卖

位として認めている。2009 年度の「人

間環境セミナー」では学部としてのキ

ャリアデザインを意識した授業を行

う。 

学部横断的な科目として

「キャリアデザイン入門」

が導入されて 1 年しか経過

していないため，現時点で

の評価は難しい。ゼミは 2

～4 年での履修が可能にな

っており，それを利用した

機能強化が必要である。 

Ｂ 有 

8 

学生が高校から大学へ円

滑に移行するために必要

な初年次教育（一年次教

育，導入教育）の実施は適

切であるか。 

新入生を対象に「人間環境学入門」と

「環境科学入門」で環境学の学習にス

ムーズに入っていけるよう配慮してい

る。また，「基礎演習」では情報収集の

仕方やレポートの書き方，報告の仕方

等を学習し，ゼミでの専門教育にも対

応できるようにするなど，これらを必

修科目として基礎的な学習スキル習得

の徹底をはかっている。 

特になし 

Ａ 無 

9 

高校課程の教科内容につ

いての補修・補完教育（リ

メディアル教育）の実施は

適切であるか。 

「環境科学入門」で高校レベルの理系

科目の理解を補強している。 

1科目 15回の授業では限界

がある。また，文系，とく

に社会科学については幅が

広いため，実施が難しい。 

Ｂ 有 

10 

高大連携の取組の実施状

況は適切であるか。 

提携している高校から受講生を受け入

れており，それら受講生の中から当学

部に進学する者も出ている。 

特になし 

Ａ 無 

11 
各授業科目の卖位計算方

法は妥当であるか。 

特になし 特になし 
Ｂ 無 
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教育方法 

12 

履修科目登録の上限設定

（キャップ制）とその運用

は適切であるか。 

オフィスアワーを設定し，個別的な学

生指導を試みている。 

特になし 

Ａ 無 

13 

成績評価法，成績評価基準

の設定は適切であるか。 

昨年度から GPA 評価システムを，また，

今年度からはホームページで全学統一

シラバスを導入し成績評価の仕方を明

示したことによって，学生にもわかり

やすくなった。 

特になし 

Ａ 無 

14 

多面的に評価する仕組み

の導入状況は適切である

か。 

ほとんどの教員は，ゼミでは試験やレ

ポートだけでなく，授業への出席や授

業中の議論への参加，発言の頻度や内

容，レジュメに基づいた発表の仕方や

内容等による総合的な評価を行ってい

る。 

特になし 

Ａ 無 

15 

履修指導の実施は適切で

あるか。 

学習内容が広いことにとまどう学生が

いたことから，コース制を採用し，新

入生には入学時のオリエンテーション

や基礎演習で，また，2・3年生には年

度初めのガイダンスや研究会で繰り返

し指導している。 

特になし 

Ａ 無 

16 

学生の学修の活性化と教

員の教育指導方法の改善

を促進するための措置は

有効であるか。 

特になし 特別な取り組みをしていな

い 
Ｄ 有 

17 

シラバスの活用は適切で

あるか。 

学期の最初に授業でシラバスの内容を

説明している。学部案内冊子の関連す

るページのコピーを持参し，そのつど

講義の内容を確認している学生たちも

いて，シラバスが活用されている。 

特になし 

Ａ 無 

18 

学生による授業評価の活

用は適切であるか。 

学生から指摘された点の改善に取り組

んでいる教員は多い。 

評価結果は個々の教員には

フィードバックされるが，

大学の方針として学生には

公表しないことになってお

り，取り組みが教員個人に

委ねられている。 

Ｂ 有 

19 

双方向型授業や尐人数教

育等の実施状況は適切で

あるか。 

小規模学部のため，全体的に双方向授

業，尐人数教育は実現できている。と

くに現時点では昼夜 2 回開講が実施さ

れていて，ほとんどの夜間時間帯の授

業では尐人数教育が行われている。ま

た，ゼミでも尐人数教育は実現できて

いる。 

昼時間帯を中心として一部

に多人数授業があり，対応

すべき課題はあるが，学部

が立地する市ヶ谷キャンパ

スでは教室スペースの不足

やコマ増が認められない等

の問題があり，対応が難し

い状況がある。 

Ｂ 有 

学生の受け入れ 

20 

入学者受け入れ方針（アド

ミッションポリシー）及び

入学者選抜方法は適切で

あるか。 

本学部では様々な入試が行われている

が，2007 年度以降，それらの相互関係

性を確認し全体的な見直しを行った。

その一つとして，一般入試については

従来の2科目入試から 2009年度から3

科目入試を実施する。 

社会人入試や自己推薦入試

については当初の目的とズ

レが生じてきており，再考

の余地がある。 
Ｂ 無 

21 

退学者の状況と退学理由

の把握状況は適切である

か。 

特になし 一部に退学理由が明確でな

い学生もいて，これを追跡

し対応するための制度が必

要である。 

Ｃ 有 

教員組織 

22 

学部・学科等の理念・目的

並びに教育課程の種類・性

格，学生数との関係におい

て教員組織は適切である

か。 

特になし 専門科目の分布からする

と，一部に教員の偏りがみ

られる。 Ｃ 有 
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23 

为要な授業科目への専任

教員配置状況は適切であ

るか。 

過去数年かけてカリキュラム体系の見

直しを行ってきた。教員の採用にあた

っては，カリキュラム体系との整合性

を考慮し，環境学が対象とする幅広い

教育分野から，優先順位を決めて計画

的に採用を進めている。 

環境学のカバー範囲が広い

ため，専任教員が必要な科

目がある。 
Ｂ 有 

24 
教員組織における専任，兼

任の比率は適切であるか。 

特になし 特になし 
Ｂ 無 

25 

教員組織の年齢構成は適

切であるか。 

近年定年退職者が続き，比較的若年の

採用が続いているため，年齢構成は大

幅に改善された。 

特になし 

Ａ 無 

26 

実験・実習を伴う教育，外

国語教育，情報処理関連教

育等を実施するための人

的補助体制の整備状況と

人員配置は適切であるか。 

特になし 特になし 

Ｂ 無 

27 

教員と教育研究支援職員

との間の連携・協力関係は

適切であるか。   

特になし 特になし 

Ｂ 無 

28 

教員の募集・任免・昇格に

関する基準・手続の内容と

その運用は適切であるか。 

専任教員募集は学部内の手続きにした

がって完全公募でなされ，採用手順お

よび方法は透明性をもって運用されて

いる。 

大学として学部が利用でき

る任期制枠が決められた

が，学部内の運用規則策定

が必要である。また，免職

については，学内に教員用

の就業規則がないため，事

案ごとに教授会で議論され

ている。 

Ｂ 有 

 

Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

理念・目的 

今日の環境と社会をとりまく諸問題はますます複雑

さと多様性を増してきている。それらの問題をより広

い視点から理解するための思考力を養うには，幅広い

学際的教育が求められる。同時に，環境と社会の問題

の学習には学際的カリキュラム編成と，知識偏重にお

ちいらない，実習を重んじた学生参加型の教育プログ

ラムの展開が必要であり，学部としてはそれらの充

実，発展を目標としている。そのためカリキュラムの

再編やにコース制の導入，フィールドスタディの拡充

等で制度の改善をはかってきた。これらのいっそうの

充実をはかるとともに，コース制で示してきた各コー

スごとの人材養成の像をよりいっそう具体的に示し

ていく。 

各コースごとの人材育成の具体像

を示す。 

 

教 育 課 程 

過去数年かけてカリキュラム体系の整備をはかって

きた。コース制を採用し，コースと研究会との関係性

も明確にして，学生が体系的な履修計画を立てやすい

よう改善を重ねてきた。学部として 2012 年度以降同

一科目の昼夜 2回開講の見直しを決定したことから，

それに伴って必要とされる新設科目の設置や科目の

再配置などの問題に対処する。環境学は学際的で多様

な科目が要求される一方，コマ増が難しいという状況

の下で，昨年度から導入された研究会修了論文を拡充

するなど，研究会のいっそうの充実をはかる。さらに，

学内他学部との科目相互乗り入れを推進するなど，よ

り可能な方策の検討も行う。 

昼夜 2 回開講廃止に伴うカリキュ

ラム体系の見直しをする。 

 

教 育 方 法 

授業時間内での対応が難しいような問題について，本

学部ではオフィスアワーを利用して全教員が学生の

個別指導を行ってきた。しかし，その活用は十分とは

いえず，学生への周知方法を見直すなどして改善を行

う。同時に，履修指導については，新入生を対象に人

間環境学入門や環境科学入門，基礎演習で，2 年次以

降の学生については研究会できめ細かな指導をして

きたが，これらについてもよりいっそうの充実をはか

る。また，昼時間帯には一部に 300 人前後あるいはそ

れを超える多人数授業があり，改善をはかっていく。 

オフィスアワーの見直しと改善を

する。 
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学生の受け 

入れ 

本学部では様々な入試が行われており，2007 年度以降

見直しを行ってきた。一般入試については，2009 年度

以降は従来の2科目入試を3科目入試に改めることを

決定した。社会人入試や自己推薦入試についても，当

初の目的とズレが生じてきているとの意見もあり，見

直しの作業を進める。さらに，入試制度が多様化して

いるなかで，特別入試を含む様々な入試相互の関係を

見直し，学部としてどのような学生を求めるのか，目

標をより明確にして入試制度全体を見通した対応を

する。 

自己推薦入試・社会人入試の見直

しをする。 

 

教 員 組 織 

ここ数年教員の退職が続いており，この先もしばらく

続く見通しである。一方，学部としてカリキュラム体

系の見直しを行ってきた。退職者を補充する教員の採

用にあたっては，カリキュラム体系との整合性を考慮

して進めてきたが，これは今後も継続して進める。と

くに本学部は教養部の改組転換によって設置された

経緯があるだけに，これは重要である。補充人事では

比較的若年の採用が続いているため，年齢構成は改善

されつつある。大学の方針として各学部で利用可能な

任期制枠が決められたが，小規模学部であり教員数も

尐ないため，任期制利用に関しての検討を進める。そ

のために運用規則の策定作業を行う。 

任期制の運用規則を制定する。  
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Ⅲ．大学評価委員会による報告書 

大項目 所     見 

1 理念・目的 

（現状分析へのコメント） 

学部の理念とそれにもとづく人材養成の目的を，「“持続可能な社会”を構築するための環境リーダ

ーを育成すること」として明確に示している点は高く評価できる。  

しかし，各コースの人材養成の具体像のうち，「環境教養コース」については，必ずしも明確に示

されていない。「環境経営コース」「地域環境コース」および「国際環境コース」が具体的な人材像を

示しているのとは対照的に，「環境教養コース」では，「人間環境学を創造してゆく担い手」という抽

象的な人材像しか示されていない。より具体的な人材像の提示が必要だと思われる。 

また，学部の理念・目的・教育目標を「人間環境学入門」という新入生向け必修科目によって学生

に説明しているが，2 年生以上への周知徹底については「課題を残している」と自己分析している。

学部の理念・目的・教育目標は，本来卒業までの全教育課程を通じて学生に周知し，体得させ，学生

各自のキャリア形成の基礎となる学問的アイデンティティの拠り所とすべきであり，そのためには，

すでに示されている真摯な現状分析をふまえて，2 年生から 4 年生までの一貫した，いわば「人間環

境学部アイデンティティ」の確立に向けた取り組みを大いに期待する。 

（目標に対するコメント） 

 多岐にわたる中期目標が具体的に設定されていて十分に評価できる。だが，年度目標には，それら

の中で「各コースごとの人材育成の具体像を示す」ことのみが挙げられていて，中期目標の数とくら

べて不釣合いに尐ないように見受けられる。コース別の人材像の提示については，「環境教養コース」

についてすでに上記のとおり指摘したが，今後は尐なくとも二つの中期目標を同時に年度目標に反映

することが，中期目標の達成の効率化を高めるために必要だと思われる。 

2 教 育 課 程 

（現状分析へのコメント） 

 当学部が，コース制や同一科目の昼夜 2 回開講制（フレックス制），リテラシー科目の設置，イン

ターンシップの制度化など，社会と学生のニーズに応じた多様な独自の教育課程を推進していること

は，高く評価できる。また，その新規性や独自性ゆえの試行錯誤の苦難も，ほとんどが「B」という

己に厳しい真摯な自己評価から率直に読み取ることができる。 

 特に，「人間環境学」という本来的に学際的な学知をいかに教育課程に実質化するかは，当学部の

永遠の課題かもしれない。しかし，学部の理念である「持続可能な社会を構築する環境リーダーの育

成」のためには，「倫理性を養う科目の充実」，学習が拡散しがちな学際性に焦点を絞った専門性と融

合させる工夫，社会科学を中心とする文系科目の補修・補完教育の実施など，現状分析で示されてい

る諸課題への取り組みは不可欠であり，果敢な挑戦を期待したい。 

（目標に対するコメント） 

 中期目標は具体的で的確である。年度目標としての「昼夜 2回開講廃止に伴うカリキュラム体系の

見直し」については，早急により具体的な達成目標を設定する必要がある。 

3 教 育 方 法 

（現状分析へのコメント） 

 概ね良好な自己評価がなされているが，第 16 項目（学生の学修の活性化と教育指導方法の改善を

促進するための措置）についてのみ，「特別な取り組みをしていない」として「D」となっている点に

留意したい。全学的な FD の取り組みとも連携しながら，当学部独自の取り組みを必要としていると

思われる。 

 また，教育スペースの不足や増コマが不可能であるなど，当学部が直面している空間的・時間的制

約は大きな問題であり，この点については，全学および市ヶ谷キャンパス全体の中で関係方面や他学

部等と調整しながら早急に解決をはかるべきであろう。 

（目標に対するコメント） 

 中期目標，年度目標いずれについても，具体的な達成指標を提示する必要がある。特に，年度目標

とされている「オフィスアワーの見直しと改善」を具体的にどのように実施しようとしているのか示

していただきたい。 

4 
学生の受け 

入れ 

（現状分析へのコメント） 

 一般入試を2科目から 3科目にしたことにより入学生の学力水準や資質にどのような変化があらわ

れたのか，それとも大きな変化は認められなかったのか，2009 年度末までには検証する必要がある。 

 また，社会人入試や自己推薦入試が「当初の目的」とどのようにずれてしまったのか，また，それ

は何故なのか，さらなる分析をふまえて再考していただきたい。 

（目標に対するコメント） 

 自己推薦入試，社会人入試の「見直し」をいかに具体的に進めるのか，「達成指標」として示す必

要がある。 

5 教 員 組 織 

（現状分析へのコメント） 

 専門科目の中の一部に専任教員が偏って配置されていて，専任教員が必要だが配置されていない

（専任以外で対応している）科目があるという現状分析は重大であり，極力緊急に是正すべきである。 

そのためには，当面，任期制専任教員の採用枠を拡充する必要がある。したがって，任期制枠の学部

内運用規則の策定は早急に進めるべきである。 

（目標に対するコメント） 

 任期制枠を何年度からいくつ設けるかなど，達成指標を明示する必要がある。 

概 評 

人間環境学部は，人間社会と環境の持続可能性を相乗的に高めるという最も現代的な学問的課題に学際的に取り組むこ
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とによって，社会に大きな貢献をもたらすことを期待されている学部である。本学の中では比較的新規の開設学部であり，

規模も大きくはないが，これまで，このような社会的ニーズを的確に受けとめて，様々な独自の教育・研究活動を展開し，

有為な「環境リーダー」を社会に送り出してきた実績は高く評価できる。 

しかし，「理念・目的」と，とりわけ，「教育課程」の自己評価がほとんど「B」であることに端的に示されているよう

に，当学部のような，めまぐるしく変化しつつある現代社会に即応しつつ教育を展開することを宿命とする学部には，理

念と教育課程の実質的な整合化をはかることに特有の困難がともなっていることも事実であり，そのことの当事者として

の深い認識が，このような真摯な厳しい自己評価に反映しているものと推察できる。 

今後とも，「学際性と専門性の融合」「任期制専任教員枠の活用」など，新たな課題に果敢に挑戦していただきたい。な

お，教室スペースの不足などの問題は，全学，全キャンパス共通の問題として提起されるべきだと考える。 
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現代福祉学部 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

理念・目的 

1 

学部の理念・目的・教育目

標とそれに伴う人材養成

等の目的は適切であるか。 

「福祉」「地域づくり」「臨床心理」の 3

要素を統合したウエル・ビーングとい

う学部理念や人材育成の目的は適切で

ある。 

特になし。 

Ａ 無 

2 

学部の理念・目的・教育目

標等の周知方法は有効で

あるか。 

学部パンフレットやホームページを通

じてウエル・ビーングの学部理念を広

報している。 

具体的な映像等で分かりや

すくウエル・ビーングが周

知されておらず，旧来型の

弱者救済的な福祉教育理念

と受け取られる傾向があ

る。 

Ｂ 有 

教育課程 

3 

卒業までの学位授与の方

針（ディプロマポリシー）

の設定は適切であるか。 

学位授与の方針の設定は適切になされ

ている。 

特になし。 

Ａ 無 

4 

カリキュラムの体系性（カ

リキュラムポリシー）は適

切であるか。 

「福祉」「地域づくり」「臨床心理」に

かかわる講義科目が演習・実習と関連

づけられ体系化されたカリキュラムに

なっている。 

学年ごとの必修科目の設定

が不十分なために，必ずし

もカリキュラムの体系にそ

った形で学生が履修を行わ

ない傾向にある。 

Ｂ 有 

5 

基礎教育，倫理性を培う教

育の位置づけは適切であ

るか。 

基礎演習で 1 年次の基礎教育を行い，

実習にかかわる演習指導の中で倫理に

かかわる指導を行っている。 

基礎教育・教養教育の体系

化や整備が遅れている。 Ｂ 有 

6 

幅広い学修を保証するた

めの組織的な取り組みは

適切であるか。 

ゆとりあるカリキュラム編成によっ

て，学生の興味関心に応じた幅広い学

修が保証されている。 

国家試験関連科目に学生の

受講が集中し，幅広い学修

に学生を誘導するようなカ

リキュラム上の工夫が不足

している。 

Ｂ 有 

7 

キャリア教育の実施は適

切であるか。 

特になし。 キャリア教育にかかわる授

業科目が乏しく，学部教育

の中に有機的に位置づけら

れていない。 

Ｃ 有 

8 

学生が高校から大学へ円

滑に移行するために必要

な初年次教育（一年次教

育，導入教育）の実施は適

切であるか。 

導入教育は基礎演習で行い，幅広い福

祉を具体的にイメージできるようフィ

ールド・スタディ入門を用意している。 

基礎演習での学習内容がク

ラスごとに十分に標準化さ

れていない。 Ｂ 有 

9 

高校課程の教科内容につ

いての補修・補完教育（リ

メディアル教育）の実施は

適切であるか。 

特になし。 リメディアル教育について

教授会で議論したことがな

い。 
Ｄ 無 

10 

高大連携の取組の実施状

況は適切であるか。 

特になし。 高大連携が学部で組織的に

取り組まれているとは言え

ない。 

Ｃ 有 

11 
各授業科目の卖位計算方

法は妥当であるか。 

授業科目の卖位計算は妥当に行われて

いる。 

特になし。 
Ａ 無 

教育方法 

12 

履修科目登録の上限設定

（キャップ制）とその運用

は適切であるか。 

履修科目登録の上限設定（キャップ制）

は履修規則に基づき運用かつ厳格に行

われている。 

特になし。 

Ａ 無 

13 

成績評価法，成績評価基準

の設定は適切であるか。 

個々の教員の成績評価法・評価基準に

ついてはシラバスの記載に基づいて適

切に運用されている。 

授業科目の間で成績評価の

基準や A+～D の成績の評価

割合にばらつきが見られる

場合がある。 

Ｂ 有 

14 

多面的に評価する仕組み

の導入状況は適切である

か。 

特になし。 教育方法の多面的な評価に

ついて教授会で議論された

ことが無い。 

Ｄ 無 

15 
履修指導の実施は適切で

あるか。 

入学者，各学年ごとに履修ガイダンス

の機会を設けており，加えて，個別的

特になし。 
Ａ 無 
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な履修相談の機会も設けて，きめ細か

く履修相談を行っている。卖位習得の

計算間違い・勘違いを防ぐために履修

チェック表を学生に配布している。 

16 

学生の学修の活性化と教

員の教育指導方法の改善

を促進するための措置は

有効であるか。 

特になし。 幅広い領域の専門家や多彩

な演習・実習科目が用意さ

れているものの，それらが

有機的に連関して学生の学

習の活性化に生かされてい

ない面がある。 

Ｃ 有 

17 

シラバスの活用は適切で

あるか。 

紙媒体のシラバスは履修登録や履修指

導に際して適切に活用されている。 

電子媒体によるシラバスの

活用を今後，議論し，その

運用を改善していく必要が

ある。 

Ｂ 有 

18 

学生による授業評価の活

用は適切であるか。 

毎年，学生による授業評価アンケート

が適切に行われ，個々の教員へのフィ

ードバックもなされている。 

授業評価の組織的活用が教

授会で継続して議論される

機会が尐ない。 

Ｂ 有 

19 

双方向型授業や尐人数教

育等の実施状況は適切で

あるか。 

各種演習・実習については双方向型授

業や尐人数教育が適切に行われてい

る。 

授業科目，とりわけ国家試

験関連科目については尐人

数教育が困難な状況にあ

る。 

Ｂ 有 

学生の受け入れ 

20 

入学者受け入れ方針（アド

ミッションポリシー）及び

入学者選抜方法は適切で

あるか。 

各種の一般入試と推薦入試がバランス

よく行われている。「地域づくり」「福

祉」に関心のある学生を「地域づくり」

に実績のある地方自治体から推薦して

もらう自治体推薦入試を行っている。 

特になし。 

Ａ 無 

21 

退学者の状況と退学理由

の把握状況は適切である

か。 

退学者については個別にその理由を書

面と面接で把握しており，必要に応じ

て保護者にも事情を聴取している。退

学者名とその理由は逐一，教授会に報

告され承認を受けている。 

特になし。 

Ａ 無 

教員組織 

22 

学部・学科等の理念・目的

並びに教育課程の種類・性

格，学生数との関係におい

て教員組織は適切である

か。 

ウェルビーイングの学部理念と目標に

ふさわしく，幅広い専門教育にかかわ

る教員組織が 220 名（1学年）の学生数

に対して適切に用意されている。 

特になし。 

Ａ 無 

23 

为要な授業科目への専任

教員配置状況は適切であ

るか。 

「福祉」「地域づくり」「臨床心理」「英

語教育」の为要な授業科目には専任教

員が適切に配置されている。 

特になし。 

Ａ 無 

24 
教員組織における専任，兼

任の比率は適切であるか。 

専門教育関連においては専任，兼任の

比率は適切である。 

特になし。 
Ａ 無 

25 

教員組織の年齢構成は適

切であるか。 

特になし。 学部・大学院設置の事情か

ら，年齢構成が高齢層と若

年層とに二極分化してお

り，今後年齢構成を考慮し

た人事採用計画が必要であ

る。 

Ｃ 有 

26 

実験・実習を伴う教育，外

国語教育，情報処理関連教

育等を実施するための人

的補助体制の整備状況と

人員配置は適切であるか。 

社会福祉・地域づくり・臨床心理の各

実習や外国語教育について適切な人員

配置がなされている。 

情報教育を専門に担当する

専任教員が配置されていな

い。 Ｂ 有 

27 

教員と教育研究支援職員

との間の連携・協力関係は

適切であるか。   

特になし。 教育研究支援職員の数が尐

なく，教員と日常的な連絡

体制が行われていない。 

Ｃ 有 

28 

教員の募集・任免・昇格に

関する基準・手続の内容と

その運用は適切であるか。 

教員の募集・任免・昇格に関しては学

部規則に基づいて適切に運用されてい

る。 

特になし。 

Ａ 無 
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Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

理念・目的 
学部の理念と目的をわかりやすく周知

する 

映像等の媒体を用いて学部の理念と目

的をわかりやすく広報する 

広報媒体の作成 

教 育 課 程 

専門分野のカリキュラムを体系化する 配当年次に応じた必修科目を 20％以上

とする 

 

卒業所用卖位に占め

る必修科目卖位数の

割合 

学部教育の中にキャリア教育を位置づ

ける 

キャリア教育関連の講義と実習科目の

増設を行う 

 

キャリア教育関連科

目数 

教 育 方 法 

シラバスの適切な記載をはかり，有効な

活用を促進する 

電子媒体によるシラバスの作成 

 

電子媒体の作成 

４年間を通した尐人数教育の充実をは

かる 

基礎演習，専門演習の必修化 

 

演習・実習科目におけ

る必修科目の割合 

学生の受け 

入れ 

特になし   

教 員 組 織 

教員の年齢構成比の適切化をはかる 教授会において，年齢構成比の適切化に

向けた議論を開始する 

 

 

情報教育の充実をはかる 教授会において，情報教育の充実に向け

た議論を開始する 
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Ⅲ．大学評価委員会による報告書 

大項目 所     見 

1 理念・目的 

（現状分析へのコメント） 

概評  

「ウェルビーイングの実現」という学部の教育理念は，現代社会が直面している課題に応えるもので

あり，高く評価できる。また，それを実現するために，「福祉」「臨床心理」「地域づくり」の 3 つの

分野を設定した点も，総合大学の知見や人的資源を生かしたものであり，大きな特色といえるだろう。

こうした理念は学部パンフレット，ホームページ，「履修の手引き」等で詳細に記述されており，受

験生や在学生への周知が図られている。また，2009 年 7 月にはビデオ版の学部案内も完成し，よりわ

かりやすく学部理念が発信されるようになった。ただ，社会や受験生から見たとき，現代福祉学部の

一般的なイメージと「地域づくり」の重要性がどう結びつくのか，必ずしも自明でないように思われ

る。よって，この点の説明をもう尐し詳細に行うことにより，学部の魅力はより明確に伝わるのでは

ないだろうか。 

なお，「2006～2008 年度自己点検報告書」には，民間企業への就職割合が高くなり，幅広い福祉の

人材育成という教育目標を必ずしも達成したとはいえない旨が記されている。学部の教育理念・目的

と実際の人材育成のあり方を早急に見直し，対応を検討する必要があるのではないか。 

長所として特記すべき事項 

 現代の社会的課題に応える教育理念を持ち，それを実現しうるカリキュラムや教育体制を敷いてい

ること。 

問題点として指摘すべき事項 

 福祉関係業務への就職者数が必ずしも多くはないこと。 

（目標に対するコメント） 

 映像等の媒体を用いて学部の理念と目的を広報するという 2009 年度の目標は，すでに実現されて

いる。今後の効果的な活用が期待される。 

2 教 育 課 程 

（現状分析へのコメント） 

概評 

 「福祉」「臨床心理」「地域づくり」の 3分野に，「コミュニティ福祉」「医療・保健」を組み合わせ

た 3分野 5領域から成るカリキュラムの全体像は，学部の教育理念を実現するために有効なものであ

る。ただし，「専門基礎科目」「専門基幹科目」においては緩やかな必修化が図られているが，その他

の科目群には履修に関する「縛り」が存在しない（「履修の手引き」38・39 頁）。学年ごとに必修科目

を設置することもさることながら，専門的な知識を体系的に学べるよう，分野・領域ごとに履修科目

をある程度指定する必要もあるのではなかろうか。 

 また，1 年次に「基礎演習」，2～4 年次に「専門演習Ⅰ～Ⅲ」が設置され，各年次を通じてゼミナ

ール教育が実施されている点は注目できる。ただし，こちらも必修科目にはなっていないので，演習

科目を履修しない学生の学修の質がどう保たれるのか，やや気になるところである。 

 なお，「現状分析シート」によれば，キャリア教育・リメディアル教育・高大連携等に向けた組織

的な検討がなされていないようなので，今後の対応が必要である。 

長所として特記すべき事項 

 3 分野 5領域から成るカリキュラムの全体像。および各年次における演習科目の設置。 

問題点として指摘すべき事項 

 キャリア教育・リメディアル教育・高大連携等に向けた組織的な検討がなされていないこと。 

（目標に対するコメント） 

 専門分野のカリキュラムを体系化する際，年次ごとの必修科目の比重に留意するだけでなく，分

野・領域ごとの履修科目の系統化も考慮に入れるべきではないだろうか（学科改組にともない，その

点はすでに検討済みかと思われる）。 

3 教 育 方 法 

（現状分析へのコメント 

概評 

 「履修の手引き」が詳細かつ読みやすくまとめられており，高く評価できる。学部の教育方針，カ

リキュラムの特色，各科目群の教育上のねらいが，図表を交えて明快に示されており，学生にとって

よき指針となっている。シラバスの電子化を検討中とのことであるが，同時に現行の「履修の手引き」

および「シラバス」を学生が有効に活用する仕組みを作ることも大切なのではなかろうか。 

 その一方で，教育方法改善に向けた組織的取り組みについては，やや低調な感がある。「現状分析

シート」によれば，①成績評価基準に関する検討，②多面的に評価する仕組みの導入，③学生の学修

の活性化と教員の指導方法の改善に向けた取り組み，④授業改善アンケートの活用，⑤双方向型授業

への取り組み，などに今後の課題が残されていると思われる。また，「2006～2008 年度自己点検報告

書」によれば，学年担当のアドヴァイザー制度やチューター制度の検討や，海外の大学との交流制度

の検討などが目標として掲げられていたが，実現を見ていない点が惜しまれる。 

長所として特記すべき事項  

シラバスが明快であること。 

問題点として指摘すべき事項 

 教育方法の改善に向けた組織的な検討課題がやや多いこと。 

（目標に対するコメント） 

 「シラバス」を電子化するとともに，学生が「履修の手引き」や「シラバス」を有効に活用する仕
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組みを作ることを検討するとよいのではないか。また，「基礎演習」「専門演習」の必修化は実現が望

まれる課題である。 

4 
学生の受け 

入れ 

（現状分析へのコメント） 

概評 

 現在，本学部では一般入試・大学センター試験利用入試・付属校推薦入試・指定校推薦入試・スポ

ーツ選手特別選抜・まちづくりチャレンジ入試の 6種の入試を実施しており，概ね多様な入試制度を

導入しているといえる。特に，まちづくりチャレンジ入試は，学部の教育理念に適った特色ある制度

として評価できる。 

一方，「2006～2008 年度自己点検報告書」によれば，外国人留学生・社会人・帰国子女の受け入れ

を該期の目標として掲げていたが，実施にいたっていない。同報告書には，社会人・留学生を受け入

れた大学院との連携が「改善策」として示されているが，これが学部レベルにおいてどのような改善

策になるのか，疑問が残る。学部の教育理念からすると，社会人・障がい者・外国人を対象とした特

別入試制度が必要なように思われる。 

なお，「2006～2008 年度自己点検報告書」によれば，当該項目の自己評価は C になっている。とこ

ろが，「現状分析シート」では「短所または問題点」が「特になし」となっており，矛盾を感じた。 

長所として特記すべき事項 

 まちづくりチャレンジ入試を設け，学部の教育理念に適った学生を受け入れようとしていること。 

問題点として指摘すべき事項 

 社会人・障がい者・外国人を対象とした特別入試制度の実施が見送られていること。 

（目標に対するコメント） 

「2006～2008 年度自己点検報告書」で自己評価を Cと評定した以上，何らかの目標を設定し，対応

を検討する必要がある。 

5 教 員 組 織 

（現状分析へのコメント） 

概評 

 本学部では在籍学生総数 975 人に対し，専任教員が 31 人在籍しており（「大学基礎データ」2009

年 7 月版），教員 1人あたりの学生数は 31.5 人となっている。これは教育上，理想的な数値といえ，

それに対応して为要な講義科目と演習科目において，専任教員による担当が実現できている。また，

4 名の助教が在籍している点も本学部の特色であり，演習・実習科目の充実化が図られている。教員

の年齢構成については，60 歳代の教員が学部全体の 35.5％を占めており，比重が高めである。今後，

新規採用人事を通じて是正することが望まれる。 

長所として特記すべき事項 

 専任教員を为要科目に手厚く配置し，教育上の効果を上げていること。 

問題点として指摘すべき事項 

 60 歳代の教員の比重が高いこと。 

（目標に対するコメント） 

 「達成指標」を明記する必要がある。 

概 評 

本学部は「ウェルビーイングの実現」という，現代の社会的課題に応える教育理念を掲げ，「福祉」「臨床心理」「地域

づくり」の 3つの分野を設けた特色ある教育活動を進めている。教育課程においては，この３分野に「コミュニティ福祉」

「医療・保健」を組み合わせた 3分野 5領域から成るカリキュラムを構築し，多様な教育内容を提供している。また，1

年次に「基礎演習」，2～4年次に「専門演習Ⅰ～Ⅲ」を開講することによって，専任教員によるゼミナールを各年次に配

当している。小規模な学部の特性を生かし，学生個々のニーズに応えた，綿密な教育活動が展開されているといえよう。 

その一方で今後，科目履修の体系化・系統化を年次や分野・領域ごとに図ることにより，学生が目的を持って学業に取

り組み，専門的な知識を深められるカリキュラムを作る必要がある。本学部は 2010 年度に福祉コミュニティ学科・臨床

心理学科の 2学科体制に改組されるが，改組によってこうした課題はある程度改善されるものと期待される。そして，こ

うした努力を通して，福祉関係の専門職への就職者数を高めるという課題も達成されるのではないだろうか。 

教育方法改善に対する組織的な取り組みとしては，詳細でわかりやすい「履修の手引き」や「シラバス」を発行してい

る点が注目される。その一方で，授業改善アンケートの活用方法をはじめ，教授会で検討を進めるべき事項もいくつか残

されている。また，入試制度に関しては，社会人・障がい者・外国人を受け入れる特別入試を設けることについて，引き

つづき検討が必要である。 

 



情報科学部 

87 

 

情報科学部 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

理念・目的 

1 

学部の理念・目的・教育目

標とそれに伴う人材養成

等の目的は適切であるか。 

適切である 特になし 

Ａ  

2 

学部の理念・目的・教育目

標等の周知方法は有効で

あるか。 

概ね適切である 学部のホームページを見やすく

する工夫が必要である。また，

教授会の意見交流をオンライン

の快適な環境で行える必要があ

る。 

Ｂ  

教育課程 

3 

卒業までの学位授与の方

針（ディプロマポリシー）

の設定は適切であるか。 

適切である 特になし 

Ａ  

4 

カリキュラムの体系性（カ

リキュラムポリシー）は適

切であるか。 

J07やACMの標準カリキュラムを

ほぼカバーし，さらにディジタ

ルメディア領域において，独自

の先進的なカリキュラムをもっ

ている。 

J07やACMの標準カリキュラムを

もとに点検すると科目間の重複

が多いので整理が必要である。 Ｂ  

5 

基礎教育，倫理性を培う教

育の位置づけは適切であ

るか。 

概ね適切である 職業倫理に関する科目，職業意

識を高めるため専門と密接に関

連する分野の人文社会科目を一

般教育カリキュラムに位置づけ

る必要がある。 

Ｂ  

6 

幅広い学修を保証するた

めの組織的な取り組みは

適切であるか。 

J07やACMの標準カリキュラムを

ほぼカバーする科目群，さらに

ディジタルメディア領域におい

て，独自の先進的な科目群を配

置している。 

必修が多く学生による選択の自

由度が尐ない。履修モデルにも

っとバリエーションをもたせる

必要がある。 

Ｂ  

7 

キャリア教育の実施は適

切であるか。 

概ね適切である 就職あるいは進学の将来設計の

意識を 2 年生の段階からもたせ

るべきである。 

Ｂ  

8 

学生が高校から大学へ円

滑に移行するために必要

な初年次教育（一年次教

育，導入教育）の実施は適

切であるか。 

適切である 特になし 

Ａ  

9 

高校課程の教科内容につ

いての補修・補完教育（リ

メディアル教育）の実施は

適切であるか。 

数理リテラシという科目を設

け，学生のバックグラウンドに

応じて多様に展開している。 

作文，表現，コミュニケーショ

ン能力の最低レベルを保証する

必要がある。 
Ｂ  

10 
高大連携の取組の実施状

況は適切であるか。 

教育アシストで，高校側も大学

側も大きな成果をあげている。 

教育アシストにおいて，教える

側のマナー教育が十分でない。 
Ｂ  

11 
各授業科目の卖位計算方

法は妥当であるか。 

適切である 特になし 
Ａ  

教育方法 

12 

履修科目登録の上限設定

（キャップ制）とその運用

は適切であるか。 

適切である 特になし 

Ａ  

13 
成績評価法，成績評価基準

の設定は適切であるか。 

適切である 特になし 
Ａ  

14 

多面的に評価する仕組み

の導入状況は適切である

か。 

カリキュラムが積み上げ方式に

ならざるを得ないので，その制

限のもとでは概ね適切である。 

情報科学プロジェクトの活用，

入学経路に応じた履修モデルの

多様化が必要。 

Ｂ  

15 
履修指導の実施は適切で

あるか。 

適切である 特になし 
Ａ  

16 

学生の学修の活性化と教

員の教育指導方法の改善

を促進するための措置は

有効であるか。 

概ね適切である カリキュラムの中で科目間の連

携が十分でない。 
Ｂ  



情報科学部 
 

88 

 

17 
シラバスの活用は適切で

あるか。 

概ね適切である 学生にシラバスを読ませる指導

が必要。 
Ｂ  

18 

学生による授業評価の活

用は適切であるか。 

概ね適切である。学部長が全評

価を把握し，適宜指導を行って

いる。 

記名式による責任ある評価に移

行すべきである。また，学生の

建設的な意見を授業改善に結び

つける努力が教員個人に任され

ている。 

Ｂ  

19 

双方向型授業や尐人数教

育等の実施状況は適切で

あるか。 

概ね適切である 特に英語の授業は 30人を切る尐

人数クラスで実施すべきであ

る。 

Ｂ  

学生の受け入れ 

20 

入学者受け入れ方針（アド

ミッションポリシー）及び

入学者選抜方法は適切で

あるか。 

夏季キャンパス特別推薦入試は

特色のある制度が高校生の注目

を浴びている 

特になし 

Ａ  

21 

退学者の状況と退学理由

の把握状況は適切である

か。 

適切である 特になし 

Ａ  

教員組織 

22 

学部・学科等の理念・目的

並びに教育課程の種類・性

格，学生数との関係におい

て教員組織は適切である

か。 

適切である 特になし 

Ａ  

23 

为要な授業科目への専任

教員配置状況は適切であ

るか。 

適切である 特になし 

Ａ  

24 
教員組織における専任，兼

任の比率は適切であるか。 

適切である 特になし 
Ａ  

25 
教員組織の年齢構成は適

切であるか。 

概ね適切である 新規採用で十分な考慮が必要で

ある。 
Ｂ  

26 

実験・実習を伴う教育，外

国語教育，情報処理関連教

育等を実施するための人

的補助体制の整備状況と

人員配置は適切であるか。 

適切である 特になし 

Ａ  

27 

教員と教育研究支援職員

との間の連携・協力関係は

適切であるか。   

該当せず 該当せず 

   

28 

教員の募集・任免・昇格に

関する基準・手続の内容と

その運用は適切であるか。 

適切である 特になし 

Ａ  

 

Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

理念・目的 

情報科学・技術の進歩と発展に貢献す

る。 

査読つき論文の発表件数の水準を維持

する。科研費の応募率準を上げる。 

 

発表件数の維持，科

研費応募率 60% 

情報科学・技術を核として社会の広い分

野で活躍できる技術者の育成あるいは

研究者を目指す者に基礎教育を行う。 

教育の高度化のために学部生の大学院

進学者数を上げる。 

 

進学者数 30 名以上 

教 育 課 程 

情報処理学会あるいはACMが定めた標準

カリキュラムをほぼカバーする教科・科

目を実施する。また標準カリキュラムが

十分にカバーしていないディジタルメ

ディア分野において先進的なカリキュ

ラムを導入する。 

情報処理学会およびACMが定めた標準カ

リキュラムを基に，現状のコンピュータ

科学科のカリキュラムの綿密な分析を

行い，独自のカリキュラム案を作成す

る。 

カバーすべき BOK と

カバーした BOK の比

で評価する。95％以

上を目指す。 

急速に進歩する情報科学・技術に対応し

て，カリキュラムの改訂を柔軟に行える

システムを導入する。 

プランニングの年度と位置づけて，シス

テム試案を作成して，教員間で問題点や

課題を共有するとともに議論を深め，シ

ステムを作成する 

教授会決議 
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教 育 方 法 

通常の講義演習で得た基礎知識を小規

模の実際問題に適用するプロジェクト

形式の必修科目を実施する。発展的な研

究テーマに触れる機会を全学生に選択

科目で保証する。 

プログラミング教育方法の改革を行う。 

・初学者に対しては，見極め方式の導入

（Web based Learning を利用した繰り

返し学習） 

・次の段階：実際的な課題を与えて 3年

間で1万行程度のプログラムを書かせる

（1万行演習）。 

アンケート方式によ

る5段階満足度 3以

上を目指す 

従来からある情報科学プロジェクトの

履修を奨励することにより，履修率を上

げる。プロジェクトの担当教員の指導の

下，担当する学生にポートフォリオを作

成させる。これにより，プロジェクト教

育の効果を高める。 

プロジェクト履修率

85%，アンケートに基

づ く 満 足 度 調 査

3.3。 

理念・目的を達成するために，教育方法

の改善を持続的に行う。 

コミュニケーション能力を高めるため

の第一歩として，作文添削指導を導入す

る。 

アンケートによる満

足度  3 以上 

学生の受け 

入れ 

従来，理工系に位置づけられていた学生

募集の在り方を情報科学の発展と社会

的要請に合わせて人文社会系志望の学

生にも広げていく。 

学科増設を見据え，人文社会系志向学生

を受け入れるのに適したカリキュラム

案を検討する。コース制の導入の可能性

も探る。 

教授会決議 

教 員 組 織 

情報科学・技術の为要な分野について専

任教員で担当できるようにする。 

カリキュラム改革により合理化を行い，

無理なく専任教員が担当できるように

する。 

コア科目で専任担当

率 70% 
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Ⅲ．大学評価委員会による報告書 

大項目 所     見 

1 理念・目的 

（現状分析へのコメント） 

理念・目的は適切であり，教職員，学生，受験生を含む社会一般の人々に対して，学則，履修ガイ

ド，入学案内，ホームページ等によって周知している。とくに，工学部の「モノづくり」に対比して，

「概念づくり」を目指すという理念は感覚的にイメージでき，大変わかりやすい。説得力もある。た

だ，情報の収集・蓄積・利用の新しい仕組みを作り出すことを「概念づくり」と呼んでいる。これは

「概念」の本来の意味からズレてる。誤解を招かないよう，十分な説明が望まれる。 

（目標に対するコメント） 

大学院進学者が 20 名足らずで，全体の 15%程度というのは，理工系学部としては相当に低い。進学

者数を増やすことが，教育の高度化のためにも急務である。 

2 教 育 課 程 

（現状分析へのコメント） 

理念・目的のもとに，情報処理学会の CS カリキュラム J97 に準拠した体系的なカリキュラム構成

になっている。専門教育科目は，基礎科目，入門科目，コア科目，展開科目と履修しやすい分類がさ

れており，受講科目と情報科学プロジェクトが補完し合い，実践的で効果のある教育がなされている。

演習以外に，サーバ管理を行うグループ活動，高校に出向き「情報」科目を教える科目など，実践的

な授業が多数用意され，学生の情報科学への理解を深めるのに役だっていると評価できる。数学が苦

手な学生には，理科系大学での数学の授業への橋渡しをする特別授業を用意し，学士課程教育への円

滑な移行のための工夫がされている。 

外国語は英語だけに集中させる意図は理解できる。しかし，意欲のある学生には他の外国語を履修で

きる機会を与えるべきでないか。 

インターネット，ウェブサービスなど，J97 以降爆発的に発展した分野を本格的に取り込んだ J07 へ

の対応が望まれる。 

（目標に対するコメント） 

IEEE CS と ACM の CC2001，情報処理学会の J07 に準拠したカリキュラムへの移行が望まれる。 

3 教 育 方 法 

（現状分析へのコメント） 

シラバスはホームページから閲覧でき，わかりやすい書式で，科目間のばらつきが尐なく優れてい

る。 

科目履修方法を相談できるアドバイザー制度が導入されており，教育目標を達成し，十分な教育方法

が行われている。 

（目標に対するコメント） 

3 年間で 1万行のプログラムを書かせるのは，基本スキルを習得させるのに大変役立つ試みである。 

大学生の学力低下が問題になる以前から，コンピュータ・サイエンス専攻の学生の幅の狭さを指摘す

る人が尐なくなかった。作文添削指導も大変結構な試みであるが，広範囲にわたる読書の奨励は，日

本語を鍛え，コミュニケーション能力が向上するだけでなく，幅広い専門性につながるのではないか。 

4 
学生の受け 

入れ 

（現状分析へのコメント） 

一般入試には，一般入試 T 日程，一般入試 A 方式，センター試験（前期・後期）の 3 方式，計 4

回の受験機会がある。一般入試 T 日程，センター試験では文系型の受験勉強をしてきた学生も受験可

能であり，理念・目的に応じ，多様な学生を受け入れる努力がなされている。 

（目標に対するコメント） 

人文社会系の情報学科は，情報科学の発展と社会的要請に応じた自然な流れと考えられる。期待し

たい。 

5 教 員 組 織 

（現状分析へのコメント） 

カリキュラムに沿い，質の高い教員が配置されている。しかしながら，41〜50 歳，51〜60 歳の専

任教員がそれぞれ全体の 30%を超えている。改善が望まれる。外国人教員数の割合 30%が適当な数字

かどうかは検討を要する。 

（目標に対するコメント） 

カリキュラム改革だけで，コア科目で専任担当率 70%の目標を無理なく達成できるか。 

概 評 

「ものづくりから概念づくりへ」の理念のもとに，情報処理学会が策定した CS カリキュラム J97 に準拠したカリキュ

ラムに沿い，質の高い教員によって高レベルで充実した尐人数教育が施されている。20 課題以上ある情報科学プロジェ

クトから興味のあるものを 1年次から選べるという，非常にユニークな授業も展開され，インターネット，ウェブサービ

スなど，J97 以後に発展した分野については，この情報科学プロジェクトでカバーしている。就職率はほぼ 100%で，有力

企業に多数就職している。 

教授会を月 2回開催することで，教員間の意思の疎通をはかり，迅速な対応ができる体制を整えている。外国籍教員が

30%にのぼり，国際色豊かな学部になっていることも特筆に値する。ただ，英語で行われる授業では，学生の理解度が懸

念される。 

今後は，J97 の後継である J07 への本格的な対応望まれる。大学院進学者数を増やすことも必須であろう。 
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キャリアデザイン学部 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

理念・目的 

1 

学部の理念・目的・教育

目標とそれに伴う人材

養成等の目的は適切で

あるか。 

日本ではじめてキャリアデザイン学を

教育研究する拠点として設立された学

部であり，その理念，目的および目標

は独自性をもつ。本学部は，自らのキ

ャリア形成および他者のキャリア支援

の専門性の形成という 2 つを目的・目

標とする。特に後者は，本学部独自の

目的・目標である。こうした目的・目

標は，企業や団体，教育機関等からの

ニーズに対応しており，これまで 3 回

出した卒業生が実社会の多様な職場で

活躍をはじめている。 

キャリアデザイン学の特色

は，学際性あるいは複数のデ

ィスプリン 

（multi-displinary）にある。

このための教育研究は幅広い

学識や学生のニーズを満たす

側面もあるが，広く浅く学修

することに終始し，系統的に

専門性を形成することを困難

にする面もある。また，キャ

リア概念の多義性やキャリア

研究の発展途上性を背景とし

て，学部を構成するディスプ

リンにをより洗練させる必要

がある。 

Ｂ 有 

2 

学部の理念・目的・教育

目標等の周知方法は有

効であるか。 

学部シンポジウムの定期的開催や高校

における模擬授業の実施等を通じて，

本学部の理念や目的の社会的浸透を図

ってきた。また，学部教員がキャリア

デザイン学に関する学術研究を学会や

論文の発表，研究会や FD を通じて行

い，本学部の理念や目的に関する社会

的認識を広めてきた。2 種類の学部ジ

ャーナル発行，高校や大学での依頼講

演，専任教員による教科書作成なども

行ってきた。また，学部学生や保護者

に対しても，オリエンテーション，授

業，学生研究発表会や父母懇談会を通

じて，学部の理念や目的の周知を図っ

てきた。 

長所で述べた諸事業を持続し

ていけばよいが，以下の問題

点もある。学部ホームページ

の定期的な更新，学部内研究

会の定期的開催，他大学，企

業・団体，学会との連携強化

である。 

Ａ 有 

教育課程 

3 

卒業までの学位授与の

方針（ディプロマポリシ

ー）の設定は適切である

か。 

専門教育において，基礎，基幹および

展開科目群に分け，教育，文化・コミ

ュニティおよび経営の 3 分野から学修

を選択することを方針としている。こ

うしたなかで，知識やアカデミックス

キルだけでなく，「社会人基礎力」や「人

間力」などと称される能力の形成を方

針としてきた。加えて，卒業論文は選

択科目としているが，学位に値する実

力の証明であると位置づけて指導して

きた。 

学位の内容と水準に基づく

「学生の達成すべき能力」に

ついて，カリキュラムポリシ

ーと対応させた議論が十分と

はいえない。学生の 3 分野の

学修が広く浅くなる傾向もあ

り，卖位履修におけるプログ

ラム化やコース制の導入など

のアイデアが，議論のなかで

出始めた段階である。 

Ｂ 有 

4 

カリキュラムの体系性

（カリキュラムポリシ

ー）は適切であるか。 

専門教育のカリキュラムは，基礎，基

幹および展開と順次性(シークエンス）

をつけ，3 分野の広がり（スコープ）

ももたせている。GP（グッドプラクテ

ィス）プログラムへの採用もあいまっ

て，アカデミック・スキルとソーシャ

ル・スキルの形成を目的とした導入教

育を重視してきた。また，アカデミッ

ク科目系，演習(ゼミ）系と並んで，体

験学習系という横断的な系列も設定し

整備を図ってきた。 

展開科目群の中に，多様で雑

多な科目が含まれ，学生履修

も必ずしも系統的ではない実

態がある。また，市ヶ谷基礎

科目と学部基礎科目の連携も

十分ではない。 Ｂ 有 

5 

基礎教育，倫理性を培う

教育の位置づけは適切

であるか。 

基礎教育については，1 年次の必修科

目として尐人数クラスの基礎ゼミを設

置し，また，キャリアデザイン入門な

どの専門基礎科目も置いている。これ

らの基礎教育科目を通じて，学部の理

念や目的を学生に浸透させ，レポート

基礎教育としての外国語教育

と情報教育が十分ではない。

尐人数制，第 2 語学の位置づ

け，履修時間数などの問題点

があがっている。 

Ｂ 有 
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の書き方等の基礎的リテラシーの形成

を図っている。また，倫理性を培う学

部独自科目として，キャリアデザイン

学基礎演習（アイデンティティ形成）

やキャリアサポート実習，「生き方をめ

ぐる思想」などの科目を配置している。 

6 

幅広い学修を保証する

ための組織的な取り組

みは適切であるか。 

本学部のカリキュラムは，教育，文化・

コミュニティおよび経営の 3 分野で構

成されており，学際的あるいは複数の

ディスプリンの学修が可能である。ま

た，学内の正課科目と学内外の学生の

自为活動の支援，正課科目や学部行事

への自为活動の組み込み（学生サポー

ター制度，学部内サークル支援）も図

って，学生の幅広い学修を保障してい

る。 

3 分野の基礎科目をバランス

よく履修するカリキュラムが

設計されているが，学生履修

では 3 分野の関連性を意識す

ることなく，即時的な関心を

もった科目のみを履修する実

態もある。また，キャリアサ

ポート実習，キャリア体験学

習などの学部の外部でなされ

る学修の質的向上および体制

的整備が必要である。 

Ｂ 無 

7 

キャリア教育の実施は

適切であるか。 

キャリア教育は，学部教育の为柱に位

置付けられているため，大部分の専門

科目において意識的に取り扱われてい

る。これに並んで，キャリアサポート

実習やキャリア体験学習等，体験学習

系のキャリア教育の専門科目も設置し

ている。また，就職活動支援について

も，学部教員だけでなくキャリア・ア

ドバイザーを配置して実施してきた。 

キャリアセンターとの連携が

問題点としてあがっている。 

Ａ 無 

8 

学生が高校から大学へ

円滑に移行するために

必要な初年次教育（一年

次教育，導入教育）の実

施は適切であるか。 

学部専任教員が責任をもつ必修科目と

して基礎ゼミを 1 年次に設置し，各種

のオリエンテーション行事の実施して

いる。基礎ゼミでは，ノートの採り方

やレポートの書き方等のアカデミック

スキルの習得を図っている。同時に，

導入教育期のソーシャルスキルの形成

を重視し，キャリアサポート実習や学

生の自为的活動への支援も実施してい

る。 

特になし。 

Ａ 無 

9 

高校課程の教科内容に

ついての補修・補完教育

（リメディアル教育）の

実施は適切であるか。 

語学について，習熟度別にクラス分け

し，学力や能力に応じた教育に着手し

た。 

多様な入試形態（一般入試，

指定校入試の他，自己推薦入

試および社会人入試等があ

る）を採用していることも影

響し，国語，英語や社会科等，

高校までに習得した学力に

は，学生間に差異やバラツキ

が認められる。「学力格差」と

も言うべき事態に対する組織

的・制度的対応がほとんど手

を着けていない。 

Ｄ 無 

10 

高大連携の取組の実施

状況は適切であるか。 

現在 11 校の高等学校と高大連携の関

係を築き，学部の入門的講義を聴講し

ている。また，本学部の学生が高大連

携先に出向き，高校生の進路相談に応

じるなどの連携も行われている。また，

専任教員の出張講義依頼も多く，でき

るだけ依頼に応えてきた。なお，高大

連携をテーマにした学部シンポジウム

（2008 年度）も開催した。 

付属校などとは，連携を一歩

進めて，学生の学習やカリキ

ュラムの”接続”という視点

を持った取り組みが必要であ

る。 Ａ 無 

11 

各授業科目の卖位計算

方法は妥当であるか。 

本学部はセメスター制をとっており，

半期の講義科目について 2 卖位を与え

ている。これにより，学生は，半期ご

とに，自らの学習成果を確認すること

ができる。 

講義科目の中には，前期（I）

と後期（II）を通じて，一定

の学問分野を教授することを

意図したものも尐なくない。

半期ごとに卖位を与えている

ことによって，片方のみを履

修する学生がいるなど，系統

的な学習の妨げになっている

場合もみられる。 

Ｂ 無 
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教育方法 

12 

履修科目登録の上限設

定（キャップ制）とその

運用は適切であるか。 

卖年次での履修が過度にならないよう

に，修得可能卖位の上限を設定してい

る。 

卒業所要卖位数に比して，上

限設定が高いために，早い年

次に多くの卖位を修得してし

まう学生が多い。上級学年(特

に 4 年次）での学修が薄くな

りがちである。 

Ｂ 有 

13 

成績評価法，成績評価基

準の設定は適切である

か。 

科目の特性に応じて内容は異なるが，

成績評価の基準を明確にするように努

めている。また必修系の科目や複数教

員が分担するオムニバス形式の科目に

ついては評価にアンバランスが生じな

いように，出席やレポート提出などに

ついて統一的な基準を設定するなど工

夫をしてきた。 

教員や授業内容によって評価

基準（厳しさ）が異なる場合

がある。これを改善するため

に，GPCA の活用などは議論を

はじめた段階である。 
Ｂ 有 

14 

多面的に評価する仕組

みの導入状況は適切で

あるか。 

多くの授業でテストだけでなく，出席

状況や授業参加度，レポートや自为研

究などを評価の対象に入れている。 

特になし。 

Ａ 無 

15 

履修指導の実施は適切

であるか。 

年度初めでのオリエンテーションやオ

リエンテーション，キャリアアドバイ

ザーやピアサポーター(先輩学生）によ

る履修相談会を実施し，新入生の履修

指導にあたっている。また初年次の必

修科目（基礎ゼミ）においても適宜，

履修の相談や指導を実施している。 

2 年次以降の学生に対して，オ

リエンテーションや演習など

を通じて履修計画指導を実施

しているが，学生のなかに浸

透していない場合がある。 

Ｂ 無 

16 

学生の学修の活性化と

教員の教育指導方法の

改善を促進するための

措置は有効であるか。 

教授会では，基礎教育科目を中心とし

て，指導方法の改善措置を審議し実施

に移してきた。また，学部内で FD を開

催すると同時に，3 年次以降の演習を

選択するための説明会を学生と共同開

催している。学年末の学生研究発表会

は，学生の学習の活性化と教員間にお

ける指導方法の交流の場として機能し

ている。また，兼任講師については専

任教員で担当者を決め連携を図るとと

もに，懇談会を開催して，学部理念の

共有を図り指導方法についても意見交

換をしている。 

学生側の大学生活のプライオ

リティが必ずしも学修面にお

かれていない場合（スポーツ

系やサークル系の学生）では，

説明会や教員指導などの機会

が機能していない。 

Ｂ 無 

17 

シラバスの活用は適切

であるか。 

専任教員・兼任教員担当の別を問わず，

各科目については履修計画をたてるに

あたって参考となるようにシラバス作

成についての基本的なルールを定めて

きた。シラバス作成にあたっては判り

やすい表記になるように努力してい

る。また履修の指導や相談に際しては

シラバスを活用するようにしている。 

カリキュラムの幅広さや体系

の複雑さから，シラバス記述

が複雑な部分があり，学生が

カリキュラムの全体や構造を

見通すことが容易でないこと

がある。 

Ｂ 無 

18 

学生による授業評価の

活用は適切であるか。 

各教員が授業改善に取り組むインセン

ティブとするために，教授会で「私の

授業論」と題する研究会を開催し，授

業評価を公開するとともにその活用に

ついて意見交換を行なっている。 

授業評価アンケートの実施時

期，学生へのフィードバック，

対象科目の多さなどについて

は改善の余地がある。 

Ｂ 無 

19 

双方向型授業や尐人数

教育等の実施状況は適

切であるか。 

科目の性格や授業の規模によるが，グ

ループワークや自为研究などを織り込

み双方向性を保つ工夫がされている。

また多くの教員の授業で各回ごとにコ

メントシートを作成させ，学生の理解

度やニーズの把握に努めている。 

必修や選択必修系の授業は履

修生が多数であり，双方向性

が維持しにくい場合がある。

履修人数上限の設定やTAの導

入などの改善が必要である。 

Ａ 無 

学生の受け入れ 

20 

入学者受け入れ方針（ア

ドミッションポリシー）

及び入学者選抜方法は

適切であるか。 

基礎的学力を有することを前提に，多

様な能力をもつ生徒を受け入れるポリ

シーに基づき 3 種類の試験方式を実施

してきた。推薦入試は付属校，指定校，

スポーツ推薦からなる。特別入試は，

調査書・志望理由書・小論文・面接を

総合した「自己推薦」入試，志望理由

推薦入試と特別入試で入学す

る学生の基礎学力が相対的に

务ることへの対応（応募基準，

入試科目や試験内容の改定），

社会人入試については，カリ

キュラム改定と連動させて，

募集ポリシーの見直す必要が

Ｂ 有 
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書・小論文・面接による「社会人自己

推薦」のほかに，留学生と転編入入試

も実施している。一般入試には，3 科

目学力入試，国語・英語・小論文入試，

センター試験がある。いずれの試験も

応募率が高く，多様な学習や体験の履

歴(キャリア）をもつ学生を獲得してき

た。なお，オープンキャンパスで学生

サポーターを活用し，独自の学部パン

フレットを作成し，受験生の学部理解

を深める努力をしてきた。 

ある。学部ホームページの改

定と充実も必要である。学部

の専任職員数にくらべて過重

な入試業務負担となってお

り，特別入試の受験機会の見

直し（複数回から 1 回へ）な

どの改善も必要である。 

21 

退学者の状況と退学理

由の把握状況は適切で

あるか。 

各年度の退学者の現況は別紙の通りで

ある。退学および休学については，教

授会で情報共有し，場合によれば対応

を協議している。「引きこもり」や困難

を抱えた学生を把握する努力，「心の

病」をもつ学生への支援や対応のため

に FD や研究会の開催もしてきた。 

「心の病」をもつ学生への支

援や対応のための学内ネット

ワークの整備，飲酒や違法薬

物利用に対する啓発活動の一

層の強化が必要である。 

Ａ 無 

教員組織 

22 

学部・学科等の理念・目

的並びに教育課程の種

類・性格，学生数との関

係において教員組織は

適切であるか。 

マルチ・ディスプリナリーな学部，1

学年定員 280 名（入学者 300 名前後），

全学課程である教職資格課程の設置と

いう条件にたいして，教員組織はかろ

うじて最低限の陣容である。 

形式的には教員一人当たり学

生数は 40 人だが，これには全

学や市ヶ谷の教職資格課程を

担う専任教員も含まれる。演

習などは尐人数教育（20 名以

下）となっているが，相対的

に大規模な授業科目も存在す

る（2008 年度では，200 名以

上の科目は 20，内 300 名以上

が 3）。なお，キャリア学のマ

ルチ・ディスプリナリーな性

格に比して，法学などの不可

欠な分野の担当教員を欠いて

いる。 

Ｃ 有 

23 

为要な授業科目への専

任教員配置状況は適切

であるか。 

必修科目，選択必修科目の専任教員充

足率は高いといえる。また，これらの

課目のなかには，オムニバス科目を置

き，複数専任教員間で連携した授業を

行っている。 

教員の授業負担にアンバラン

スもある（大学院担当，演習

負担などで）。 Ｂ 有 

24 

教員組織における専任，

兼任の比率は適切であ

るか。 

基礎科目や基幹科目などの系列別の比

率は別紙の通りである。選択科目，と

くに展開科目の兼任比率が 8 割程度と

高い。 

外国語教育の専任教員は 1 人

で，総 154 コマ(セメスター換

算）中で 4 コマしか担当して

いない。また，教職資格課程

での兼任比率は 84％と過大で

ある。外国語教育の専任教員

の比率の低さとともに，その

役割をどう考え配置するか議

論を続けている。 

Ｃ 有 

25 

教員組織の年齢構成は

適切であるか。 

年齢構成（2008 年度）は 34 才以下が 3

名，35～44 才が 5 名，45～54 才が 7

名，55～64 才が 13 名，65 才以上が 1

名であり，比較的高齢層の比率が高い。

学部創設から 7 年目となり，近年中

堅・若手教員の採用により，平均年齢

が以前よりも若返り，年齢層間のバラ

ンスも改善されてきた。なお，女性教

員の比率は 27.5%である。 

キャリアデザイン学に必要な

人材で，45 才未満の若手・中

堅の教員の補充が必要であ

る。 

Ｂ 無 

26 

実験・実習を伴う教育，

外国語教育，情報処理関

連教育等を実施するた

めの人的補助体制の整

備状況と人員配置は適

切であるか。 

学部の特色である体験学習系教育や就

職・履修支援を実施するために，7 名

の事務嘱託身分であるキャリア・アド

バイザーを配置している。同アドバイ

ザーは，GP プログラム（2006～2008

年度）であった導入教育のキャリアサ

ポート実習で貴重な戦略になってい

る。 

情報教育で数名のTAを配置し

ているだけである。また現キ

ャリア・アドバイザー制度は，

任期 3 年，週 4 日勤務の嘱託

職員であり，絶えずメンバー

が入れ替わり職務の継続性や

専門性を保障できない（教育

専門職としての身分や常勤化

が不可欠である）。 

Ｂ 有 
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27 

教員と教育研究支援職

員との間の連携・協力関

係は適切であるか。   

学部独自のキャリア・アドバイザーは，

学部教育の不可欠な連携・協力メンバ

ーとなっており，学部の教育・学生支

援の諸活動で大きな力となっている。

また，アドバイザーは，就職支援や個

別カウンセリングなどの独自企画を実

施して，学部に貢献している。 

TA の活用ははじまったばかり

で，手つかずである。 

Ｂ 無 

28 

教員の募集・任免・昇格

に関する基準・手続の内

容とその運用は適切で

あるか。 

設置時をのぞき，専任教員の募集は，

公募形式を基本的に採用している。昇

格や定年延長については，まず，アド

ホックな委員会を設置し，教授会で内

規を審議・決定した。その上で，各案

件について，それぞれ人事委員会を設

置し，運用している。 

定年延長の基準について吟味

する必要がある。 

Ａ 無 

 

Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

理念・目的 

学部設立後７年を経過して，就職などの社会状況

や学生の質が変化し，キャリアデザイン研究も進

んできたので，これまでの実績をふまえつつ，

2011 年度をめどに学部の理念や目的を再検討す

る。再検討は，学部学生の達成すべき能力などの

学位の内容，教育，文化・コミュニティおよび経

営という 3分野を基礎にしたカリキュラム体系，

および教員組織の編成のあり方に及ぶ。 

①再設計を担う組織として，6 常置委

員会のほかに，教授会のもとに教学戦

略委員会を設置する。 

②学部の到達点や現状を数量的・質的

に分析する。 

③再設計のための基本的方針や指針

をまとめる。 

 

教 育 課 程 

2012 年度から実施予定のカリキュラム改定の準

備をする。教育，文化・コミュニティおよび経営

という 3分野の再編成をはじめ，学生履修の順次

性，系統性と広がりを配慮しながら，学生にわか

りやすい履修のモデルやコースを設計する。 

①については，現行カリキュラムの問

題点の洗い出し。カリキュラムの体系

や原理に関する基本的な合意形成。 

②について，キャリア教育の充実は学

部シンポジウム開催など，これまで実

績を積んできた諸事業の着実な実施。

外国語教育では現状と問題点の把握。 

 

高大の連携や接続を進展させ基礎教育を整備し

ながら，本学部の特色となるキャリア教育を一層

充実させる。また，外国語教育と情報教育の改善

策をまとめる。学部における市ヶ谷基礎科目や公

開科目の位置づけを見直し，市ヶ谷地区の他学部

との連携を深める。 

①について，オリエンテーション，履

修相談会，ゼミ説明会，学生成果発表

会など一連の取り組みの着実な実施，

実施結果の反省や評価。授業評価・改

善アンケートや学部独自のアンケー

ト(4 年生アンケートなど）の分析と情

報共有。 

 

教 育 方 法 

卒業卖位数の引き上げや年次配当卖位数などの

改定を視野に入れて，GPCA や学生の授業改善・評

価を活用した質的な教育指導の改善を図る。その

ために，学部シンポジウム，教員間や外部講師に

よる FD などを活性化させる。 

①については，学部ホームページの改

定。 

②については，「心の病」をもつ学生

への配慮・指導の充実，飲酒薬物使用

禁止についての一層の啓発。 

 

学生の受け 

入れ 

3 種類の入試方式をより質的に向上させる。具体

的には，どんな受験生を求めているか（アドミッ

ションポリシー）を示す募集要件の見直し，教員

負担軽減や入試効果を配慮した特別入試の再編，

社会人入試の改善などを実施する。 

①についての事態データの収集と公

表 

②準専門職・専任枠の確保など制度改

善の必要性をデータとともに公表し

経営当局と交渉する。 

 

休学や退学する学生の実態を把握しつつ，「引き

こもり」や心の病などをもつ困難な学生について

は，個別的な対応を強化し，学生相談室などとの

連携を一層密にする。 

  

教 員 組 織 

学部の教員組織の現況を理事会に示し，全学的な

課題と学部の固有問題を区別しながら，特に後者

の問題解決に努める。特に，専任比率の極端低い

外国語教員や教職資格課程の教員配置を改善す

る。 

  

学部独自の教育研究支援職員であるキャリア・ア

ドバイザー制度を改善する。 
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Ⅲ．大学評価委員会による報告書 

大項目 所     見 

1 理念・目的 

（現状分析へのコメント） 

概評 

本学部は，(1)「キャリアデザイン（人の生涯・経歴の設計・再設計）学」の研究，(2)「自己のキ

ャリアデザイン能力」の教育，(3)「他者のキャリアデザインを支援する人材」の育成を行う学部と

して，日本で最初に設立された。 

キャリアデザイン学は，教育学，心理学，経営学，社会学，文化学など学際的な領域を基盤とする，

比較的新しい学問分野である。国内でも，働き方の変化や生涯学習への関心の高まりなどに伴い，注

目を集めつつある。 

学際的な色彩は，本学部での教育・人材育成にも影響している。学部学生は教育学，経営学，文化・

コミュニティ研究の 3領域を全て学ぶよう，カリキュラムが設定されている。しかし，それぞれ個々

の領域の学習が浅くなる傾向は否めず，キャリアデザイン学の高い専門性を 4年間で獲得するのは容

易ではない。 

  本学部の理念は，社会で一定の認知を得ており，2009 年度の一般入試では 160 名の入学定員に対し

て 5,776 名の志願者があった。理念の周知のため，(1) キャリアデザイン学そのものへの認知，およ

び (2) 学部への認知，の両者を同時に高めるべく，本学部では学会活動やウェブページの公開など

に努めている。 

長所として特記すべき事項 

需要が増えつつあるキャリアデザイン分野で，研究・教育・人材育成を担い，一定の社会的評価を

得ている。 

問題点として特記すべき事項 

学問分野の認知，学部の認知とも，さらに高めていく必要がある。  

（目標に対するコメント） 

  2011 年度に改定する計画の，理念・目的について，できるだけ早期に（今年度にも）中間報告があ

ると良い。 

2 教 育 課 程 

（現状分析へのコメント） 

概評 

本学部の専門科目カリキュラムは，教育学，経営学，文化・コミュニティ研究の 3領域で構成され

る。さらに，それぞれの領域で，基礎から応用に向けて，「基礎科目」，「基幹科目」，「展開科目」の 3

グレードに分かれる。このほか，「関連科目」として，教職・資格・スキルに関する科目を配置して

いる。 

  学際的に 3領域を学ぶため，キャリアデザイン学の高い専門性を 4年間で獲得するのは容易ではな

い。学部の歴史が 7年と比較的浅いこともあり，学生への達成要求水準の設定がまだ固まりきってい

ない。また，学生の履修の実態も必ずしも系統的ではない現状がある。 

さらに，入学者受け入れを多様化しているため，学生間の学力に差異があることが，課題である。 

本学部では，「基礎ゼミ」（1年次），「キャリアデザイン学基礎演習」（2年次），「キャリアデザイン

学演習」（3・4 年次）と 4 年間を通して，演習の科目を設定している。このうち，基礎ゼミのみが必

修科目となっている。キャリアデザイン学演習は選択科目であるが，全員が所属可能な体制としてい

る（2009 年度前期は，在籍者の 75%が履修）。 

本学部では，2009 年度入学生から，体験型選択必修科目 4卖位を卒業要件としている。そのうち，

キャリア体験学習では，インターンシップそのもの及びその事前学習について，卖位として認めてい

る。 

長所として特記すべき事項 

体験型の科目の履修を卒業要件としていることは，学部の理念に沿ったものとして評価できる。 

問題点として特記すべき事項 

学際的な領域を，系統的かつ専門的に学ぶための具体的な体系が，早期に確立されると良い。 

（目標に対するコメント） 

2012 年度から実施予定のカリキュラム改訂では，体験型科目の重視を維持しつつ，学際的な領域を

広く深く学ぶ体系が確立できると良い。 

3 教 育 方 法 

（現状分析へのコメント） 

概評 

本学部では，学部の理念に沿って，生涯学習を支援し，多様な学生（社会人入試による学生を含む）

の修学環境に対応するため，フレックス・プログラム制を採用している。具体的には，一部の科目の

時間割について，同一の内容で，隔年ごとに，(1) 月-金の 1-5 限と，(2) 月-金の 6-7 限もしくは土

曜日，とで入れ替えている。ただし，4 年間で，かつ 6-7 限および土曜日だけで，卒業できる設定に

はなっていない。 

 1 年間に履修登録できる卖位数の上限は 42 卖位と適切な範囲内にある。 

キャリアデザイン学の学際的な性格が影響し，履修指導が難しい。これを補うため，キャリアアド

バイザー（嘱託）が常勤し，学生の相談に応じている。 

学生による授業評価を重視している。教授会で授業改善の研究会を開催し，授業評価を教授会内で

公開し，活用方法について意見を交換している。 

教育職員免許状取得課程の認定を受け，必要な科目を多く関連科目として配し，卒業所要卖位と認
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め，免許取得を奨励している。ただし，教員への就職数は 2008 年度 2 名（卒業生 301 名中）で，高

くない。  

図書館司書，社会教育为事，博物館学芸員。卒業所要卖位と認めている。これらの担当教員は，本

学部に所属しており，学部学生は演習などを通して他学部に比して充実した学習が可能となってい

る。 

長所として特記すべき事項 

学部の理念に沿って，多様な学習計画に対応したフレックス・プログラム制を採っている。 

問題点として特記すべき事項 

教員，図書館司書，社会教育为事，博物館学芸員など，学生の資格取得の結果が明確でない。 

（目標に対するコメント） 

GPA や学生による授業評価，学生の資格取得について，具体的な目標があると良い。 

4 
学生の受け 

入れ 

（現状分析へのコメント） 

概評 

本学部では，多様な選抜方法で，入学者を受け入れている。特に社会人入試で 2005 年度以降，毎

年 10 人を超える入学者（2009 年度 12 名）を受け入れている。 

本学部は，一般入試（138），推薦入試（94），特別入試（52）の 3 つの選抜方法を採っている（カ

ッコ内は 2009 年度入学者数，以下同様）。 

一般入試は，さらに，3 科目入試，国語・英語・小論文入試，センター試験の 3 種に分かれる。推

薦入試は，付属校（39），指定校（47），スポーツ推薦（8）の 3種に分かれる。特別入試は，「自己推

薦」入試（調査書，志望理由書，小論文，面接）（36），「社会人自己推薦」（志望理由書，小論文，面

接）（12），留学生（4），転編入（0）の 4種に分かれる。 

 キャリアデザイン学そのものへの認識の浸透，および本学部の認知に努めた結果，一般入試では

5,776 名の志願者を集めた。うち合格者は 423 名であり，十分な数の応募があったと評価できる。 

 2009 年度までの過去年間の入学定員に対する入学者数比率の平均は，111%と適切な範囲内にある。

ただし，2007 年度卖年度では 123%とやや高い値であった。 

学部における収容定員に対する在籍学生数比率は114%と適切な 

範囲内にある。 

2008 年度の退学者は 19 名であり，2009 年度在籍学生総数 1,276 名と比べて，著しく高くはない。

しかし，教授会では休学・退学を軽視せず，情報を共有し，必要な場合は対応を協議している。 

長所として特記すべき事項 

新しい学部として，評価を得，十分な応募数を集めている。社会人を積極的に受け入れている。 

問題点として特記すべき事項 

多様な選抜方法の負の影響として，入学者の学力の差がみられる。 

（目標に対するコメント） 

 多様性という利点を活かし，欠点を補う選抜方法を確立してほしい。また，休学・退学につき，他

学部の規範となるような対応方法を確立してほしい。2009 年度目標については，より具体化したほう

が良い。 

5 教 員 組 織 

（現状分析へのコメント） 

概評 

本学部では，必要な教員数を確保している。しかし，キャリアデザイン学の領域は広く，現状では

十分にカバーされていない部分がある。 

 専門科目授業回数に対する専任率は，A（専任のみ）が 35.3%，B（兼坦を含む）が 39.1%と，他学

部に比べて低く，かつ低下傾向にある。特に，展開科目，（専門科目の）語学，教職に関する科目で

専任率が低い。 

 専任教員 1人当たりの学生数は 44 人と，適切範囲内にある。 

 専任教員の年齢構成のバランスは，51 歳以上 60 歳以下の構成比率が 31。0%とやや高めである。教

授会としては，バランスを良くするべく，45 歳以下の教員の補充を必要としている。 

 教員の募集・任免・昇格は適切である。これらは，教授会で定めた内規にしたがい，それぞれ人事

委員会を設置して運用している。 

 体験型選択必修科目の教育補助，および履修計画指導，就職支援のために，キャリアアドバイザー

（嘱託，任期 3年，週 4日勤務）7名を配している。 

長所として特記すべき事項 

必要な教員数を確保し，専任教員 1人当たりの学生数も適切な範囲にある。 

問題点として特記すべき事項 

一部の科目群について，専任率が低い。 

（目標に対するコメント） 

 語学，教職に関する科目で専任率が低い問題，および年齢構成のバランスについて，改善を求む。

2009 年度目標については，より踏み込んで，具体的に記述したほうが良い。 

概 評 

本学部は，(1)「キャリアデザイン（人の生涯・経歴の設計・再設計）学」の研究，(2)「自己のキャリアデザイン能力」

の教育，(3)「他者のキャリアデザインを支援する人材」の育成を行う学部として，日本で最初に設立された。 

  教育課程については，本学部のカリキュラムでは，学際的に 3領域を学ぶため，キャリアデザイン学の高い専門性を 4

年間で獲得するのは容易ではない。学部の歴史が 7年と比較的浅いこともあり，学生への達成要求水準の設定がまだ固ま

りきっていない。また，学生の履修の実態も必ずしも系統的ではない現状がある。さらに，学部の理念に基づき，入学者
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受け入れを多様化しているため，学生間の学力に差異があることが，課題である。2009 年度入学生から，体験型選択必

修科目 4卖位を卒業要件としている。そのうち，キャリア体験学習では，インターンシップそのもの及びその事前学習に

ついて，卖位として認めている。 

  教育方法については，学部の理念に沿って，生涯学習を支援し，多様な学生（社会人入試による学生を含む）の修学環

境に対応するため，フレックス・プログラム制を採用している。具体的には，一部の科目の時間割について，同一の内容

で，隔年ごとに，(1) 月-金の 1-5 限と，(2) 月-金の 6-7 限もしくは土曜日，とで入れ替えている。ただし，4年間で，

かつ 6-7 限および土曜日だけで，卒業できる設定にはなっていない。 

  学生の受け入れでは，多様な選抜方法で，入学者を受け入れている。特に社会人入試で 2005 年度以降，毎年 10 人を超

える入学者（2009 年度 12 名）を受け入れている。 

  教員組織では，専門科目授業回数に対する専任率は，A（専任のみ）が 35.3%，B（兼坦を含む）が 39.1%と，他学部に

比べて低く，かつ低下傾向にある。特に，展開科目，（専門科目の）語学，教職に関する科目で専任率が低い。体験型選

択必修科目の教育補助，および履修計画指導，就職支援のために，キャリアアドバイザー（嘱託，任期 3年，週 4日勤務）

7名を配している。この導入により高い効果が得られているが，さらに継続して専門的な活動を促すため，常勤化の可能

性を検討している。 

 多様な人材について工夫しつつ対応し，一定の社会的評価を得た学部となっていると感じられる。今後は，こうした特

徴をより活かすべく，体験型科目の重視を維持しつつ。学際的な領域を広く深く学ぶ体系が確立できるとよいだろう。な

お，目標にはより具体的な記述が望まれる。 
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デザイン工学部 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

理念・目的 

1 

学部の理念・目的・教育

目標とそれに伴う人材

養成等の目的は適切で

あるか。 

2007 年の学部設置にあたり，全

教員による理念・目標等の議論

と策定，その認識の共有を図っ

た。 

特に無し 

Ａ 無 

2 

学部の理念・目的・教育

目標等の周知方法は有

効であるか。 

特に無し 履修の手引き等に掲載されているが，

その認識が教員により差が大きく，周

知方法が適切に把握されていない。 

Ｂ 有 

教育課程 

3 

卒業までの学位授与の

方針（ディプロマポリシ

ー）の設定は適切である

か。 

2007 年の学部設置にあたり，各

学科の全教員により，卒業まで

の学位授与の方針を徹底的に議

論し，認識の共有化を図った。

現状では設定は適切であると判

断している。 

特に無し 

Ａ 無 

4 

カリキュラムの体系性

（カリキュラムポリシ

ー）は適切であるか。 

2007 年の学部設置にあたり，各

学科の全教員により，カリキュ

ラム体系を徹底的に議論し，認

識の共有化を図った。現状では

設定は適切であると判断してい

る。 

特に無し 

Ａ 無 

5 

基礎教育，倫理性を培う

教育の位置づけは適切

であるか。 

学部で「技術者倫理」を必修に

指定し，全学生への履修取得を

義務付けている。また学部内で

共通基礎科目を設定し，履修指

導を行っている。 

特に無し 

Ａ 無 

6 

幅広い学修を保証する

ための組織的な取り組

みは適切であるか。 

学部内で共通基礎科目を設けて

いる。また学科を横断した専門

科目の履修や，卖位の認定を許

可している。 

特に無し 

Ａ 無 

7 

キャリア教育の実施は

適切であるか。 

積極的に外部の講師をスポット

で招くなど，実社会とのつなが

りを重視した教育体制をとって

いる。 

特に無し 

Ａ 無 

8 

学生が高校から大学へ

円滑に移行するために

必要な初年次教育（一年

次教育，導入教育）の実

施は適切であるか。 

学部内で尐人数による「導入ゼ

ミナール」を 1 年次に必修で配

当している。 

複数の入学経路による高校までの学

習の個人差があり，その部分の補填が

十分ではない。 Ｂ 有 

9 

高校課程の教科内容に

ついての補修・補完教育

（リメディアル教育）の

実施は適切であるか。 

推薦入学の学生については入学

前の事前指導，入学後には全学

生を対象にプレースメントテス

ト（英語，数学，物理）を実施

し，学生個人の学習到達度を把

握し，補習等のデータとして活

用している。 

複数の入学経路により高校までの学

習の個人差があり，その部分の補完教

育が十分に行われていない面がある。

今後よりきめ細かい指導を行う必要

がある。 

Ｃ 有 

10 
高大連携の取組の実施

状況は適切であるか。 

特に無し 実施されていない。 
Ｄ 有 

11 
各授業科目の卖位計算

方法は妥当であるか。 

特に無し 特に無し 
Ａ 無 

教育方法 

12 

履修科目登録の上限設

定（キャップ制）とその

運用は適切であるか。 

特に無し 履修制限は設けていない。適正化をい

かに図るべきか議論する必要がある。 Ｃ 有 

13 

成績評価法，成績評価基

準の設定は適切である

か。 

特に無し 特に無し 

Ａ 無 
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14 

多面的に評価する仕組

みの導入状況は適切で

あるか。 

特に無し 多面的評価の具体的内容が不明であ

る。（?） Ｂ 有 

15 

履修指導の実施は適切

であるか。 

ガイダンスや尐人数ゼミ，オー

プンオフィスを設けて個別に指

導を行っている。 

特に無し 

Ａ 無 

16 

学生の学修の活性化と

教員の教育指導方法の

改善を促進するための

措置は有効であるか。 

特に無し 学科によっては，FD センターの成果

の活用が十分とは言えない。今後，い

かにしてその活用をすべきかを，学部

内で議論する必要がる。 

Ｂ 有 

17 

シラバスの活用は適切

であるか。 

各学科でガイダンス時に活用方

法を含め詳細な説明を行ってい

る。 

電子シラバスの活用は始まったばか

りで，今後の結果を見る必要がある。 Ｂ 有 

18 
学生による授業評価の

活用は適切であるか。 

特に無し 学科によっては，授業評価結果の活用

が適切に行われていない場合がある。 
Ｂ 有 

19 

双方向型授業や尐人数

教育等の実施状況は適

切であるか。 

尐人数ゼミや実験・実習を数多

く配当している。 

専任教員が定数に充足していないの

で，一人の教員に多数の負担が掛かる

ことがあり，早急に改善する必要があ

る。 

Ｂ 有 

学生の受け入れ 

20 

入学者受け入れ方針（ア

ドミッションポリシー）

及び入学者選抜方法は

適切であるか。 

特に無し 複数の入学経路があり，特に指定校の

入学者が学科や年により変動が大き

い。また定員を超過するケースが 2007

年，2009 年とあり，適正数となるよ

うな方策が必要である。 

Ｂ 有 

21 

退学者の状況と退学理

由の把握状況は適切で

あるか。 

学部内の運営委員会，教授会で

状況の報告と把握が適切に行わ

れている。 

特に無し 

Ａ 無 

教員組織 

22 

学部・学科等の理念・目

的並びに教育課程の種

類・性格，学生数との関

係において教員組織は

適切であるか。 

特に無し 学部共通科目の一部に，履修者数の極

端に多い科目が有る。専任教員が定数

に充足していないばかりか，他大学に

比べて学生一人当たりの教員数が尐

ない状況にあっては，一人の教員に多

数の負担が掛かることが多く，早急に

改善する必要がある。 

Ｃ 有 

23 

为要な授業科目への専

任教員配置状況は適切

であるか。 

カリキュラム体系に沿った適切

な専任教員を配置している。 

特に無し 

Ａ 無 

24 

教員組織における専任，

兼任の比率は適切であ

るか。 

特に無し 一部の教育では，兼任教員に頼る部分

がある。適切な専任教員の採用を予定

するなど改善に向け取り組んでいる。 

Ｃ 有 

25 
教員組織の年齢構成は

適切であるか。 

特に無し 一部の学科に年齢の偏りが見られる。 
Ｃ 有 

26 

実験・実習を伴う教育，

外国語教育，情報処理関

連教育等を実施するた

めの人的補助体制の整

備状況と人員配置は適

切であるか。 

特に無し 2009 年度より複数の技術補助員を採

用して改善を図る予定である。しか

し，いくら人員を補充しても，スペー

スがなければ実施できない。早急にい

かなる方法が考えられるのか大学側

と協議していく必要がある。 

Ｃ 有 

27 

教員と教育研究支援職

員との間の連携・協力関

係は適切であるか。   

特に無し 2009 年度より複数の技術補助員を採

用して改善を図る予定であり，今後の

結果を見る必要がある。 

Ｂ   

28 

教員の募集・任免・昇格

に関する基準・手続の内

容とその運用は適切で

あるか。 

教員の採用に公募制を導入する

など，適切に運用されている。 

昇格に関する基準や手続きにつ

いては，内規に従い適切に運用

されている。 

特に無し 

Ａ 無 

 

Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

理念・目的 

学部の理念や目的が社会情勢の

変化に照らして適切であるかの

検討と評価（分析項目 1） 

学部の理念・目的については概ね適切であると

の評価分析結果であるが，社会の情勢の変化に

照らし，2010 年度の学部完成時に向け，学部の

理念・目的・教育目標の検討と評価を行う作業

年度内に 2，3 回の作

業委員会を開催し，理

念・目的を検討する． 
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委員会を学部執行部内に立ち上げ，検討を行

う． 

学部の理念や目的に対する意識

共有と周知方法の改善（分析項

目 2） 

学部の理念・目的に関する教員間の意識の共有

と徹底的な周知を図るため，周知方法を改善す

る． 

 

理念・目的の学部ホー

ムページへの掲載と

80％以上の教員への

周知 

教 育 課 程 

導入ゼミナールやゼミサポート

制度を活用した導入教育におけ

る実施方法の改善とその実態の

把握，効果の確認（分析項目 8） 

導入ゼミナール（尐人数授業）の FD 学生アン

ケートに代わる評価分析と効果の確認方法の

検討を行う．また図書館との連携により，基礎

ゼミサポート制度の実施率を 15％，専門ゼミサ

ポート制度の実施率を 20％まで改善する． 

導入ゼミの具体的な

評価分析方法の提示

とゼミサポート制度

の実施率 

プレースメントテストによる実

態の把握・分析と，その結果に

対するリメディアル教育の必要

性についての検討（分析項目 9） 

入学時の4月に全員に実施しているプレースメ

ントテストの分析結果を元に，過去にさかのぼ

って 3年間分の新入生の実態の把握を行う．ま

たそれらの結果から，リメディアル教育の必要

性について，運営委員会等で検討する． 

分析結果による実態

の把握をまとめ，リメ

ディアル教育の必要

性を提案する． 

高大連携に向けたフィージビリ

ティースタディの実施（分析項

目 10） 

高校との連携に関する実施可能なしくみを学

部内の運営委員会で検討する． 

実施方法の具体的な

提案 

教 育 方 法 

キャップ制あるいはそれと同等

な仕組みの導入に向けたデータ

や手法の収集と分析（分析項目

12） 

2010 年度の完成後，学部の履修形態としてふさ

わしい，キャップ制あるいはそれに代わる同等

の仕組みを導入するため，学生の履修状況や卖

位取得状況などのデータを収集し，分析を行

う． 

データや手法の収集

と分析結果を執行部

でまとめる 

多面的評価法の具体例の調査と

有効性の評価（分析項目 14） 

多面的評価方法にはどんな方法があるか，その

具体的な例を調査するとともに，その有効性に

ついて教員からヒアリングを行う． 

 

学部内の自己点検委

員会で調査結果と有

効性のヒアリング結

果をまとめる． 

授業支援システムの積極的な活

用の促進（分析項目 16） 

教員の教材の電子的な配布や学生の課題提出

などを支援する授業支援システムの積極的な

活用を促し，利用率を向上させる． 

教員の利用率を 70％

以上とする 

電子シラバスの適切な活用方法

の検討と実施（分析項目 17） 

電子シラバスの適切な活用方法を学部内の運

営委員会や学科内で検討し，その検討結果を元

に，次年度以降の学生へのガイダンスへ反映さ

せる． 

適切な活用方法や事

例をまとめる 

教員による授業評価の活用方法

の検討（分析項目 18） 

授業評価の活用方法の事例を収集するため，学

部内の自己点検委員会で教員へのヒアリング

を行い，実態を把握する． 

学部における活用方

法の事例をまとめ，全

教員に周知する 

専任教員の定数の充足と履修者

数の多い授業の改善（分析項目

19） 

専任教員の定数の充足を目指すとともに，履修

者数の多い授業（3年間分）のデータを収集し，

次年度への対策を講じる． 

専任教員の定数の充

足率 

学生の受け 

入れ 

学科毎のアドミッションポリシ

ーの検討と発信（分析項目 20） 

建築学科，都市環境デザイン工学科，システム

デザイン学科の 3学科において，学科の明確な

アドミッションポリシーを策定し，ホームペー

ジ等で外部へ発信する． 

 

アドミッションポリ

シーの各学科ホーム

ページへの掲載 

教 員 組 織 

適正な数と質の教員組織構成の

検討と計画的な採用・配置の具

体化（分析項目 22,24,25） 

適正な数と質の教員組織構成について，学部内

の運営委員会で検討し，5 年程度先までの採用

と配置の計画を策定する． 

 

学部内の採用と配置

計画案の承認 

教育技術補助員を中心とした人

的補助体制の整備（分析項目 26） 

2009 年度から採用した教育技術員を中心とし

た人的補助体制が，有効に機能しているか，ま

た問題点は何かを，執行部および運営委員会で

検討する． 

年度末までに検討結

果をまとめる 

教員と教育技術補助員との連

携・協力体制の確立と強化（分

析項目 27） 

2009 年度から採用した教育技術補助員との連

携協力体制について，各学科からヒアリングを

行い実態を把握するとともに，業務の内容や分

担など適切な運用体制についての具体的な方

策を議論する． 

実態をまとめ，次年度

へ向けた具体的な方

策を提案する 
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Ⅲ．大学評価委員会による報告書 

大項目 所     見 

1 理念・目的 

（現状分析へのコメント） 

 工学技術の発展を人類の幸福と環境の保全と充実に役立てることを使命として，工学基礎を基盤と

して他の学問分野との知識の融合による総合デザイン力を身に付けた人材の育成を教育目標として

おり，特徴を有していると理解する。しかし，これらの理念・目的・目標を周知する手段が乏しく，

現在は入学者に配布される「デザイン工学部生のための履修の手引き」にしか明確に記載されていな

いと思われる。教職員，学生，受験生を含む一般の人々に対して広く発信するためには，学部ホーム

ページや入学案内および学部紹介のパンフレット等へも早急に掲載すべきと考える。また，「履修の

手引き」に記載している教育目標として定めている 6つの項目は教育目標ではなくカリキュラム体系

に相当するものと判断する。さらに本項目に属する項目番号 1の「長所」に記載した点検内容は本項

目に即した回答ではないと考える。 

（目標に対するコメント） 

 周知に関して教員間での意識の共有は大前提であり，さらに一般の人々に対して広く発信するため

に，学部ホームページや入学案内および学部紹介のパンフレット等への掲載を早急に検討すべきと考

える。 

2 教 育 課 程 

（現状分析へのコメント） 

 学科によってはディプロマポリシーが明文化されているようであるが，学部のものは見当たらな

い。総合的なデザイン能力を有する人材を育成するために，学部共通科目として多様な基礎教育科目

および文理融合型の科目を配置し，またデザイン関連の実習科目，スタジオ科目，フィールドワーク

科目などの特徴を有する教育システムを導入し，教育目標を達成し十分な成果をあげうる教育内容が

整備されていると考える。またこれらの特徴的な科目は総合的な視野から物事を見ることのできる能

力および自为的，総合的，批判的に物事を思考し的確に判断できる能力の育成に有益なものと考える。

さらに技術者倫理科目を必修科目として配置することにより高い倫理観もった人材を育成するよう

配慮されている。専門教育，教養教育，外国語，情報教育に関わる授業科目のカリキュラムについて

もバランスよく配置されていると考える。しかしながら，学士課程教育への円滑な移行に必要な導入

教育については，多様な入学経路の在学生に対応できるシステムが未構築であり，さらに高大連携の

取り組みの実施については未検討であるため早急な対応が望まれる。さらに本項目に属する項目番号

3,4 の「長所」に記載した点検内容は各項目に即した回答ではないと考える。 

（目標に対するコメント） 

 プレースメントテストの結果により，多様な入学経路の学生に対応できるリメディアル教育の必要

性を検討したうえでシステムを構築し，さらに学部全体の学生の受け入れ方針についても検討するこ

とが望まれる。 

3 教 育 方 法 

（現状分析へのコメント） 

 入学時・進級時などにおいて年度初めのガイダンスや導入ゼミナール等の尐人数ゼミ，またオープ

ンオフィスを設けて個別にも履修指導を行うなど組織的な履修指導の取組が行われていると判断す

る。しかしながら，一年間に履修できる卖位数の上限は未設定であるため早急に設定するか，もしく

は必修科目の比率による学習の質の担保の確認を行い，検討する必要がある。全学組織の FD 推進セ

ンターの実施する，統一項目の授業改善アンケートが大半の授業について実施されており，その結果

が教員にフィードバックされるとともに，学生に公表されるなど，授業評価が制度として組織的に行

われているが，そのフィードバックの程度，つまり授業改善への活用の程度については学科間に差が

あるように思われる。シラバスについては一定の書式で作成され，学生に対して授業の方法および内

容ならびに一年間の授業の計画をあらかじめ明示しているが，教員間で記述の内容や量に精粗が見ら

れ，さらにシラバスが提示されていな科目も存在するため早急な改善が望まれる。また，シラバスに

示されている成績評価基準については，科目によっては不明確なものも見られる。未回答項目の多面

的評価とは一般に行われている試験・レポート・論文・出席状況・作品などの評価項目による総合的

な評価であり，この場合適切な評価項目で評価が行なわれているか，また各評価項目の総合評価に対

する比重が問題となる。また，本項目に属する項目番号 17 の回答内容から「シラバスの活用」の意

味の理解が不十分と思われる。 

（目標に対するコメント） 

 教育支援システムの導入が授業改善につながるかは不明である。分析項目 14,16,17 については，

各項目が問うている内容の理解不足の可能性がある。 

4 
学生の受け 

入れ 

（現状分析へのコメント） 

 学部の理念・目的に応じた適切な学生の受け入れ方針(アドミッションポリシー)を明文化した資料

が見当たらない。受入れ方針にのっとって，公正な受入れをおこなっているかを判断できる資料が必

要である。また，受入れのあり方を恒常的かつ系統的に検証する体制の整備，受入れに際し，受験生

に対する説明責任の遂行の配慮についても不明である。過去 3年間の入学定員に対する入学者数比率

の平均については 1.20 であり許容範囲にある。学部における収容定員に対する在籍学生比率が 1.19

であるが，超過分における留年生の比率も非常に小さいため許容範囲と考える。退学者の状況と退学

理由の把握状況は適切に行われていると判断する。 

（目標に対するコメント） 

 受入れ方針にのっとって，公正な受入れを行っているかを確認し，受入れのあり方を恒常的かつ系

統的に検証する体制の整備，また受入れに際した受験生に対する説明責任の遂行の配慮についても検



デザイン工学部 大学評価報告書 
 

103 

 

討を要する。 

5 教 員 組 織 

（現状分析へのコメント） 

 専任教員の年齢構成のバランスについては 61 歳以上が 35%を超えているため是正する必要が有る。

実験・実習を伴う教育，外国語教育，情報処理関連教育等を補助し，学生の学修活動を支援するため

の人的支援体制が確立されているかを判断するための資料が不明である。以上のことから，理念・目

的・教育目標を達成できる教育・研究を行い，総合的なデザイン能力をもつ人材を育成するための，

適切な教員組織および補助体制の整備が強く望まれる。教員の任免，昇格の基準と手続については学

部内規等で明文化されていると推察する。 

（目標に対するコメント） 

 教員組織整備においては年齢構成を考慮した専任教員の採用計画が必要と考える。 

概 評 

工学技術の発展を人類の幸福と環境の保全と充実に役立てることを使命として，工学基礎を基盤として他の学問分野と

の知識の融合による総合デザイン力を身に付けた人材の育成を教育目標としており，特徴を有していると考える。しかし

この理念・目的・目標に応じた適切な学生を受け入れるために，受験生に求める意欲，適性，経験および能力などについ

て基本的な考えをまとめたアドミッションポリシーが明文化されていない。高等学校教育と大学教育の間をつなぐアドミ

ッションポリシーを明確にすることにより，学士課程教育への円滑な移行に必要な導入教育における多様な入学経路の在

学生に対応できるシステムの構築および高大連携の取り組みの実施が促進されるものと考える。また，ディプロマポリシ

ーについても学科卖位では明文化している学科もみられるが，学部卖位のものは見あたらない。教育目標を反映したディ

プロマポリシーの明確化がカリキュラムポリシーさらにアドミッションポリシーにつながるため，これらの体系化が望ま

れる。教員組織については年齢構成を考慮した採用計画の早急な検討が必要である。 
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理工学部 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

理念・目的 

1 

学部の理念・目的・教育目

標とそれに伴う人材養成

等の目的は適切であるか。 

幅広い教養を有するとともに基盤技

術に精通し技術立国日本をささえる

国際性豊かな，ものづくりのエキスパ

ートという 21 世紀型市民の育成を目

指す点を色としている。 

特になし 

Ａ 無 

2 

学部の理念・目的・教育目

標等の周知方法は有効で

あるか。 

ホームページ，大学案内，オープンキ

ャンパス等で周知している。 

更に広く周知させる方法を

検討する必要がある。 Ｂ 有 

教育課程 

3 

卒業までの学位授与の方

針（ディプロマポリシー）

の設定は適切であるか。 

各学科にコース制を設け为要分野の

エキスパートとして学位授与を行う

ディプロマポリシーを設定している。 

特になし 

Ａ 無 

4 

カリキュラムの体系性（カ

リキュラムポリシー）は適

切であるか。 

各学科，各コースに対してコース重要

科目，他コース関連科目，学部共通科

目の履修モデルを設定し体系化を図

っている。 

特になし 

Ａ 無 

5 

基礎教育，倫理性を培う教

育の位置づけは適切であ

るか。 

専門科目履修に必要な基礎科目を系

統的に配置，倫理教育について技術者

倫理という科目を設けて対応してい

る。 

特になし。 

Ａ 無 

6 

幅広い学修を保証するた

めの組織的な取り組みは

適切であるか。 

学生の多様な学修ニーズに応えるた

め，学部横断的な科目履修を組織的に

可能としている。 

学生の選択の自由度が高い

ため適切な履修指導が必

要。 

Ｂ 有 

7 
キャリア教育の実施は適

切であるか。 

インターンシップというキャリア関

連科目を 3年次生より実施予定。 

特になし 
Ａ 無 

8 

学生が高校から大学へ円

滑に移行するために必要

な初年次教育（一年次教

育，導入教育）の実施は適

切であるか。 

一般教養基礎理系科目で対応してい

る。 

体系的な取り組みはない。 

Ｂ 有 

9 

高校課程の教科内容につ

いての補修・補完教育（リ

メディアル教育）の実施は

適切であるか。 

入学前教育として語学，数学，理科科

目に対してイーラーニングによる導

入教育を行っている。上級学生が下級

学生の学習指導を行うチュータ制度

の中で実施。 

イーラーニングによる導入

教育は入学前の数か月，推

薦入学生付属校推薦等の限

られた学生のみに実施され

ている。 

Ｂ 有 

10 
高大連携の取組の実施状

況は適切であるか。 

カリキュラム協議の会合を持ち情報

交換を行っている。 

懇談を行う程度の限定的な

取り組みである。 
Ｂ 有 

11 
各授業科目の卖位計算方

法は妥当であるか。 

通年科目を廃し，科目内容に応じて半

期 2卖位あるいは 1卖位に統一した。 

特になし 
Ａ 無 

教育方法 

12 

履修科目登録の上限設定

（キャップ制）とその運用

は適切であるか。 

前期 30 卖位を超えて履修することは

できない。年間合計 52 卖位を超えて

履修はできないと定めている。 

GPA 等を考慮した学生の履

修可能能力とは連動してい

ない。 

Ｂ 有 

13 

成績評価法，成績評価基準

の設定は適切であるか。 

A+，A，B，C，D の 5 段階評価と関連

した GPA による評価を行っている。 

各グレードの基準の設定が

教員個々の判断にゆだねら

れている。 

Ｂ 有 

14 

多面的に評価する仕組み

の導入状況は適切である

か。 

特になし 学生に対する評価は，GPA

による総合的評価に限定し

ている。 

Ｂ 無 

15 

履修指導の実施は適切で

あるか。 

必修科目で不合格判定（D，E）をとっ

た学生に対して注意・面接等による指

導を行っている。オフィスアワーを設

けて履修の助けとしている。 

ドロップアウトを防ぐ組織

的取り組みはない。 
Ｂ 有 

16 

学生の学修の活性化と教

員の教育指導方法の改善

を促進するための措置は

有効であるか。 

FD アンケートの教員へのフィードバ

ック，上級学生が下級学生の学習指導

を行うチュータ制を導入している。 

FD アンケートの組織的利用

は行っていない。 
Ｂ 有 
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17 
シラバスの活用は適切で

あるか。 

ウェブ公開により活用の促進を図っ

ている。 

特になし 
Ａ 無 

18 
学生による授業評価の活

用は適切であるか。 

特になし 授業評価結果の組織的利用

は行っていない。 
Ｂ 有 

19 

双方向型授業や尐人数教

育等の実施状況は適切で

あるか。 

学生の国際性を涵養するため必修語

学教育は 20 名以下の尐人数教育を実

施。3年次生以上は全員ゼミ配属によ

る尐人数教育を行う。 

特になし 

Ａ 無 

学生の受け入れ 

20 

入学者受け入れ方針（アド

ミッションポリシー）及び

入学者選抜方法は適切で

あるか。 

センター試験（前期，後期），一般推

薦入学，付属校推薦入学，一般受験等

多様な入学経路を確保している。 

特になし 

Ａ 無 

21 

退学者の状況と退学理由

の把握状況は適切である

か。 

退学時，理由の文書による提出を求め

状況の把握を行っている。 

事前兆候の把握，指導を組

織的には行っていない。 Ｂ 有 

教員組織 

22 

学部・学科等の理念・目的

並びに教育課程の種類・性

格，学生数との関係におい

て教員組織は適切である

か。 

特になし 専任教員数は設置基準最尐

数で運営している。 

Ｃ 有 

23 

为要な授業科目への専任

教員配置状況は適切であ

るか。 

特になし 特になし 

Ａ 無 

24 

教員組織における専任，兼

任の比率は適切であるか。 

特になし 専任教員数は設置基準最尐

数で運営している。過渡的

状況のため学科により兼担

教員数が多い。 

Ｃ 有 

25 
教員組織の年齢構成は適

切であるか。 

特になし 分布に偏りが見られる 
Ｂ 有 

26 

実験・実習を伴う教育，外

国語教育，情報処理関連教

育等を実施するための人

的補助体制の整備状況と

人員配置は適切であるか。 

特になし 実験等を担当する助手に代

わる教育技術員が不足して

いる。 Ｃ 有 

27 

教員と教育研究支援職員

との間の連携・協力関係は

適切であるか。   

学科毎に対応している 特になし 

Ｂ 無 

28 

教員の募集・任免・昇格に

関する基準・手続の内容と

その運用は適切であるか。 

推薦委員会と人事委員会で慎重に 2

段階評価を行い学部全体として適切

な人材の採用を行っている。 

特になし 

Ａ 無 

 

Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

理念・目的 

法政大学の理念である「自由と進歩」

「進取の気象」のもと理工学部では

時代の先端技術に常に対応できる専

門基盤技術を身につけ，高度な「も

のづくり」に携わることができる人

材，および持続可能な社会の発展に

貢献できる創造性豊かで幅広い教養

と国際性を身につけた自律性のある

技術者・研究者の育成を目的として

いる。この理念・目的・およびそれ

らを実現するための教育目標を広く

周知させる。 

現在大学ホームページ，大学案内，オープ

ンキャンパス等で周知に努めているが，そ

の内容を精査するとともに，シラバスにも

明記し，学生に周知徹底する。 

学部理念・目的，教

育目標を記した出

版物部数。 

教 育 課 程 

幅広い学修を保証するために本学部

の特色である学部横断的科目履修の

適正利用を図る。 

1. 学部横断専門科目履修状況の調査分析

を行い制度の適正な運用をめざす。 

2. 副専攻制度の検討を行う。  

学部横断科目履修

の割合を含めて適

切な指標及びその

適正数値を検討。 

幅広い学修を保証するため SA（スタ

ディーアブロード）制度を設ける。 

短期 SA プログラム実施計画を立てる。 SA プログラム数，SA

プログラム参加学

生数。 
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入学者の学びを支援する初年次教育

体制を充実させる。 

初年次教育として要求される下記6項目の

教育がカリキュラムの中で現在どのよう

に実現されているかを調査し初年次教育

の体系化に向けた検討を行う。 

(1)レポート・論文作成 

(2)発表・討論で要求されるコミュニケー

ション  

(3)文献検索 

(4)学習に対する動機付け 

(5)論理的思考 

(6)問題発見・解決能力 

初年次教育要求項

目を実現する授業

科目・講習等実施

数。 

リメディアル教育を充実させる。 1. 特別入試（指定校推薦，付属校推薦，

スポーツ推薦，留学生）による入学者につ

いて e-Learning によるリメディアル教育

を実施する。 

2. 高年次生が 1 年次生の学習を支援する

チュータ制度を実施する。 

1. について，進捗

率平均を 85%以上に

維持する。2.につい

て，制度利用学生

数。 

理系学部への進学を促進するため，

付属校との高大連携を推進する。 

付属校との高大連携により理系科目につ

いて大学におけるカリキュラム履修に必

要な入学時学力基準を策定する。 

プレースメントテ

スト経路別評価点 

効果的な学びを実現するため適切な

履修科目登録上限設定を定める。 

現状の上限（「前期 30 卖位を超えて履修す

ることはできない」かつ「年間 52 卖位を

超えて履修はできない」）の妥当性を卖位

履修状況の調査により検証し，GPA に応じ

た適切な上限について検討する。 

GPA と履修卖位数の

相関 

成績評価の基準設定と適正化を実現

する。 

適正な成績評価基準について現状の GPA，

GPCA 分布を指標として検討する。 

GPA，GPCA 分布の均

一性。 

学生の能力を多面的に評価する仕組

みを導入する。 

GPA に加え，達成率(教職科目を除く履修可

能科目数全て A+を履修した場合の累積 GP

を 100 とし各自の累積 GP の相対値を求め

る)，専門科目や語学等特定分野に限った

評価等，学生の能力を多面的に評価する仕

組みについて検討し有効活用する方法に

ついて検討する。 

能力評価指標数。 

ドロップアウト発生の実効ある予防

対策を講ずる。 

必修科目不合格者，必修科目出席不良者へ

の警告，面接を行い留年，退学の防止を図

る。 

留年者数，退学者数 

教員の教育指導方法の改善を推進す

る。 

教育メディア研究センターと連携し授業

支援システムの有効活用を推進する。 

授業支援システム

利用率 

教育効果を高めるため学生による授

業評価の活用を図る。 

授業アンケートの分析を行う。 

 

授業評価アンケー

トに含まれる各種

指標 

退学者の状況調査，適切な把握を行

う。 

退学者への面接を可能な限り行う。出席日

数や必修科目履修状況の調査により退学

に至る兆候を事前に把握し，それらの要因

を排除する仕組みを検討する。 

 

退学者数 

教 員 組 織 

専任教員・学生数比率の適正化を図

る。 

理工系学部における適正な専任教員数対

学生数比率について調査を行う。 

専任教員数対学生

数比率 

教員組織の専任，兼任比率の適正化

を図る。 

学科改組による過渡的状態につき，兼担教

員数が多い。この状況を改善して専任教員

数の割合を増やす。 

専任教員数対（兼任

+兼担）教員数の比

率 

教員組織の年齢構成を適切化する。 年齢構成が均一化されるよう採用計画を

たてる。 

教員年齢分布の一

様性 

実験実習を伴う教育に対する補助体

制を確立する。 

助手に代わる教育技術員の業務内容の検

討と年次採用計画に従った採用を行う。 

教育技術員数 
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Ⅲ．大学評価委員会による報告書 

大項目 所     見 

1 理念・目的 

（現状分析へのコメント） 

理念・目的の「現状分析」と言う場合，設定された理念・目的に対して，現状を分析すると言うの

が妥当な「分析」と言える。以下では，分析の基と想定される資料’「理工学部」の到達目標’に基

づきコメントする。 

1) 理念という項目の持つ特性として仕方ない点はあるが，現状分析において理念・目的の長所とし

て記述された内容は，想定される側面を全て網羅した形であり，また，その各々は様々な解釈が可能

なもので，なぜそれが長所であるかの確信を与えるのほど強力ではない。以降の「教育課程」等の明

示化は行われているが，それらをまとめる方向性についての表現が足りない。 

2) 本学部は新設された学部であり，新設の必要性を示すことが比較的重要な部分と受け止められる

が，その点が明示的ではない。 

3) 参照した資料によれば，教育目標が 4項目挙げられている。(これが評価の対象となるとの想定の

下で)これらの項目は理念のより明解な表現と理解される。このような点を長所として自己評価すべ

きと考えられる。 

（目標に対するコメント） 

1) 理念・目的の周知徹底を当面の目標と掲げている。ちなみに，ホームページには，「学部の理念」

という独立の見出しはない。理念・目標をより明示的にした場合は，「精査する」際には記述される

内容の整合性が必要になると想定される。 

2 教 育 課 程 

（現状分析へのコメント） 

現状分析の項目に対する，長所および問題点記述は適切であると想定され，したがってその背景に

ある教育課程の仕組みは適切であろうと想定される。 

現時点で，長所，問題点として記述されていることは，ほとんどの場合「仕組み」の準備が出来てい

る，不十分であるということであって，それが有効に機能していることではない。新設の学部である

ことから，それを求めることはないが，完成年度以降は実効性が問われるであろう。一部の項目につ

いては，現状でも，これらの仕組みの効果の評価が可能であり，「仕組み」の有効性を課題とするこ

とが望ましい。 

（目標に対するコメント） 

上記「現状分析」でも触れたように，仕組みの実施そのものは第一歩であることを認めつつ，目標

の評価は仕組みの実施定量化のみではなく，実施効果と結果への対策を盛り込んだものとの意識の下

に目標設定とその達成を行うことが望まれる。 

3 教 育 方 法 

（現状分析へのコメント） 

教育課程でコメントした内容がほぼ当てはまると考えられる。つまり，教育方法の現状分析は，長

所，問題点共に適切に行われ(各項目に双方が示されている点など)その背景にある教育方法が適切に

認識されていると評価される。 

もちろん，課題は，長所の更なる進展，問題点の解消であるが，それは目標として適切な設定，実施

を必要とする。 

（目標に対するコメント） 

問題点がいくつか指定されているが，目標としてこれらの問題の解決，そのための目標設定が全く

ないのは評価する側から言えば，なぜなのかと疑問を持つ。 

上記の別項目でのコメントと共通することであるが，もしも何らかの目標を設定するのであれば，

仕組みの実効的実施とその評価・改善の指向が望まれる。 

4 
学生の受け 

入れ 

（現状分析へのコメント） 

本項目のコメントは，上記項目と共通のコメントである。 

（目標に対するコメント） 

目標の設定はないが，特に現状分析で問題点と指摘した項目の対応を検討すべきであろう。 

5 教 員 組 織 

（現状分析へのコメント） 

本項目については，現状分析で，長所は乏しく，問題点山積と言うことが浮き彫りになっている。 

注 ある項目の長所として「学科毎の対応」と示されているが，これが長所であるという理解は困

難である。 

（目標に対するコメント） 

目標のほとんどは構成比率の適正化であるが，長期的な計画と実施が必要であることは誰の目にも

明らかであり，卖年度の目標設定ではない長期的なものが必要になると想定される。 

概 評 

理念・目的以外については，ほぼ適切に現状分析と目標設定が示されている。新設学部という点から，いくつかの項目

は具体的な実施内容が示せないことも事実である。但し，完成年度には，実施内容を示す必要があり，現在から想定した

取り組みが必要になろう。詳細に入ると，いくつかの傾向があり，将来補足しなければならないであろうと想定されるも

のがある。特に目標設定は仕組みを提供することが目標になっていて，仕組みが有効であることの目標とはなっていない

点である。 
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生命科学部 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

理念・目的 

1 

学部の理念・目的・教育

目標とそれに伴う人材養

成等の目的は適切である

か。 

本学部は 2008 年度発足の新しい学

部であり，新たな理念，教育目標，

人材育成の目的を設定している。 

特になし 

Ａ 無 

2 

学部の理念・目的・教育

目標等の周知方法は有効

であるか。 

インターネットの HP，大学案内，

履修の手引き等を通じて在校生，受

験生，社会に情報を発信すると共

に，1年次の導入教育科目において

学生に周知している。 

各学科において 1年次の導入教

育科目における全教員による

組織的な取り組みを実施する

必要がある。 

Ｂ 有 

教育課程 

3 

卒業までの学位授与の方

針（ディプロマポリシー）

の設定は適切であるか。 

本学部は 2008 年度発足の新しい学

部であり，新たな学位授与方針を設

定し実践している。 

特になし 

Ａ 無 

4 

カリキュラムの体系性

（カリキュラムポリシ

ー）は適切であるか。 

本学部は 2008 年度発足の新しい学

部であり，学問の体系性に適合した

カリキュラムを構成し，実践してい

る。 

特になし 

Ａ 無 

5 

基礎教育，倫理性を培う

教育の位置づけは適切で

あるか。 

本学部には，自然科学の基礎的な方

法を理解し，科学技術に対する高い

倫理観を養成するための多様な教

養科目が設定され，実践している。 

特になし 

Ａ 無 

6 

幅広い学修を保証するた

めの組織的な取り組みは

適切であるか。 

本学部には学部共通科目，学科共通

科目が設定され，横断的な学習が可

能なシステムが設定されている。 

特になし 

Ａ 無 

7 

キャリア教育の実施は適

切であるか。 

1 年次から専門教育科目の中にキ

ャリア教育を導入し，2年次以降も

インターンシップなど多様なキャ

リア教育を導入し実践している。 

学科および専修間でのばらつ

きが大きく，学部全体にわたる

組織的な取り組みを実施する

必要がある。 

Ｂ 有 

8 

学生が高校から大学へ円

滑に移行するために必要

な初年次教育（一年次教

育，導入教育）の実施は

適切であるか。 

本学部では，入学時に前新入生に対

してプレスメントテストを実施し，

一部の学科では成績を用いた初年

次教育へのフィードバックを実践

している。 

学科および専修間でのばらつ

きが大きく，学部全体にわたる

組織的な取り組みを実施する

必要がある。 

Ｂ 有 

9 

高校課程の教科内容につ

いての補修・補完教育（リ

メディアル教育）の実施

は適切であるか。 

本学部では，入学時に前新入生に対

してプレスメントテストを実施し，

一部の学科では同成績をもとに 1

年次前期に物理，化学，数学系科目

においてリメディアル教育を実践

している。 

学科および専修間でのばらつ

きが大きく，学部全体にわたる

組織的な取り組みを実施する

必要がある。 
Ｂ 有 

10 
高大連携の取組の実施状

況は適切であるか。 

特になし 組織的な取り組みを実施して

いない。 
Ｃ 有 

11 
各授業科目の卖位計算方

法は妥当であるか。 

授業の内容に応じて妥当に計算さ

れている。 

特になし 
Ａ 無 

教育方法 

12 

履修科目登録の上限設定

（キャップ制）とその運

用は適切であるか。 

本学部では，年間 52 卖位（前期後

期各々30 卖位）履修制限を設ける

と共に GPA の結果に応じた履修制

限の調整も行い，適切に運用されて

いる。 

特になし 

Ａ 無 

13 

成績評価法，成績評価基

準の設定は適切である

か。 

成績評価法および基準はシラバス

に明記され，授業の内容に応じて妥

当に設定されている。 

特になし 

Ａ 無 

14 

多面的に評価する仕組み

の導入状況は適切である

か。 

特になし 組織的な取り組みを実施して

いない。 Ｂ 有 

15 

履修指導の実施は適切で

あるか。 

年度初めに学生ガイダンスを実施

し，履修指導を行うと共に，教員の

オフィスアワーや学生チューター

特になし 

Ａ 無 
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等を利用して履修相談に応じてい

る。 

16 

学生の学修の活性化と教

員の教育指導方法の改善

を促進するための措置は

有効であるか。 

特になし 各教員の自为性に任され，組織

的な取り組みを実施していな

い。 
Ｃ 有 

17 
シラバスの活用は適切で

あるか。 

ガイダンスおよび授業中に適切に

活用されている。 

特になし 
Ａ 無 

18 

学生による授業評価の活

用は適切であるか。 

授業評価の結果は各教員にフィー

ドバックされ，教員の自为的な授業

の質の改善に活用されている。 

各教員の自为性に任され，組織

的な取り組みを実施していな

い。 

Ｂ 有 

19 

双方向型授業や尐人数教

育等の実施状況は適切で

あるか。 

各学科において実験，実習等尐人数

教育を実施している。 

双方向授業についてはあまり

実施例が尐なく，今後教育効果

の高い双方向授業の実施につ

いて検討する必要がある。 

Ｂ 有 

学生の受け入れ 

20 

入学者受け入れ方針（ア

ドミッションポリシー）

及び入学者選抜方法は適

切であるか。 

本学の置かれている状況を鑑み，適

切に行われている。 

特になし 

Ａ 無 

21 

退学者の状況と退学理由

の把握状況は適切である

か。 

退学者および退学理由については

毎月教授会および執行部会議で報

告され全教員に周知している。 

特になし 

Ａ 無 

教員組織 

22 

学部・学科等の理念・目

的並びに教育課程の種

類・性格，学生数との関

係において教員組織は適

切であるか。 

特になし 教育課程の内容と学生数を考

慮すると現教員数では全く不

十分であり，専任教員の増員が

強く望まれる。 

Ｄ 有 

23 

为要な授業科目への専任

教員配置状況は適切であ

るか。 

特になし 为要科目の適切に教員を配置

し教育の質を向上させるため

には，現教員数では全く不十分

であり，専任教員の増員が強く

望まれる。 

Ｄ 有 

24 

教員組織における専任，

兼任の比率は適切である

か。 

特になし 为要科目の多くの科目にも兼

任教員が割り当てざるを得な

い状況にあり，専任教員の増員

が強く望まれる。 

Ｄ 有 

25 
教員組織の年齢構成は適

切であるか。 

特になし 今後組織的に年齢構成の適正

化を図る必要がある。 
Ｃ 有 

26 

実験・実習を伴う教育，

外国語教育，情報処理関

連教育等を実施するため

の人的補助体制の整備状

況と人員配置は適切であ

るか。 

特任教育技術員制度の導入により

人的補助体制の整備は進みつつあ

るが十分ではない。 

本学部において実験実習科目

は最も重要な科目であるが，兼

任教員が担当せざるを得ない

状況にあり，専任教員の増員が

強く望まれる。 

Ｃ 有 

27 

教員と教育研究支援職員

との間の連携・協力関係

は適切であるか。   

適切に連携をとって教育研究にあ

たっている。 

特になし 

Ａ 有 

28 

教員の募集・任免・昇格

に関する基準・手続の内

容とその運用は適切であ

るか。 

教員の募集は原則公募とし，候補者

については推薦委員会および人事

委員会を通じて二重に精査を行っ

た上で教授会で議決を行っており，

適切に運用されている。 

特になし 

Ａ 無 

 

Ⅱ．中期目標・年度目標 

生命機能学科 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

理念・目的 

人類が直面している生命・環

境などの諸問題を解決できる

総合的視点を備えた研究者，

技術者を育成する。 

・各専修内で目的を周知すると共に

組織的な取り組みについて検討す

る。 

・専門分野に関する学科独自のセミ

ナーや研究会などを招聘する。 

･学部 HP，大学案内，履修の手引きな

ど，学内外へ発信する。 

学科内で統一された目的意識を

基盤として，各種セミナーなど実

施し，学部 HP などの媒体を介し

て発信する。 
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コミュニケーション能力，自

己キャリアデザインができる

感性を備えた人材を育成す

る。 

・各専修内で目的を周知すると共に

組織的な取り組みについて検討す

る。 

・企業からの講演者を迎えた学科独

自のセミナーや研究会などを招聘す

る。 

･学部 HP，大学案内，履修の手引きな

ど，学内外へ発信する 

学科内で統一された目的意識を

基盤として，各種セミナーなど実

施し，学部 HP などの媒体を介し

て発信する。 

教 育 課 程 

リベラルアーツの見地から総

合的視点を備えた人材の育成 

･多様な教養科目の設定                                                            

･学部共通科目，学科共通科目の設定                                                   

･初年度教育の設定                                                                               

･リメディアル教育の設定                       

 

2009 年度の現状分析では目標化

の必要性は無かったが，学科完成

年度までには重要な目標である

ために，設定した。そのために，

現状を維持することで本目標が

継続して達成できる見込みがあ

り，特段に達成指標の設定は必要

なく，今後の推移を年度末に検討

する。 

実践的な技術者および研究者

の育成 

･1 年次からの専門教育の設定                                                         

･実験，実習（教養，専門科目）の設

定                                                                         

･上記目標に対する学科内での組織

的な取り組み 

 

2009 年度の現状分析では目標化

の必要性は無かったが，学科完成

年度までには重要な目標である

ために，設定した。そのために，

特段に達成指標の設定は必要な

い。ただし，年次進行に伴った対

応を学科内で組織的に取り組む。 

コミュニケーション能力をも

つ社会性に富んだ人材の育成 

･尐人数で実施される科目の充実                                                          

･年次進行にともなった学科内の学

生間交流の充実                                                     

･上記目標に対する学科内での組織

的な取り組み                                                    

･チューター制度の有効利用 

 

学生のコミュニケーション能力

を養う課程として，実験，実習に

おける縦（先輩，後輩）横（同期）

の繋がりが有機的に構築できる

該当科目の運用を行い，学科内で

そのケアをするしくみを構築す

る。また，今年度にチューター制

度の充実を図っており，チュータ

ー体験を通した能力向上の影響

を調査する。 

自ら問題解決が可能なキャリ

アデザインを構成できる人材

の育成 

･１年次からの専門分野教育の充実                                                          

･インターンシップ科目の充実                                                         

・上記目標に対する学科内での組織

的な取り組み 

・インターンシップ科目の充実取り

組み 

 

学生の自己問題解決能力を養う

運用を，当該科目で取り入れ，こ

れらの実施では学科内で組織的

に取り組む。また，目標の性質，

いくつかの科目について今年度

に初めて開講されるために，具体

的な達成指標の設定はできない

が，今年度の実績を精査する予定

である。 

教 育 方 法 

学科・専修間での横断的教育

システムの向上 

･学部共通科目，学科共通科目の実践                                                   

･専修間での組織的な取り組み       

 

2009 年度の現状分析の通りに，現

状を実践することで本目標が継

続して達成できる見込みがある

ために，特段に達成指標の設定は

必要がないが，専修間で連携した

取り組みを積極的に図る。 

多様な素質を持った学生の補

完教育システムの向上 

･多様な教養科目の実践                                                            

･学部共通科目，学科共通科目の実践                                                    

･初年度教育の充実 

 

昨年の初年度実績を踏まえて，上

記の実践を学科内で組織的に取

り組み，具体的な問題点を浮き彫

りとさせる。チューター制度の導

入やプレステートメントテスト

によるクラス分けなどの初年度

教育の効果については今年度実

績を検討し，将来の具体的目標設

定の参考とする。 

1 年次からの実験を取り入れ

た専門分野教育システムの改

善 

･1 年次からの実験，実習の充実                                                       

・専門分野に関する教養科目と専門

科目の連帯                             

・上記目標に対する学科内での組織

的な取り組み 

 

昨年の初年度実績を踏まえて，上

記の実践を学科内で組織的に取

り組み，具体的な問題点を浮き彫

りとさせる。特に，教養科目とし

て開講される専門分野関連科目

との連携については注意深く精

査する。 
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尐人数教育やインターンシッ

プなどにおける問題解決型授

業の実践 

・１年次からの専門分野教育の充実                   

･インターンシップ科目の充実                                                 

・上記目標に対する学科内での組織

的な取り組み 

ほとんどの関連科目が今年度に

初めて開講されるために，その実

施に学科内で組織的に取り組み，

年度末にその評価を行う。 

学生の受け 

入れ 

なし   

教 員 組 織 

教養理科教育の充実 理科に関わる教養科目の専任体制の

検討 

 

本学部の理念を果たすため考案

されている 1年次からの専門分野

教育システムであるが，特に要と

なる関連教養科目（特に生物）の

教員組織が貧弱であり，全てを兼

任講師に依存している。このた

め，専門分野へのスムーズな移行

の妨げになりつつあるが，学科と

してはこれ以上の達成努力がで

きない現状にある。 

専門分野教育の充実 为要な専門科目の専任教員配置を実

現性の検討 

学科内の教員体制（10 名の専任教

員，3 名の期限付き専任教員）で

は，専任教員が平均 3科目担当で

の为要な専門科目を到底賄えな

い現状にある。特に，最重要科目

としての実験実習科目の専任教

員不足は，近い将来に必ず問題化

することは必至であるが，学科内

での現状以上の改善は現実的に

困難だと言わざるをえない。 

1 年次からの実験実習に対す

る充実 

･実験，実習に対する教育技術嘱託の

効果的運用                                                          

･上記目標に対する学科内での組織

的な取り組み 

 

昨年度より整備された教育技術

嘱託の業務管理を学科内で組織

的に取り組み，効率的な運用を行

う。さらに，現状の実態を踏まえ

た業務改善について精査し，検討

を行う。 

学生に最先端研究を体験させ

る体制の充実 

専任教員の研究体制の整備 

 

本学科での高い研究レベルは所

属専任教員の各年度の成果でも

明らかであり，その効果は受験者

数にも反映されている。しかし，

現状以上の質を維持するには，あ

らゆる局面から考慮しても専任

教員数の不足の改善が不可欠で

ある。学科としてこれ以上の改善

する余裕はないに等しく，このま

までは危機的な状況となること

も危惧される。 

 

環境応用化学科 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

理念・目的 

生命科学部では，人類が直面して

いる生命・環境・物質（資源，エ

ネルギー）・食料問題などの諸問

題の解決のための学問を学び，国

際性を身に付けた自立性のある

研究者，技術者の育成を目的とす

る。 

1.生命科学部では，学部共通の科

目を設置して，生命，環境，物質

についての知識の涵養を図って

いる。 

2.さらに入学時のTOEICテストに

より，英語のクラス分け教育をお

こなっており，英語力の向上に努

めている。 

1.については，達成指標の数値化

は困難であるが，講義内容の学習

効果については，ほぼ月 2回開か

れる学科の教室会議で意見を集

約し，目標達成に努める。                                                              

2.は，入学時の TOEIC の平均点よ

り，学年末の TOEIC テストの点数

を 30 点上げる。  

本学科は，社会全般ならびに化学

に関連した産業界のより高度な

グリーンケミストリ化を促進す

るための化学技術者・研究者を養

成する。本学科の理念は，本学が

掲げている「グリーン・ユニバー

シティ環境憲章」の精神を，化学

分野から推し進めることである。 

本学科は，2008 年度開設された学

科であるので，2009 年度開講科目

の立ち上げに努め，その充実を図

る。 

 

必修科目の講義内容や学習効果

について，学科の教室会議で議論

し達成度を議論する。ただし，指

標化は困難である。 
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教 育 課 程 

自然科学基礎の学力および英語

力を身に付けた人材の育成をす

る。 

1.科学実験Ⅰ(物理実験），Ⅱ(化

学実験）およびⅢ（生物実験）で

は，レポートの書き方も指導す

る。         

2.各教員が自分の専門科目を通

して，学生の学力の向上度を知る

ことができるが，定量的な年度目

標の設定はしない。 

必修科目の講義内容や学習効果

について，学科の教室会議で議論

し，達成度合いを検証する。達成

指標は設けていない。 

社会に出て専門知識を生かして，

活躍できる人材を育成する。 

専門科目の理解度を出来るだけ

高め，キャリア教育やインターン

シップの促進を図る。社会人とし

て活躍している卒業生を招き講

演を依頼する。 

必修科目の講義内容や学習効果

については，各科の教室会議で議

論し，達成度合いを検証する。教

室会議でキャリア教育やインタ

ーンシップの参加の度合いを検

証する。 

教 育 方 法 

講義科目と実験科目の連携によ

り講義内容の理解を深めるよう

にしている。 

本学科は実験を重視した学科で

あるので，講義だけでなく，実験

テーマと講義内容の関連性を計

るようにする。 

必修科目の講義内容や学習効果

について，各科の教室会議で議論

し達成度を検証する。達成指標は

設けていない。 

教員の個別指導（オフィスアワ

ー）とチュター制により授業内容

を補完している。 

1.オフィスアワーにより学生の

個別指導をする。 

2.チューター制の効果を検証す

る。 

上記 1および 2について，学科の

教室会議で議論し達成度および

問題点を検証するが，達成指標は

設けていない。 

学生の受け 

入れ 

学習意欲の高い学生の確保。 1.指定校推薦入学者の入学後の

成績を見直し，いくつかの高校の

指定校の削除と，あらたな追加校

を決定する。     

2.オープンキャンパスでの学部，

学科の説明の実施。  

3.講演依頼校への出前講義の実

施。 

上記 1，2 および 3 について，適

宜実施度合いを，教室会議で議論

し，問題点を検証するが，達成指

標は設ける。 

退学率を減らすために，留年生が

出来るだけ出ないように指導す

ること。 

1.入学時のガイダンスを出来る

だけ丁寧に行う。  

2.プレゼミに近い「応用化学基

礎」で学生と教員の親密な交流に

より，本学科で学ぶことの意義を

伝える。 

3.リメデイアル教育を実施して，

学生の基礎学力の確実にする。 

上記 1，2 および 3 について，学

科の教室会議で議論する。 

教 員 組 織 

教養科目を担当するの専任教員

が不足している。そのため多くの

教養科目を兼任教員に頼ってい

るのが現状である。 教養教育の

充実のための必要教員数の確保。 

現在学年進行により，教養および

専門教員が，工学部から生命科学

部および理工学部への移籍の過

渡期であるので，教育の質を保証

しながらの移籍をめざす。 

教養科目の講義内容や学習効果

について，学部間（工学部，生命

科学部および理工学部），生命科

学部内で議論すると共に，学科の

教室会議でも議論し，問題点を検

証する。 

学科の専門科目の教員（現在9名）

も決して多いと云えない。 

1.物質化学時代に凍結された教

員人事の復活(1 名）と，本年度に

退職する教員(1 名）の補充を要求

する。         

2.2008 年度末に新たに制定され

た，「教育技術嘱託および特任教

育技術員制度」により，教育技術

嘱託および特任教育技術員採用

して，教育の質の向上を図る。 

1.(2 名の教員の採用）の達成と，

2.の教育技術員の仕事と役割分

担について教室会議で議論し，教

育効果の向上がどれだけ図られ

たかを検証する。 
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Ⅲ．大学評価委員会による報告書 

大項目 所     見 

1 理念・目的 

（現状分析へのコメント） 

 現代社会のニーズに応えるために，「人類と環境および資源との共生を実現するための専門技術者や

研究者を養成する」という学部の明確な理念・目的を示している点は高く評価できる。また，専修レベ

ルでの理念・目的も明確である。しかし，二つの学科のうち，生命機能学科の理念と目標についての設

定が不十分であり改善を要する。当該学科内での組織的な取り組みを期待したい。 

（目標に対するコメント） 

 新設されたばかりの学部であり，当面は現状の理念・目的を達成するための目標設定で問題ないと考

える。 

2 教 育 課 程 

（現状分析へのコメント） 

 現状では，理念・目的に沿ったほぼ満足できる内容の教育を行っているように思われる。パンフレッ

トに謳われた 7つの教育目標は，理念・目的に掲げた専門技術者や研究者を養成するために極めて有効

であると考える。しかし，自身が指摘しているように学科間，専修間での教育に対する連携した取り組

みが不十分であり，基本的な教育課程における均質な提供がなされていないように思われる。また，今

後の社会情勢を踏まえた取り組み，たとえば，高校と大学間の連携などの問題については学部全体で対

応していく必要がある。ただし，本学部は 2008 年度に設立されたばかりであることから，今後の実績

を踏まえつつ，現状の教育課程の是非，今後の教育課程の方向を設定していくべきであることも付記し

ておく。 

（目標に対するコメント） 

 新入生に対するプレスメントテストの実施は初期教育課程において斬新な取り組みとして高く評価

できるので，その効果を踏まえた目標設定があるとよいのではないか。 

3 教 育 方 法 

（現状分析へのコメント） 

 シラバスについて若干の問題点があるように思われる。オンラインシラバスの導入がなされている点

は評価できるが，現状分析シートでもコメントしたようにいくつかの問題点も指摘できる。たとえば，

すべての科目のシラバスをオンライン化すること，横断的な科目については相互にリンクできるような

情報を掲載することなどである。また，授業の改善に対して組織的な取り組みが不十分であるので，今

後は必要な対応を逐次行っていく必要がある。 

（目標に対するコメント） 

 新設されたばかりの学部であり，当面は現状の取り組みを実施していけばよいと思われるが，環境応

用化学科ではよりきめ細かな目標を設定している点は高く評価される。 

4 

学生の受

け 

入れ 

（現状分析へのコメント） 

 尐子化，理系離れが進むなか，有能な新規学生の確保が難しい時代になっている。そのための対応が

求められているが，現状分析にはそうした理解が不足しているようである。新設学部なので余裕がない

のかもしれないが，有能な学生を確保するための工夫が欲しいところである。たとえば，自己推薦特別

入試の導入は一考に値すると思われる。サイエンスの分野では研究者や技術者になるためには，研究の

センスの有無が問われる。とくに，研究者のレベルで求められるセンスは持って生まれた資質に依存す

るところが大きい。これらのことを踏まえれば，教科書で詰め込んだ知識だけを問う入試ではなく，自

己推薦特別入試などのように自己アピールや実績を重視した入試選抜を取り入れる必要があると思わ

れる。 

（目標に対するコメント） 

 生命機能学科では，学生の受け入れに対する目標設定がまったくなされていない。環境応用化学科で

は，具体的な取り組みが記載されているので，生命機能学科においても相応の目標設定をすべきである。 

5 教 員 組 織 

（現状分析へのコメント） 

 当該学部が現状分析で述べているように，教員数の絶対的な不足が教育サービスの低下をまねくおそ

れは十分にあり得る。今のところ，1〜2学年しかいないので大きな問題は生じていないかもしれないが，

今後の学部学生数や大学院生の増加を踏まえた人的補充が必要になるであろう。現状分析のコメントで

も述べたように，当該学部の特性を考えれば採用すべき新規教員は専任教員であるが，学部側は教員不

足の問題点を具体的な形で分析し，専任教員補充に向けたプランを作成する必要がある。 

（目標に対するコメント） 

 目標を見る限りは，専任教員補充に向けた具体的なプランとその裏付けがどこまでなされているのか

不明である。当該学部の発展を目指したプランニングが盛り込まれている必要がある。 

概 評 

設置審を経過してきたばかりの新設学部なので，現状分析，中間目標の設定に関して大きな問題点はないと考える。し

かし，現状分析の結果，細かく見れば問題点も出てきており，それに応じた目標の設定がなされなくてはならない。その

意味では，中期目標の設定を吟味していく必要がある。同時に，大学院に進学する学生のことも想定した教育・研究上の

問題点を今のうちに整理し，今後の目標に反映させていくべきである。しかし，それ以上に問題と思われるのは，目標に

対して取り組む姿勢に，生命機能学科と環境応用化学科との間に温度差を感じることである。環境応用化学科では，学部

の理念・目的を達成するための具体的な取り組みを提案しているが，それに対して生命機能学科の目標設定は不十分であ

ることは否めない。温度差の解消に向けて組織的な対応が必要であることは，現状分析において自身が認めている。今後

の取り組みに期待したい。教員組織で，専任教員の不足（生物系）が指摘されているが，新設学部であり設置の際の届け

出で適正配置されていると考えられるが，その後の変化によって生じている問題なのか，教育課程との関係なのか適切な

現状分析と対応策が必要と考えられる。 
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グローバル教養学部 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

理念・目的 

1 

学部の理念・目的・教育

目標とそれに伴う人材養

成等の目的は適切である

か。 

学部の理念・目的・目標に，グローバ

ルな視座に立つ学際的教育とイマー

ジョン教育は適切である。 

特になし。 

Ａ 無 

2 

学部の理念・目的・教育

目標等の周知方法は有効

であるか。 

大学案内，学部パンフレット，学部ホ

ームページに書かれており，オープン

キャンパスや高校での説明会も行っ

ている。 

特になし。 

Ａ 無 

教育課程 

3 

卒業までの学位授与の方

針（ディプロマポリシー）

の設定は適切であるか。 

履修の手引き参照。 特になし。 

Ａ 無 

4 

カリキュラムの体系性

（カリキュラムポリシ

ー）は適切であるか。 

専門と教養を区別しないポリシーは，

大学案内，学部パンフレット，学部ホ

ームページに書かれている。 

英語以外の外国語の科目が尐

なく，また 2 年次に取れる上

級クラスがない。 

Ｂ 有 

5 

基礎教育，倫理性を培う

教育の位置づけは適切で

あるか。 

基礎教育のための科目は EAP をはじ

め充実している。倫理教育（たとえば

剽窃に関する問題）などは，随時，基

礎科目の中で扱っている。また，倫理

に関する科目も置いている。 

特になし。 

Ａ 無 

6 

幅広い学修を保証するた

めの組織的な取り組みは

適切であるか。 

学際的な観点からの幅広い学習が学

部の理念である。学生は 

Society and Identity, Arts and 

Culture, Linguistics and Language 

Acquisition の 3つの科目群の区別な

く，興味のある授業を履修することが

できる。 

特になし。 

Ａ 無 

7 

キャリア教育の実施は適

切であるか。 

英語科指導法では，英語教師を目指す

者への指導を行っている。 

新設学部のため学部独自のキ

ャリア教育はない。キャリア

センターの 1，2年次からのプ

ログラムに参加することを学

生に進める予定。 

Ｂ 有 

8 

学生が高校から大学へ円

滑に移行するために必要

な初年次教育（一年次教

育，導入教育）の実施は

適切であるか。 

「グローバル・スタディーズ」，EAP

などの Foundation （基礎）科目を設

置している。 

特になし。 

Ａ 無 

9 

高校課程の教科内容につ

いての補修・補完教育（リ

メディアル教育）の実施

は適切であるか。 

2009 年度から英語能力別クラス編成

を導入した。2008 年度は学部独自の

課外クラスを実施した。 

2008 年度には英語能力別クラ

ス編成がなかった。 
Ｂ 無 

10 
高大連携の取組の実施状

況は適切であるか。 

特になし。 高大連携の取り組みはない。 
Ｃ 有 

11 
各授業科目の卖位計算方

法は妥当であるか。 

適切である。履修要項，シラバス参照。 特になし。 
Ａ 無 

教育方法 

12 

履修科目登録の上限設定

（キャップ制）とその運

用は適切であるか。 

履修の手引き参照。「IV 進級・成績」 特になし。 

Ａ 無 

13 

成績評価法，成績評価基

準の設定は適切である

か。 

学部全体の基準は初年度に兼任講師

も含め配布される。また各教員のレジ

ュメに具体的に書かれている。 

特になし。 

Ａ 無 

14 

多面的に評価する仕組み

の導入状況は適切である

か。 

各教員のレジュメにおいて，多角的な

評価方針が書かれている（たとえば試

験・レポート・プレゼンテーションな

ど）。 

特になし。 

Ａ 無 
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15 

履修指導の実施は適切で

あるか。 

新入生から学生に対し履修ガイダン

スを行っている。常時事務において学

生に対応している。シラバス参照。 

特になし。 

Ａ 無 

16 

学生の学修の活性化と教

員の教育指導方法の改善

を促進するための措置は

有効であるか。 

尐人数教育の利点を生かし，各教員が

学生の学修の活性化に努めている。教

育指導方法の改善の促進は全学の学

生による授業評価を利用している。 

特になし。 

Ａ 無 

17 
シラバスの活用は適切で

あるか。 

学生の興味や理解度に柔軟に対応し

ながら授業を進めている。 

必ずしもシラバス通りに行わ

れていない授業がある。 
Ｂ 無 

18 
学生による授業評価の活

用は適切であるか。 

各教員が適切に活用している。 特になし。 
Ａ 無 

19 

双方向型授業や尐人数教

育等の実施状況は適切で

あるか。 

学部の特徴として尐人数教育を徹底

している。 

特になし。 

Ａ 無 

学生の受け入れ 

20 

入学者受け入れ方針（ア

ドミッションポリシー）

及び入学者選抜方法は適

切であるか。 

学部の特徴に合った複数の選抜方式

を実施している。 

新しい学部であり，学部の特

殊性もあるため，歩留まりの

設定が難しい。 
Ｂ 有 

21 

退学者の状況と退学理由

の把握状況は適切である

か。 

退学者の理由は把握している。 特になし。 

Ａ 無 

教員組織 

22 

学部・学科等の理念・目

的並びに教育課程の種

類・性格，学生数との関

係において教員組織は適

切であるか。 

特になし。 特になし。 

Ａ 無 

23 

为要な授業科目への専任

教員配置状況は適切であ

るか。 

为要科目はほぼ専任教員が担当して

いる。 

特になし。 

Ａ 無 

24 

教員組織における専任，

兼任の比率は適切である

か。 

適切である。 学部運営の仕事が多い。 

Ｂ 無 

25 
教員組織の年齢構成は適

切であるか。 

特になし。 年齢のバランスがとれていな

い。 
Ｃ 有 

26 

実験・実習を伴う教育，

外国語教育，情報処理関

連教育等を実施するため

の人的補助体制の整備状

況と人員配置は適切であ

るか。 

情報処理関連教育科目は TA が設置さ

れている。 

特になし。 

Ａ 無 

27 

教員と教育研究支援職員

との間の連携・協力関係

は適切であるか。   

適切に協力し，2008 年度は科研費を

得た教員がおり，学部として科研費

(特別図書)を申請した。また，資料室

にはネイディブスピーカーが教育の

補助を行っている。 

特になし。 

Ａ 無 

28 

教員の募集・任免・昇格

に関する基準・手続の内

容とその運用は適切であ

るか。 

設立準備委員会議事録および教授会

議事録。ならびに各科目募集要項参

照。 

特になし。 

Ａ 無 

 

Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

理念・目的 

グローバルな視座を持った人材を育成す

る。 

  

学際的教養・異文化理解を持った人材を

育成する。 

  

高いコミュニケーション能力を持った学

生を育成する。 

  

教 育 課 程 

国際人として通用する高度の英語運用能

力を持つ人材を育成する。 

TOEFL®-ITP のスコアを伸ばす。現１年生が学

年末までに平均20点以上伸びることを目標と

する。 

 

グローバル化に対応できる広い視野と柔

軟な発想を持つ人材を養成する。 

学部独自の SA プログラムを実施する。2割程

度の学生の参加を目指す。 
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大学の派遣留学生制度への応募を奨励する。2

名以上の応募・合格を期待する。 

初年度教育の充実。 英語能力に応じた 3 レベルの能力別クラスの

導入。 

 

英語コミュニケーション能力が务る 1 割程度

の学生に対して補完の措置を取る。 

高大連携のスタート。 付属校からの推薦受験を始める（3名）。  

付属高校での説明と模擬授業を行う。 

キャリア教育のスタート。 キャリアセンター为催のプログラム参加を呼

びかける。学部によるキャリア講演会を行う。 

 

教 育 方 法 

学生の授業満足度の向上。 学生による授業改善アンケートの実施率を高

める。100％を目標とする。 

 

尐人数教育による教育効果の向上。 全クラスのうち 5 割以上のクラスで，試験以

外に英語によるプレゼンテーションあるいは

レポートを課すことを目標とする。 

 

英語イマージョン教育の徹底。 例外を除き（体育・第二外国語等），本学部の

全科目の英語イマージョン教育を維持する。 

 

学生の受け 

入れ 

学習意欲の高い学生の確保。 全教員がオープン・キャンパスあるいは高校

での模擬授業等に参加する。 

 

多様な能力を持った学生の確保。 入学経路を増やす。付属校推薦から 3 名以上

の入学を目標とする。 

 

教 員 組 織 

教育・研究充実のための教員組織の整備。 設置届け時の採用計画に沿って，専任教員あ

るいは任期付教員（助教を含む）を 2 名採用

する予定 
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Ⅲ．大学評価委員会による報告書 

大項目 所     見 

1 理念・目的 

（現状分析へのコメント） 

 本学部のグローバル研究は，学部名に「教養」を付けることによって人文学と社会学系学問の再編

成と新たな総合性を目指すという意欲的姿勢を示している。また多様な文化・社会事象を地球全体が

直面する課題と認識し，その課題分析と解決方法を模索することに为眼を置いている。そのために，

領域横断的研究アプローチを採用する。 

 以上に基づき，英語の運用能力の向上という域を越える特色を持たせた英語イマージョン教育を採

用する。それは二つの目的がある。第一は，英語を用いることが研究教育の前提と考え，講義やゼミ

を原則すべて英語で行う，いわゆる英語づけ教育である。第二には，英語そのものに内在する批評的・

抽象的思考能力を習得させることである。そうした本学部の理念・目的は，履修の手引き等によって

学生に周知されている。 

ところで理念・目的はよいとして，「西欧志向」に傾きすぎていないであろうか。アジア太平洋地

域という日本の位置やアジア太平洋地域と欧米地域とのブリッジという日本の自己役割を理念に含

め，アジア太平洋地域研究や中国語や韓国語といったアジアの言語の運用能力の育成も理念・目的に

含める必要はないのであろうか。 

（目標に対するコメント） 

为体的な課題発見能力，世界基準の議論の理解能力，自らの为張の論理的表現能力，問題解決のた

めの提案能力を養う。それらを通じて，高い英語コミュニケーション能力を活用し社会で活躍する意

欲的人材を育成する。それは，日本にとって依然大きな課題である。従って，そうした人材の育成を

目標とする本学部の意義は大きい。とはいえ，「西欧志向」は修正すべきと考える。 

2 教 育 課 程 

（現状分析へのコメント） 

大規模な学部の中にあって定員 50 名の最小規模学部という特色を持っている。それによって尐人

数教育を実現している点は高く評価できる。ただし，受験者数が多いにも係らず，入学者数が定員を

満たしていない点は是正されるべきであり，尐人数教育にもかかわらず，科目によっては履修者数制

限や選抜を行う点は解消すべきである。専門科目と教養科目を区別しないカリキュラムは，系統的に

整理され，各科目には 100 から 400 までのレベルが表示されていて，学生には履修しやすくなってい

る。新入生のために基礎ゼミの内容も併せ持った EPA を充実させている点も評価出来る。キャリア教

育の一環として学生に 3つの履修モデルが提示されている。その中にある英語で授業を展開出来る英

語教員の養成という視点は，今日の英語教育の弱点を補うという意味で意義がある。ただし，学部の

性格上，国際機関，NGO，NPO 等を志す学生向けのモデルがあってもよいと考えられる。それとも関連

するが，英語漬けに加えてアジアの言語の運用能力を育成することも検討すべきと思われる。今後，

順次高大連携も視野に入れる必要がある。 

（目標に対するコメント） 

卒業に至る学位授与の方針は適切と考えられる。初年度教育の一環として 1年次生には基礎ゼミの

性格も持たせたアカデミック英語が設けられている。幅広い学習を可能とするために，学際科目を学

ぶためのカリキュラムも整えられ，レベル表示もなされている。英語については，総合的な英語運用

能力の育成が可能なカリキュラムとなっている。 

3 教 育 方 法 

（現状分析へのコメント） 

履修科目登録の上限設定が為されている。成績評価方針は，シラバスの中に示されている。しかし，

方針等が各教員の裁量に任されているためか，評価のウエイト(出席，プレゼンテーション，筆記試

験等)が％で示されていないもの，参考文献等が示されていないもの等，ばらつきが見られる。また

尐人数教育というが学部の性格や英語教育重視という点からして，尐人数教育や双方向型授業が実現

されている。しかし，それを理由として，オフィス・アワー制度が設けられていない。代替措置とし

てコモン・ルームを設けているとのことである。だが，教職員の自由な交流の場であるコモン・ルー

ムが個々の学生の相談窓口として十分に機能出来るかについては疑問が残る。さらに，授業評価アン

ケート結果が各教員の授業内容改善に生かされているかについての組織的点検が行われているか否

かは不明である。 

（目標に対するコメント） 

尐人数教育に基づいて双方型の授業を展開し，留学支援等を通じて学生に何が出来るようになるか

という目標を提示し，それに向けた英語イマージョン教育の徹底が行われようとしている点は評価出

来る。それについていけなくなった学生の手当てについては不明である。そのあたりは，オフィス・

アワーの問題とも関連付けて考える必要がある。 

4 
学生の受け 

入れ 

（現状分析へのコメント） 

アドミッション・ポリシーは明確化されている。入試の多様化もはかられ，年二度の自己推薦特別

入試と一般入試により学生を受け入れている。一般入試の英語問題は，「英語 S」と呼称されるが本学

部の英語イマージョン教育に対応出来，かつ入学後伸びる学生を獲得するために独自性の工夫のなさ

れた試験を採用している。ただし，帰国生徒，付属高校生，社会人等の受け入れが検討課題として残

されている。高大連携といった努力も求められる。受験者数が多いにもかかわらず，入学定員を満た

していない点は問題であり，是正が求められる。 

完成年度を迎えていないとはいえ，英語学習という学生にとってはストレスの大きい学部に於いて

退学者が 1名という点は，尐人数教育の成果が出ているか否かは書面上不明であるが，評価できる。 

（目標に対するコメント） 



グローバル教養学部 大学評価報告書 
 

118 

 

国際科，外国語科といった本学部の目的に沿う教育を行っている高校や帰国子女，英語学習に熱心

な付属高校生への働きかけ等の入学経路を増やすべきである。定員割れも避ける方向で対処すべきで

ある。 

5 教 員 組 織 

（現状分析へのコメント） 

本学部は，専門と教養に課程が分かれていないとはいえ，専任教員の比率は 56.6%(2008 年度)と，

高いとはいえない。年齢構成は，専任教員の数が尐ないとはいえ，50 歳代と 30 歳代に集中しており，

もう尐し年齢構成についても配慮する必要がある。教員と職員との連携や協力については，コモン・

ルームの利用により，円滑に行われていると考えられる。昇格手続き等に関しては不明である。 

外国人教員は，出身が世界各国に別れ，多様性に富んでいるため，ワールド・イングリッシュの教

育が可能と思われる。専任教員もしくは任期付教員 2名増の予定のようであるが，学部の性格及び出

口の拡充のためには，アジア太平洋地域の国際関係やビジネス，国際機関，NGO，NPO といった分野担

当の教員が加わると，学部の充実が更に図られ，存在意義や魅力も増すと考えられる。 

（目標に対するコメント） 

小規模な学部とはいえ，大規模な学部同様に必要なものは必要になるため，経営効率が悪くなるの

はやむを得ないところがある。学生の側からすると，多分野の専任教員の数が多いほど魅力に満ちた

学部となる。そういう意味からも，一つの実験的学部，或いは小規模だがさらなる特色と魅力ある学

部とするために教員の充実を望みたい。 

概 評 

今日のニーズに応える特色ある学部である。大規模な大学が小規模の学部を設立するという思い切った決断がなされた

ことを評価したい。基本的に 4年間英語づけにする，そのためにシラバスも英語で標記する徹底振りも評価したい。海外

留学についても提携等が進んでいるようであるが，学生にとっての最大の問題は経費であろう。そのため，大学独自の奨

学金に関する具体的な説明が十分でないと思われる。本学部を志望する多くの学生は，おそらく英語をフルに使って仕事

をしたい，或いは国際社会に向け羽ばたきたいと考えていると推察する。であるとするならば，他学部履修制度を効果的

に用いることによって，履修にもう一つのモデルを追加すべきではないかと考える。 

但し，理念・目的に掲げられた人文学と社会学系の学問の再編成と新たな総合性を具体的に達成することは，今後の課

題であると同時に相当な努力を要すると考えられる。領域横断的アプローチについても同様のことがいえる。教員各人の

研究は，勿論各個人が行うものであるが，英語イマージョン教育に携わる教員による共同研究によって同教育を進化させ

つつ理念にあるような新たなアプローチを模索することが可能か疑問である。それに参加しない他の領域の教員が理念に

あるような学問の再編成や新たな総合性達成にいかに関与していくのか，具体的示唆が求められる。 

非常勤の教員に外資系企業の経営者や，日本企業ではあるが海外駐在が長く現在は管理職にある社会人，NGO 活動に取

り組んでいるといった方々をお願いすることによってより魅力ある学部となると考える。 
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スポーツ健康学部 

Ⅰ．現状分析 

項

番 
小項目 長所 短所または問題点 

4 段階 

自己 

評価 

目標 

化の 

有無 

理念・目的 

1 

学部の理念・目的・教育目

標とそれに伴う人材養成

等の目的は適切であるか。 

設置に至る段階で十分に検討し

た。今後の社会情勢からみても，

またスポーツの持つ意味の大き

さや取り組むべき課題の多さか

ら鑑みても適切であると考える。 

特になし。 

Ａ 無 

2 

学部の理念・目的・教育目

標等の周知方法は有効で

あるか。 

設置に至る段階で，数多くの議論

を重ねている。設置準備にかかわ

った教員には学部理念・目的・教

育目標等の周知は徹底できてい

る。 

設置準備に直接かかわっていな

い新任の専任教員に対して，学

部理念・目的・教育目標等の周

知を徹底する必要がある。 

Ｂ 無 

教育課程 

3 

卒業までの学位授与の方

針（ディプロマポリシー）

の設定は適切であるか。 

設置認可に至る過程の中で，ディ

プロマシーを当初予定していた

ものから修正を加え，体育学をベ

ースに健康科学，スポーツビジネ

ス＆マネジメントを加味した学

位となったため，方針がより明確

になったと考える。 

特になし。 

Ａ 無 

4 

カリキュラムの体系性（カ

リキュラムポリシー）は適

切であるか。 

設置認可の過程で，「スポーツ健

康学」の位置づけが明確となっ

た。そのためカリキュラムも段階

的かつ体系的なものに修正され

た。 

特になし。 

Ａ 無 

5 

基礎教育，倫理性を培う教

育の位置づけは適切であ

るか。 

学部カリキュラム全体が基礎的

な科目を学習したのちに応用科

目へと展開できるよう整えられ

ている。 

（学部統一カリキュラムで行

う）基礎演習以外の科目の連携

が問題になると考える。 
Ｂ 無 

6 

幅広い学修を保証するた

めの組織的な取り組みは

適切であるか。 

特になし。 新任の教員を加えた新たな教授

会において，学部全体での取り

組みを確認する必要がある。 

Ｃ 有 

7 

キャリア教育の実施は適

切であるか。 

1 年時後期からキャリア教育に関

する科目が設定されていること

や実習や演習，インターンシップ

などにより，スポーツとキャリア

を考えられるカリキュラム体制

になっている。 

特になし。 

Ａ 無 

8 

学生が高校から大学へ円

滑に移行するために必要

な初年次教育（一年次教

育，導入教育）の実施は適

切であるか。 

「基礎演習」を尐人数制により専

任教員が担当すること，また学部

統一シラバスにより実施するこ

とで，カレッジスキルの習得を含

め，大学生活への導入教育として

位置付けている。 

特になし。 

Ａ 無 

9 

高校課程の教科内容につ

いての補修・補完教育（リ

メディアル教育）の実施は

適切であるか。 

特になし。 今後入学するの学生の学習状況

から，理数系の科目，特に数学

や生物の知識に対する補修・補

完教育について学部全体で議論

する必要がある。 

Ｄ 有 

10 

高大連携の取組の実施状

況は適切であるか。 

特になし。 今後，学部での組織的な取り組

みを行うかどうかについて，議

論する必要がある。 

Ｄ 無 

11 
各授業科目の卖位計算方

法は妥当であるか。 

特になし。 特になし。 
Ａ 無 

教育方法 

12 

履修科目登録の上限設定

（キャップ制）とその運用

は適切であるか。 

日体協公認アスレティイクトレ

ーナー，健康運動指導士といった

資格に対する認定科目の取得に

ついても履修科目登録の上限設

定と運用は適切に行われている。 

特になし。 

Ａ 無 
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13 
成績評価法，成績評価基準

の設定は適切であるか。 

特になし。 特になし。 
Ａ 無 

14 

多面的に評価する仕組み

の導入状況は適切である

か。 

特になし。 特になし。 

Ｄ 無 

15 

履修指導の実施は適切で

あるか。 

各資格についての説明会を行っ

たり，専任教員が個別に指導する

ことなどで適切に対応している。 

特になし。 

Ａ 無 

16 

学生の学修の活性化と教

員の教育指導方法の改善

を促進するための措置は

有効であるか。 

特になし。 今後，学部全体で議論した上で

取り組みが必要になると考え

る。 
Ｃ 有 

17 
シラバスの活用は適切で

あるか。 

特になし。 特になし。 
Ａ 無 

18 
学生による授業評価の活

用は適切であるか。 

特になし。 特になし。 
Ｃ 有 

19 

双方向型授業や尐人数教

育等の実施状況は適切で

あるか。 

基礎演習・語学・スポーツ総合は

150 名定員に対し，7 クラスで編

成することで平均 20 数名の尐人

数教育により行っている。専門演

習や実習科目も同様の尐人数教

育により実施しており適切であ

ると考える。 

特になし。 

Ａ 無 

学生の受け入れ 

20 

入学者受け入れ方針（アド

ミッションポリシー）及び

入学者選抜方法は適切で

あるか。 

特になし。 特になし。 

Ａ 無 

21 

退学者の状況と退学理由

の把握状況は適切である

か。 

特になし。 特になし。 

―  ―  

教員組織 

22 

学部・学科等の理念・目的

並びに教育課程の種類・性

格，学生数との関係におい

て教員組織は適切である

か。 

特になし。 女子学生の占める割合から考え

ると，実習の多い分野であるこ

とからみても，女性教員が尐な

い点を是正する必要があると考

える。 

Ｃ 有 

23 

为要な授業科目への専任

教員配置状況は適切であ

るか。 

特になし。 各専門分野の基礎系科目に専任

教員が比較的尐ない傾向にある

点を学部全体で議論する必要が

ある。 

Ｃ 有 

24 

教員組織における専任，兼

任の比率は適切であるか。 

特になし。 教養科目と専門科目の基礎部分

の教員が専任教員に占める割合

を学部全体で検討する必要があ

る。 

Ｃ 有 

25 

教員組織の年齢構成は適

切であるか。 

特になし。 60 代と 40 代が多く，それ以外の

層との格差を検討する必要があ

る。 

Ｃ 有 

26 

実験・実習を伴う教育，外

国語教育，情報処理関連教

育等を実施するための人

的補助体制の整備状況と

人員配置は適切であるか。 

特になし。 各専門分野や領域ごとに人的補

助体制が異なるために，組織的

な取り組みを行う必要がある。 Ｂ 無 

27 

教員と教育研究支援職員

との間の連携・協力関係は

適切であるか。   

特になし。 特になし。 

Ｂ 無 

28 

教員の募集・任免・昇格に

関する基準・手続の内容と

その運用は適切であるか。 

特になし。 特になし。 

Ｃ 無 
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Ⅱ．中期目標・年度目標 

大項目 中期目標 2009 年度目標 達成指標 

理念・目的 

学部の理念・目的を常に意識し，

授業内容・授業の進行についても

教員間の連携を保つ。 

前期・後期に「授業見学ウィーク」

を設け，また授業運営に関する

（学生による授業評価をふまえ

た）意見交換会を実施する機会を

設ける。 

「授業見学ウィーク」「授業運営

に関する意見交換会」を前・後期

各 1回の実施する。 

教 育 課 程 

スポーツ健康学の専門分野の確

かな知識を有し，地域社会で活躍

できる人材を育成する。 

年度終了時に専門知識の習得度

合いを確認するテストを行う。 

（年度末における）専門知識習得

度テストを実施が目標。 

今年度は初年度のため，初めての

実施となるため，その数値を検討

材料とし，目標（点数）は次年度

以降設定する。 

スポーツ健康学に関する知識と

技術を備えるとともに，国際的な

活躍を担える英語運用能力を持

つ人材を育成する。 

前期・後期に「授業見学ウィーク」

を設け，また授業運営に関する

（学生による授業評価をふまえ

た）意見交換会を実施する機会を

設ける。 

「授業見学ウィーク」「授業運営

に関する意見交換会」を前・後期

各 1回の実施。 

教 育 方 法 

情報通信技術を活用した授業方

法の改善と学生の学修の活性化 

前期・後期に「授業見学ウィーク」

を設け，また授業運営に関する

（学生による授業評価をふまえ

た）意見交換会を実施する機会を

設ける。 

「授業見学ウィーク」「授業運営

に関する意見交換会」を前・後期

各 1回の実施。 

今年度は初年度のため，情報通信

技術を活用した授業の推奨と，実

際の実態把握。次年度事項に，数

値目標設定。 

学生による授業満足度の向上と

ともに，学生による授業評価を適

切に活用する。 

前期・後期に「授業見学ウィーク」

を設け，また授業運営に関する

（学生による授業評価をふまえ

た）意見交換会を実施する機会を

設ける。 

「授業見学ウィーク」「授業運営

に関する意見交換会」を前・後期

各 1回の実施。 

この際，学生による授業評価をふ

まえることが前提。 

今年度は初年度のため，意見交換

会で出た意見等より，次年度以降

新たな目標値を設定。 

学生の受け 

入れ 

学習意欲の高い学生の確保 高校訪問等広報活動の充実とホ

ームページの充実化。 

昨年以上の広報活動。 

（昨年以上の進学相談会・高校訪

問等への出張。学会・研究会等で

の率先した広報活動。ホームペー

ジも在学生のみならず，受験生を

意識した作りにすること。） 

教 員 組 織 

各専門分野の基礎系科目への専

任教員の配置 

スポーツ健康学部完成年度に向

けた教員組織検討委員会の立ち

上げ。 

今年度は，教員組織検討委員会の

立ち上げ。完成年度に向けた，方

針（カリキュラム・大学院）の枠

組み作成から，それに伴う教員組

織についての検討開始。 

女性の専任教員の適正な配置 スポーツ健康学部完成年度に向

けた教員組織検討委員会の立ち

上げ。 

今年度は，教員組織検討委員会の

立ち上げ。完成年度に向けた，方

針（カリキュラム・大学院）の枠

組み作成から，それに伴う教員組

織についての検討開始。 
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Ⅲ．大学評価委員会による報告書 

大項目 所     見 

1 理念・目的 

（現状分析へのコメント） 

 本学部は，社会のスポーツと健康の諸問題に対応でき，知・情・意に秀でたスポーツ振興に資する

人材の育成を目標とし，2009 年に創設された。今日，わが国では，尐子高齢化が急速に進展するなか

で，医療費の増大，生活習慣病の蔓延，健康不安などの諸問題が顕在化しつつある。このような状況

で，従来の体育学と健康科学の協調関係を促進させ，積極的に融合させることによって生まれる「ス

ポーツ健康学」を構築し，諸問題への解決にあたることが重要であり，これが本学部の目的となって

いる（『履修の手引き』『ホームページ』）。 

 伝統的に数多くの競合アスリートを生み出してきた法政大学で，スポーツを，一部のアスリートの

ものとするのではなく，新たな時代の要請に応えるべく再編するという意気込みが『ホームページ』

等から伝わってきて，好印象を受ける。今年度，産声をあげた学部ということで，理念・目的・教育

目標等の周知にはしばらく時間がかかるだろうが，「現状分析シート」には問題が十分に意識されて

いる。 

 ただ，ひとつ気になったのは，「現状分析シート」の第 2 項である。その「短所または問題点」で

は，「設置準備に直接関わっていない新任の専任教員に対して，学部理念・目的・教育目標等の周知

を徹底する必要がある」と書いてあるが，学生や社会への発信も意識していくことも大切で，その記

述も含まれるとさらによいだろう。 

（目標に対するコメント） 

「現状分析シート」は「中期・年度目標シート」と対応させて，第 2項の「目標の有無」は「有」と

すべき。「授業見学ウィーク」はどのようなものを想定しているか，文書中に簡卖な記述がほしい。 

2 教 育 課 程 

（現状分析へのコメント） 

 本学部では，多様化・複雑化するスポーツとのかかわり方に専門的な知識をもって対処しうる人材

を育成し，社会的養成に応えるために，「ヘルスデザインコース」，「スポーツビジネスコース」，「ス

ポーツコーチングコース」の 3コースを設置している。学生は，これら 3つのコースでの基礎力を身

につけた上で，学際的に融合された知識を得るために，選択コース以外の専門科目も自由に履修でき

るようになっており，ある程度のしばりと弾力性が確保されている（『履修の手引き』）。 

 カリキュラムの内容は「スポーツ健康学」の考え方に沿い，一般教養（「生命倫理」を含む），スポ

ーツ実習に加え，コーチング論，トレーニング実習，スポーツマネジメント論，およびスポーツと社

会に関わる科目等が配置されている。また，体系については，わかりやすく示され，各コースに所属

する学生への履修モデルの例示もあり，为にどの年次で履修したらよいかの目安が記されている（『履

修の手引き』）。 

 スポーツ指導基礎資格（スポーツリーダー），アスレティックトレーナー，健康運動指導士，健康

運動実践指導者につながる履修を用意しており，幅広い学修の機会を取り揃えている（『履修の手引

き』）。 

（目標に対するコメント）  

「現状分析シート」での問題点と，「中期・年度目標」の対応が適切でない。たとえば，「現状分

析シート」第9項では，リメディアル教育（理数系の科目）についての問題点を挙げているのだが，

それに対応する項目がない。「国際的な担える英語運用能力」が目標に掲げられているが，これはリ

メディアルという印象を受けない。 

3 教 育 方 法 

（現状分析へのコメント） 

 本学部では，学部の理念（「スポーツ健康学」の習得）に沿って，実技と講義とが配置されている

が，きめ細やかな指導の必要性を満たすに十分な尐人数教育クラス体制になっている。また，実習を

行うための設備も十分に用意されている。 

 履修の指導についても説明会や個別指導により適切に行われている。とりわけ，資格を目指す学生

については 1年次から計画的な履修を行うよう，注意を喚起させている。 

履修科目登録の上限については，一般的な科目全体にキャップを置くとともに，資格認定科目につ

いてのキャップも置いてあり，妥当な設定となっている。 

 多面的な評価については，学部科目の性格上当然満たされていると感じる。 

 その他の点については，まだ立ち上がったばかりの学部であるため，「現状そのもの」がまだ分析

に乗る以前の話であろう。（例えば，「学生による授業評価の活用」「成績評価」などは，まだ行われ

ていない。）今後，こうした項目を意識しつつ，学部の運営を行っていくものと理解している。（第 18

項の長所に「授業評価アンケートを実施する」というぐらいは入れてもよいのでは，とも思うが。） 

（目標に対するコメント） 

「現状分析シート」での問題点と，「中期・年度目標」の対応が適切でない。また，質問票にも記

したが，目標の記述がわかりにくい。 

4 
学生の受け 

入れ 

（現状分析へのコメント） 

 本学部では，一般入試と付属校からの推薦入試により，学生を受け入れている。一般入試は，さら

に，3 科目入試，2 科目入試に分かれ，この規模の学部としては，十分に多様な選抜経路による入学

生確保を行っているといえる。なお，2009 年度の一般入試での入学者は入学者総数のうち約 9割を占

める。 

  時代の要求に沿い「スポーツ健康学」という分野を明確に打ち立てた本学部の意図が社会的に認知
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されたということだろうが， 2009 年度，一般入試において 3,003 名の志願者を集めた（うち合格者

は 378 名）。 

2009 年度の入学者は 160 名で，入学定員 150 名の 107%である。適正な規模での学生確保が行われ

ている。 

 退学者の問題などは今後，対処していくことになるはずだが，意識しつつ，学部の運営を行ってい

くものと理解している。  

（目標に対するコメント） 

 「現状分析シート」での問題点と，「中期・年度目標」の対応が適切でない。学部立ち上げにご苦

労されている様子が「目標シート」から伝わってくるが，これをもう尐し活かして，「評価シート」

第 10 項「高大連携」の長所に，説明会や高校訪問を入れておいたらどうだろうか？ それに対応し

て，ここでさらに広報活動を行い，「より学習意欲の高い学生の確保」という形で展開するとより説

得的になると思われる。 

5 教 員 組 織 

（現状分析へのコメント）     

 本学部では，各学科の理念・目的に沿った形で専門科目を配置し，元トップアスリートや指導者，

医師等を含めて必要なスタッフを配置している。ただ，なにぶん一年目のためにまだ手探りの状態で

ある。女子学生の占める割合を考えると，女性教員が尐ない点（現在，専任教員 16 名，うち女性教

員 1名）を是正する必要がある。また，各専門分野の基礎系科目に専任教員が比較的尐ない。 

 学生数に対する専任教員比率は，このままの水準で学生が入学してきたとすると，専任教員 1名あ

たり学生 35.6 名となり，大学基準協会で定めた基準に適合している。 

（ただし，2010 年 2 名の教員採用予定者を含めての試算。） 

 選任教員の年齢構成のバランスは，完成年度で 30 歳以下 0%，31～40 歳 5.5%。41～50 歳 27.7%，

51～60 歳 16.6%，61 歳以上 50.0%で，かなり偏ったものになってしまっている。（大学基準協会の基

準では，各クラスの数字が 30%を超えると助言になることがある。）今後バランスをとる必要があるだ

ろう。 

（目標に対するコメント） 

各専門分野の基礎系科目への専任教員の配置，女性専任教員の配置はともに「現状分析シート」で

指摘された問題の解決につながる目標であり，適切な設定となっている。また，具体的な数値による

達成目標が欲しい。（たとえば，「尐なくとも何人」といった程度でも。） 

概 評 

本学部は，社会のスポーツと健康の諸問題に対応でき，知・情・意に秀でたスポーツ振興に資する人材の育成を目標と

し，2009 年に創設された。伝統的に数多くの競合アスリートを生み出してきた法政大学で，スポーツを，一部のアスリ

ートだけのものからより一般のものとすべく，従来の体育学と健康科学を基礎にし，スポーツビジネスまで視野に入れた

学部である。新たな時代の要請に応えるべく再編したものという意気込みが『ホームページ』等から伝わってきて，好印

象を受ける。今年度，産声をあげた学部ということで，理念・目的・教育目標等の周知をはじめとして，問題点の洗い出

しそのものも実際運営を行ってから見ていく必要があり，時間がかかるだろうが，「現状分析シート」にはあらかじめ考

えられる問題は意識されている。 

 目標は，「授業評価ウィークの実施」「専門知識の習熟度合い確認テストの実施」「広報」「人事（基礎系科目，女性）」

になる。「授業評価ウィーク」については，読み手にもう尐し具体的なイメージが伝わるように記してほしい。「専門知識

の習熟度合い確認テストの実施」と「広報」については「現状分析シート」と「目的シート」との関連をつけてほしい。

また，人事については，（来年度採用者を含めた）現状の簡卖な記述と，尐しでも具体的な何かを示すと望ましいのでは？

と感じた。 




